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ま え が き 
 
 2016 年４月の国家資格化に伴って、キャリアコンサルタントに対する社会的な期待は大き

く高まっており、各方面でキャリアコンサルティングの一層の普及促進が求められている。 
 従来、キャリアコンサルタントの実態調査は数年ごとに過去３回（2006 年、2010 年、2013
年）行われてきたが、ここ数年は調査が実施されておらず、国家資格化以降の実態把握は十

分に行われていない。 
 そこで、本研究では、今後、キャリアコンサルタントがより一層確立された専門家として

発展し、キャリアコンサルティングがクライエントに利用されやすい社会的インフラストラ

クチャーとなることを目指すべく、国家資格キャリアコンサルタントの登録者を対象に調査

を行い、その働き方や活動状況等について実態を把握し、その現状と課題を明らかにするこ

とを目的とした。 
 特に、本調査では、国家資格化以降のキャリアコンサルタントの実態把握を行うことを中

核的な問題意識としつつも、過去３回、関連調査が行われているため、その経年比較も念頭

に置いた。具体的には、過去の調査項目を大幅に取り入れる形で質問項目を設け、その比較

を行った。 
 調査の結果、キャリアコンサルタントの主な活動領域として「企業領域」がこの 10 年で

大幅に拡大していた。また一方で、「企業領域」以外の領域も約６割を占めており、特に、医

療機関、福祉施設、自治体等での様々な活動が、漸次、拡大していることも示された。これ

らの結果をはじめ本調査結果の多くは、各領域で活動するキャリアコンサルタントは常に

一定の政策的、制度的な枠組みを求めており、今後も、継続的・持続的にキャリアコンサ

ルタントが活動しやすい環境を整備していく必要性・重要性があることを示していた。 
 国家資格となりまだ間もない段階でのキャリアコンサルタントの活動状況等に関する

本調査結果には、今後のキャリアコンサルタントの行く末や発展の可能性をも占う大まか

な方向性が示唆されていたと考える。本報告書が、今後のキャリアコンサルティング施策

に貢献し、寄与するものとなれば、幸いである。 
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第１章 背景・問題・方法 

１．背景 

 2016 年４月の国家資格化に伴い、キャリアコンサルタントに対する社会的な期待は大きく

高まっており、各方面でキャリアコンサルティングの一層の普及促進が求められている。 

 政府ならびに行政におけるキャリアコンサルティング施策に関する直近の動向をまとめる

と、まず、産業競争力会議「雇用・人材分科会」中間整理（平成 25 年 12 月 26 日）において

「キャリア・コンサルティングの体制整備」に関する言及がなされた。次いで、「日本再興戦

略」改訂 2014－未来への挑戦－（平成 26 年 6 月 24 日）でも「キャリア・コンサルティング

の体制整備」について言及がなされた。さらに、「日本再興戦略」改訂 2015－未来への投資・

生産性革命－（平成 27 年６月 30 日）では「セルフ・キャリアドック（仮称）」の整備が明記

された。「セルフ・キャリアドックとは、企業がその人材育成ビジョン・方針に基づき、キャ

リアコンサルティング面談と多様なキャリア研修などを組み合わせて、体系的・定期的に従

業員の支援を実施することを通して、従業員の主体的なキャリア形成を促進・支援する総合

的な取組み」（厚生労働省セルフ・キャリアドック導入支援サイトより）であり、企業内キャ

リアコンサルティング施策の 1 つと捉えられている。

こうした動向を受けて、キャリアコンサルティングに関わる法的な整備がなされ、「勤労青

少年福祉法等の一部を改正する法律」の中で職業能力開発促進法が改正され、キャリアコン

サルティングが明確に定義された。この法改正に基づいて、2016 年４月１日から、キャリア

コンサルタントの登録制度が開始され、いわゆるキャリアコンサルタントの国家資格化がな

されたこととなる。 

 また、その後の各種政府レベルの会議では、社会人のリカレント教育や学び直しとの関わ

りについての論点が注目される。例えば、平成 28 年 11 月の第 3 回働き方改革実現会議にお

いては「社会人の学び直しの推進」に関して「ハローワーク等におけるキャリア形成の気付

きを促すキャリアコンサルティングの普及・促進」が言及された。さらに、2017 年 11 月の

第３回人生 100 年時代構想会議においては「厚生労働省におけるリカレント教育の充実等に

関する取組」の中で「労働者が企業内で定期的にキャリアコンサルティングを受ける仕組み

（セルフ・キャリアドック）の普及を加速させ、中高年齢期をも展望に入れたキャリアコン

サルティングを推進する」ことが説明された。どちらも、学び直しができる環境整備の強化

にあたって、キャリアコンサルタントが一定の貢献を果たしうることが昨今の各種会議で指

摘されている。 

 こうしたキャリアコンサルティングに対する言及が、政府レベルの会議で断続的になされ

る背景には、企業等で働く従業員を中心とした労働者および社会人全般の「キャリア」を何

らかの形で支援する必要性があり、その認識が国や政府全体のレベルで共有されているとい

うことがある。その際、重視されているのは個々の労働者の主体的なキャリア形成であり、
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ある場合には、その前提となる「気づき」を促し、ある場合には自ら学び直すことを支援す

ることが、目指すべき重要な指針として掲げられていると言えよう。 

 そして、労働者のキャリア形成の支援を提供する専門家として各方面から一定の期待感が

持たれている証左として、キャリアコンサルタントが一連の動向と軌を一にして国家資格と

して整備されたと言える。 

 

２．問題 

（１）目的 

 本研究では、上記のキャリアコンサルタントに係る背景を踏まえて、キャリアコンサルタ

ントに対する活動状況等の調査を行うことを目的とした。 

 従来から、キャリアコンサルタントに対する活動状況等に関する調査は、数年ごとに過去

３回（2006 年、2010 年、2013 年）行われてきた。しかし、ここ数年は調査が実施されてお

らず、国家資格化以降の実態把握は十分に行われていない。 

 そこで、本研究では、今後、キャリアコンサルタントがより一層確立された専門家として

発展し、キャリアコンサルティングがクライエントに利用されやすい社会的インフラストラ

クチャーとなることを目指すべく、国家資格キャリアコンサルタントを有している者を対象

に調査を行い、キャリアコンサルタントの働き方や活動内容等について実態を把握し、その

現状と課題を明らかにする。 

 特に、国家資格キャリアコンサルタントを有する者を対象として、キャリアコンサルタン

ト資格保有者の基本属性、就労状況、活動内容、能力向上、今後の新たな活動の展開等に関

するアンケート調査を実施し、結果を集計・分析することを目的とした。 

 なお、今回の調査では、過去３回、関連調査が行われているため、経年比較を念頭に置き

つつ、過去の調査項目を大幅に取り入れる形で質問項目を設けて、その実態と課題を解明す

ることとした。 

 過去３回の 2006 年調査、2010 年調査、2013 年調査のうち、最初の２つ 2006 年調査と 2010

年調査はキャリアコンサルタントの活動状況に直接、焦点を絞って調査したものである。そ

のため、重複する項目が多く、相互に比較対照させて検討することが可能である。一方で、

2013 年調査は、おもにキャリアコンサルタントに必要な能力とスキルを明らかにする特別な

目的から行われた。そのため、前２回の調査と重複する項目が少ない。 

 そこで、今回、経年比較が可能な調査とするにあたっては、可能な限り、2006 年調査と 2010

年調査と質問項目を重ねるように設計・作成し、必要に応じて 2013 年調査を参照する形をと

った。以上のことから、以下の経年比較においても、基本的には、2006 年調査及び 2010 年

調査との比較を主に行うこととする。すなわち、2006 年調査との比較ではこの 11 年間にお

けるキャリアコンサルタントの活動状況の変化を、2010 年調査との比較では７年間における

変化を検討する。一方で、これら３時点の比較によってもほとんど変化のみられない点につ
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いては、この 10 年でほぼ変わらない普遍的な傾向であると、暫定的に考えておくことができ

る。 

 過去の３回の調査のうち、最新の 2013 年調査では過去３回の調査の経年比較を若干ではあ

るが行っているので、その知見を紹介し、本調査における変化の方向性や変化に影響を与え

うる要因等についての大まかな仮説を以下に示す。 

 ①過去３回の調査では、2006 年調査、2010 年調査、2013 年調査と回を追うごとに、キャ

リアコンサルタントの年齢階層が上がっており、特に 50 代が大きく増加したことが指摘され

ている。より一般的な高齢化傾向にともなって、本調査においても、引き続き、キャリアコ

ンサルタントの高年齢化へのシフトが予想される。 

 ②過去３回の調査では、2006 年調査、2010 年調査、2013 年調査と回を追うごとに、「大学・

短期大学・高等専門学校」を活動領域とするキャリアコンサルタントの割合が増加し、「公的

就職支援機関」を活動領域とするキャリアコンサルタントの割合が減少していた。本調査に

おいても、引き続き、学校領域の増加、および公的需給調整機関の減少を推測できるが、一

方で、昨今のキャリアコンサルティング施策の動向から企業領域などでのキャリアコンサル

ティングの広範な普及なども予想される。 

 ③過去３回の調査では、2006 年調査、2010 年調査、2013 年調査と回を追うごとに、キャ

リアコンサルタントの就業形態は正規就労が減少し、非正規就労が増加していた。なお、フ

リー・自営で働くキャリアコンサルタントも微増していた。本調査においても、引き続き、

同様の傾向があると予想されるが、一方で、上記の高齢化の傾向からはフリー・自営で働く

キャリアコンサルタントの増加（定年退職後にフリーで働く等）、企業領域の増加からは正規

就労者の増加（企業内キャリアコンサルタントの増加等）も想定される。 

 以上、過去の３回の調査における知見と、本調査で引き続き観察される可能性のある傾向

等について、大まかな仮説を示した。ただし、過去３回の調査における経年比較による知見

は、基本的には上記の３点にとどまっており、より詳細な経年比較はなされていない。本調

査においては、その点、より本格的な経年比較を行いたいと考える。 

 

（２）関連する海外の研究動向 

 本研究でキャリアコンサルタントに対する活動状況等の調査を行うにあたって、参考まで

に、関連する海外の研究動向を、おもに欧州のキャリアガイダンス研究およびキャリア政策

研究を中心に概括する。 

 従来から欧州のキャリアガイダンス論においては、その内容や技法等に対する問題関心も

さることながら、いかに国家的なキャリアガイダンスの体制を効果的・効率的に構築するか

という議論に多大な労力を費やしてきた。その際、１つの重要な論点として、いかにキャリ

アガイダンスを提供する専門家を養成し、維持するのかというキャリアガイダンスの専門家

養成の議論が継続してなされてきた。 
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 例えば、欧州キャリアガイダンス論の初期の重要な報告書である OECD（2004）では、既に

「スタッフィング」の章が設けられており、キャリアガイダンスではその担い手である専門

家が必要となるが、多くの先進国ではその養成が不十分であり、十分に高度な専門性を有す

る専門家の養成およびその継続教育・訓練が必要不可欠であること、先進各国は早急にこの

問題に取り組むべきであることが指摘されている。 

 その後、欧州キャリアガイダンス論の重要な書籍・報告書は、いずれもこの論点を大きく

取り扱っている。例えば、EU の職業訓練および職業教育に関する専門機関である CEDEFOP

（2005）の報告書「Improving lifelong guidance policies and systems」は、OECD の議論

を具体的に展開し、生涯キャリアガイダンス政策をいかに構築すべきかを論じている。その

中で、キャリアガイダンス施策の基本原則の１つとして「有能なスタッフ（competent staff）」

を用意すべきであることが指摘されている。その上で「ガイダンスを提供するスタッフは、

全国規模で認証された能力をもち、市民のニーズを見極め、取り組み、必要な場合にはより

適切なサービスにリファーすること」が指摘されている。 

 また、同じく CEDEFOP（2009）の報告書「Professionalising career guidance Practitioner 

competences and qualification routes in Europe」は、キャリアガイダンスを提供する専

門家の事前訓練・継続訓練の他、求められるコンピテンシー（能力要件）および資格付与の

あり方について論じている。デンマーク、アイルランド、スコットランドなど、各国・各地

域の事例とともに詳細に記述されているのが特徴である。 

 さらに、Krartz & Ertelt（2011）「Professionalisation of Career Guidance in Europe」

は、キャリアガイダンスの専門家の専門性をいかに高め、維持するかのみを１冊の書籍全体

で論じている。ここでもキャリアガイダンスの専門家が持つべき専門性とはいかなるものか、

また、その養成・訓練・維持のための仕組みはどうあるべきかを、ドイツ、イギリス、フィ

ンランド他の各国の事例を交えて紹介している。 

 こうした欧州キャリアガイダンス論における専門家養成の議論と比較した場合、日本の特

徴は他の先進国とは異なり、その立ち上げの段階から、具体的にキャリアガイダンスを提供

する専門家養成（＝キャリアコンサルタントの養成）に焦点を絞り、人の育成から国家的な

キャリアガイダンスの仕組みを作り上げようとした点にある。したがって、通常、他の先進

国では、キャリアガイダンスを提供する専門家の専門性の低さや継続訓練の機会の不十分さ

が問題となることが多いのに対して、その点では、まだしも日本は先行している面がある。 

 しかしながら、CEDEFOP（2005）のキャリアガイダンス施策の基本原則の１つとして、「継

続的な改善（continuous improvement）」が指摘されているように、常に「ガイダンスサービ

スは、継続的に改善するようにし、定期的に市民のフィードバックを受け、継続的にスタッ

フにトレーニングの機会を提供する」ものである必要がある。過去３回にわたって行われた

キャリアコンサルタントの活動状況等調査も、そうした意図・目的をもった調査であったの

であり、キャリアコンサルタント制度の不断の改善・改良のためにも、定点観測的に調査を
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実施することには大きな意義がある。 

 特に、ここまで引用したキャリアガイダンスの専門家養成の議論は、広くキャリアガイダ

ンスの質保証（QA：Quality Assurance）の議論に包含されるべきものであるが、その質保証

のあり方として「行政中心」「実践者中心」「ユーザー中心」(administrative-centred；

practitioner-centred；user-centred；CEDFOP,2008,p.44)といった視点が提起されている。

通常、キャリアガイダンスのレギュレーションを問題にする際、一般的には、中央の行政主

導でトップダウン式に決めることが多い。しかしながら、それだけでなく、実際にキャリア

ガイダンスの提供を行っている実践者、さらには実際にキャリアガイダンスを提供されてい

るユーザーから何らかの情報収集を行い、そこから、キャリアガイダンスの質保証（および

改善・改良）につながるシーズを探るべきであることが提起されている。 

 

（３）本研究および本調査の意義 

 上記の議論を基盤として、今回、本研究では、実際にクライエントを前にキャリアコンサ

ルティングを提供するキャリアコンサルタントを中心にその活動状況について情報収集を行

い、各設問への回答および自由記述などから意見集約を行うことを企図したものとして位置

づけることができる。現実には、先進各国ともに、キャリアガイダンス施策はおおむね限ら

れた公費によって運営されており、その点、常に理想と現実のせめぎあいの中で、可能な限

りキャリアガイダンスを求める人々と、キャリアガイダンスを提供する人々の双方の問題や

課題を漸次、解決すべく様々な試みがなされている。情報収集や意見集約が必ずしも直ちに

施策の改善・改良に結びつくとは限らないまでも、その変革の可能性の芽を常に記録に残し

ておくことに意義があると考えられる。本調査の意義づけを、欧州キャリアガイダンス論な

どの先行研究との関わりで考えた場合、おおよそ上記の点を指摘しうるであろう。 

 

３．方法 

 本研究の調査方法は以下のとおりであった。 

 

（１）調査対象 

 特定非営利活動法人キャリアコンサルティング協議会（キャリアコンサルタント指定登録

機関、以下協議会）に登録済みのキャリアコンサルタントのうち、電子メールを通じて連絡

がとれる 15,962 名（協議会が提供しているメールニューズサービスに登録している者）。 

 

（２）調査方法 

 協議会に登録済みのキャリアコンサルタント（以下、登録者）に対して、電子メールを通

じて、専用調査用サイトのリンク先を連絡。登録者はインターネット上の当該サイトで調査

に回答。調査期間は、2017 年６月 30 日～2017 年７月 31 日であった。 

労働政策研究報告書No.200

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



－6－ 
 

 

（３）回収数 

 本調査の回収数は 3,273 通（回収率 20.5%）であった。 

 過去に厚生労働省の委託調査としてキャリアコンサルティング協議会他でおおむね同様の

方法で実施された。なお、2006 年調査は 3,465 通（回収率 20.0%）、2010 年調査は 3,339 通

（回収率 11.6%）、2013 年調査は 3,865 通（回収率 12.4%）。また、2010 年調査と 2013 年調査

はキャリアコンサルティング関連資格を複数を取得している者を重複してカウントした延べ

人数を母数として回収率を算出しているため、それぞれの回収率 11.6%および 12.4%は下限で

あり、実際にはより多いと推測される。 

 

（４）質問内容 

 本調査で経年比較も念頭に置きつつ、過去の調査項目を大幅に取り入れる形で具体的には

以下の点に関して質問項目を設けて、その実態と課題を解明することとした。 

①キャリアコンサルタント資格保有者の基本属性（性別、年齢、居住地、専門分野他） 

②キャリアコンサルタント資格保有者の就労状況（就労先の有無、職種、規模、役職他） 

③キャリアコンサルタントの活動内容（専業・兼業、具体的な活動内容・相談内容他） 

④キャリアコンサルタントとして活動していない理由（※活動場所がない者に対する設問） 

⑤キャリアコンサルタントとしての能力向上の取り組み 

       （更新講習受講状況、研修会・勉強会への参加、その他の具体的取り組み） 

⑥キャリアコンサルタントとしての意識（満足感、課題、今後の新たな活動他） 

⑦キャリアコンサルタント（国家資格）登録制度等に対する自由記述 

 

 

４．各章のまとめ 

 第１章（本章）では、本研究の背景・目的・方法について論じた。 

 第２章では、キャリアコンサルタントの活動状況に関する調査結果を取りまとめた。年齢・

性別・主な活動地域等の基本属性の他、現在の主な活動の場、現在の就労状況、収入および

生計状況、活動実態等について整理を行った。①キャリアコンサルタントは都市部、大企業、

40 代以上の中高年者層に多いこと、②キャリアコンサルタントの活動領域として企業は重要

な位置づけを占めているものの、企業・学校・需給調整機関・地域の４つの領域以外のその

他の領域にも広がりを見せていること、③企業以外の領域では非正規雇用の形で働く者が相

対的に多いことなどが示された。 

 第３章では、キャリアコンサルタントが現在、受け持っている相談内容の中でも特に「難

しい相談」について検討を行った。①「難しい相談」は、就職・転職支援、キャリア開発の

ような通常の相談場面に、発達障害やメンタルヘルス不調を抱える相談者が訪れること等に
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よって生じていた。②相談の難しさを「キャリアコンサルタント自身の技量に起因」させた

場合、十分に対応できなかったという評価になりやすかった。③今後は、専門外の対応が求

められる相談であっても、適切な専門家と連携を図って相談者を支援できることが求められ

ること等が示された。 

 第４章では、キャリアコンサルタントの有資格者・登録者であるが、現在、活動していな

い回答者（休止者）を対象に、その理由の分析・検討を行った。①休止者は、おおむね活動

の希望を持ちながらも周囲に仕事（ニーズ）がないために、やむを得ず休止していることが

明らかになった。②休止者は、休止している現状に満足をしておらず、活動開始（再開）に

強い意向を持っていた。③一方で、休止者は、活動を開始（再開）しようにも経験不足によ

って開始（再開）できない悪循環に陥っていることが示唆された。これら休止者に対して、

いかに実践の場を提供していくのかが今後の課題であることが示唆された。 

 第５章では、キャリアコンサルタントが有する「キャリアコンサルタント」以外の関連の

資格の取得状況について検討を行った。①比較的最近のキャリアコンサルタント登録者であ

る 2016 年度以降の試験合格によって登録した回答者は、おもに企業領域で働く若いキャリア

コンサルタントが多かった。②それ以外のキャリアコンサルタント登録者は、旧制度の標準

レベルのキャリア・コンサルタント資格取得後、２級あるいは１級キャリアコンサルティン

グ技能士等の資格を取得したと解釈される結果であった。③基本的に、1 級キャリアコンサ

ルティング技能士はフリー・自営で働く割合が相対的に多く、ほぼ毎日、キャリアコンサル

タントとして専任・専業で活動しており、収入も他のキャリアコンサルタント資格に比べれ

ば若干高い者が多かった。 

 第６章は、キャリアコンサルタントとしての能力の維持・向上等について検討を行った。

その結果、①能力の維持・向上のために行っていることで多かったのは、「相談実務の経験を

積む」と「キャリアコンサルティングに関する研修会・勉強会等への参加または実施」であ

った。②キャリアコンサルタント同士の情報交換や交流のネットワークについては、「特に情

報交換や交流のネットワークはない」が約 1/3 を占めており、今後は新たな方法によるネッ

トワーク形成の仕組み作りが期待された。③今後、活躍しやすい環境をつくるために効果的

な対策として、「組織（企業、教育機関等）への啓発活動を充実する」が最も多く、以下「キ

ャリアコンサルティングを実施する上での相談窓口を設置する」「キャリアコンサルタント自

身が能力を向上できる機会を全国的に提供する」と続いていた。 

 第７章は、キャリアコンサルタントの意識について主に検討した。検討の結果、①「キャ

リアコンサルタントとしての自分の活動に対する満足度」はキャリアコンサルタントの活動

領域によらず「キャリアコンサルティングに関連する活動を行っている頻度」と「取得した

キャリアコンサルタント資格が役立っていると認識する度合」によってある程度説明するこ

とができた。②一方、活動領域（企業、学校・教育機関、需給調整機関、地域）別で満足度

に有意な差があり、男性は「需給調整機関」が最も高く、次いで「学校・教育機関」、「地域」、
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「企業」であったが、女性では「地域」が最も高く、次いで「需給調整機関」、「学校・教育

機関」、「企業」の順となった。男女共に「企業」の満足度が他の領域と比べて有意に低かっ

た。 

 第８章では、キャリアコンサルタント登録者の自由記述の内容を検討した。その結果、①

キャリアコンサルタント登録制度の良い点として、「認知度・地位・ステイタスの向上」「安

心感・信頼感の増加」「キャリアコンサルタントとしての自覚や自信（が生じた）」「継続的な

学習機会の確保」が挙げられた。②一方でキャリアコンサルタント登録制度の課題は「認知

度」「仕事」「更新講習」の３点に集約された。具体的には、国家資格化で一定程度認知度が

上がったとしても未だ不十分であり、そのため十分に活動できる機会を持てないこと、また

報酬面で十分でないこと等が指摘された。さらに、更新講習は時間・費用ともに一定以上の

負担が必要となることが課題となった。③キャリアコンサルタント登録制度の推進支援策と

しては、「認知度の向上」「企業等への導入の推進」「多様な対象層への対応」「活動の場の拡

大」「情報提供」「研修・スーパーバイズ・交流の機会の提供」が指摘された。 

 第９章では、キャリアコンサルタントの活動状況について前３回調査との経年比較を行っ

た。その結果、①キャリアコンサルタントの年齢は、この約 10 年の間に 30 代で減少し、50

代以上で増加していた。また、男性の割合が減少し、女性の割合が増加した。さらに関東・

関西・九州地方で増加し、それ以外の地方で減少した。②概して企業領域がこの 10 年で大幅

に拡大し、需給調整機関領域（特に公的就労支援機関）が減少していた。③この約 10 年で、

専任・専業で働くキャリアコンサルタントが減少し、兼任・兼業で働くキャリアコンサルタ

ントが増加した。④キャリアコンサルタントが取り扱う相談内容についてもこの 10 年で変化

がみられており、「現在の仕事・職務の内容」「職場の人間関係」「今後の生活設計、能力開発

計画、キャリア・プラン等」「部下の育成・キャリア形成」が大きく増加し、「就職・転職活

動の進め方」「将来設計・進路選択」で大きく減少した。⑤キャリアコンサルティングの今後

の課題として、「キャリアコンサルタント」「キャリアコンサルティング」というものが未だ

十分に知られていないという啓発普及の問題が指摘された。 

 

５．政策的インプリケーションおよび今後の課題 

 上述した各章の結果に基づいて、本研究では政策的インプリケーションとして、以下の諸

点を指摘することができる。 

 企業領域の伸長への制度的対応 キャリアコンサルティング施策は、従来、企業内の能力

開発およびキャリア開発を支援するという当初の政策的な意図とは別に、需給調整機関およ

び学校等にもその活動領域を広げてきた。しかしながら、この 10 年間で、キャリアコンサル

ティングは大まかに「需給調整機関から企業へ」と移行している。これには、職業能力開発

促進法の改正によるキャリアコンサルタントの国家資格化および事業主によるキャリアコン

サルティング機会の確保等の明記、派遣法改正によるキャリアコンサルティングの義務化、
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セルフ・キャリアドック制度の推進など、企業内キャリアコンサルティングを後押しする制

度的な環境整備の影響が大きい。キャリアコンサルティング施策が広く普及し、いっそう実

効性のある施策とするには、相応の制度的な下支えを要することが示される。 

 地域領域の拡大と福祉領域 一方で、公的需給調整機関を活動の場とするキャリアコンサ

ルタントの減少は、最近の雇用情勢の改善に伴う非正規職員の縮小に起因する面が大きく、

今後の情勢の変化によっては需給調整機関におけるキャリアコンサルタントの増加の可能性

も考え得る。また、従来、キャリアコンサルティング施策において「地域」領域と呼ばれて

きた活動領域は、この 10 年間で医療機関、福祉施設、自治体等の様々な領域に活動を拡大さ

せてきた。こうした拡大の背景には、これらの領域において、キャリアコンサルタントが有

する就労支援・就職支援に係る技能・スキルが求められ、有効に活用しうるという実態があ

る。今後、キャリアコンサルタントの養成・普及にあたっては、伸長が著しい企業領域のみ

ならず、需給調整領域（特に公的機関）、および地域・福祉領域についても同様に重視して、

需給調整領域（特に公的機関）、および地域・福祉領域へ進出するキャリアコンサルタントの

活動を側面的に支援する方策を考えることを検討したい。 

 発達障害等への対応 キャリアコンサルティングの現場における新たな課題として発達

障害等への対応の困難が各領域で一様に指摘された。これは困難な対象層に対して具体的か

つ明確な指針がなく、適切な制度的・政策的な支援がない場合、第一線で活動するキャリア

コンサルタントは著しく問題を抱えることを示すものである。こうしたキャリアコンサルテ

ィングの現場で課題となっている事項については、今後も適切に方向性を示す必要がある。 

 その他の中長期的な課題 フリー・自営で働くキャリアコンサルタントが増えていること

も重要であり、特に、自由記述結果等などからもキャリアコンサルタントとして独立して働

きたいというニーズは垣間見られていた。キャリアコンサルタントという職業としての自立

性・自律性をいかに考えるかは今後の課題となる。あわせてキャリアコンサルティングの社

会的な認知度をあげる啓発普及・情報発信のよりいっそうの拡充、資格取得および更新に伴

う費用、さらには処遇面に対する課題等、中長期的な視野で検討すべき課題が改めて浮き彫

りになった点も、本研究による政策的な示唆の１つとなる。 

 なお、今後の課題としては、キャリアコンサルティングに関連する直近の政策的な動向を

考えた場合、社会人のリカレント教育や学び直しに関する論点が注目される。例えば、2016

年 11 月の第 3 回働き方改革実現会議においては「社会人の学び直しの推進」に関して「ハロ

ーワーク等におけるキャリア形成の気付きを促すキャリアコンサルティングの普及・促進」

が言及され、2017 年 11 月の第３回人生 100 年時代構想会議においては「厚生労働省におけ

るリカレント教育の充実等に関する取組」の中で「労働者が企業内で定期的にキャリアコン

サルティングを受ける仕組み（セルフ・キャリアドック）の普及を加速させ、中高年齢期を

も展望に入れたキャリアコンサルティングを推進する」ことが説明されるなど、学び直しが

できる環境整備の強化にあたって、キャリアコンサルタントが一定の貢献を果たしうること
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が昨今の各種の会議等において指摘されている。 

 こうした国全体の政策的な動向を踏まえた問題意識は、本研究で行ったキャリアコンサル

タントに対する調査ではほとんど見られなかったが、第一線で活動するキャリアコンサルタ

ントの問題意識は重視しつつも、それに限定されない国全体として求められる人材育成・能

力開発上の重要課題については、今後のキャリアコンサルティング施策の動向を考える上で

適切に重視すべきである。特に、キャリアコンサルティングは、本来、生涯学習、リカレン

ト教育、学び直しとも関連が深い取り組みであり、今後、日本の人材育成政策として「学び

直し」を積極的に推進するにあたり、キャリアコンサルタントがいかなる役割を果たしうる

のかは、引き続き、検討すべき重要な課題となる。 
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第２章 キャリアコンサルタントの活動状況 

 

１．年齢・性別・主な活動地域 

 国家資格キャリアコンサルタントの登録者のうち、今回の調査に回答した者の年齢・性別・

主な活動地域を以下に示す。 
 図表２－１には、調査回答者の年齢と性別を示した。年齢は「50 代」（38.6%）が最も多

く、以下、「40 代」（29.7%）、「60 代」（16.3%）と続いていた。性別は「女性」（54.9%）の

方が多かった。 
図表２－１ 年齢・性別（単一回答） 

 

 
 
 図表２－２には、調査回答者の主な活動地域（勤務地）を示した。最も多いのは「東京都」

で全体の 28.5%を占めた。以下、「大阪府」（10.3%）、「神奈川県」（6.0%）、「愛知県」（5.0%）、

「福岡県」（3.6%）と続いていた。これら上位５都府県で全体の 53.4%を占めた。なお、「活

動していない」も多く、6.1%であった。 
 図表２－３には、調査回答者の主な活動地域（勤務地）と各都道府県人口比との比較を示

した。図から「東京都」に集中していることが明白であり、東京都の人口が日本全体の人口

に占める割合が 10.6%であるのに対して、今回の調査回答者すなわち国家資格キャリアコン

サルタントの登録者（「活動していない」者を除く）は東京都が 30.3%を占める。類似の傾

向は、「大阪府」でも認められ、大阪府の人口比 7.0%に対して、今回の調査回答者は 11.0%
を占めた。基本的に、キャリアコンサルタントの活動地域（勤務地）は、東京・大阪に偏在

していることを改めて指摘できる 1。 

                                                
1 ただし、当該設問は「複数の都道府県で活動している場合は、最も頻繁に活動している地域を１つ選択」とい

度数 ％ 度数 ％

20代 40 1.2 男性 1477 45.1

30代 370 11.3 女性 1796 54.9

40代 972 29.7 合計 3273 100

50代 1265 38.6

60代 532 16.3

70代以上 94 2.9

合計 3273 100

1.2%

11.3%
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16.3%

2.9%
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図表２－２ 主な活動地域（勤務地）（単一回答） 

 
                                                                                                                                                      
う回答方式であるため、関東圏であれば東京、関西圏であれば大阪に偏りやすい点に留意が必要である。また、

キャリアコンサルタントの活動領域を人口と比較しているが労働力の流入等を考慮した場合（仮に労働者数など

の指標と比較した場合）、差は縮まることも推測される。引き続き検討を要する。 

度数 ％

北海道 84 2.6 1 1

青森県 12 0.4 2 2

岩手県 20 0.6 2 3

宮城県 59 1.8 2 4

秋田県 11 0.3 2 5

山形県 14 0.4 2 6

福島県 19 0.6 2 7

茨城県 31 0.9 3 8

栃木県 26 0.8 3 9

群馬県 22 0.7 3 10

埼玉県 88 2.7 4 11

千葉県 80 2.4 4 12

東京都 932 28.5 4 13

神奈川県 198 6.0 4 14

新潟県 31 0.9 5 15

富山県 22 0.7 5 16

石川県 30 0.9 5 17

福井県 8 0.2 5 18

山梨県 11 0.3 3 19

長野県 37 1.1 3 20

岐阜県 27 0.8 6 21

静岡県 56 1.7 6 22

愛知県 163 5.0 6 23

三重県 30 0.9 6 24

滋賀県 33 1.0 7 25

京都府 50 1.5 7 26

大阪府 338 10.3 7 27

兵庫県 114 3.5 7 28

奈良県 21 0.6 7 29

和歌山県 19 0.6 7 30

鳥取県 10 0.3 8 31

島根県 9 0.3 8 32

岡山県 40 1.2 8 33

広島県 48 1.5 8 34

山口県 15 0.5 8 35

徳島県 16 0.5 9 36

香川県 28 0.9 9 37

愛媛県 28 0.9 9 38

高知県 7 0.2 9 39

福岡県 117 3.6 10 40

佐賀県 14 0.4 10 41

長崎県 17 0.5 10 42

熊本県 31 0.9 10 43

大分県 20 0.6 10 44

宮崎県 20 0.6 10 45

鹿児島県 22 0.7 10 46

沖縄県 43 1.3 11 47

国外 1 0.0

活動していない 201 6.1
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図表２－３ 主な活動地域（勤務地）と各都道府県人口比との比較（単一回答） 

 
 

％

都道

府県

人口比

差

北海道 2.7% 4.2% -1.5 1 1

青森県 0.4% 1.0% -0.6 2 2

岩手県 0.7% 1.0% -0.3 2 3

宮城県 1.9% 1.8% 0.1 2 4

秋田県 0.4% 0.8% -0.4 2 5

山形県 0.5% 0.9% -0.4 2 6

福島県 0.6% 1.5% -0.9 2 7

茨城県 1.0% 2.3% -1.3 3 8

栃木県 0.8% 1.5% -0.7 3 9

群馬県 0.7% 1.5% -0.8 3 10

埼玉県 2.9% 5.7% -2.8 4 11

千葉県 2.6% 4.9% -2.3 4 12

東京都 30.3% 10.6% 19.7 4 13

神奈川県 6.4% 7.2% -0.8 4 14

新潟県 1.0% 1.8% -0.8 5 15

富山県 0.7% 0.8% -0.1 5 16

石川県 1.0% 0.9% 0.1 5 17

福井県 0.3% 0.6% -0.3 5 18

山梨県 0.4% 0.7% -0.3 3 19

長野県 1.2% 1.6% -0.4 3 20

岐阜県 0.9% 1.6% -0.7 6 21

静岡県 1.8% 2.9% -1.1 6 22

愛知県 5.3% 5.9% -0.6 6 23

三重県 1.0% 1.4% -0.4 6 24

滋賀県 1.1% 1.1% 0.0 7 25

京都府 1.6% 2.1% -0.5 7 26

大阪府 11.0% 7.0% 4.0 7 27

兵庫県 3.7% 4.3% -0.6 7 28

奈良県 0.7% 1.1% -0.4 7 29

和歌山県 0.6% 0.8% -0.2 7 30

鳥取県 0.3% 0.4% -0.1 8 31

島根県 0.3% 0.5% -0.2 8 32

岡山県 1.3% 1.5% -0.2 8 33

広島県 1.6% 2.2% -0.6 8 34

山口県 0.5% 1.1% -0.6 8 35

徳島県 0.5% 0.6% -0.1 9 36

香川県 0.9% 0.8% 0.1 9 37

愛媛県 0.9% 1.1% -0.2 9 38

高知県 0.2% 0.6% -0.4 9 39

福岡県 3.8% 4.0% -0.2 10 40

佐賀県 0.5% 0.7% -0.2 10 41

長崎県 0.6% 1.1% -0.5 10 42

熊本県 1.0% 1.4% -0.4 10 43

大分県 0.7% 0.9% -0.2 10 44

宮崎県 0.7% 0.9% -0.2 10 45

鹿児島県 0.7% 1.3% -0.6 10 46

沖縄県 1.4% 1.1% 0.3 11 47

合計 100.0% 100.0%

※「％」は本調査回答者のうち「活動していない」「国外」を除いて、各都道府県の％を求め直した

値。「都道府県人口比」は、総務省統計局人口推計（平成28年10月１日）より各都道府県の人口

の比率。
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２．対応可能な領域および現在の主な活動の場、得意分野（専門分野） 

 図表２－４には、調査回答者の対応可能な領域および現在の主な活動の場を示した。対応

可能な領域でも最も多かったのは「企業」（70.2%）であり、以下、「需給調整機関（派遣、

ハローワーク、転職・再就職支援）」（67.8%）、「学校・教育機関（キャリア教育、キャリア

センター）」（66.1%）と続いていた。 
 また、現在の主な活動の場で最も多かったのも「企業」（34.2%）であり、以下、「需給調

整機関（派遣、ハローワーク、転職・再就職支援）」（20.2%）、「学校・教育機関（キャリア

教育、キャリアセンター）」（17.2%）と続いていた。 
 対応可能な領域と現在の主な活動の場の差は、「地域」が 54 ポイントで最も多かった。「地

域」は、比較的、対応可能な領域であると回答されたが、一方で、現在の主な活動の場と回

答される割合は少なかった。 
 

図表２－４ 対応可能な領域（複数回答） 

および現在の主な活動の場（単一回答） 

 
 

 
 
 なお、対応可能な領域の「その他」および現在の主な活動の場の「その他」の選択肢では、

さらに追加で自由記述による回答を求めた。比較的まとまった数の回答が寄せられたものを

対応可能な領域（複数回答） 度数 ％

企業 2299 70.2

需給調整機関（派遣、ハローワーク、転職・再就職支援） 2220 67.8

学校・教育機関（キャリア教育、キャリアセンター） 2163 66.1

地域（地域若者サポートステーション、女性センター等） 1937 59.2

その他 303 9.3

なし 98 3.0

現在の主な活動の場（単数回答） 度数 ％

企業 1119 34.2

需給調整機関（派遣、ハローワーク、転職・再就職支援） 661 20.2

学校・教育機関（キャリア教育、キャリアセンター） 563 17.2

地域（地域若者サポートステーション、女性センター等） 169 5.2

その他　具体的に： 271 8.3

なし 490 15.0
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まとめると、最も多かったのは「障害者の就労支援・職業相談」であり、他に「医療機関」

「福祉施設」「矯正施設・更生機関（少年院・刑務所等）」「生活保護受給者の就労支援」「生

活困窮者の自立支援」など、概して「医療・福祉領域」とも呼ぶべき領域が多かった。 
 また、その他の回答としては、国や各自治体の各種の行政サービスに関わるものが多く寄

せられた。例えば、ひとり親、高齢者、がん患者、若年等を対象とした国や自治体の就労支

援サービス全般を全てひとまとまりとした場合には、「公共サービス領域」とも呼ぶべき領域

も比較的多くみられた。 
 その他、「職業訓練校」「公共職業訓練」などの訓練機関、さらには「NPO」「個人（個人

対象のキャリアカウンセリング等）」などについても比較的まとまった数の記述がみられた。 
 以下に、現在の主な活動の場の「その他」の選択肢で自由記述された回答内容から、従来

のキャリアコンサルタントの活動領域の範疇では捉えにくく、かつ、ある程度まとまった数

の記述があったものを列挙した。いずれも従来のキャリアコンサルタントの活動と密接に関

連しており、従来の活動内容の枠内で捉えうるが、一方で、従来の範疇とは別枠で考えるこ

とによって、キャリアコンサルタントが各方面で多様な役割を果たしていることが浮き彫り

となる。多くは従来の活動内容の周辺に位置する多様な活動領域を示すものであり、今後の

キャリアコンサルティングの各方面における活動の新たな可能性・方向性が示される。 

医療機関、病院、患者さんの社会復帰・職場復帰の支援、がん患者就労支援、難病患者の

就労、福祉領域、福祉施設、社会福祉法人、福祉事務所にて生活保護受給者等就労自立支

援、生活保護受給者の就職活動援助、生活保護・困窮者、生活困窮者自立支援事業所、困

窮者就職支援、生活困窮者就労支援施設、高齢者施設、高齢者支援、障害者の就労支援、

障害者相談支援、障害者就労移行支援、障害者の職場定着支援、地域活動支援センター、

就労自立センター、就労支援センター（うつ病、発達障がい）、依存症者の就労支援、ひと

り親、犯罪被害者総合支援センター、刑務所、矯正施設、矯正・更生機関（少年院、刑務

所）、職業訓練校、職業訓練施設、職業能力開発センター、職訓短大、職業訓練委託機関、

個人、個人からの依頼、個人的なセミナー、都の就業支援機関、行政の受託事業、官公庁

受託事業、行政の受託時事業による女性の働き方改善、男女平等・ダイバーシティセンタ

ー、UJI ターン促進、子ども・若者総合相談センター、ジョブカフェ、家庭裁判所、区役

所窓口、市役所、県機関、NPO、若者支援の NPO、電話相談ボランティア、任意団体 

 
 図表２－５には、現在の主な活動の場の年齢別・性別の特徴を示した。クロス表は統計的

に 1%水準で有意だったので調整済み残差を求めてどの箇所に特徴があるかを検討した 2。そ

                                                
2 本章では、クロス表の分析にあたって、χ2検定を行って 5%水準で統計的に有意か否かの確認を行った後、有

意となった表について残差分析を行い、5%水準で統計的に有意に値が大きいセルまたは有意に値が小さいセルに

ついて解釈を行う手法を用いた。クロス表の分析の後、残差分析を行い、クロス表のどこに特徴があるのかを確

認する統計手法は一般的であるが、表頭および表側のＮの数と照らして期待される数値（期待値）からどの程度

大きいか（あるいは小さいか）という「歪み」を検討する統計手法であるため、表の見た目の％の大小関係と直
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の結果、年齢については、20 代では「なし」、30 代では「企業」、40 代では「学校・教育機

関」、60 代では「需給調整機関」と「その他」、70 代以上では「その他」が、現在の主な活

動の場として、他の年代に比べて相対的に割合が多かった。また、性別では、男性は「企業」

が多く、女性は「地域」および「なし」が多かった。 
 

図表２－５ 現在の主な活動の場の年齢別・性別の特徴 

 

 
 
 
 図表２－６には、キャリアコンサルティングにおける得意分野（専門分野）を示した。得

意分野（専門分野）として最も多かったのは「若年者」であり、54.0%が回答した。以下、

「女性」（46.5%）、「人材育成」（45.0%）、「中高年」（43.4%）、「キャリアデザイン」（43.0%）

と続いていた。逆に、得意分野（専門分野）として最も少なかったのは「小学生」（4.5%）

であり、以下、「生活困窮者」（11.7%）、「障がい者」（13.6%）と続いていた。 
 
 
 
 
 

                                                                                                                                                      
感的にずれる場合がある。この点について本報告書では、便宜上、「相対的に」「他と比較して」のように表記を

して、可能な限り表の見た目と齟齬のないように記述した。ただし、本来、当該クロス表が統計的に有意である

（≒表頭と表側に関連がみられている）のは、表中の網掛けまたは下線部分に統計的に有意な対応関係があるか

らであり、そこにこそ特徴的な結果が示されていると解釈する方が正確である。本報告書ではクロス表を解釈す

るにあたって、表面上の大小関係ではなく、むしろ統計的に有意な結果である網掛けまたは下線部分に着目する

よう留意されたい。 

20代

N=40

30代

N=370

40代

N=972

50代

N=1265

60代

N=532

70代

以上

N=94

全体

企業 37.5% 39.2% 35.4% 36.1% 25.9% 21.3% 34.2%

学校・教育機関（キャリア教育、キャリアセンター） 12.5% 17.3% 19.3% 17.0% 14.7% 13.8% 17.2%

需給調整機関（派遣、ハローワーク、転職・再就職支援） 12.5% 15.4% 17.1% 20.6% 28.0% 24.5% 20.2%

地域（地域若者サポートステーション、女性センター等） 7.5% 4.9% 4.9% 4.7% 6.2% 7.4% 5.2%

その他　具体的に： 0.0% 8.9% 6.5% 8.1% 10.5% 17.0% 8.3%

なし 30.0% 14.3% 16.8% 13.4% 14.7% 16.0% 15.0%

※クロス表は1%水準で統計的に有意。調整済み残差を求め、5%水準で値が大きい箇所に網かけ、小さい箇所に下線を

付した。

男性

N=1477

女性

N=1796
全体

企業 38.8% 30.4% 34.2%

学校・教育機関（キャリア教育、キャリアセンター） 16.3% 17.9% 17.2%

需給調整機関（派遣、ハローワーク、転職・再就職支援） 19.6% 20.7% 20.2%

地域（地域若者サポートステーション、女性センター等） 4.1% 6.1% 5.2%

その他　具体的に： 7.7% 8.7% 8.3%

なし 13.5% 16.2% 15.0%

※クロス表は1%水準で統計的に有意。調整済み残差を求め、5%水準で値が大きい箇

所に網かけ、小さい箇所に下線を付した。
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図表２－６ キャリアコンサルティングにおける得意分野（専門分野）（複数回答） 

 
 
 キャリアコンサルティングにおける得意分野（専門分野）の「その他」の選択肢でも、そ

の内容を具体的に記述するように求めた。その結果、比較的まとまった数の記述として、以

下に列挙したものが回答された。 
 先に挙げた現在の主な活動の場の自由記述と比較した場合、離転職者の職業相談・就活支

援・再就職支援、さらには人事労務管理、企業内、職場の離職相談などの従来からの活動領

域と重なるものが多くみられた。一方で、上で挙げた障害者、生活保護受給者、母子家庭、

ひとり親、病気療養中、受刑者、刑務所出所者などもみられた。その他、外国人、留学生、

帰国子女、短大生・専門学校生、ニート、引きこもり、不登校、中退者、LGBT、性的マイ

ノリティ等、従来のキャリアコンサルティングの範疇では周辺的あるいは縁辺的に扱われや

すい領域を得意分野（専門分野）として挙げた回答者もみられた。 

離職者全般、離転職者、職業相談と就活支援、再就職支援、転職支援、復職支援、職務経

歴書作成支援、人事労務管理、企業内、職場の離職相談、中間管理職、発達障害者、障害

者雇用、生活保護受給者就労支援、母子家庭等就業支援、ひとり親家庭、シングルマザー、

メンタルヘルス、病気を持つ方、療養中、疾病患者、難病患者、がん患者、HIV 感染者、

受刑者、刑務所出所者、外国人、留学生・帰国子女、短大生・専門学校生、ニート、引き

こもり、不登校、中退者支援、LGBT、性的マイノリティ 

 
 
３．現在の就労状況、職場の業種、現在の職種 

 図表２－７には、現在の就労状況を示した。図表のとおり、最も多いのは「正社員」（38.9%）

であり、以下、「非正規社員」（28.8%）、「キャリアコンサルタントとしてフリー・自営」（10.9%）

が続いていた。少ないのはボランティアであり、「キャリアコンサルタントとしてボランティ

度数 ％

若年者 1767 54.0

女性 1521 46.5

人材育成 1472 45.0

中高年 1420 43.4

キャリアデザイン 1407 43.0

大学生 1382 42.2

非正規雇用社員 1239 37.9

ジョブ・カード作成支援 815 24.9

組織開発支援 669 20.4

高校生・中学生 535 16.3

障がい者 444 13.6

生活困窮者 382 11.7

その他 163 5.0

小学生 147 4.5

合計 3273 100.0

54.0%

46.5%

45.0%

43.4%

43.0%

42.2%

37.9%

24.9%

20.4%

16.3%

13.6%

11.7%

5.0%

4.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

若年者

女性

人材育成

中高年

キャリアデザイン

大学生

非正規雇用社員

ジョブ・カード作成支援

組織開発支援

高校生・中学生

障がい者

生活困窮者

その他

小学生
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ア」（2.0%）、「キャリアコンサルタント以外でボランティア」（1.9%）であった。 
 選択肢のうち「キャリアコンサルタント以外でフリー・自営」では、具体的に記述を求め

た。最も多かった記述は「社会保険労務士」「社労士」であり、キャリアコンサルタントの資

格を持ちつつ、キャリアコンサルタント以外でフリー・自営である場合、社会保険労務士と

して働いていることが多いようであった。次いで多くみられたのは「研修講師」「講師」など

であった。その他、「人事コンサルタント」「経営コンサルタント」などのコンサルティング

業、キャリアコンサルティングに限定されない一般的な「カウンセラー」なども比較的まと

まった数の回答が寄せられた記述であった。 
 図表２－８には、現在の就労状況の年齢別・性別の特徴を示した。このクロス表も統計的

に 1%水準で有意だったので調整済み残差を求めてどの箇所に特徴があるかを検討した。そ

の結果、年齢については、20 代から 40 代では「正社員」、50 代では「経営・管理職」、60
代では「非正規社員」「フリー・自営」「ボランティア」「無職」、70 代以上では「フリー・自

営」「ボランティア」「無職」が他の年齢に比べて相対的に多かった。20 代から 50 代までは

正社員か管理職として働く者が多いが、60 代以降は非正規の形で働くか、あるいはフリー・

自営、ボランティアなど様々な形で働くものが多いことが示される。 
 同様に性別については、男性で「正社員」「経営・管理職」「無職」が相対的に多く、女性

で「非正規社員」が多かった。男性では正規就労をしているかあるいは無職である場合が多

く、女性では非正規就労の割合が若干多いことが示される。 
 

図表２－７ 現在の就労状況（単一回答） 

 

 
 

度数 ％

正社員 1274 38.9

非正規社員 944 28.8

キャリアコンサルタントとしてフリー・自営 356 10.9

経営・管理職 236 7.2

キャリアコンサルタント以外でフリー・自営 205 6.3

キャリアコンサルタントとしてボランティア 66 2.0

キャリアコンサルタント以外でボランティア 61 1.9

無職 131 4.0

合計 3273 100

38.9%

28.8%

10.9%

7.2%

6.3%

4.0%

2.0%

1.9%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

正社員

非正規社員

キャリアコンサルタントとしてフリー・自営

経営・管理職

キャリアコンサルタント以外でフリー・自営

無職

キャリアコンサルタントとしてボランティア

キャリアコンサルタント以外でボランティア
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図表２－８ 現在の就労状況の年齢別・性別の特徴 

 

 
 
 図表２－９には、現在の就労状況と主な活動の場の特徴を示した。両者には強い関連性が

みられており、主な活動の場が「企業」では「正社員」「経営・管理職」が多く、「キャリア

コンサルタント以外でフリー・自営」も多かった。「学校・教育機関」では「キャリアコンサ

ルタントとしてフリー・自営」が多かった。「需給調整機関」「地域」「その他」では「非正規

社員」が多く、「キャリアコンサルタントとしてボランティア」も多かった。主な活動の場が

「なし」の者は「キャリアコンサルタント以外でボランティア」と「無職」が多かった。概

して、キャリアコンサルタントの働き方として企業では正社員、学校ではフリー、需給調整

機関および地域では非正規社員という対応関係があることが示される。 
 

図表２－９ 現在の就労状況と主な活動の場の特徴 

 
 
 図表２－１０には、現在の職場の業種を示した。調査票で示した選択肢は、おおむね日本

標準産業分類の大分類であるが、回答が少ないと想定された「農業、林業」「漁業」は選択肢

20代

N=40

30代

N=370

40代

N=972

50代

N=1265

60代

N=532

70代

以上

N=94

全体

正社員 75.0% 60.5% 46.4% 39.4% 13.0% 2.1% 38.9%

非正規社員 7.5% 22.7% 25.1% 28.6% 42.5% 26.6% 28.8%

経営・管理職 5.0% 4.1% 6.2% 9.9% 5.8% 3.2% 7.2%

キャリアコンサルタントとしてフリー・自営 7.5% 5.7% 9.8% 10.2% 15.6% 26.6% 10.9%

キャリアコンサルタント以外でフリー・自営　具体的 0.0% 1.9% 6.0% 6.5% 8.8% 11.7% 6.3%

キャリアコンサルタントとしてボランティア 2.5% 0.3% 2.0% 1.6% 3.4% 7.4% 2.0%

キャリアコンサルタント以外でボランティア 0.0% 1.4% 1.2% 1.7% 3.0% 7.4% 1.9%

無職 2.5% 3.5% 3.4% 2.2% 7.9% 14.9% 4.0%

※クロス表は1%水準で統計的に有意。調整済み残差を求め、5%水準で値が大きい箇所に網かけ、小さい箇所

に下線を付した。

男性

N=1477

女性

N=1796
全体

正社員 41.6% 36.7% 38.9%

非正規社員 23.4% 33.4% 28.8%

経営・管理職 10.7% 4.3% 7.2%

キャリアコンサルタントとしてフリー・自営 10.1% 11.5% 10.9%

キャリアコンサルタント以外でフリー・自営　具体的 6.2% 6.3% 6.3%

キャリアコンサルタントとしてボランティア 1.9% 2.1% 2.0%

キャリアコンサルタント以外でボランティア 1.5% 2.2% 1.9%

無職 4.7% 3.4% 4.0%

※クロス表は1%水準で統計的に有意。調整済み残差を求め、5%水準で値が

大きい箇所に網かけ、小さい箇所に下線を付した。

企業

N=1119

学校・

教育

機関

N=563

需給

調整

機関

N=661

地域

N=169

その他

N=271

なし

N=490
全体

正社員 57.3% 36.4% 19.4% 19.5% 26.9% 39.6% 38.9%

非正規社員 8.1% 29.1% 59.8% 56.8% 37.3% 19.8% 28.8%

経営・管理職 11.4% 5.7% 5.0% 3.0% 5.2% 4.9% 7.2%

キャリアコンサルタントとしてフリー・自営 11.0% 18.3% 9.7% 9.5% 14.0% 2.4% 10.9%

キャリアコンサルタント以外でフリー・自営 8.6% 5.5% 2.7% 4.1% 5.5% 7.8% 6.3%

キャリアコンサルタントとしてボランティア 1.8% 1.4% 1.5% 3.6% 5.5% 1.4% 2.0%

キャリアコンサルタント以外でボランティア 1.3% 2.0% 1.1% 3.0% 3.3% 3.1% 1.9%

無職 0.5% 1.6% 0.9% 0.6% 2.2% 21.0% 4.0%

※クロス表は1%水準で統計的に有意。調整済み残差を求め、5%水準で値が大きい箇所に網かけ、小さい箇所

に下線を付した。
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として提示しなかった。また、「教育、学習支援」は回答が多いと想定されたので「教育、学

習支援 高等教育機関（大学・短大・高専・専修学校）」と「教育、学習支援 上記以外の「教

育、学習支援業」」に二分した。同様に「その他のサービス業」は「その他のサービス業 職

業紹介・労働者派遣業」と「その他のサービス業 上記以外の「その他のサービス業」」、「公

務」は「公務 職業相談・職業紹介」と「公務 上記以外の「公務」」に二分した。 
 図表から、キャリアコンサルタントの現在の職場の業種として最も多いのは、同率で「そ

の他のサービス業（職業紹介・労働者派遣業）」（15.0%）と「公務（職業相談・職業紹介）」

（15.0%）であった。次いで、「教育、学習支援（高等教育機関）」（13.2%）、以下「製造業」

（9.0%）、「その他のサービス業」（7.9%）と続いていた。 
 

図表２－１０ 現在の職場の業種（単一回答） 

 

 

度数 ％

その他のサービス業 職業紹介・労働者派遣業 367 15.0

公務 職業相談・職業紹介 367 15.0

教育、学習支援 高等教育機関（大学・短大・高専・専修学校） 324 13.2

製造業 222 9.0

その他のサービス業 上記以外の「その他のサービス業」 193 7.9

公務 上記以外の「公務」 178 7.3

情報通信業 153 6.2

教育、学習支援 上記以外の「教育、学習支援業」 145 5.9

医療、福祉 119 4.8

卸売業・小売業 95 3.9

その他 79 3.2

学術研究・専門技術サービス業 48 2.0

金融業・保険業 46 1.9

建設業 28 1.1

複合サービス事業（協同組合など） 21 0.9

運輸業・郵便業 20 0.8

生活関連サービス業・娯楽業 19 0.8

電気・ガス・熱供給・水道業 13 0.5

宿泊業・飲食サービス業 9 0.4

不動産業・物品賃貸業 8 0.3

小計 2454

欠損値 819

合計 3273

15.0%
15.0%

13.2%
9.0%

7.9%
7.3%

6.2%
5.9%

4.8%
3.9%

3.2%
2.0%
1.9%

1.1%
0.9%
0.8%
0.8%

0.5%
0.4%
0.3%

0% 2% 4% 6% 8% 10% 12% 14% 16%

その他のサービス業 職業紹介・労働者派遣業

公務 職業相談・職業紹介

教育、学習支援 高等教育機関（大学・短大・高専・専修学校）

製造業

その他のサービス業 上記以外の「その他のサービス業」

公務 上記以外の「公務」

情報通信業

教育、学習支援 上記以外の「教育、学習支援業」

医療、福祉

卸売業・小売業

その他

学術研究・専門技術サービス業

金融業・保険業

建設業

複合サービス事業（協同組合など）

運輸業・郵便業

生活関連サービス業・娯楽業

電気・ガス・熱供給・水道業

宿泊業・飲食サービス業

不動産業・物品賃貸業
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 図表２－１１には、現在の職種を示した。図表に示したとおり、最も多いのは「（主に）キ

ャリアコンサルタントの仕事」（35.9%）であった。以下、「その他」（21.1%）、「人事」（13.9%）、

「総務・経理・管理」（12.9%）と続いていた。 
 選択肢が企業内の職種・仕事・業務を想定したものとなっていたため、「その他」の回答は

多かった。具体的に内容を記述するように求めたが、主だったものを以下に列挙すると、「職

業相談」「職業訓練」「就労支援」「就職支援」「相談」「相談支援」等の公務の仕事と関わりの

深い職種、「教員」「教師」「大学教員」「学生支援」「講師」「研修講師」等の教育関連の職種、

「社会保険労務士」「ソーシャルワーカー」「臨床心理士」「コーディネーター」「コンサルタ

ント」等の専門的な資格を要する職種、「人材育成」「人材開発」「事務」「広報」「経営」「経

営者」「管理職」「労働組合」等のその他の企業内の職種が多かった。 
 

図表２－１１ 現在の職種（単一回答） 

 

 
 
 
４．現在の勤務先の全従業員数、最近１年間の税込み年収 

 図表２－１２には、現在の勤務先の全従業員数を示した。最も多いのは「1,000 人以上」

（32.2%）、次いで「29 人以下」（18.5%）、「100～299 人」（17.9%）であった。 

度数 ％

（主に）キャリアコンサルタントの仕事 881 35.9

人事 342 13.9

総務・経理・管理 316 12.9

営業 158 6.4

企画・マーケティング 101 4.1

サービス・販売 51 2.1

技術・研究職 80 3.3

クリエイティブ（メディア・アパレル・デザイン） 7 0.3

その他 518 21.1

小計 2454 100.0

欠損値 819

合計 3273

35.9%

13.9%

12.9%

6.4%

4.1%

2.1%

3.3%

0.3%

21.1%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

（主に）キャリアコンサルタントの仕事

人事

総務・経理・管理

営業

企画・マーケティング

サービス・販売

技術・研究職

クリエイティブ（メディア・アパレル・デザイン）

その他
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 「平成 26 年経済センサス－基礎調査」から企業の常用雇用者規模別会社企業数と比較す

ると、1,000 人以上の企業は全体の 0.2%、29 人以下の企業は全体の 90.6%、100～299 人の

企業は全体の 1.8%であることから、キャリアコンサルタントの勤務先は 1,000 人以上の大企

業に極端に偏っていることが示される。 
 また、図表２－１３には、現在の役職を示した。図表に示されるとおり、最も多いのは「役

職は特になし」（49.8%）であった。以下、「係長、主任、職長相当職」（14.2%）、「課長相当

職」（13.7%）と続いていた。 
 

図表２－１２ 現在の勤務先の全従業員数（単一回答） 

 
 

図表２－１３ 現在の役職（単一回答） 

 
 
 図表２－１４には、最近１年間の税込み個人年収を示した。図表から最も多いのは「200
～400 万円未満」で 33.2%であった。以下、「400～600 万円未満」（21.5%）、「600～800 万

円未満」（14.1%）、「200 万円未満」（13.6%）と続いていた。 
 図表２－１５には、本調査における個人年収と、国税庁による平成 27 年分民間給与実態

度数 ％

29人以下 453 18.5

30～49人 135 5.5

50～99人 240 9.8

100～299人 440 17.9

300～499人 166 6.8

500～999人 230 9.4

1,000人以上 790 32.2

小計 2454 100

システム欠損値 819

合計 3273

18.5%

5.5%

9.8%

17.9%

6.8%

9.4%

32.2%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

29人以下

30～49人

50～99人

100～299人

300～499人

500～999人

1,000人以上

度数 ％

経営者、役員 184 7.5

部長相当職 240 9.8

課長相当職 335 13.7

係長、主任、職長相当職 349 14.2

役職は特になし 1222 49.8

その他： 124 5.1

合計 2454 100

システム欠損値 819

3273

7.5%

9.8%

13.7%

14.2%

49.8%

5.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

経営者、役員

部長相当職

課長相当職

係長、主任、職長相当職

役職は特になし

その他：
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統計調査とを比較して図示した。図から、「600～800 万円未満」「800～1,000 万円未満」「1,000
～1,200 万円未満」では、キャリアコンサルタント登録者を対象とした本調査の回答結果の

方が割合が大きかった。一方、「200 万円未満」では民間給与実態統計調査の結果の方が割合

が大きかった。以上の結果から、若干、キャリアコンサルタントの方が収入が高いと言える

可能性もあるが、先に示した回答者の勤務先の業種、従業員数その他の要因を加味した場合、

民間給与実態統計調査に示される全体の傾向とおおむね変わらないと解釈すべきかと考えら

れる。 
図表２－１４ 最近１年間の税込み個人年収（単一回答） 

 
 

図表２－１５ 本調査結果と民間給与実態統計調査の比較 

 
 
 図表２－１６には、最近１年間の税込み個人年収の年齢別・性別の特徴を示した。20 代お

よび 30 代では「400～600 万円未満」の割合が他に比べて多く、40 代で「600～800 万円未

満」、50 代で「800 万円以上」の割合が他に比べて相対的に多かった。さらに 60 代では「200
万円未満」「200～400 万円未満」が、70 代以上では「200 万円未満」が他に比べて相対的に

多かった。男性はこの傾向が顕著であり、女性では薄れるが、概して年齢に応じて収入が増

度数 ％

なし 68 2.1

200万円未満 445 13.6

200～400万円未満 1087 33.2

400～600万円未満 703 21.5

600～800万円未満 462 14.1

800～1,000万円未満 247 7.5

1,000～1,200万円未満 152 4.6

1,200～1,400万円未満 57 1.7

1,400～1,600万円未満 25 0.8

1,600～1,800万円未満 8 0.2

1,800～2,000万円未満 5 0.2

2,000万円以上 14 0.4

合計 3273 100

2.1%
13.6%

33.2%
21.5%

14.1%
7.5%

4.6%
1.7%

0.8%
0.2%
0.2%
0.4%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

なし

200万円未満

200～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,200万円未満

1,200～1,400万円未満

1,400～1,600万円未満

1,600～1,800万円未満

1,800～2,000万円未満

2,000万円以上

0
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本調査 平成27年分 民間給与実態統計調査
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加し、定年を経て収入が減少する傾向がうかがえる。 
 

図表２－１６ 最近１年間の税込み個人年収の年齢別・性別の特徴 

 
 

 

 
 

 図表２－１７には、最近１年間の税込み個人年収と現在の主な活動の場の関連を検討した。

比較的はっきりとした傾向がみられており、企業では「400～600 万円未満」「600～800 万

円未満」「800 万円以上」が多く、学校・教育機関、需給調整機関、地域、その他等では「200
万円未満」「200～400 万円未満」が多かった。 
 また、図表２－１８には、最近１年間の税込み個人年収の現在の就労状況別の特徴を示し

た。図表２－１７と類似した傾向がみられており、正社員では「400～600 万円未満」「600
～800 万円未満」「800 万円以上」が多く、非正規社員では「200 万円未満」「200～400 万円

未満」が相対的に多かった。その他、フリー・自営およびボランティアでは、概して「200
万円未満」が多かった。 

男性女性計
200万円

未満

200～

400万円

未満

400～

600万円

未満

600～

800万円

未満

800万

円以上

20代N=40 7.5% 47.5% 35.0% 5.0% 5.0%

30代N=370 11.6% 37.0% 32.4% 12.2% 6.8%

40代N=972 16.3% 30.2% 23.1% 17.1% 13.3%

50代N=1265 13.8% 29.6% 17.8% 14.7% 24.1%

60代N=532 18.8% 44.0% 19.4% 10.2% 7.7%

70代以上N=94 36.2% 30.9% 17.0% 9.6% 6.4%

全体 15.7% 33.2% 21.5% 14.1% 15.5%

※クロス表は1%水準で統計的に有意。調整済み残差を求め、5%水

準で値が大きい箇所に網かけ、小さい箇所に下線を付した。

男性
200万円

未満

200～

400万円

未満

400～

600万円

未満

600～

800万円

未満

800万

円以上

20代N=13 7.7% 30.8% 46.2% 7.7% 7.7%

30代N=122 3.3% 30.3% 37.7% 18.9% 9.8%

40代N=319 5.3% 16.9% 23.8% 29.2% 24.8%

50代N=541 7.9% 19.6% 16.1% 16.3% 40.1%

60代N=396 14.1% 45.5% 20.7% 10.9% 8.8%

70代以上N=86 34.9% 30.2% 17.4% 10.5% 7.0%

全体 10.2% 27.6% 21.1% 17.4% 23.7%

※クロス表は1%水準で統計的に有意。調整済み残差を求め、5%水

準で値が大きい箇所に網かけ、小さい箇所に下線を付した。

女性
200万円

未満

200～

400万円

未満

400～

600万円

未満

600～

800万円

未満

800万

円以上

20代N=27 7.4% 55.6% 29.6% 3.7% 3.7%

30代N=248 15.7% 40.3% 29.8% 8.9% 5.2%

40代N=653 21.6% 36.8% 22.8% 11.2% 7.7%

50代N=724 18.2% 37.0% 19.1% 13.5% 12.2%

60代N=136 32.4% 39.7% 15.4% 8.1% 4.4%

70代以上N=8 50.0% 37.5% 12.5% 0.0% 0.0%

全体 20.2% 37.9% 21.8% 11.4% 8.8%

※クロス表は1%水準で統計的に有意。調整済み残差を求め、5%水

準で値が大きい箇所に網かけ、小さい箇所に下線を付した。
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図表２－１７ 最近１年間の税込み個人年収の現在の主な活動の場別の特徴 

 
 

図表２－１８ 最近１年間の税込み個人年収の現在の就労状況別の特徴 

 
 

 

５．「キャリアコンサルティングに関連する活動」の実態 

 本調査では「キャリアコンサルティングに関連する活動」を以下のとおり定義し、調査票

で示し、その活動の実態について回答を求めた。 

■「キャリアコンサルティング」とは、労働者の職業の選択、職業生活設計又は職業能力の

開発及び向上に関する相談に応じ、助言及び指導を行うことをいいます（職業能力開発促進

法第２条第５項）。おおむね、「キャリア（職業人生や進路など）」に関する相談をはじめと

する支援活動全般をいいます。 
■個人に対する相談だけでなく、グループワーク等のグループを活用した支援、キャリア形

成に関するガイダンス・セミナー等の講師、企業の職業能力・キャリア形成に関する制度の

設計・運用や、学校のキャリア教育プログラムの設計・運用等まで含む概念です。（ここで

は自己研鑽・能力向上のためのセミナーや研修等への参加などは含みません） 
■本調査では、これらの活動を「キャリアコンサルティングに関連する活動」と表記し、お

伺いします。 

 
 図表２－１９には、キャリアコンサルティングに関連する活動に関する回答結果を示した。

200万円

未満

200～

400万円

未満

400～

600万円

未満

600～

800万円

未満

800万

円以上

企業N=1119 6.2% 17.5% 26.5% 21.6% 28.2%

学校・教育機関（キャリア教育、キャリアセンター）N=563 18.7% 30.7% 22.6% 13.7% 14.4%

需給調整機関（派遣、ハローワーク、転職・再就職支援）N=661 14.7% 56.7% 17.1% 8.9% 2.6%

地域（地域若者サポートステーション、女性センター等）N=169 27.8% 52.7% 13.0% 4.1% 2.4%

その他N=271 21.4% 45.4% 15.9% 10.0% 7.4%

なしN=490 28.0% 26.7% 20.6% 10.2% 14.5%

全体 15.7% 33.2% 21.5% 14.1% 15.5%

※クロス表は1%水準で統計的に有意。調整済み残差を求め、5%水準で値が大きい箇所に網かけ、小さい箇所に

下線を付した。

200万円

未満

200～

400万円

未満

400～

600万円

未満

600～

800万円

未満

800万

円以上

正社員N=1274 1.4% 16.6% 31.9% 24.0% 26.0%

非正規社員N=944 23.0% 62.0% 10.9% 3.2% 1.0%

経営・管理職N=236 5.9% 12.7% 17.4% 24.6% 39.4%

キャリアコンサルタントとしてフリー・自営N=356 33.4% 34.8% 19.9% 5.9% 5.9%

キャリアコンサルタント以外でフリー・自営N=205 17.6% 27.8% 19.0% 16.1% 19.5%

キャリアコンサルタントとしてボランティアN=66 28.8% 39.4% 18.2% 4.5% 9.1%

キャリアコンサルタント以外でボランティアN=61 29.5% 31.1% 21.3% 13.1% 4.9%

無職N=131 55.0% 26.0% 13.0% 2.3% 3.8%

全体 15.7% 33.2% 21.5% 14.1% 15.5%

※クロス表は1%水準で統計的に有意。調整済み残差を求め、5%水準で値が大きい箇所に網かけ、小さい箇

所に下線を付した。
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最も多い回答は「ほぼ毎日活動している」（31.9%）であった。以下、「不定期に活動してい

る」（28.2%）であり、「活動していない」（20.3%）が続いていた。ほぼ毎日活動している者、

不定期に活動している者はそれぞれ約３割だが、週１回あるいは週２～３回程度活動してい

る者もあわせた場合、半数以上が週に数回かそれ以下の頻度で活動していると言える。 
 

図表２－１９ キャリアコンサルティングに関連する活動（単一回答） 

 
 

 図表２－２０には、「キャリアコンサルティングに関連する活動」の年齢別・性別の特徴を

示した。「ほぼ毎日活動している」割合は年齢によって変わらないが、60 代では「週２～３

回程度活動している」、70 代以上では「週１回程度活動している」「不定期に活動している」

が相対的に多く、60 代以降は週に数回程度以下の頻度で活動する割合が高いことが示される。

性別では、女性は「ほぼ毎日活動している」「活動していない」がともに男性よりも多く、毎

日活動しているかあるいはそうではない割合が多いと言える。 
 

図表２－２０ 「キャリアコンサルティングに関連する活動」の年齢別・性別の特徴 

 

 

度数 ％

ほぼ毎日活動している 1045 31.9

週2～3回程度活動している 434 13.3

週1回程度活動している 209 6.4

不定期に活動している 922 28.2

活動していない 663 20.3

合計 3273 100

31.9%

13.3%

6.4%

28.2%

20.3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

ほぼ毎日活動している

週2～3回程度活動している

週1回程度活動している

不定期に活動している

活動していない

20代

N=40

30代

N=380

40代

N=972

50代

N=1265

60代

N=532

70代

以上

N=94

全体

ほぼ毎日活動している 27.5% 31.9% 33.0% 33.5% 30.6% 8.5% 31.9%

週2～3回程度活動している 7.5% 11.1% 12.6% 12.7% 17.7% 13.8% 13.3%

週1回程度活動している 2.5% 5.7% 6.0% 6.0% 7.5% 13.8% 6.4%

不定期に活動している 30.0% 29.2% 26.6% 28.0% 27.1% 47.9% 28.2%

活動していない 32.5% 22.2% 21.8% 19.8% 17.1% 16.0% 20.3%

※クロス表は1%水準で統計的に有意。調整済み残差を求め、5%水準で値が大きい箇所に網

かけ、小さい箇所に下線を付した。

男性

N=1477

女性

N=1796
全体

ほぼ毎日活動している 28.7% 34.6% 31.9%

週2～3回程度活動している 12.9% 13.6% 13.3%

週1回程度活動している 7.6% 5.4% 6.4%

不定期に活動している 32.2% 24.9% 28.2%

活動していない 18.7% 21.5% 20.3%

※クロス表は1%水準で統計的に有意。調整済み残差を

求め、5%水準で値が大きい箇所に網かけ、小さい箇所

に下線を付した。
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 さらに、図表２－２１には、「キャリアコンサルティングに関連する活動」の現在の主な活

動の場別の特徴を示した。図表から、企業では「週１回程度活動している」「不定期に活動し

ている」が統計的に有意に多く、学校、需給調整機関、地域では「ほぼ毎日活動している」

が多いことが示される。また、学校および地域では「週２～３回程度活動している」も割合

が大きかった。さらに「その他」でも「不定期に活動している」が多かった。 
 図表２－２２には、最近１年間の税込み年収を「キャリアコンサルティングに関連する活

動」別に示した。「週１回程度活動している」「不定期に活動している」で「800 万円以上」

の割合が他に比べて統計的に有意に多かった。一方、「ほぼ毎日活動している」では「200～
400 万円未満」、「週２～３日程度活動している」は「200 万円未満」が他に比べて多かった。 
 

図表２－２１ 「キャリアコンサルティングに関連する活動」の現在の主な活動の場別の特徴 

 

 
 

図表２－２２ 「キャリアコンサルティングに関連する活動」別の最近１年間の税込み年収 

 

企業

N=1119

学校・

教育

機関

N=563

需給

調整

機関

N=661

地域

N=169

その他

N=271

なし

N=490
全体

ほぼ毎日活動している 17.1% 43.0% 66.0% 45.0% 33.9% 1.6% 31.9%

週2～3回程度活動している 14.3% 19.2% 13.6% 20.1% 14.8% 0.4% 13.3%

週1回程度活動している 8.7% 8.2% 4.8% 9.5% 5.5% 0.6% 6.4%

不定期に活動している 45.8% 21.7% 12.0% 17.8% 35.4% 16.9% 28.2%

活動していない 14.2% 8.0% 3.6% 7.7% 10.3% 80.4% 20.3%

※クロス表は1%水準で統計的に有意。調整済み残差を求め、5%水準で値が大きい箇所に網

かけ、小さい箇所に下線を付した。

17.1%

43.0%

66.0%

45.0%

14.3%

19.2%

13.6%

20.1%

8.7%

8.2%

4.8%

9.5%

45.8%

21.7%

12.0%

17.8%

14.2%

8.0%

3.6%

7.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

企業N=1119

学校・教育機関N=563

需給調整機関N=661

地域N=169

ほぼ毎日活動している 週2～3回程度活動している 週1回程度活動している

不定期に活動している 活動していない

200万円

未満

200～

400万円

未満

400～

600万円

未満

600～

800万円

未満

800万

円以上

ほぼ毎日活動しているN=1045 9.0% 51.4% 22.0% 10.2% 7.4%

週2～3回程度活動しているN=434 23.0% 29.3% 21.2% 13.6% 12.9%

週1回程度活動しているN=209 17.7% 21.5% 21.5% 11.5% 27.8%

不定期に活動しているN=922 15.7% 22.1% 21.6% 18.9% 21.7%

活動していないN=663 20.7% 26.2% 20.7% 14.8% 17.6%

全体 15.7% 33.2% 21.5% 14.1% 15.5%

※クロス表は1%水準で統計的に有意。調整済み残差を求め、5%水準で値が大きい箇所に網

かけ、小さい箇所に下線を付した。
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６．「キャリアコンサルティングに関連する活動」の専業・兼業状況および活動通算年数 

 図表２－２３には、「キャリアコンサルティングに関連する活動」の専業・兼業に関する結

果を示した。上で「活動していない」と回答した者以外にたずねた。最も多いのは「専任・

専業」（37.3%）であった。以下、「専業割合 25%未満」（33.0%）、「専業割合 50～75%」（13.9%）

と続いていた。約３割がキャリアコンサルティングの専任・専業だが、兼業の場合は、キャ

リアコンサルティングの活動が日頃の活動の 25%未満である回答者が多かった。 
 なお、年齢別では統計的に有意な結果はみられず、性別では、女性の方が「専任・専業」

である割合がやや高く（女性 40.0%、男性 34.2%）、男性の方が「専業割合 25%未満」がや

や高かった（男性 37.7%、女性 29.0%）。 
 図表２－２４には、「キャリアコンサルティングに関連する活動」の専業および専業割合と

現在の主な活動の場の特徴を示した。図から明らかなとおり、「企業」では「専業割合 25%
未満」が 50.3%と半数を占め、「専任・専業」は 17.0%に留まっている。一方、「需給調整機

関」では「専任・専業」が 64.1%と６割以上を占める。「学校・教育機関」は、その中間で

あり、「専業割合 25%未満」が 24.9%、「専任・専業」が 43.2%であった。 
 

図表２－２３ 「キャリアコンサルティングに関連する活動」の専業および専業割合 

 

 
図表２－２４ 専業および兼業割合と現在の主な活動の場の特徴 

 

度数 ％

専任・専業である 974 37.3

兼任・兼業である 1636 62.7

小計 2610 100.0

システム欠損値 663

合計 3273

33.0%

12.3%

13.9%

3.4%

37.3%

0% 10% 20% 30% 40%

専業割合25%未満

専業割合25～50%

専業割合50～75%

専業割合75%以上

専任・専業

50.3%

24.9%

11.8%

16.7%

17.1%

9.5%

8.9%

10.3%

13.5%

17.0%

11.9%

20.5%

2.1%

5.4%

3.3%

1.9%

17.0%

43.2%

64.1%

50.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

企業N=960

学校・教育機関N=518

需給調整機関N=637

地域

N=156

専業割合25%未満 専業割合25～50% 専業割合50～75%
専業割合75%以上 専任・専業
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 図表２－２５には、「キャリアコンサルティングに関連する活動」の専業および兼業の割合

と最近１年間の税込み年収について示した。図から明らかなとおり、おおむね専業および兼

業の割合と年収には緩やかに直線的な関係がみられており、「専任・専業」では「200 万円未

満」「200～400 万円未満」が多く、兼業の比率が 25%未満では「600～800 万円未満」「800
万円以上」が多かった。 

 
図表２－２５ 「キャリアコンサルティングに関連する活動」の専業および兼業割合と 

最近１年間の税込み年収 

 

 
 図表２－２６には、「キャリアコンサルティングに関連する活動」の通算年数を示した。最

も多いのは「５年以上 10 年未満」（30.5%）であったが、以下もおおむね変わらず、「１年以

上５年未満」（30.3%）、「10 年以上」（29.8%）と続いていた。年齢別では、当然ながら、年

齢が高いほど通算年数が大きかった。性別では統計的に有意な結果が示されなかった。 
 

図表２－２６ 「キャリアコンサルティングに関連する活動」の通算年数（単一回答） 

 
 
 図表２－２７に示されるとおり、「企業」では「１年未満」が他の主な活動の場に比べて統

計的に有意に多く、「５年以上 10 年未満」「10 年以上」が他の主な活動の場に比べて有意に

少なかった。一方、「学校・教育機関」では「10 年以上」、「需給調整機関」では「５年以上

10 年未満」が他の主な活動の場に比べて統計的に有意に多かった。 

200万円

未満

200～

400万円

未満

400～

600万円

未満

600～

800万円

未満

800万

円以上

専業割合25%未満N=862 11.8% 19.4% 22.5% 20.5% 25.8%

専業割合25～50%N=321 14.0% 29.9% 23.4% 14.6% 18.1%

専業割合50～75%N=363 15.4% 33.1% 26.7% 13.5% 11.3%

専業割合75%以上N=90 14.4% 47.8% 24.4% 8.9% 4.4%

専任・専業N=974 16.4% 50.0% 18.3% 8.5% 6.8%

全体 14.4% 35.0% 21.7% 13.9% 15.0%

※クロス表は1%水準で統計的に有意。調整済み残差を求め、5%水準で値が大き

い箇所に網かけ、小さい箇所に下線を付した。

度数 ％

1年未満 244 9.3

1年以上5年未満 792 30.3

5年以上10年未満 796 30.5

10年以上 778 29.8

小計 2610 100

システム欠損値 663

合計 3273

9.3%

30.3%

30.5%

29.8%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

1年未満

1年以上5年未満

5年以上10年未満

10年以上
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図表２－２７ 「キャリアコンサルティングに関連する活動」の通算年数の 

現在の主な活動の場別の特徴 

 
 
 
７．「キャリアコンサルティングに関連する活動」と生計状況 

 図表２－２８には、「キャリアコンサルティングに関連する活動」と生計状況を示した。図

表から、「キャリアコンサルティングに関連する活動」以外で、主に生計を立てている」者が

41.0%と最も多く、約４割を占めた。以下、「キャリアコンサルティングに関連する活動」で、

主に生計を立てている」（21.8%）、「キャリアコンサルティングに関連する活動」だけで、生

計を立てている」（20.3%）が続いていた。 
 

図表２－２８ 「キャリアコンサルティングに関連する活動」と生計状況（単一回答） 

 

 
 
 図表２－２９に示したとおり、年齢別で検討した結果、「キャリアコンサルティングに関連

する活動」だけで生計を立てている」割合は 60 代で 15.4%、70 代以上で 2.5%と統計的に有

意に少なく、一方、「キャリアコンサルティングに関連する活動」以外で、主に生計を立てて

いる」割合は 60 代で 45.4%、70 代以上で 57.0%と統計的に有意に多かった。70 代以上では

「キャリアコンサルティングに関連する活動」以外だけで、生計を立てている」の割合も

企業

N=960

学校・

教育

機関

N=518

需給

調整

機関

N=637

地域

N=156

その他

N=243

なし

N=96
全体

1年未満 12.0% 6.0% 6.9% 9.6% 8.6% 18.8% 9.3%

1年以上5年未満 32.5% 27.4% 27.5% 33.3% 32.1% 34.4% 30.3%

5年以上10年未満 28.0% 30.5% 34.7% 32.1% 29.6% 27.1% 30.5%

10年以上 27.5% 36.1% 30.9% 25.0% 29.6% 19.8% 29.8%

※クロス表は1%水準で統計的に有意。調整済み残差を求め、5%水準で値が大きい箇所に網かけ、

小さい箇所に下線を付した。

度数 ％

「キャリアコンサルティングに関連する活動」だけで、生計を立てている 530 20.3

「キャリアコンサルティングに関連する活動」で、主に生計を立てている 570 21.8

「キャリアコンサルティングに関連する活動」以外で、主に生計を立てている 1070 41.0

「キャリアコンサルティングに関連する活動」以外だけで、生計を立てている 440 16.9

合計 2610 100

20.3%

21.8%

41.0%

16.9%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

「キャリアコンサルティングに関連する活動」だけで、生

計を立てている

「キャリアコンサルティングに関連する活動」で、主に生

計を立てている

「キャリアコンサルティングに関連する活動」以外で、主

に生計を立てている

「キャリアコンサルティングに関連する活動」以外だけ

で、生計を立てている
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31.6%と、他に比べて統計的に有意に多かった。性別では、女性の方がキャリアコンサルテ

ィングに関連する活動で生計を立てている割合がやや多く（生計を立てている 23.8%、主に

生計を立てている 23.9%）、男性ではキャリアコンサルティングに関連する活動以外で生計

を立てている者が多かった。 
 

図表２－２９ 「キャリアコンサルティングに関連する活動」と生計状況 

 

 
 

 
 図表２－３０に、「キャリアコンサルティングに関連する活動」に関する生計状況の現在の

主な活動の場別の特徴を示した。図表から、「企業」では、「キャリアコンサルティングに関

連する活動」以外で主に生計を立てているか、あるいは「キャリアコンサルティングに関連

する活動」以外だけで生計を立てている者が、他に比べて統計的に有意に多いことが示され

る。一方、「学校・教育機関」では、「キャリアコンサルティングに関連する活動」で主に生

計を立てている者が多く、「需給調整機関」でも「キャリアコンサルティングに関連する活動」

で主に生計を立てている者か、それだけで生計を立てている者が、他に比べて相対的に多い

ことが示される。 
 図表２－３１には、生計状況別の最近１年間の税込み年収を示した。「キャリアコンサルテ

ィングに関連する活動」以外で生計を立てている者は「600～800 万円未満」「800 万円以上」

である割合が高かった。一方、「キャリアコンサルティングに関連する活動」で生計を立てて

いる者は「200～400 万円未満」である割合が高かった。 
 

20代

N=27

30代

N=288

40代

N=760

50代

N=1015

60代

N=441

70代

以上

N=79

全体

「キャリアコンサルティングに関連する活動」だけで、

生計を立てている
22.2% 24.7% 21.7% 21.5% 15.4% 2.5% 20.3%

「キャリアコンサルティングに関連する活動」で、

主に生計を立てている
14.8% 20.8% 22.9% 21.9% 23.4% 8.9% 21.8%

「キャリアコンサルティングに関連する活動」以外で、

主に生計を立てている
40.7% 40.3% 38.6% 39.9% 45.4% 57.0% 41.0%

「キャリアコンサルティングに関連する活動」以外だけで、

生計を立てている
22.2% 14.2% 16.8% 16.7% 15.9% 31.6% 16.9%

※クロス表は1%水準で統計的に有意。調整済み残差を求め、5%水準で値が大きい箇所に網かけ、小さい箇所に下線を付

した。

男性

N=1201

女性

N=1409
全体

「キャリアコンサルティングに関連する活動」だけで、

生計を立てている
16.2% 23.8% 20.3%

「キャリアコンサルティングに関連する活動」で、

主に生計を立てている
19.4% 23.9% 21.8%

「キャリアコンサルティングに関連する活動」以外で、

主に生計を立てている
44.0% 38.4% 41.0%

「キャリアコンサルティングに関連する活動」以外だけで、

生計を立てている
20.4% 13.8% 16.9%

※クロス表は1%水準で統計的に有意。調整済み残差を求め、5%水準で値が大きい箇

所に網かけ、小さい箇所に下線を付した。
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図表２－３０ 生計状況と主な活動の場別の特徴 

 

 
 

図表２－３１ 生計状況別の最近１年間の税込み年収 

 
 
 
８．「キャリアコンサルティングに関連する活動」の内容 

 図表２－３２には、「キャリアコンサルティングに関連する活動」の内容を示した。この設

問は、「相談、面談、カウンセリング」「セミナー、研修、授業の講師」「それ以外」の３つの

活動を提示し、それぞれの活動時間の割合（％）を合計 100％になるように回答を求めた。

図表に示したとおり、「相談、面談、カウンセリング」（58.5%）が約６割で最も多く、「セミ

ナ―、研修、授業の講師」（21.8%）と「それ以外」（19.7%）はあまり変わらなかった。 

企業
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学校・
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機関

N=518

需給

調整

機関

N=637

地域

N=156

その他

N=243

なし

N=96
全体

「キャリアコンサルティングに関連する活動」だけで、

生計を立てている
8.8% 18.7% 40.8% 28.2% 16.9% 4.2% 20.3%

「キャリアコンサルティングに関連する活動」で、

主に生計を立てている
14.9% 29.0% 27.0% 27.6% 23.5% 5.2% 21.8%

「キャリアコンサルティングに関連する活動」以外で、

主に生計を立てている
52.7% 40.9% 27.2% 32.7% 39.1% 34.4% 41.0%

「キャリアコンサルティングに関連する活動」以外だけで、

生計を立てている
23.6% 11.4% 5.0% 11.5% 20.6% 56.3% 16.9%

※クロス表は1%水準で統計的に有意。調整済み残差を求め、5%水準で値が大きい箇所に網かけ、小さい箇所に下

線を付した。
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5.0%

11.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

企業N=960
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需給調整機関N=637

地域
N=156

「キャリアコンサルティングに関連する活動」だけで、生計を立てている

「キャリアコンサルティングに関連する活動」で、主に生計を立てている

「キャリアコンサルティングに関連する活動」以外で、主に生計を立てている

「キャリアコンサルティングに関連する活動」以外だけで、生計を立てている

200万円

未満

200～

400万円

未満

400～

600万円

未満

600～

800万円

未満

800万

円以上

「キャリアコンサルティングに関連する活動」だけで、

生計を立てているN=530
8.1% 56.2% 20.9% 8.9% 5.8%

「キャリアコンサルティングに関連する活動」で、

主に生計を立てているN=570
12.8% 47.4% 21.4% 10.2% 8.2%

「キャリアコンサルティングに関連する活動」以外で、

主に生計を立てているN=1070
17.8% 25.4% 22.4% 16.3% 18.1%

「キャリアコンサルティングに関連する活動」以外だけで、

生計を立てているN=440
15.9% 16.6% 21.1% 19.3% 27.0%

全体 14.4% 35.0% 21.7% 13.9% 15.0%

※クロス表は1%水準で統計的に有意。調整済み残差を求め、5%水準で値が大きい箇所に網かけ、小さい箇所

に下線を付した。
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 各活動の度数分布は、「相談、面談、カウンセリング」は 0%から 100%まで均一であり「相

談、面談、カウンセリング」に割く時間は、回答者によって異なることが示される。一方、

「セミナー、研修、授業の講師」「それ以外」はどちらも 0～20%が約７割前後であり、多数

を占めた。概して、本調査の回答者はおおむね相談、面談、カウンセリングといった一対一

の相談活動に従事している割合が高いことがうかがえる。なお、年齢・性別で検討した結果、

年齢では活動内容に統計的に有意な差はみられなかった。性別では、女性は「相談、面談、

カウンセリング」の割合がやや多く、男性は「その以外」の割合がやや多かった。 
 図表２－３３に示したとおり、現在の主な活動の場で比較すると、活動内容にやや明確な

違いが統計的に有意にみられた。「相談、面談、カウンセリング」の割合が多いのは「需給調

整機関」であり、以下、「地域」「その他」と続いていた。一方、「それ以外」の割合が多いの

は企業であり、「セミナー、研修、授業の講師」が多いのは「学校・教育機関」であった。 
 

図表２－３２ 「キャリアコンサルティングに関連する活動」の内容（左上）と 

各活動についての回答者の度数分布（右上、左下、右下） 

 

 
図表２－３３ 「キャリアコンサルティングに関連する活動」の内容 
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９．キャリアコンサルティングの活動状況（まとめ） 

 図表２－３４に、本章の結果をまとめた。本章の結果から、以下の諸点を指摘することが

できる。 
 第一に、キャリアコンサルタントの属性にはいくつかの傾向がみられた。例えば、①40 代

以上の中高年者が多く 30 代以下の若年者が少ない。②東京大阪などの都市部に偏り、地方

に少ない。③勤務している場合、大企業に集中しており、中小企業に少ない。④また、役職

者が少なく、役職についていない者が多い。これらキャリアコンサルタントの属性は、キャ

リアコンサルタント資格取得者および登録者の現状に即した属性分布であり、それは一定程

度、キャリアコンサルティングの活動を反映しているとも解釈される。すなわち、キャリア

コンサルタントは都市部、大企業、中高年者あるいは一般社員のキャリアコンサルティング

ニーズに対応すべく、現状の属性分布となっていると解釈することもできる。 
 しかしながら、現在、キャリアコンサルティングに持ち込まれる多種多様な問題解決、相

談、支援のニーズを考えた場合、可能な限り、キャリアコンサルタントの属性は多様である

ことが望まれる。そうした場合、上述のキャリアコンサルタントの特徴は、いずれも解消さ

れる方が望ましい。すなわち、30 代以下の若年層、地方、中小企業、役職者で国家資格キャ

リアコンサルタントの登録者が増えることが望ましい。こうしたキャリアコンサルタントの

偏在の問題は従来から知られており、これまでにも一定の対応が図られてきたが、今後はよ

り一層積極的な対応が求められる。 
 

図表２－３４ キャリアコンサルティングの活動状況（まとめ） 

 

 

年齢 50代39%＞40代30%＞60代16%

性別 女性55%がやや多い

活動地域 東京29%、大阪10%に偏る

対応可能な領域 企業70%＞需給調整機関68%＞学校・教育機関66%

主な活動の場 企業34%＞需給調整機関20%＞学校・教育機関17%

その他、障害者の就労支援・職業相談、医療機関、福祉施設、更生機関なども

20代は「なし」、30代は「企業」、40代は「学校」、60代は「需給調整機関」

男性は「企業」、女性は「地域」「なし」

得意分野 若年者54%、女性47%、人材育成45%、中高年43%など

その他、離転職者の職業相談、人事労務管理、障害者、生活保護受給者、母子家

庭なども。

現在の就労状況 正社員39%、非正規社員29%、フリー自営11%

20～40代は正社員、50代は管理職、60代以上フリー・ボランティア

男性は正社員、管理職、無職、女性は非正規社員

活動の場が企業では正社員、管理職、フリー。学校ではフリー。需給調整機関およ

び地域では非正規社員

現在の職場の業種 職業紹介・労働者派遣業15%、公務（職業紹介）15%、大学等13%

現在の職種 主にキャリアコンサルタントの仕事36%、人事14%、総務等13%

現在の勤務先の全従業員数 1,000人以上32%、100～29918%、29人以下19%

現在の役職 特になし50%、係長相当14%、課長相当14%

最近１年間の個人年収 200～400万33%、400～600万22%、600～800万14%

20代＜30代＜40代＜50代と収入が増加するが、60代以上で減少。この傾向は男性

で顕著。

企業あるいは正社員で400万円以上が多く、それ以外では400万円未満。
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 第二に、キャリアコンサルタントの活動領域として企業は重要な位置づけを占めていた。

本調査に回答したキャリアコンサルタントの対応可能な領域として、また主な活動の場とし

て企業と回答した割合が最も多かった。特に、企業を主な活動の場とするキャリアコンサル

タントは、30 代、男性、正社員で現在の勤務先とする者が多かった。 
 しかし一方で、これは企業領域で働く 60 代以上のシニア層、女性が相対的に少ないこと

も意味する。また、企業以外の領域では非正規雇用の形で働く者が相対的に多いことも意味

する。ここでも、キャリアコンサルタントの属性の偏りは解消されることが望ましいとすれ

ば、企業領域においては、シニア層、女性のキャリアコンサルタントの活躍の機会が増える

ことが望まれる。また、企業以外の領域では非正規雇用の形で働くキャリアコンサルタント

を減らし、正規雇用の形で働ける機会を増やす必要が考えられる。 
 第三に、キャリアコンサルタントの活動領域については、従来、企業・学校・需給調整機

関・地域の４つの領域が主に考えられることが多かったが、本調査では、その他の活動領域

も広がりを見せつつあることがうかがえた。例えば、主な活動の場として、①精神障害（う

つ病等）・発達障害等を含む障害者の就労支援や職業相談、②がん患者及び難病患者の職場復

帰・就労支援等を含む医療機関、③生活困窮者等の就労支援、ひとり親、依存症者、犯罪被

害者、受刑者・出所者他の多種多様な対応を求められる広い意味での福祉施設などがあげら

れる。これらを総じて「医療・福祉領域」と名付けることも可能であり、今後、一層の拡大

を見せる領域であると想定される。これらの領域については、いずれもこれまでキャリアコ

ンサルタントが取り扱ってきた問題より、さらに個別性の高い個人個人で異なる対応が求め

られることが想定され、従来とは異なるスキル・コンピテンシーが求められる可能性も高い。

また、いずれも関連諸機関における職員・管理者・専門家との密接な連携が求められ、チー

ム支援の一端を担うキャリアコンサルタントとして、従来よりも一層レベルの高い連携・協

働のスキルも求められると想定される。 
 また、図表２－３５には、キャリアコンサルティングに関連する活動の内容についてまと

めた。この図表は、ある程度、一貫した解釈が可能であり、大きく活動内容は３つに分けら

れる。１つめは、企業内で他の業務と兼業で活動するキャリアコンサルタントであり、キャ

リアコンサルティングに関連する活動は週１回かそれ以下の不定期であり、相談・カウンセ

リング以外の活動も多く、おもにキャリアコンサルティング以外の活動で生計を立てている。

２つめは、需給調整機関で専任・専業で活動するキャリアコンサルタントであり、キャリア

コンサルティングに関連する活動はほぼ毎日かそれに近く、相談・カウンセリング等の活動

におもに従事し、キャリアコンサルティングの活動で生計を立てている。３つめは、学校で

働くキャリアコンサルタントであり、企業と需給調整機関の中間的な位置づけとなる。 
 上記の結果をふまえた場合、キャリアコンサルティングに関連する活動は、いわゆる「相

談・カウンセリング」をいかに日常的な活動として専任・専業として行うかの濃淡によって
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ある種の連続線上に位置づけられることが示される。その一端は企業内でのキャリアコンサ

ルティングであり、それはキャリアコンサルタントとしてのスキルや専門性を持ちつつも、

いわゆる「相談・カウンセリング」の活動だけを行うのではなく、その他の様々な業務と兼

業することによって、より実効性の高い支援を提供していく。この場合、一対一の相談スキ

ルをふまえつつも、それ以外のリファー、コラボレート、コーディネートといった連携・協

働のスキルが必要となる。もう一端は需給調整機関等でのキャリアコンサルティングであり、

こちらはむしろ文字どおりの「相談・カウンセリング」の活動を行っており、専任としてほ

ぼ毎日、相談業務に携わる。必要とされるのは、普通の意味でのキャリアカウンセリングの

スキルであり、その中には、現在、増えている多種多様な難しいクライエントに対する個別

の対応のスキルも含まれる。 
 この「相談・カウンセリング」の濃淡をめぐるキャリアコンサルティングの性格の違いか

ら、従来、領域別キャリアコンサルタントの可能性や領域別に学習すべきスキルの相違・多

様性なども論じられてきた。一方で、生涯にわたる職業生活設計という視点からは、企業か

ら需給調整機関へと続く連続体を俯瞰して取り扱うことが可能である専門家として、これま

でキャリアコンサルタントが養成されてきたという点も無視することができない。今後、様々

な方面で議論を行う必要があるが、本調査の結果からは「相談・カウンセリング」の活動の

位置づけによって、各領域のキャリアコンサルティングの特徴が示されることを改めて指摘

しておくこととしたい。 
 

図表２－３５ キャリアコンサルティングに関連する活動の内容（まとめ） 

 

 

 

 

 

 

キャリアコンサルティングに

関連する活動

ほぼ毎日32%、不定期28%、活動していない20%。60代は週２～３回、70代以上は週１

あるいは不定期

男性は週１あるいは不定期、女性はほぼ毎日あるいは活動していない

学校、需給調整機関、地域はほぼ毎日、企業は週１あるいは不定期

専業・兼業の割合 専任・専業30%、専業割合25%未満26%

企業は専業割合25%未満が50%、需給調整機関は専業が64%、学校は専業が43%

専任・専業で400万未満が多く、専業割合25%未満で600万以上が多い。

活動通算年数 10年以上30%、5～10年31%、1～5年30%

企業は1年未満、学校は10年以上、需給調整機関は5年以上10年未満がやや多い

生計状況 キャリコン以外でおもに生計を立てる41%、

キャリコンでおもに生計を立てる22%

70代以上でキャリコン以外で生計を立てるがやや多い。

女性の方がキャリコンで生計を立てている割合がやや多い。

キャリコン以外で生計を立てる割合は企業で多く、年収600万円以上が多い。キャリ

コンだけで生計を立てる割合が需給調整機関で多く、年収400万未満が多い。

活動内容 相談・カウンセリング59%、セミナー・研修22%、それ以外20%

需給調整機関では相談70%が、企業では「それ以外」24%がやや多い。
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第３章 キャリアコンサルタントの相談内容 

 
１．直近１年間の活動者の人数 

 直近の１年間で個人面談を行ったキャリアコンサルタント（以下、「活動者」という）は、

どのような「難しい相談」に遭遇し、また、これにどのように対応したのか。本章では、こ

れらについての実態を明らかにし、キャリアコンサルタントの課題について考察する。 
 
（１）活動者の活動頻度 
 全回答者 3,273 名のうち、キャリアコンサルティングを行っていない者を除いた人数は

2,610 名（79.7％）であった。なお、本調査における「キャリアコンサルティング」の定義

を以下に示す。個人面談はキャリアコンサルティングの一部ということになる。 

 「キャリアコンサルティング」とは、個人に対する相談だけでなく、グループワーク等

のグループを活用した支援、キャリア形成に関するガイダンス・セミナー等の講師、企業

の職業能力・キャリア形成に関する制度の設計・運用や、学校のキャリア教育プログラム

の設計・運用までを含む。 

 さて、キャリアコンサルティングを行っている 2,610 名について、キャリアコンサルティ

ングの活動頻度と直近１年間の個人面談の有無によるクロス表を図表３－１に示す。直近１

年間に個人面談があった者は 2,301 名で、このうち、「ほぼ毎日活動している」（42.8%）、「週

２～３回程度活動している」（17.7%）であった。これらの比率は合計比率と比較して有意に

大きかった。また、「不定期に活動している」（31.5%）の比率は合計比率と比較して有意に

小さかった。つまり、直近１年間で個人面談を行ったキャリアコンサルタントは、そうでな

い者よりもキャリアコンサルティングの活動全般において頻度が多いことが示された。これ

以降は、直近１年間に個人面談があった 2,301 名を分析対象とする。 
 

図表３－１ 個人面談の有無と活動頻度 
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し
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週

２
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回
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程
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動
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て
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不
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期

に

活

動

し

て

い

る

合

計

度数 984 407 186 724 2301

％ 42.8% 17.7% 8.1% 31.5% 100.0%

度数 61 27 23 198 309

％ 19.7% 8.7% 7.4% 64.1% 100.0%

度数 1045 434 209 922 2610

％ 40.0% 16.6% 8.0% 35.3% 100.0%

※クロス表は0.1%水準で統計的に有意。調整済み残差を求め、5%水

準で値が大きい個所に網掛け、小さい個所に下線を付した。

直近１年間の

個人面談

有り

無し

合計
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（２）活動者の人数構成（年齢別・性別） 
 対象者の年齢別・性別の人数構成を図表３－２に示す。「男性」（44.9%）、「女性」（55.1%）

で女性がやや多かった。年齢別でみると、「男性」は「60 代」（28.4%）、「70 代以上」（6.0%）

が年代合計の比率よりも有意に大きく、一方、「女性」は「30 代」（12.7%）、「40 代」（36.2%）、

「50 代」（41.2%）が年代合計の比率よりも有意に大きかった。「20 代」は人数が 22 名と少

なく、有意な性差は認められなかった。人数のピークは男女とも「50 代」であったが、男性

は 60 代側に偏り、女性は 40 代側へ偏っていることが示された。 
  

図表３－２ 活動者の年齢別・性別 

 

 

（３）技能士資格の保有状況 
 相談への対応は、キャリアコンサルタントの技量によってその難易度は異なることが考え

られる。そこで、技量を代表する指標として「キャリアコンサルタント技能士」の「級」に

着目した。活動者のキャリアコンサルティング技能士資格の保有状況を図表３－３に示す。

１級と２級は重複して保有可能であるため、本章では、１級だけを保有している者および１

級・２級とも保有しているものを合わせた 45 名を１級保有者とし、２級のみを保有してい

る 545 名を２級保有者、それ以外の 1,711 名を級未保有者とした。 
 

図表３－３ キャリアコンサルティング技能士資格の保有状況 

 

 

度数 ％ 度数 ％ 度数 ％

20代 9 0.9% 13 1.0% 22 1.0%

30代 85 8.2% 161 12.7% 246 10.7%

40代 203 19.7% 459 36.2% 662 28.8%

50代 381 36.9% 522 41.2% 903 39.2%

60代 293 28.4% 107 8.4% 400 17.4%

70代以上 62 6.0% 6 0.5% 68 3.0%

合計 1033 100.0% 1268 100.0% 2301 100.0%

※クロス表は0.1%水準で統計的に有意。調整済み残差を

求め、5%水準で値が大きい個所に網掛け、小さい個所に

下線を付した。

合計男性 女性

44.9% 55.1% 100.0%
0% 20% 40% 60%

20代

30代

40代

50代

60代

70代以上

男性

女性

有り 無し

35 10 45

77.8% 22.2% 100.0%

545 1711 2256

24.2% 75.8% 100.0%

580 1721 2301

１級キャリアコンサルティング技能士

無し

有り

※クロス表は0.1%水準で統計的に有意。調整済み残差を求め、5%水準

で値が大きい個所に網掛け、小さい個所に下線を付した。

２級キャリア

コンサルティ

ング技能士

合計

合計
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 １級保有者、２級保有者、級未保有者の年齢別の資格保有状況を図表３－４に示す。「50
代」では、どの級においても最も技能士資格の保有率が大きかった。特に、「50 代」の「１

級保有者」（60.0%）は年代合計の比率と比較して有意に大きく、50 代はキャリアコンサル

タントとして最も活躍している年代であることが示された。この年代は、職業人としての経

験を豊富に有し管理職経験者も多く、体力的にも旺盛に仕事をこなせる年代である。そのた

め、どの級においてもキャリアコンサルタントが最も多い年代であることが推察される。ま

た、「60 代」の「２級保有者」（20.7%）は年代合計の比率と比較して有意に大きかった。「30
代」においては、「級未保有者」（12.2%）の比率が最も大きく、今後、30 代キャリアコンサ

ルタントの活躍が期待される。 
 

図表３－４ キャリアコンサルティング技能士資格の保有状況（年齢別） 

 

 
 １級保有者、２級保有者、級未保有者の性別の資格保有状況を図表３－５に示す。性別で

は、いずれの級においても「女性」の比率が「男性」を上回っていた。また、「女性」の「２

級保有者」（60.6%）と「男性」の「級未保有者」（46.8%）は性別合計の比率と比較して有

意に大きかった。全体的に、女性の方が上級資格を保有している比率が大きいといえた。 
 

図表３－５ キャリアコンサルティング技能士資格の取得状況（性別） 

 
 

20代 30代 40代 50代 60代

70代

以上 合計

度数 0 2 12 27 4 0 45

％ 0.0% 4.4% 26.7% 60.0% 8.9% 0.0% 100.0%

度数 2 35 159 220 113 16 545

％ 0.4% 6.4% 29.2% 40.4% 20.7% 2.9% 100.0%

度数 20 209 491 656 283 52 1711

％ 1.2% 12.2% 28.7% 38.3% 16.5% 3.0% 100.0%

度数 22 246 662 903 400 68 2301

％ 1.0% 10.7% 28.8% 39.2% 17.4% 3.0% 100.0%

※クロス表は1%水準で統計的に有意。調整済み残差を求め、5%水準で

値が大きい個所に網掛け、小さい個所に下線を付した。

合計

１級

２級

級未保有

男性 女性 合計

度数 17 28 45

％ 37.8% 62.2% 100.0%

度数 215 330 545

％ 39.4% 60.6% 100.0%

度数 801 910 1711

％ 46.8% 53.2% 100.0%

度数 1033 1268 2301

％ 44.9% 55.1% 100.0%

※クロス表は1%水準で統計的に有意。調整済

み残差を求め、5%水準で値が大きい個所に網

掛け、小さい個所に下線を付した。

１級

２級

級未保有

合計
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２．相談内容について 

（１）「多い相談」および「難しい相談」 
 直近１年間の個人面談で多かった相談（以降、「多い相談」とする）を３つと、対応が最も

難しいと感じた相談（以降、「難しい相談」）を 16 の選択肢の中から選んでもらった（図表

３－６）。「多い相談」は、「就職・転職活動の進め方」（42.3％）が最も多く、次いで「履歴

書やエントリーシートの書き方・添削等」（35.9％）、「今後の生活設計、能力開発計画、キャ

リア・プラン等」（34.9％）が多かった。前二者は就職・転職支援に関するものであり、後一

者は、キャリア開発に関連するものであった。いずれも、キャリアコンサルティングの中心

的活動であった。 
図表３－６ 「多い相談」と「難しい相談」の集計結果 

 
 

 

度数 ％ 度数 ％

現在の仕事・職務の内容 732 31.8 41 1.8

今後の生活設計、能力開発計画、キャリア・プラン等 802 34.9 170 7.4

企業内の異動希望等 156 6.8 71 3.1

職場の人間関係 641 27.9 241 10.5

部下の育成・キャリア形成 273 11.9 67 2.9

就職・転職活動の進め方 974 42.3 106 4.6

将来設計・進路選択 369 16.0 122 5.3

過去の経験の棚卸し、振り返り等 425 18.5 17 0.7

履歴書やエントリーシートの書き方・添削等 827 35.9 28 1.2

職業適性・自己分析 391 17.0 87 3.8

面接の受け方 504 21.9 17 0.7

個人的な生活面に関すること（家庭生活や人間関係など） 284 12.3 182 7.9

学生生活に関すること（授業やゼミの選択など） 64 2.8 45 2.0

メンタルヘルスに関すること 293 12.7 370 16.1

発達障害に関すること 140 6.1 675 29.3

その他 28 1.2 62 2.7

※上位3位の箇所に網掛けを付した。
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 一方、「難しい相談」は、「発達障害に関すること」（29.3％）、次いで「メンタルヘルスに

関すること」（16.1％）、「職場の人間関係」（10.5％）であった。特に、「発達障害に関するこ

と」や「メンタルヘルスに関すること」は、「多い相談」においては 16 カテゴリ中 14 位と

10 位であり、頻度は少ないが「難しい相談」といえた。また、「難しい相談」は、キャリア

支援の領域外である臨床心理学や対人心理学の領域にかかわるものであったため難しく感じ

られたようだった。 
 
（２）活動の場による相談の違い 
 「多い相談」と「難しい相談」は、活動の場によって主たる相談が異なることが考えられ

る。まず、直近１年間に個人面談を行ったキャリアコンサルタントの「主な活動の場」につ

いて集計した（図表３－７）。「企業」(35.3%)が最も多く、次いで「需給調整機関」（25.4%）、

「学校・教育機関」（20.6%）であった。 
 

図表３－７ 直近１年間の個人面談と主な活動の場 

 
 
 次に、主な活動の場における「多い相談」を図表３－８に示す。企業における「多い相談」

は、「現在の仕事・職務の内容」（56.3%）、「今後の生活設計、能力開発計画、キャリア・プ

ラン等」（48.4％）、「職場の人間関係」（44.5%）であり、現在と将来の仕事およびキャリア

に関するものが多かった。学校・教育機関、需給調整機関および地域においては、「履歴書や

エントリーシートの書き方・添削等」、「就職・転職活動の進め方」が中心的な相談であった

が、これらに加えて学校・教育機関では「面接の受け方」（48.2%）、需給調整機関では「今

後の生活設計、能力開発計画、キャリア・プラン等」（31.6%）、地域では「個人的な生活面

に関すること」（29.5%）に関連する相談が多かった。主な活動の場が「なし」においては、

「職場の人間関係」（41.3%）、「就職・転職活動の進め方」（41.3%）、「現在の仕事・職務内

容」（36.5%）で、企業内と類似した相談が多いが、「就職・転職活動の進め方」が含まれて

いる点が異なっていた。学校・教育機関や需給調整機関、地域は、キャリアコンサルティン

グの旧来からの支援である就職・転職の支援が多く、一方、企業では就職後のキャリア開発

あるいはキャリア・チェンジといった内容が多いと考えられた。 
 

度数 ％

企業 812 35.3

学校・教育機関 475 20.6

需給調整機関 585 25.4

地域 149 6.5

なし 63 2.7

その他 217 9.4

合計 2301 100.0

35.3%

20.6%

25.4%

6.5%

2.7%

9.4%
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図表３－８ 主な活動の場における「多い相談」 

 
 
 続いて、主な活動の場における「難しい相談」を図表３－９に示す。「難しい相談」につい

ては、いずれの活動の場においても「発達障害に関すること」「メンタルヘルスに関すること」

が最も多かった。図表３－６で 3 番目に多かった「職場の人間関係」は、企業における相談

であることが明らかになった。また、地域では「個人的な生活面に関すること」が多かった。

図表３－６と同様に、就職・転職やキャリア開発とは異なる領域の知識・スキルが求められ

る相談において難しいとされていた。 
 

図表３－９ 主な活動の場における「難しい相談」 

 

企

業

学

校

・

教

育

機

関

需

給

調

整

機

関

地

域

な

し

そ

の

他

現在の仕事・職務の内容 56.3% 10.5% 20.2% 19.5% 36.5% 25.3% 31.8%

今後の生活設計、能力開発計画、キャリア・プラン等 48.4% 18.1% 31.6% 28.2% 31.7% 35.0% 34.9%

企業内の異動希望等 16.1% 1.1% 1.4% 0.7% 4.8% 3.7% 6.8%

職場の人間関係 44.5% 10.9% 17.9% 21.5% 41.3% 30.0% 27.9%

部下の育成・キャリア形成 24.5% 4.8% 3.1% 4.0% 14.3% 8.3% 11.9%

就職・転職活動の進め方 23.4% 43.6% 64.8% 45.6% 41.3% 47.9% 42.3%

将来設計・進路選択 15.1% 19.4% 12.8% 20.8% 15.9% 17.5% 16.0%

過去の経験の棚卸し、振り返り等 15.3% 15.2% 26.8% 19.5% 12.7% 16.1% 18.5%

履歴書やエントリーシートの書き方・添削等 10.3% 66.9% 52.0% 35.6% 19.0% 25.8% 35.9%

職業適性・自己分析 7.8% 27.8% 19.0% 25.5% 11.1% 18.4% 17.0%

面接の受け方 6.8% 48.2% 24.8% 19.5% 14.3% 17.1% 21.9%

個人的な生活面に関すること（家庭生活や人間関係など） 8.7% 7.8% 10.9% 29.5% 28.6% 23.0% 12.3%

学生生活に関すること（授業やゼミの選択など） 0.6% 10.5% 0.7% 1.3% 0.0% 1.4% 2.8%

メンタルヘルスに関すること 17.5% 8.2% 6.8% 16.8% 22.2% 15.2% 12.7%

発達障害に関すること 3.9% 6.7% 6.0% 8.1% 6.3% 11.5% 6.1%

その他 0.7% 0.2% 1.2% 4.0% 0.0% 3.7% 1.2%

合計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

主な活動の場

多い相談（３つ）

全

体

※「その他」を除き、10%以上の上位３位の箇所に網掛けを付した。

企

業

学

校

・

教

育

機

関

需

給

調

整

機

関

地

域

な

し

そ
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現在の仕事・職務の内容 3.3% 0.8% 1.0% 0.7% 0.0% 1.4% 1.8%

今後の生活設計、能力開発計画、キャリア・プラン等 10.1% 5.7% 6.3% 5.4% 6.3% 5.5% 7.4%

企業内の異動希望等 5.0% 2.9% 1.4% 1.3% 3.2% 1.8% 3.1%

職場の人間関係 16.7% 6.3% 8.0% 5.4% 6.3% 7.4% 10.5%

部下の育成・キャリア形成 5.4% 1.3% 1.5% 1.3% 4.8% 1.4% 2.9%

就職・転職活動の進め方 2.8% 5.7% 5.8% 5.4% 3.2% 5.5% 4.6%

将来設計・進路選択 4.2% 6.5% 5.0% 4.0% 7.9% 7.8% 5.3%

過去の経験の棚卸し、振り返り等 0.4% 1.1% 1.2% 0.0% 0.0% 0.9% 0.7%

履歴書やエントリーシートの書き方・添削等 0.4% 3.2% 1.0% 2.0% 1.6% 0.0% 1.2%

職業適性・自己分析 1.8% 5.1% 5.6% 3.4% 3.2% 3.7% 3.8%

面接の受け方 0.4% 1.9% 0.3% 1.3% 1.6% 0.0% 0.7%

個人的な生活面に関すること（家庭生活や人間関係など） 6.4% 5.3% 8.2% 15.4% 7.9% 13.4% 7.9%

学生生活に関すること（授業やゼミの選択など） 1.4% 1.7% 2.4% 1.3% 4.8% 3.2% 2.0%

メンタルヘルスに関すること 18.2% 11.4% 17.1% 15.4% 23.8% 13.8% 16.1%

発達障害に関すること 21.6% 37.7% 33.2% 34.9% 17.5% 29.5% 29.3%

その他 1.8% 3.6% 1.9% 2.7% 7.9% 4.6% 2.7%

合計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

主な活動の場

難しい相談

合

計

※「その他」を除き、10%以上の上位３位の箇所に網掛けを付した。
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（３）自由記述における相談内容 
 「難しい相談」に関しては「具体的な相談内容」と「その対応」の２つについて 1,723 名

の自由記述が得られた。この内、「具体的な相談内容」と「その対応」の両方に回答した 1,571
名分を有効回答とした。さらにこの内、「難しい相談」の上位であった「発達障害に関するこ

と」（487 名分）、「メンタルヘルスに関すること」（266 名分）、「職場の人間関係」（173 名分）

について、「難しい」という語句が自由記述内でどのように用いられているかを、テキストマ

イニング・ツール（KH coder Ver. 2.00f）を用いて分析を行った。 
 発達障害に関する分析結果を図表３－１０に示す。発達障害に関することでは、本人、保

護者、キャリアコンサルタントの発達障害についての認識にズレがあることで対応が難しく

なっていたことが示された。キャリアコンサルタントとして、発達障害が明確であればそれ

に応じた対応が検討しやすい。一般就職か障害枠での就職かを選択しやすくなるので重要な

部分である。しかし、この分析結果では、まず「発達障害が疑わしい」と感じられるが、発

達障害であるかどうかはキャリアコンサルタントには診断できない、という悩ましさがみら

れた。さらに、障害の疑わしさについて、相談者本人が自覚をしていなかったり、否定した

りすることで面談が進まない様子がうかがえた。この曖昧さは、医療機関で診断することで

明確になるのだが、これをいかに相談者に切り出すかはデリケートな問題で対応に苦しむこ

とも示された。発達障害に関する相談は、本人だけでなく家族の意向が強く関わってくるこ

とも示された。家族が障害の疑わしさを否定したり、医療機関での診断があっても受容でき

なかったり、また、強く一般就職を望んだりするために、相談者への対応以上に家族への対

応の難しさが示された。また、発達障害に関する相談では、相談者との信頼関係や意思疎通

という面談の基盤が難しい場合がある点も大きな問題であった。さらには、自己理解・仕事

理解などが進まないことも示された。これらのプロセスが進まないために、相談者が明らか

に職業適性の合わない仕事を希望し続けるというケースも見受けられた。 
 

図表３－１０ 発達障害の相談内容の分析 

語句 自由記述における語句の用い方（「～」は着目した語句に相当） 

難しい 発達障害が疑わしいがはっきりしないので対応が～、発達障害の自覚がな

いので対応が～、発達障害を受け入れないので～、医師の治療や診断を受

けていないので～、受診を進めるべきか判断するのが～、専門の支援の必

要性を本人に認識してもらうのに～、保護者の理解が得られないので～、

障害をオープンにするかしないかの判断が～、 
円滑なリファーや連携の仕方が確立されていないので～、発達障害に関す

る知識がないので～、 
就職面接での通過が～、一般就職が～、本人の自覚する実力が求人側の水

準に達していないことに気づいていないので～、適性の低い仕事への希望
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が強くて～、そもそも求人枠が少ないので就職支援が～、相談者が能動的

な就職活動を維持できないので～、一般就職しても職場適応できず戻って

くるので～、 
過去に精神的ダメージを受けている相談者との対応が～、自己肯定感が低

くて～、 
相談者の話をうのみにできないので～、1 時間の対応では時間不足で～、

応募書類の内容を相談者自身で考えられないので～、相談者との関係構築

が～、意思疎通やコミュニケーションが上手く取れず～、自己理解・仕事

理解が深まらないので～、相談のたびに振出しに戻る、あるいは方向性が

変わるので～、 

 
 メンタルヘルスに関する分析結果を図表３－１１に示す。メンタルヘルスに関することで

は、メンタルヘルス不調を抱える相談者は、心理的な問題を抱えるために内省が難しく、意

欲が低く、気持ちが不安定であり、思考を整理し、意思を明確にすることに時間がかかった

ことが示された。また、そもそもキャリアコンサルタントのメンタルヘルスに関する知識不

足により、どのように接して良いか困惑する場合があることも示された。また、適切な就職

先の紹介やリファーをするにしても、そのリファー先との関係性やその際の手はずが明確に

なっておらず、リファー自体が難しいという実態も明らかになった。 
 

図表３－１１ メンタルヘルスの相談内容の分析 

語句 自由記述における語句の用い方（「～」は着目した語句に相当） 

難しい 関係構築が～、自己を内省することが～、現状把握が～、うつ病の相談者

の就職活動への意欲を引き出すのが～、複雑な気持ちを整理するのが～、

相談者が感情的になるのを受容するのが～、相談者の希望や強みを明確に

していくのが～、過去を振り返る際に嫌なことも思い出させてしまいデリ

ケートで～、メンタルヘルスに関する知識不足で～、どのように接して良

いのかわからないので～、時間不足で～、適した就職先を紹介することが

～、他機関へリファーすることが～、 

 
 職場の人間関係についての分析結果を図表３－１２に示す。職場の人間関係では、人間関

係の問題を解決するために相談者、およびその関係者の認知や意識、行動を変容させること

に難しさを感じていることが示された。つまり、人間関係の改善のために、認知・行動の変

容を主たる手段として用いていることが考えられた。また、中には、仲介者として関わるキ

ャリアコンサルタントがみられたが、この時、相談者だけに肩入れをすると問題の相手方か

らは敵視されてしまうという点で、仲介者の公平性を保つことの困難さも示された。 
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図表３－１２ 職場の人間関係の相談内容の分析 

語句 自由記述における語句の用い方（「～」は着目した語句に相当） 

難しい 相手を思いやれない人が増えて～、異動が～組織開発が必要、いじめてい

る側の話を直接聞けないので～、実態が把握できない・証拠がないため対

応が～、中立で状況を見極めることが～、仲介役としての面談のコーディ

ネートが～、上司のマネジメントスタイルというコントロール不可能な要

素が多い点が～、上司を理解させ動いてもらうことが～、意識改革に働き

かける必要があるため～、本人の認知を変えることが～、社外のキャリア

コンサルタントのため職場環境の把握が～、部下（相談者）の立場になっ

て指導していくことが～、相談者の不安定な感情のコントロールが～ 

 
 
３．難しさの起因 

（１）難しさの起因 
 「相談の難しさが何に起因するか」について４つの選択肢から選んでもらった（図表３－

１３）。難しさの起因は、「相談者を取り巻く職場、学校、家庭などの環境（風土、人間関係、

制度など）」（以下、環境起因とする）（43.8%）が最も多く、次いで「キャリアコンサルタン

トである自分の能力・スキルや知識・経験などの不足」（以下、キャリアコンサルタント起因

とする）（25.4%）、「相談者の問題解決に対する自覚・意欲や能力などの不足」（以下、相談

者起因とする）（21.7%）、「キャリアコンサルタントである自分と相談者の問題解決に向けた

協働関係の不足」（9.1%）であった。 
 

図表３－１３ 「難しい相談」における難しさの起因 

 
 

度数 ％

＜キャリアコンサルタント起因＞

キャリアコンサルタントである自分の能力・スキルや

知識・経験などの不足

584 25.4

＜関係性起因＞

キャリアコンサルタントである自分と相談者の問題

解決に向けた協働関係の不足

210 9.1

＜相談者起因＞

相談者の問題解決に対する自覚・意欲や能力などの

不足

500 21.7

＜環境起因＞

相談者を取り巻く職場、学校、家庭などの環境

（風土、人間関係、制度など）

1007 43.8

合計 2301 100.0
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 主な３つの「難しい相談」（発達障害に関すること、メンタルヘルスに関すること、職場の

人間関係）（1,286 名）と「難しさの起因」のクロス集計を行った（図表３－１４）。「発達障

害に関すること」と「メンタルヘルスに関すること」は、それぞれ「環境起因」（44.6%, 43.5%）

の比率が最も大きく、次いで「キャリアコンサルタント起因」（26.5%, 28.1%）の比率が大

きかった。「職場の人間関係」は、「環境起因」（50.2%）が最も大きい一方で、「キャリアコ

ンサルタント起因」（15.8%）は合計の比率と比較して有意に少なかった。 
 さらに、保有する「級」によって相談の見立ては異なる可能性があるため、「級」の違いに

よる難しさの起因を図表３－１５に示した。１級・２級保有者は級未保有者と比較して、「メ

ンタルヘルスに関すること」と「職場の人間関係」を「相談者起因」とする比率が多かった。

一方、級未保有者は、図表３－１４と同様の傾向がみられた。１級・２級保有者は、比較的

「相談者起因」が多く、「難しい相談」に直面した際に相談者に問題があると見立てる傾向が

みられた。一方、級未保有者は、「キャリアコンサルタント起因」が多く、「難しい相談」に

直面した際に自身の能力・スキルに自信がないことが考えられた。 
 

図表３－１４ ３つの「難しい相談」と難しさの起因 

 

25.4%

9.1%

21.7%

43.8%

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

＜キャリアコンサルタント起因＞

キャリアコンサルタントである自分の能力・スキルや

知識・経験などの不足

＜関係性起因＞

キャリアコンサルタントである自分と相談者の問題

解決に向けた協働関係の不足

＜相談者起因＞

相談者の問題解決に対する自覚・意欲や能力などの

不足

＜環境起因＞

相談者を取り巻く職場、学校、家庭などの環境

（風土、人間関係、制度など）

キ
ャ

リ

ア

コ

ン

サ

ル

タ

ン

ト

起

因

関

係

性

起

因

相

談

者

起

因

環

境

起

因

合

計

度数 179 58 137 301 675

％ 26.5% 8.6% 20.3% 44.6% 100.0%

度数 104 38 67 161 370

％ 28.1% 10.3% 18.1% 43.5% 100.0%

度数 38 27 55 121 241

％ 15.8% 11.2% 22.8% 50.2% 100.0%

度数 321 259 123 583 1286

％ 25.0% 20.1% 9.6% 45.3% 100.0%
合計

※クロス表は5%水準で統計的に有意。調整済み残差を求め、5%水準で値が小

さい個所に下線を付した。

メンタルヘルスに関すること

発達障害に関すること

職場の人間関係
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図表３－１５ ３つの「難しい相談」と難しさの起因（級別） 

 
 
 

（２）「難しさの起因」と「能力維持・向上」 
 「難しい相談」を「キャリアコンサルタント起因」とする者は、自分の技能に自信がない

ことが考えられた。そこで、「難しさの起因」と「能力維持・向上」とのクロス表を図表３－

１６～図表３－１８に示す。図表３－１６の「キャリアコンサルティングに関する上位資格・

関連の資格に向けた準備」については、「キャリアコンサルタント起因」（30.3%）は合計比

率と比較して有意に大きく、一方、「環境起因」（39.3%）は有意に小さかった。難しい相談

を「キャリアコンサルタント起因」とする者は、自分の技量に自信がなく、技量の向上のた

めに上位資格や関連資格の取得に向けた学習をしていることが明らかになった。ただし、能

力の向上にはそれなりの時間が必要となることから、「難しい相談」に遭遇した時点でキャリ

アコンサルタント起因としたということは、当該の相談に対して十分に対応できなかった可

能性があると考えられる。 
 
 
 
 
 

キ
ャ

リ

ア

コ

ン

サ

ル

タ

ン

ト

起

因

関

係

性

起

因

相

談

者

起

因

環

境

起

因
合

計

度数 54 17 40 100 211

％ 25.6% 8.1% 19.0% 47.4% 100.0%

度数 17 5 21 36 79

％ 21.5% 6.3% 26.6% 45.6% 100.0%

度数 5 7 15 29 56

％ 8.9% 12.5% 26.8% 51.8% 100.0%

度数 76 29 76 165 346

％ 22.0% 8.4% 22.0% 47.7% 100.0%

度数 125 41 97 201 464

％ 26.9% 8.8% 20.9% 43.3% 100.0%

度数 87 33 46 125 291

％ 29.9% 11.3% 15.8% 43.0% 100.0%

度数 33 20 40 92 185

％ 17.8% 10.8% 21.6% 49.7% 100.0%

度数 245 94 183 418 940

％ 26.1% 10.0% 19.5% 44.5% 100.0%

度数 321 123 259 583 1286

％ 25.0% 9.6% 20.1% 45.3% 100.0%

※クロス表はすべて有意ではなかった。25%を超える箇所には網掛けを付した。

発達障害に関すること

メンタルヘルスに関すること

職場の人間関係

合計

合計

１

級

と

２

級

級

未

保

有

合計

発達障害に関すること

メンタルヘルスに関すること

職場の人間関係
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図表３－１６ 「上位資格・関連資格に向けた準備」と難しさの起因 

 
 
 図表３－１７の「キャリアコンサルティングに限らない各種専門家との交流」については、

「環境起因」（47.8%）は合計比率と比較して有意に大きく、一方、「キャリアコンサルタン

ト起因」（21.2%）は有意に小さかった。「環境起因」をとるキャリアコンサルタントは、普

段からキャリアコンサルティングに限らない各種専門家との交流を図っていることが示され

た。発達障害やメンタルヘルスに関連する他の専門家、例えば精神科医、臨床心理士、障害

者就労支援の担当者等と普段から交流を図っておくことは、ある程度それらの知識や対応に

ついて学ぶことになるし、また、いざという時の連携先を確保することにつながる。そして、

このような交流は、「難しい相談」に遭遇した際に、問題を自分自身の技量の低さにではなく、

相談者を取り囲む環境に目を向けて対応しようとする見立て方に影響を及ぼしていることが

推察された。 
 

図表３－１７ 「各種専門家との交流」と難しさの起因 

 
 
 最後に、図表３－１８の「相談実務の経験を積む」については、「相談者起因」（22.7%）

が合計の比率と比較して有意に大きかった。「難しい相談」を「相談者起因」とする者は、相
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起
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関

係

性

起

因

相

談

者

起

因

環

境

起

因

合

計

度数 185 67 118 240 610

％ 30.3% 11.0% 19.3% 39.3% 100.0%

度数 399 143 382 767 1691

％ 23.6% 8.5% 22.6% 45.4% 100.0%

度数 584 210 500 1007 2301

％ 25.4% 9.1% 21.7% 43.8% 100.0%
合計

キャリアコンサルティングに関する上位

資格・関連資格の取得に向けた準備

はい

いいえ

※クロス表は1%水準で統計的に有意。調整済み残差を求め、5%水準で値が大きい個所に網掛け、

小さい個所に下線を付した。
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起
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関
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起

因

相
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者

起

因

環

境

起

因

合

計

度数 250 122 245 564 1181

％ 21.2% 10.3% 20.7% 47.8% 100.0%

度数 334 88 255 443 1120

％ 29.8% 7.9% 22.8% 39.6% 100.0%

度数 584 210 500 1007 2301

％ 25.4% 9.1% 21.7% 43.8% 100.0%
合計

いいえ

はい
キャリアコンサルティングに限らない各

種専門家との交流

※クロス表は0.1%水準で統計的に有意。調整済み残差を求め、5%水準で値が大きい個所に網掛

け、小さい個所に下線を付した。
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談実務の経験を積むことによって、相談者の問題解決を図られるような技量を、実践を通じ

て習得しようとしていることが明らかになった。 
 

図表３－１８ 「相談実務の経験」と難しさの起因 

 
 

 

４．「難しい相談」への対応 

（１）「難しい相談」への対応状況 
 「難しい相談」（直近１年間の個人面談で対応が最も難しいと感じた相談１回分）にどの程

度対応できたか」について４段階で回答が得られた（図表３－１９）。「難しい相談」に対し

て「何とか対応できた」（59.7%）と「問題なく対応できた」（8.6%）を合わせると、「難しい

相談」の 68.3%は対応可能であったことが示された。一方、「うまく対応できなかった」（26.2%）

と「ほとんど対応できなかった」（5.4%）を合わせると、31.6%は対応ができなかったという

ことが示された。「難しい相談」の 7 割弱は対応されたことになる。なお、本調査における

「難しい相談」とは、「直近 1 年間における」という条件付きであること、相談の難易度は

対応したキャリアコンサルタントの技量によっても異なることが考えられるので、一概に 7
割が多いか少ないかを判断することは難しい。しかしながら、少なくとも残り３割の相談は

対応できなかった点は、やはりキャリアコンサルタントの限界を示すものと考えられる。 
 

図表３－１９ 「難しい相談」への対応状況 

 

キ
ャ

リ

ア

コ

ン

サ

ル

タ

ン

ト

起

因

関

係

性
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因

環
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起

因

合

計

度数 422 167 391 742 1722

％ 24.5% 9.7% 22.7% 43.1% 100.0%

度数 162 43 109 265 579

％ 28.0% 7.4% 18.8% 45.8% 100.0%

度数 584 210 500 1007 2301

％ 25.4% 9.1% 21.7% 43.8% 100.0%

※クロス表は5%水準で統計的に有意。調整済み残差を求め、5%水準で値が大きい個所に網掛け、

小さい個所に下線を付した。

はい

いいえ

相談実務の経験を積む

合計

度数 %

問題なく対応できた 199 8.6%

なんとか対応できた 1374 59.7%

うまく対応できなかった 604 26.2%

ほとんど対応できなかった 124 5.4%

合計 2301 100.0%

8.6%

59.7%

26.2%

5.4%

0% 20% 40% 60% 80%

問題なく対応できた

なんとか対応できた

うまく対応できなかった

ほとんど対応できなかった
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 ４件法で尋ねた「難しい相談」への対応を、1 点から 4 点の得点（対応度：高得点ほど対

応できた）として捉えて、主な３つの「難しい相談」である「発達障害に関すること」、「メ

ンタルヘルスに関すること」、「職場の人間関係」の対応度を図表３－２０にまとめた。対応

度は、「職場の人間関係」（2.79 点）が最も大きく、次いで「発達障害に関すること」（2.64
点）と「メンタルヘルスに関すること」（2.63 点）がほぼ同値であった。分散分析の結果、「職

場の人間関係」は、「発達障害に関すること」および「メンタルヘルスに関すること」よりも

有意に高かった。職場の人間関係は発達障害やメンタルヘルスよりも対応可能な問題である

ことが示された。 
 

図表３－２０ 「難しい相談」への対応度 

 

 
 

 
（２）キャリアコンサルタントの「級」による違い 
 「難しい相談」への対応度はキャリアコンサルティング能力によって異なってくることが

考えられる。ここでは、キャリアコンサルティング能力の客観的な指標としてキャリアコン

サルティング技能士の「級」を用いて、「難しい相談」への対応における級の影響をみた。な

お、１級保有者数が僅かなため、１級保有者と２級保有者を合わせ１級・２級保有者（590
名）とし、級未保有者（1,711 名）との違いを図表３－２１に示す。いずれの相談において

も、１級・２級保有者は級未保有者よりも高い対応度を示した。ただし、いずれも有意差は

認められなかった。１級・２級保有者の方が未保有者よりも「難しい相談」に対応できてい

る傾向がうかがえた。 
 
 

度数 平均 標準偏差

発達障害に関すること 675 2.64 0.771

メンタルヘルスに関すること 370 2.63 0.682

職場の人間関係 241 2.79 0.670

すべての難しい相談 2301 2.72 0.696

2.64

2.63

2.79

2.72

2.5 2.6 2.7 2.8 2.9

発達障害に関すること

メンタルヘルスに関すること

職場の人間関係

すべての難しい相談

※ *は5%水準で統計的に有意差あり。

*

*
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図表３－２１ 「難しい相談」への対応度（級による影響） 

 

 
 

（３）対応度と難しさの起因 
 相談の難しさを何に起因させるかによって対応度が異なることが考えられる。そこで、難

しさの起因による対応度の差を分散分析で検証した（図表３－２２）。その結果、有意差が認

められた。多重比較を行ったところ、「相談者起因」（2.79 点）と「環境起因」（2.78 点）は

「キャリアコンサルタント起因」（2.60 点）および「関係性起因」（2.55 点）よりも有意に対

応度が高かった。「キャリアコンサルタント起因」と「関係性起因」はいずれもその主体者は

キャリアコンサルタント自身であり、自分の技能・経験に起因させていることになる。つま

り、キャリアコンサルタントの技量の限界によって対応が困難になっているものと考えられ

た。一方、「相談者起因」と「環境起因」は、１級・２級保有者が相談の難しさを相談者起因・

環境起因とする傾向（図表３－１５）を考慮すると、１級・２級保有者は、自身の技量は十

分であると捉えて、相談者やその環境に存在する問題の原因を追求する態度をとっていると

考えられた。 

図表３－２２ 難しさの起因と対応度 

 
 

度数 平均値 標準偏差

１級と２級 211 2.70 0.670

級未保有 464 2.62 0.728

１級と２級 79 2.68 0.760

級未保有 291 2.62 0.667

１級と２級 56 2.88 0.662

級未保有 185 2.77 0.672

１級と２級 590 2.76 0.700

級未保有 1711 2.70 0.694
すべての難しい相談

発達障害に関すること
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職場の人間関係
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度数 平均 標準偏差

キャリアコンサルタント起因 584 2.60 0.727

関係性起因 210 2.55 0.705

相談者起因 500 2.79 0.642

環境起因 1007 2.78 0.687

合計 2301 2.72 0.696

※分散分析の結果は0.1%水準で統計的に有意。
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 上記と同様の分析を、３つの「難しい相談」ごとに行った（図表３－２３）。発達障害に関

することでは、分散分析によって有意傾向ながら起因間に有意差が認められた（図表３－２

４）。多重比較を行ったところ、「環境起因」（2.70 点）は「キャリアコンサルタント起因」（2.53

点）よりも対応度が有意に大きかった。発達障害の相談においては、環境起因と捉えた場合

に対応の可能性が高かったことが示された。 

 メンタルヘルスに関することでは、起因間に有意差が認められた（図表３－２５）。多重比

較を行ったところ、「関係性起因」（2.26 点）は、他の３つの起因（2.62 点，2.66 点，2.78

点）よりも対応度が有意に小さかった。また、「相談者起因」（2.78 点）は最も対応度が大き

かった。したがって、メンタルヘルスの相談においては、関係性起因よりもそれ以外の起因、

特に相談者起因と捉えた場合に対応の可能性が高かったことが示された。 

 職場の人間関係では、起因間に有意差は認められなかった（図表３－２６）。しかしながら、

対応度に着目すると、「相談者起因」（2.84 点）と「環境起因」（2.83 点）が高かった。職場

の人間関係では、相談者起因と環境起因として捉える場合に対応の可能性が高かったことが

示された。 

 

図表３－２３ 難しさの起因と対応度（３つの「難しい相談」） 

 
 

2.60 

2.55 

2.79 

2.78 

1.0 1.4 1.8 2.2 2.6 3.0 3.4

キャリアコンサルタント起因

関係性起因

相談者起因

環境起因

***

***0.1%で統計的に有意差あり

平均 標準偏差

キャリアコンサルタント起因 179 2.53 0.774

関係性起因 58 2.66 0.664

相談者起因 137 2.66 0.680

環境起因 301 2.70 0.690

合計 675 2.64 0.711

キャリアコンサルタント起因 104 2.62 0.687

関係性起因 38 2.26 0.795

相談者起因 67 2.78 0.623

環境起因 161 2.66 0.661

合計 370 2.63 0.687

キャリアコンサルタント起因 38 2.63 0.751

関係性起因 27 2.74 0.594

相談者起因 55 2.84 0.660

環境起因 121 2.83 0.663

合計 241 2.79 0.670

※分散分析の結果、†は5～10%で統計的に有意傾向、**は1%で統計的に有意。

相談テーマ 難しさの起因 度数
対応度

発達障害に

関すること

メンタルヘルスに

関すること

職場の人間関係

有意差

†

**
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図表３－２４ 発達障害における難しさの起因と対応度 

 
 

図表３－２５ メンタルヘルスにおける難しさの起因と対応度 

 
 

図表３－２６ 職場の人間関係における難しさの起因と対応度 

 
 

 

（４）「難しい相談」と面談の理論・技法との関連 
 「級」と同様に、キャリアコンサルタントが依拠する面談の理論・技法によって、「難しい

相談」への対応度が異なることが考えられる。そこで、８つの面談の理論・技法の内、どれ

を重視しているかによる対応度の違いを検討した。 
 まず、キャリアコンサルタントが日常のキャリアコンサルティングにおいて８種の理論・

技法それぞれについて、どの程度重視しているかを図表３－２７に示す。８つの理論・技法

は上から「原因除去」、「受容・共感」、「自己洞察」、「認知変容」、「解決志向」、「ナラティブ」、
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「情報提供」、「環境介入」に相当する。「かなり重視している」と「やや重視している」を合

わせた比率に注目すると、「受容・共感」（95.1％）が最も重視されており、次いで「自己洞

察」（88.7%）、「解決志向」（74.3%）、「認知変容」（73.8%）と続いた。「かなり重視」と「や

や重視」を合わせた比率は、ほとんどの技法が 50%を超えたが、「ナラティブ」のみ 35.4％
にとどまった。ナラティブ・アプローチは、まだ日本国内ではなじみの薄い技法のためと考

えられる。 
 

図表３－２７ 重視する面談理論・技法 

 
 

 
 
 

 次に、「難しい相談」における面談の理論・技法と対応可否との関係を図表３－２８に示す。

対応可は「問題なく対応できた」と「なんとか対応できた」に相当し、対応否は「うまく対

か
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合
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度数 677 938 496 161 29 2301

％ 29.4% 40.8% 21.6% 7.0% 1.3% 100.0%

度数 1612 576 96 15 2 2301

％ 70.1% 25.0% 4.2% 0.7% 0.1% 100.0%

度数 1046 993 228 28 6 2301

％ 45.5% 43.2% 9.9% 1.2% 0.3% 100.0%

度数 658 1041 478 109 15 2301

％ 28.6% 45.2% 20.8% 4.7% 0.7% 100.0%

度数 657 1052 473 104 15 2301

％ 28.6% 45.7% 20.6% 4.5% 0.7% 100.0%

度数 226 588 955 435 97 2301

％ 9.8% 25.6% 41.5% 18.9% 4.2% 100.0%

度数 381 996 648 223 53 2301

％ 16.6% 43.3% 28.2% 9.7% 2.3% 100.0%

度数 352 938 736 215 60 2301

％ 15.3% 40.8% 32.0% 9.3% 2.6% 100.0%

＜情報提供＞　問題解決に必要と思われる知

識・情報・ハウツーを提供する

＜環境介入＞　相談者とその周囲の関係調整

や、外部リソースの活用を図る

＜原因除去＞　問題の原因を見定めて、それが

除去されるように働きかける

＜受容・共感＞　話をよく聴いて感情表現を促

し、相談者の気持ちに寄り添う

＜自己洞察＞　相談者が持つ価値観や欲求など

に気づいてもらうように促す

＜認知変容＞　問題や状況に対する認知や意識

が変容するように働きかける

＜解決志向＞　将来像やゴールを明確にして、

その達成に必要な行動を促す

＜ナラティブ＞　より意味のあるキャリアのス

トーリーを語れるように促す
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応できなかった」と「ほとんど対応できなかった」に相当する。また、面談の理論・技法の

重視度は、理論・技法間での差を比較しやすくするために、平均値を０、標準偏差を１とす

る標準化得点を用いた。平均値のプラス／マイナスに注目すると、対応可がプラス、対応否

がマイナスの場合、その理論・技法を重視するほど対応可能であり、軽視するほど対応不可

能であることを意味する。図表３－２８では、「受容・共感」を除いた７つの理論・技法にお

いて重視する方が対応可能である傾向が示された。「受容・共感」はほとんど対応可否に関連

がみられなかった。ただし、受容・共感は、ラポール形成と面談の促進を図る基本的な技法

であり、相談への直接的な効果がないとしても軽視はできない技法と考えられる。また、ｔ

検定の結果、「自己洞察」と「ナラティブ」、「環境介入」による対応可否に有意差が認められ

た。これらの理論・技法は重視する方が「難しい相談」に対応できるということが示された。  
 

図表３－２８ 理論・技法と対応可否 

 

 
 

 しかしながら、理論・技法は、相談内容に応じて使い分けられるべきものである。そこで、

「発達障害に関すること」、「メンタルヘルスに関すること」、「職場の人間関係」の３つの「難

しい相談」についても、同様の分析を行った。その結果、発達障害に関することでは、「原因

対応 度数 平均値 標準偏差 有意差

可 1573 0.0221 0.990

否 728 -0.0478 1.020

可 1573 -0.0008 1.017

否 728 0.0017 0.964

可 1573 0.0241 0.992

否 728 -0.0521 1.015

可 1573 0.0116 0.997

否 728 -0.0251 1.006

可 1573 0.0180 1.001

否 728 -0.0389 0.998

可 1573 0.0296 0.994

否 728 -0.0641 1.011

可 1573 0.0195 0.981

否 728 -0.0422 1.039

可 1573 0.0245 1.001

否 728 -0.0530 0.996
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※ｔ検定の結果、†は5～10%水準で、＊は5%水準で統計
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除去」や「自己洞察」において対応可否に有意差が認められた。原因を見定めてこれを除去

することや、相談者の欲求や価値観などを明確にすることによって発達障害の相談において

対応可能であることが示唆された（図表３－２９）。 
 

図表３－２９ 発達障害における理論・技法と対応可否 

 

 
 
 

 メンタルヘルスに関することでは、対応可否に有意差が認められた理論・技法はなかった

が（図表３－３０）、対応可否にかかわらず、「原因除去」、「受容・共感」は重視され、また

それ以外の理論・技法は軽視される傾向があった。対応方法が分からないまま、とにかく原

因除去と受容・共感を重視していることが推察される。 
 職場の人間関係では、「解決志向」と「情報提供」、「環境介入」に対応可否の有意差が認め

られた（図表３－３１）。これらは、対応否の場合、「解決志向」（-0.299）、「情報提供」（-0.459）、
「環境介入」（-0.283）とかなり大きい負の値だったため、職場の人間関係では、解決志向と

情報提供、環境介入を軽視しないことが重要であると考えられた。 
 

対応 度数 平均値 標準偏差 有意差

可 429 0.0802 1.009

否 246 -0.0543 0.987

可 429 -0.0307 1.061

否 246 -0.0150 0.979

可 429 0.1107 0.982

否 246 -0.0706 1.035

可 429 0.1367 0.937

否 246 0.0797 0.938

可 429 0.0897 0.955

否 246 -0.0077 0.977

可 429 0.0575 1.058

否 246 -0.0409 1.018

可 429 0.0825 0.962

否 246 0.0653 0.946

可 429 0.0846 0.993

否 246 0.0742 0.947

※ｔ検定の結果、†は5～10%水準で、＊は5%水準で統計的に

有意差が認められた。
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図表３－３０ メンタルヘルスにおける理論・技法と対応可否 

 

 
 

 

図表３－３１ 職場の人間関係における理論・技法と対応可否 

 
 
 
 

対応 度数 平均値 標準偏差 有意差

可 243 0.0047 0.997

否 127 0.0299 0.990

可 243 0.0390 0.955

否 127 0.0695 0.855

可 243 0.0081 0.957

否 127 -0.0661 1.057

可 243 -0.0776 1.052

否 127 -0.1136 1.039

可 243 -0.0661 1.072

否 127 -0.0478 1.002

可 243 -0.0642 0.954

否 127 -0.1331 1.074

可 243 -0.0604 1.028

否 127 -0.0488 1.084

可 243 -0.0393 0.962

否 127 -0.0927 0.986
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対応 度数 平均値 標準偏差 有意差

可 171 0.0120 0.993

否 70 -0.1672 1.177

可 171 0.1167 0.909

否 70 0.1180 0.807

可 171 0.0867 0.917

否 70 0.0468 0.851

可 171 -0.0260 1.014

否 70 -0.1075 1.026

可 171 -0.0470 0.996

否 70 -0.2993 1.076

可 171 -0.0506 0.917

否 70 -0.1375 0.817

可 171 -0.1554 0.952

否 70 -0.4591 1.067

可 171 0.0363 0.962

否 70 -0.2833 0.941

※ｔ検定の結果、†は5～10%水準で、＊は5%水準で統計的に

有意差が認められた。
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５．自由記述における「難しい相談」への対応 

（１）発達障害に関する相談への対応 
 発達障害への対応について、自由記述によって回答が得られた。自由記述から語句を抽出

し、「対応可」および「対応否」と関連のある語句をテキストマイニング・ツールによって分

析した（図表３－３２）。「対応可」または「対応否」のみに関連している語句は、対応可能

または対応不可能だったケースで用いられた語句を意味する。「対応可」のみと関連する語句

が、自由記述内でどのように用いられたかを調べることによって、有効な対応方法を知るこ

とができる。同様に、「対応否」のみと関連する語句を調べることで対応不可能時の行動を知

ることができる。 
 そこで、自由記述内で各語句がどのように用いられているかを確認し、発達障害への対応

として効果的あるいは対応不可能時の記述を抽出した（図表３－３３、図表３－３４）。その

結果、「進める」、「時間」、「連携」、「家族」、「確認」の語句から効果的な対応、「情報」、「聞

く」、「リファー」、「紹介」の語句から対応不可時の行動が抽出された。効果的な対応として

は、「相談者および家族、関係機関とかなりの時間をかけて関係構築をした」ことが示され

た。また、「発達障害について、本人の自覚や理解だけではなく、家族の理解と協力を得る

こと」が効果的であること、さらに、「他の専門家との連携、あるいは援助を得て相談者の

自己理解や意思決定を確認して進めていた」ことが示された。 
 一方、対応不可時の行動として、「発達障害やその支援に有効な情報の収集と提供、専門

家へのリファー、仕事や制度の紹介」がなされていた。これは、決して不要な対応ではないと

思われるが、この段階で終始しては効果的ではないものと考えられた。リファーが、相談者

への対応を他の専門家へ移行して当該キャリアコンサルタントの手から相談者が離れるのに

対して、連携は他の専門家と一緒になって相談者を支援するという点で、対照的な対応であ

ると思われた。 
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図表３－３２ 発達障害に関する相談における対応可否との関連語句 

 
 

図表３－３３ 自由記述における効果的な対応（発達障害） 

対応可 対応内容（「～」は着目した語句に相当） 

進める 
（進めた） 

相談者の特性を伸ばす方向で～。公的機関の相談窓口も併用して～。同僚

カウンセラーにも相談して～。同僚と情報を共有しながら～。臨床心理士

や公的支援機関と相談しながら～。臨床心理士を交えて面談する機会を設

けて～。専門家へのリファーも視野に～。理解できるよう紙に書きながら

～。障害の特性等の理解を～。時間をかけて相談者の意識改革を～。地域

の支援などの情報提供をして～。 

時間 ～をかけて相談者の発言を待つ。相談者の思い込みの矛盾に気づいてもら

うのに～をかけた。～をかけて信頼関係を構築した。リファーまでに～を

かけた。相談者の理解に～をかけた。～をかけて家族・関連機関と協力を

いただいた。～をかけて相談者の希望を実践させて気づきにつなげた。結

論を急がず～をかけて繰り返し話し合い本人に考えてもらった。～をかけ

て相談者の意識改革を進めた。 
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連携 人事・労務などとの～。上長との～。障害者就労支援センターとの～。主

治医・産業医・保健師との～。臨床心理士・精神保健福祉士との～。家族

との～。 

家族 ～への説明と理解を求めた。主治医と～との連携を図り本人の主体的行動

を...。～の協力が必要だった。～から応援してもらえるように。本人が自

分の気持ちを～に伝えられるよう整理した。～と臨床心理士を交えて生活

と就職について話し合った。 

確認 相談者の自己理解・スキル・意思・覚悟を～していった。求められるスキ

ルを～していった。 

 
図表３－３４ 自由記述における対応不可時の行動（発達障害） 

対応否 対応内容（「～」は着目した語句に相当） 

情報 発達障害の機関と～共有。メンタルヘルスのサポート～を収集。役立つ～

を提供。本人が必要とする～を提供。発達障害に関する～を提供。他のメ

ンバーと～情報交換をした。 

聞く まずは／しっかり／とにかく話を～。 

リファー 専門家／臨床心理士／産業医／専門機関などへ～した。 

紹介 相談者の経験が生かせる仕事を～。障害者雇用の会社を～。支援団体を～。

専門医を～。利用できる制度を～。 

 
（２）メンタルヘルスに関する相談への対応 
 メンタルヘルスへの対応についても自由記述から対応可否に関連する語句を抽出した（図

表３－３５）。「対応可」のみと連結している「考える」、「理解」、「促す」、「確認」、「連携」

が効果的な対応としてどのように用いられているかを抽出した（図表３－３６）。効果的な対

応として、「相談者の抱える複雑な事情や思いを一つひとつ明らかにして一緒に考え、自己理

解や仕事理解、状況や立場の理解、病気の理解を促し、また、相談者の意向を確認するだけ

でなく、相談者の発言について事実確認や状況確認を行い、関係者や専門機関との連携を図

っていた」ことが明らかになった。 
 一方、「対応否」のみと連結している「寄り添う」、「リファー」、「解決」、「経験」、「継続」

に着目した結果（図表３－３７）、対応不可時の行動として、「相談者の気持ちに、焦らず粘

り強く寄り添い、相談者の経験を棚卸した。また、経験豊富な方の支援を仰いだり、専門家・

専門機関へリファーしたりした。結果として、相談が継続中、あるいは解決できなかった」と

いう対応が示された。 
 相談者の気持ちに寄り添うこと、すなわち受容・共感は面談技法としては基本であり、こ
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れが欠如してはならないが、メンタルヘルスに関する相談においてはキャリアコンサルタン

トが専門的な知識を持っていないことによって、対応に戸惑い「寄り添う」ことに終始して

いた。むしろ、相談者の課題を整理し明確にして解決策を一緒に検討することや、事実確認

や状況確認を行って適切な専門家と連携を図ることの必要性が改めて明らかとなった。 
 

図表３－３５ メンタルヘルスに関する相談おける対応可否との関連語句 

 
 

図表３－３６ 自由記述における効果的な対応（メンタルヘルス） 

対応可 対応内容（「～」は着目した語句に相当） 

考える 一つひとつ問題点を聴いて具体的な工夫を／将来を～。会社を辞める必要

性を相談者と一緒に～。相談者の～を聴き自己分析へ…。相談者の希望の

実現を～。 

理解 自己～／仕事～／現状の～を促す。病気の～をさせる。社会での立ち位置

を～してもらう。相談者の状況を～する。 

促す 自己理解を促す。仕事理解を促す。現状の理解を促す。 

確認 関係者へ現状を伝えることを本人に～する。相談者の考えや気持ち／意向
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を～する。相談者の言った内容が事実であるかを～する。病院の受診状況

を～する。現状を～する。 

連携 職場／家族／産業医／医療機関／臨床心理士／産業保健スタッフとの～を

図った。 

 
図表３－３７ 自由記述における対応不可時の行動（メンタルヘルス） 

対応否 対応内容（「～」は着目した語句に相当） 

寄り添う 相談者の気持ちに～。心の痛みに～。粘り強く／焦らず～。 

リファー 専門家・専門機関へ～する。 

経験 相談者の～の棚卸し。～豊富な方に支援を仰いだ。 

継続 支援は～中。 

解決 ～できなかった。 

 
（３）職場の人間関係の相談への対応 
 職場の人間関係についても上記と同様に、自由記述から「対応可否」と関連する語句を図

示した（図表３－３８）。「対応可」のみと関連した語句である「環境」、「聞く」、「自身」、「考

える」から、効果的な対応が抽出された（図表３－３９）。効果的な対応として、「まずは良

く聞く、つまり傾聴し受容・共感する」ことによって相談者の感情を沈静化させていること

が示された。その上で、「相談者自身の物事のとらえ方など自己理解を深め、環境を客観的

に捉え、今後どのようにするかについて自身で考えてもらう」という支援が示された。また、

「環境要因を踏まえ、相談者本人だけでなくキャリアコンサルタント自身が環境に介入した」

ことも示された。 
 一方、「対応否」のみと関連する語句である「促す」、「気づく」、「状況」、「働きかける」か

ら、対応不可時の行動が抽出された（図表３－４０）。その対応は全体として対応のバリエー

ションが乏しかったが、「内省や自己の特性の理解を促す、気づきを促す／待つ／働きかける」

などが示された。「状況の把握や報告」といった対応も抽出されたが、効果的な対応に比べ

てその内容が抽象的であった。記述されている対応自体は決して誤った対応ではないが、対

応のバリエーションと具体性の乏しさが非効果的となっている原因と考えられた。 
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図表３－３８ 職場の人間関係の相談おける対応可否との関連語句 

 
 

図表３－３９ 自由記述における効果的な対応（職場の人間関係） 

語句 対応内容（「～」は着目した語句に相当） 

環境 どのような～になれば頑張れるかを共有した。自己要因と～要因を区別し

…～要因は組織への働きかけを実施。全員の面談を通して働きやすい職場

～のために何ができるかを全員に考えてもらった。 

聞く 毎回同じ話でもすべて～。とにかく／冷静に／じっくり話を～。本人の言

い訳を～。 

自身 選択肢を設定して～で選択してもらった。～の物事のとらえ方の癖を自覚

させて。関係性は相談者～の問題であると気づくように支援。相談者～が

自分の言動を客観的に見るようにした。～で考え～で行動していくように

意識づけ。相談者～の振り返り。相談者～がなぜその上司に不快感を持つ

のかを明確に。働きやすい職場環境のために～で何ができるか。～ができ

ることを明確にした。 

考える どうするかを自分で～てもらった。何ができるか自分で～ことを支援。ど

のような価値観で仕事をしたいのかを～きっかけとなるように。 
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図表３－４０ 自由記述における対応不可時の行動（職場の人間関係） 

語句 対応内容（「～」は着目した語句に相当） 

促す 内省／自己の特性の理解を～。気づきを～。 

気づく ～いてもらう。～を促す。～を待つ。 

状況 ～のヒアリング／確認／の把握。上長に～を報告／説明。 

働きかける 自分で気づけるように～。今後～相手にアドバイスを実施。職場に～努力

をアドバイス。 

 
６．対応度を規定する要因 

 以上の分析を踏まえると、対応可否に影響する変数として「難しさの起因」、「級」、「面談

の理論・技法」が考えられた。そこで、対応可否を決定する要因を明確にするために、対応

可否を従属変数とし、「難しさの起因（１：キャリアコンサルタント起因および関係性起因、

２：相談者起因および環境起因）」、「級（０：級未保有、１：１級および２級）」、「重視する

面談の理論・技法（８種、標準化得点）」を独立変数とした判別分析を行った(図表３－41)。

その結果、「すべての「難しい相談」の判別係数（対応可否への影響度を示す係数）は、「難

しさの起因」（0.908）、「ナラティブ」（0.213）、「級」（0.178）、「自己洞察」（0.163）、「原因

除去」（0.134）の順であった。これらによって 61.4%の相談の対応可否を判別できることが

示された。「難しい相談」では、相談者起因および環境起因とされるほど、キャリアコンサル

タントがより上級であるほど、より意味のあるキャリア・ストーリーを語らせるほど（ナラ

ティブ）、相談者の自己洞察を促すほど、問題の原因を見定めてそれを除去しようとするほど

「難しい相談」に対応可能であったことが示された。 

 発達障害における判別係数は、「難しさの起因」（0.710）、「自己洞察」（0.508）、「原因除去」

（0.317）、「級」（0.229）の順であった。これらによって 58.5%の相談の対応可否を判別でき

ることが示された。発達障害に関する相談では、相談者起因および環境起因とされるほど、

自己洞察と原因除去を重視するほど、キャリアコンサルタントがより上級であるほど対応可

能であったことが示された。 

 メンタルヘルスにおける判別係数は、「難しさの起因」（0.918）、「級」（0.312）の順であっ

た。これらによって 59.7%の相談の対応可否を判別できることが示された。メンタルヘルス

に関する相談では、相談者起因および環境起因とされるほど、キャリアコンサルタントがよ

り上級であるほど対応可能であったことが示された。 

 最後に、職場の人間関係における判別係数は、「環境介入」（0.519）、「難しさの起因」（0.509）、

「情報提供」（0.367）、「解決志向」（0.234）の順であった。これらによって 53.1%の相談の

対応可否を判別できたことが示された。職場の人間関係の相談では、相談者の関係調整や外

的リソースの活用が図られるほど、相談者起因および環境起因とされるほど、必要な情報提

供がなされるほど、将来像やゴールを明確にして行動させるほど対応可能であったことが示
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された。 

 いずれの相談において多く共通していたことは、「難しさの起因」と「級」であった。「難

しさの起因」は、難しさの原因をキャリアコンサルタントの技量に起因させるほど対応が難

しかったことを意味する。これは、キャリアコンサルタントの技量に対する自信の低さの現

れであるため、今後更なる研鑽を積み能力の向上を目指す必要性が示唆された。その学習内

容は、発達障害やメンタルヘルスなどキャリア支援以外の領域の知識やスキルを習得するこ

とが望まれるといえる。また、より上級を目指す必要性が示された。１級・２級保有者は、

能力維持・向上において、キャリアコンサルティング以外の専門家との交流やネットワーク

を持つことを行っていた。例えば精神医学、臨床心理学などの領域とのネットワークを持つ

ことは、「難しい相談」に遭遇した際の連携先にすることができる。これは、リファーのよう

な「難しい相談」の受け渡しではなく、責任を持って積極的に相談者に対応しているプロフ

ェッショナルとしての姿勢を確立することにもつながると考えられる。 

 なお、今回の判別分析では、正準相関値や判別的中率はいずれの相談においても十分高い

値ではなかった。しかし、本調査で得られた変数の中で、対応可否の要因の示唆を得る上で

有効であると判断して採用した。 

 

図表３－４１ 「難しい相談」の対応可否の要因（判別分析） 

 
 

 

７．「難しい相談」とその対応（まとめ） 

 以上の分析から、キャリアコンサルタントの相談内容、特に「難しい相談」について明ら

かになったことを列挙する。 
 第一に、「難しい相談」は、キャリアコンサルタントが中心的に行っている就職・転職支援

やキャリア開発のような相談場面に、発達障害やメンタルヘルス不調を抱える相談者あるい

度数 判別的中率 有意確率

難しさの起因 0.710

自己洞察 0.508

原因除去 0.317

級 0.229

難しさの起因 0.918

級 0.312

環境介入 0.519

難しさの起因 0.509

情報提供 0.367

解決志向 0.234

難しさの起因 0.908

ナラティブ 0.213

級 0.178

自己洞察 0.163

原因除去 0.134

※ 判別分析は*が5%水準、**が1%水準、***が0.1%水準で統計的に有意。標準化された

正準判別係数は判別への影響度を示す係数。判別的中率は正準判別係数によって対応可

否に判別できる件数の比率を意味する。

標準判別係数

すべての難しい相談

発達障害に関すること **

241 *

メンタルヘルスに関すること 370 *59.7%

職場の人間関係 53.1%

2301 ***61.4%

58.5%675
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は人間関係に悩む相談者がしばしば訪れることによって生じていた。このようなキャリアと

それ以外の問題が複合した相談に対応するためには、キャリアコンサルティングの守備範囲

を超えた領域の知識・スキル（例えば、精神医学や臨床心理学、対人心理学など）が求めら

れるのだが、キャリアコンサルタントがこれらの知識・スキルを有していないために「難し

さ」が生じていたことが明らかになった。 
 第二に、キャリアコンサルタントによって、相談の難しさを「キャリアコンサルタント自

身の技量に起因」させた場合と、「相談者やその環境に起因」させた場合では、前者の方が相

談に対応できなかったことが明らかになった。キャリアコンサルタント自身の技量に起因さ

せるとは、つまり自分の技量に自信が持てないことを意味するが、このようなキャリアコン

サルタントは、傾聴一辺倒の対応やリファーするなどしかできていなかった。 
 第三に、キャリアコンサルタントが今後、発達障害やメンタルヘルス不調、人間関係に関

する相談に対応するにあたって、守備範囲外の領域に対しても対応できる技量を向上させる

必要があることが示唆された。「難しい相談」に対応できていた１級および２級のキャリアコ

ンサルティング技能士は、技能向上にあたって「キャリアコンサルティングに限らない各種

専門家との交流」を図っていた。つまり、今後必要な技量とは、たとえ専門外の対応が求め

られる相談であっても、適切な専門家と連携を図って相談者を支援できる技量と考えられた。 
 厚生労働省は、企業内におけるキャリアコンサルティングとして、セルフ・キャリアドッ

クの導入を現在推進している。これにおいて、キャリアコンサルティングは単に個人面談に

終始するものではなく、企業内の関係各署と連携を図っていくことが求められている。それ

は、個人の論理と組織の論理といった複合的な問題に対応しなければならないためである。

同様に、今後、キャリアの問題と発達障害やメンタルヘルス不調などの複合的な相談に対応

するためには、キャリアコンサルタントは、企業、学校、地域、行政など広い視野をもって、

相談者に必要なリソースをコーディネートし連携を図っていく技量を獲得していく必要があ

ると思われる。 
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第４章 キャリアコンサルティングを行っていない理由 

 
１．休止者の属性等 

 本章では、「キャリアコンサルティングに関する活動を行っていない理由等」の回答を中心

に、キャリアコンサルティングを行っていない者（以下、「休止者」という。）とそうでない

者（以下、「活動者」という。）の比較を行いながら、休止者の特徴について明らかにする。

なお、本調査における「キャリアコンサルティング」とは以下の通りである。 

「キャリアコンサルティング」とは、個人に対する相談だけでなく、グループワーク等の

グループを活用した支援、キャリア形成に関するガイダンス・セミナー等の講師、企業の

職業能力・キャリア形成に関する制度の設計・運用や、学校のキャリア教育プログラムの

設計・運用までを含む。 

 
（１）休止者の構成（年齢別・性別） 
 全回答者 3,273 名中、調査時点での休止者は 663 名（20.3%）で、活動者は 2,610 名（79.7%）

であった。休止者と活動者の年齢別・性別の人数の比較を図表４－１に示す。年齢別では、

休止者・活動者ともに「50 代」（37.7%，38.9%）と最も多く、次いで「40 代」（32.0%，29.1%）、

「60 代」（13.7%，16.9%）、「30 代」（12.4%，11.0%）、70 代以上（2.3%，3.0%）、「20 代」

（2.0%，1.0%）の順であった。休止者と活動者の間の年齢別の人数比に有意差は認められな

かった。性別では、「男性」の「活動者」（46.0%）が男性合計の比率と比較して有意に大き

く、「女性」の「休止者」（58.4%）が女性合計の比率と比較して有意に大きかった。休止者・

活動者とも女性の割合が大きいが、合計の比率からすると休止者は比較的「女性」比率が多

いことが示された。 
 

図表４－１ 休止者と活動者の年代別・性別の人数 

 

度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％

20代 13 2.0% 27 1.0% 40 1.2% 男性 276 41.6% 1201 46.0% 1477 45.1%

30代 82 12.4% 288 11.0% 370 11.3% 女性 387 58.4% 1409 54.0% 1796 54.9%

40代 212 32.0% 760 29.1% 972 29.7% 合計 663 100% 2610 100% 3273 100%

50代 250 37.7% 1015 38.9% 1265 38.6%

60代 91 13.7% 441 16.9% 532 16.3%

70代以上 15 2.3% 79 3.0% 94 2.9%

合計 663 100% 2610 100% 3273 100%

合計 活動者休止者 合計活動者休止者

※クロス表は5%水準で統計的に有意。調整済み残差

を求め、5%水準で値が大きい箇所に網掛け、小さい個

所に下線を付した。
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 休止者の年齢・性別のクロス集計を図表４－２に示す。男女とも年齢は「50 代」（男性：

35.9%、女性：39.0%）が最も多かった。男性では「60 代」（24.6%）、「70 代以上」（5.1%）

が女性と比較して有意に大きく、女性では「30 代」（16.3%）、「40 代」（35.7%）が男性より

有意に大きかった。休止者の人数は 50 代を中心として、男性では高齢側に、女性では若年

側に偏っていた。 
 

図表４－２ 休止者の年齢・性別のクロス集計 

 

 
 
（２）休止者の就労状況や勤務先 
 休止者と活動者の就労状況を図表４－３に示す。休止者は、「正社員」（50.5%）が最も大

きく、次いで「非正規社員」（19.5％）、「無職」（14.0%）の順であった。ただし、休止者の

「正社員」（50.5%）、「無職」（14.0%）、「キャリアコンサルタント以外でボランティア」（3.0%）

は活動者より有意に大きかった。休止者は活動者よりも正社員やキャリアコンサルタント以

外のボランティアへの従事、無職であることの比率が高いことが示された。休止者には、正

社員がいる一方で、無職の比率が比較的高く、収入に繋がっていない者がいることが示され

た。 
 

2.0%

12.4%

32.0%

37.7%

13.7%

2.3%

1.0%

11.0%

29.1%

38.9%

16.9%

3.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

20代

30代

40代

50代

60代

70代以上 休止者 ％ 活動者 ％

41.6%

58.4%

46.0%

54.0%

0% 20% 40% 60% 80%

男性

女性

休止者 ％ 活動者 ％

度数 ％ 度数 ％ 度数 ％

20代 2 0.7% 11 2.8% 13 2.0%

30代 19 6.9% 63 16.3% 82 12.4%

40代 74 26.8% 138 35.7% 212 32.0%

50代 99 35.9% 151 39.0% 250 37.7%

60代 68 24.6% 23 5.9% 91 13.7%

70代以上 14 5.1% 1 0.3% 15 2.3%

合計 276 100.0% 387 100.0% 663 100.0%

合計男性 女性

※クロス表は0.1%水準で統計的に有意。調整済み残差を求

め、5%水準で値が大きい個所に網掛け、小さい個所に下線

を付した。

0.7%

6.9%

26.8%

35.9%

24.6%

5.1%

2.8%

16.3%

35.7%

39.0%

5.9%

0.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

20代

30代

40代

50代

60代

70代以上 男性 ％ 女性 ％
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図表４－３ 休止者・活動者の就労状況 

 

 
 休止者の年齢別の就労状況を図表４－４に示す。各就労状況の合計比率と比較すると、「正

社員」は、「20 代」（84.6%）、「30 代」（72.0%）が有意に大きく、「60 代」（15.4%）、「70 代

以上」（0.0%）が有意に小さかった。また、「キャリアコンサルタント以外でボランティア」

は、「70 代以上」（20.0%）が有意に大きく、「無職」は、「60 代」（35.2%）、「70 代以上」（53.3%）

が有意に大きかった。図表４－３において、休止者に多かった「正社員」とは 50 代以下の

ことであり、また、「キャリアコンサルタント以外でボランティア」や「無職」とは 60 代以

上の高齢者であることが明らかになった。 
 

図表４－４ 休止者の年齢別の就労状況 

 

度数 ％ 度数 ％ 度数 ％

正社員 335 50.5% 939 36.0% 1274 38.9%

非正規社員 129 19.5% 815 31.2% 944 28.8%

経営・管理職 33 5.0% 203 7.8% 236 7.2%

キャリアコンサルタントとしてフリー・自営 7 1.1% 349 13.4% 356 10.9%

キャリアコンサルタント以外でフリー・自営 41 6.2% 164 6.3% 205 6.3%

キャリアコンサルタントとしてボランティア 5 0.8% 61 2.3% 66 2.0%

キャリアコンサルタント以外でボランティア 20 3.0% 41 1.6% 61 1.9%

無職 93 14.0% 38 1.5% 131 4.0%

合計 663 100.0% 2610 100.0% 3273 100.0%

休止者 活動者 合計

※クロス表は0.1%水準で統計的に有意。調整済み残差を求め、5%水準で値が大きい個所に

網掛け、小さい個所に下線を付した。
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度数 11 1 0 0 0 0 0 1 13

％ 84.6% 7.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 7.7% 100.0%

度数 59 11 0 1 0 0 3 8 82

％ 72.0% 13.4% 0.0% 1.2% 0.0% 0.0% 3.7% 9.8% 100.0%

度数 117 45 8 1 10 0 5 26 212

％ 55.2% 21.2% 3.8% 0.5% 4.7% 0.0% 2.4% 12.3% 100.0%

度数 134 45 20 5 18 4 6 18 250

％ 53.6% 18.0% 8.0% 2.0% 7.2% 1.6% 2.4% 7.2% 100.0%

度数 14 25 5 0 11 1 3 32 91

％ 15.4% 27.5% 5.5% 0.0% 12.1% 1.1% 3.3% 35.2% 100.0%

度数 0 2 0 0 2 0 3 8 15

％ 0.0% 13.3% 0.0% 0.0% 13.3% 0.0% 20.0% 53.3% 100.0%

度数 335 129 33 7 41 5 20 93 663

％ 50.5% 19.5% 5.0% 1.1% 6.2% 0.8% 3.0% 14.0% 100.0%

※クロス表は0.1%水準で統計的に有意。調整済み残差を求め、5%水準で値が大きい個所に網掛け、小さい個所

に下線を付した。

60代

70代以上

合計

20代

30代

40代

50代
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 続いて、休止者と活動者の年収を図表４－５に示す。休止者および活動者ともに「200～
400 万円未満」を中心とした山型の分布になっているが、休止者の比率（26.2%）は活動者

の比率（35.0%）と比較して有意に小さかった。また、「なし」（5.6%）は有意に大きかった。

一方、活動者は、「200～400 万円未満」（35.0%）が有意に大きく、「なし」（1.2%）が有意

に小さかった。休止者は活動者と比較して低収入であることが明らかになった。図表４－３

を考慮すると、休止者が、活動者に比べて低収入なのは、休止者に「無職」と「ボランティ

ア」の多さと、「非正規社員」、「経営・管理職」、「自営」の少なさによるものと考えられた。 
 

図表４－５ 休止者・活動者の年収 

 

 
 「正社員」「非正規社員」「経営・管理職」としての勤務先がある休止者・活動者（2,454
名）の業種を図表４－６に示す。休止者は、活動者と比較して「教育、学習支援 高等教育機

関」（8.5%）や「職業紹介・労働者派遣業」（5.0%）、「公務 職業相談・職業紹介」（1.8%）

の比率が有意に低かった。休止者は、正社員等の勤務先はあるものの、キャリアコンサルテ

ィングを主たる業務とする業種についていないことが示された。 
 休止者と活動者の勤務先の職種を図表４－７に示す。活動者は、「（主に）キャリアコンサ

ルタントの仕事」（44.8%）が最も多く、次いで「人事」（14.3%）であった。一方、休止者

は、「総務・経理・管理」（25.2%）と最も多く、「（主に）キャリアコンサルタントの仕事」、

「人事」を除いてすべての職種において、活動者よりもそれらの比率が有意に大きかった。

すなわち、勤務先がある休止者はキャリアコンサルティングにかかわらない職務に従事して

いることが明らかになった。 
 

度数 ％ 度数 ％ 度数 ％

なし 37 5.6% 31 1.2% 68 2.1%

200万円未満 100 15.1% 345 13.2% 445 13.6%

200～400万円未満 174 26.2% 913 35.0% 1087 33.2%

400～600万円未満 137 20.7% 566 21.7% 703 21.5%

600～800万円未満 98 14.8% 364 13.9% 462 14.1%

800～1,000万円未満 61 9.2% 186 7.1% 247 7.5%

1,000～1,200万円未満 34 5.1% 118 4.5% 152 4.6%

1,200～1,400万円未満 13 2.0% 44 1.7% 57 1.7%

1,400～1,600万円未満 5 0.8% 20 0.8% 25 .8%

1,600～1,800万円未満 1 0.2% 7 0.3% 8 .2%

1,800～2,000万円未満 0 0.0% 5 0.2% 5 .2%

2,000万円以上 3 0.5% 11 0.4% 14 .4%

合計 663 100.0% 2610 100.0% 3273 100.0%

休止者 活動者 合計

※クロス表は0.1%水準で統計的に有意。調整済み残差を求め、5%水準で

値が大きい個所に網掛け、小さい個所に下線を付した。
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図表４－６ 休止者・活動者の勤務先の業種 

 

 
図表４－７ 休止者・活動者の勤務先の職種 

 

 
（３）休止者の対応可能領域、主な活動の場、得意分野 
 休止者と活動者の「対応可能領域」（複数回答）を図表４－８に示す。休止者は、「企業」

（17.3%）、「需給調整機関」（15.6%）、「学校・教育機関」（16.4%）、「地域」（17.4%）で、

いずれの比率も活動者と比較して有意に小さかった。休止者の「なし」（87.8%）の比率は活

動者と比較して有意に大きかった。休止者は、活動者と比較して対応可能領域がない者の割

合が大きいといえた。 
 

度数 ％ 度数 ％ 度数 ％

その他のサービス業 職業紹介・労働者派遣業 25 5.0% 342 17.5% 367 15.0%

公務 職業相談・職業紹介 9 1.8% 358 18.3% 367 15.0%

教育、学習支援 高等教育機関（大学・短大・高専・専修学校） 42 8.5% 282 14.4% 324 13.2%

製造業 74 14.9% 148 7.6% 222 9.0%

その他のサービス業 上記以外の「その他のサービス業」 44 8.9% 149 7.6% 193 7.9%

公務 上記以外の「公務」 55 11.1% 123 6.3% 178 7.3%

情報通信業 46 9.3% 107 5.5% 153 6.2%

教育、学習支援 上記以外の「教育、学習支援業」 26 5.2% 119 6.1% 145 5.9%

医療、福祉 41 8.2% 78 4.0% 119 4.8%

卸売業・小売業 38 7.6% 57 2.9% 95 3.9%

その他 29 5.8% 50 2.6% 79 3.2%

学術研究・専門技術サービス業 9 1.8% 39 2.0% 48 2.0%

金融業・保険業 23 4.6% 23 1.2% 46 1.9%

建設業 10 2.0% 18 0.9% 28 1.1%

複合サービス事業（協同組合など） 4 0.8% 17 0.9% 21 0.9%

運輸業・郵便業 5 1.0% 15 0.8% 20 0.8%

生活関連サービス業・娯楽業 5 1.0% 14 0.7% 19 0.8%

電気・ガス・熱供給・水道業 5 1.0% 8 0.4% 13 0.5%

宿泊業・飲食サービス業 4 0.8% 5 0.3% 9 0.4%

不動産業・物品賃貸業 3 0.6% 5 0.3% 8 0.3%

合計 497 100.0% 1957 100.0% 2454 100.0%

合計活動者休止者

※クロス表は0.1%水準で統計的に有意。調整済み残差を求め、5%水準で値が大きい個所に網掛け、小さい個所に

下線を付した。

度数 ％ 度数 ％ 度数 ％

（主に）キャリアコンサルタントの仕事 5 1.0% 876 44.8% 881 35.9%

人事 63 12.7% 279 14.3% 342 13.9%

総務・経理・管理 125 25.2% 191 9.8% 316 12.9%

営業 49 9.9% 109 5.6% 158 6.4%

企画・マーケティング 45 9.1% 56 2.9% 101 4.1%

サービス・販売 27 5.4% 24 1.2% 51 2.1%

技術・研究職 34 6.8% 46 2.4% 80 3.3%

クリエイティブ（メディア・アパレル・デザイン） 4 0.8% 3 0.2% 7 0.3%

その他 145 29.2% 373 19.1% 518 21.1%

合計 497 100.0% 1957 100.0% 2454 100.0%

活動者休止者 合計

※クロス表は0.1%水準で統計的に有意。調整済み残差を求め、5%水準で値が大きい個所に網掛

け、小さい個所に下線を付した。
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図表４－８ 休止者・活動者の対応可能領域（複数回答） 

 

 
 休止者と活動者の主な活動の場を図表４－９に示す。休止者は、「なし」（394 名，59.4%）

が最も多く、次いで「企業」（24.0%）であった。活動者の比率と比較して、休止者の「なし」

の比率は有意に高く、それ以外の休止者の活動の場の比率は有意に低かった。主な活動の場

を持っていない休止者が半数以上いることが示された。これは、対応可能領域「なし」（86
名）（図表４－８）よりも多かった。 
 

図表４－９ 休止者・活動者の主な活動の場 

 

 
 休止者と活動者の得意分野（複数回答）を図表４－１０に示す。休止者は、「小学生」およ

び「その他」を除いたすべての得意分野の比率が活動者と比較して有意に低かった。休止者

の「その他」（30.1%）の比率のみが活動者と比較して有意に大きかった。休止者の「その他」

（49 名）の内訳を図表４－１１に示す。この内、経験が少ないことなどによって「得意分野

が確立されていない」（28 名）が最も多かった。なお、活動者の「その他」（114 名）の内、

「得意分野が確立されていない」はわずか 4 名であり、それ以外は多様な対象者や分野が示

されていた。休止者は、活動者と比較して、得意分野が確立されていると回答する比率が低

いことが明らかになった。 

度数 ％ 度数 ％ 度数 ％

企業 397 17.3% 1902 82.7% 2299 100.0%

需給調整機関 347 15.6% 1873 84.4% 2220 100.0%

学校・教育機関 355 16.4% 1808 83.6% 2163 100.0%

地域 338 17.4% 1599 82.6% 1937 100.0%

その他 31 10.2% 272 89.8% 303 100.0%

なし 86 87.8% 12 12.2% 98 100.0%

※クロス表は0.1%水準で統計的に有意。調整済み残差を求

め、5%水準で値が大きい個所に網掛け、小さい個所に下線を

付した。

合計活動者休止者

N=663 N=2610 N=3273

20.3% 79.3% 100.0%

度数 ％ 度数 ％ 度数 ％

企業 159 24.0% 960 36.8% 1119 34.2%

需給調整機関（派遣、ハローワーク、転職・再就職支援） 24 3.6% 637 24.4% 661 20.2%

学校・教育機関（キャリア教育、キャリアセンター） 45 6.8% 518 19.8% 563 17.2%

なし 394 59.4% 96 3.7% 490 15.0%

地域（地域若者サポートステーション、女性センター等） 13 2.0% 156 6.0% 169 5.2%

その他 28 4.2% 243 9.3% 271 8.3%

合計 663 100.0% 2610 100.0% 3273 100.0%

休止者 合計活動者

※クロス表は0.1%水準で統計的に有意。調整済み残差を求め、5%水準で値が大きい個所に網掛け、小さい個所に

下線を付した。
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図表４－１０ 休止者・活動者の得意分野（複数回答） 

 

 

図表４－１１ 休止者の得意分野「その他」の内訳 

 

 
 
（４）休止者の学習状況 
 休止者と活動者の更新講習の受講状況を図表４－１２に示す。休止者の「まだ受講してい

ない」（77.1%）の比率は活動者よりも有意に大きかった。一方、活動者は、「知識講習を受

講した」（12.0%）、「技能講習を受講した」（7.3%）の比率が休止者よりも有意に高かった。

休止者の更新講習の受講が停滞していることが示された。 
 休止者と活動者の能力維持・向上の活動（複数回答）を図表４－１３に示す。休止者は、

「特に何もしていない」（73.2%）の比率が、活動者の比率と比較して有意に大きかった。休

止者のそれ以外のすべての活動の比率は活動者よりも有意に小さかった。活動者と比較した

場合、休止者の能力維持・向上の学習活動が停滞していることが示された 3。 
 
                                                
3 なお、図表４－１０および図表４－１３において、休止者は必ずしも得意分野がない、あるいは能力維持・向

上の活動を何もしていないという訳ではなく、一定の得意分野があり、能力維持・向上の活動のために研究会・

勉強会などに参加している割合も高いことに留意する必要がある。ここでは活動者との比較を行い、活動者に比

べた場合の休止者の相対的な特徴に着目して分析・記述を行った。 

度数 ％ 度数 ％ 度数 ％

若年者 230 34.7% 1537 58.9% 1767 54.0% ***

女性 258 38.9% 1263 48.4% 1521 46.5% ***

人材育成 231 34.8% 1241 47.5% 1472 45.0% ***

中高年 213 32.1% 1207 46.2% 1420 43.4% ***

キャリアデザイン 215 32.4% 1192 45.7% 1407 43.0% ***

大学生 200 30.2% 1182 45.3% 1382 42.2% ***

非正規雇用社員 175 26.4% 1064 40.8% 1239 37.9% ***

ジョブ・カード作成支援 84 12.7% 731 28.0% 815 24.9% ***

組織開発支援 94 14.2% 575 22.0% 669 20.4% ***

高校生・中学生 81 12.2% 454 17.4% 535 16.3% **

障がい者 63 9.5% 381 14.6% 444 13.6% ***

生活困窮者 41 6.2% 341 13.1% 382 11.7% ***

小学生 39 5.9% 108 4.1% 147 4.5%

その他 49 7.4% 114 4.4% 163 5.0% **

※sig.は有意水準。クロス表は**が1%水準で、***は0.1%水準で統計的に有意。調整

済み残差を求め、5%水準で値が大きい個所に網掛け、小さい個所に下線を付した。

sig.

休止者

N=663

活動者

N=2610

合計

N=3273

度数 ％

得意分野が確立されていない 28 57.1%

社会的マイノリティ 10 20.4%

特定産業・特定層 5 10.2%

キャリア形成上の課題 5 10.2%

障がい者 1 2.0%

合計 49 100.0%
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図表４－１２ 休止者・活動者の更新講習の受講状況 

 

 
図表４－１３ 休止者・活動者の能力維持・向上の活動（複数回答） 

 

 

 

２．活動休止の理由 

（１）活動休止理由（年齢別・性別） 
 休止者の調査時点で活動をしていない理由（活動休止の理由）を図表４－１４に示す。そ

の理由として、「キャリアコンサルティングに関係のない組織、部署に所属していること」

（45.6%）が最も多く、次いで「周囲にキャリアコンサルティングの仕事（ニーズ）がない」

（20.1%）であった。キャリアコンサルティングを実施できない環境、あるいは周囲がキャ

リアコンサルティングの必要性を感じていないことが主たる理由であった。 
 また、「その他」（65 名）の内訳は、「退職・不採用等で活動の場を失ったため」（47.7％）、

「病気・産育・介護等の事情のため」（35.4％）、「本業や担当職務を重視したため」（10.8％）、

「大学等に在学のため」（6.2％）であった。退職・不採用や家庭の事情など、やむをえない

理由によるものが８割以上を占めていた（図表４－１５）。 
 

度数 ％ 度数 ％ 度数 ％

まだ受講していない 511 77.1% 1783 68.3% 2294 70.1%

知識・技能講習とも受講した 64 9.7% 322 12.3% 386 11.8%

知識講習を受講した 57 8.6% 314 12.0% 371 11.3%

技能講習を受講した 31 4.7% 191 7.3% 222 6.8%

合計 663 100.0% 2610 100.0% 3273 100.0%

休止者 活動者 合計

※クロス表は0.1%水準で統計的に有意。調整済み残差を求め、5%水準で値が

大きい個所に網掛け、小さい個所に下線を付した。

度数 ％ 度数 ％ 度数 ％

相談実務の経験を積む 120 18.1% 1850 70.9% 1970 60.2%

キャリアコンサルティングに関する研究

会・勉強会等への参加または実施
292 44.0% 1626 62.3% 1918 58.6%

キャリアコンサルティングに限らない各種

専門家との交流
150 22.6% 1309 50.2% 1459 44.6%

キャリアコンサルティングに関する上位資

格・関連資格の取得に向けた準備
78 11.8% 673 25.8% 751 22.9%

キャリアコンサルティングに関するスー

パーバイザーによる助言・指導を受ける
40 6.0% 410 15.7% 450 13.7%

特に何もしていない 248 37.4% 91 3.5% 339 10.4%

※クロス表は0.1%水準で統計的に有意。調整済み残差を求め、5%水準で値が大きい個

所に網掛け、小さい個所に下線を付した。

休止者 活動者 合計

N=663 N=2610 N=3273
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図表４－１４ 休止者の活動休止の理由 

 

 

 
 

図表４－１５ その他の活動休止の理由 

 

 
 年齢別の活動休止理由を図表４－１６に示す。「70 代以上」を除き、活動休止理由の順位

は全体における順位とおおむね同様であった。「70 代以上」は、「その他」（40.0%）が最も

多く、次いで「周囲にキャリアコンサルティングの仕事（ニーズ）がない」（33.3%）、「キャ

リアコンサルティングとは関係のない組織、部署に所属している」（20.0%）であった。「70
代以上」の就労状況は、「無職」「ボランティア」がほとんどだったため（図表４－４）、そも

そも組織、部署に所属していない者が多く、「退職・不採用や家庭の事情など」のやむを得な

度数 ％

キャリアコンサルティングとは関係のない組織、部

署等に所属している
302 45.6%

周囲にキャリアコンサルティングの仕事（ニーズ）が

ない
133 20.1%

他の仕事などで忙しく、自分自身に時間的余裕が

ない
61 9.2%

所属する組織（企業等）がキャリアコンサルティング

に熱心ではない
45 6.8%

自分自身の専門的スキル・知識に自信がない 29 4.4%

キャリアコンサルティングの仕事の報酬が少ない 23 3.5%

キャリアコンサルティングに関する仕事をしたくな

い、興味がなくなった
5 0.8%

その他 65 9.8%

合計 663 100.0%

45.6%

20.1%

9.2%

6.8%

4.4%

3.5%

0.8%

9.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

キャリアコンサルティングとは関係のない組織、部署等に所属している

周囲にキャリアコンサルティングの仕事（ニーズ）がない

他の仕事などで忙しく、自分自身に時間的余裕がない

所属する組織（企業等）がキャリアコンサルティングに熱心ではない

自分自身の専門的スキル・知識に自信がない

キャリアコンサルティングの仕事の報酬が少ない

キャリアコンサルティングに関する仕事をしたくない、興味がなくなった

その他

度数 ％

退職・不採用等で活動の場を失ったため 31 47.7%

病気・産育・介護等の事情のため 23 35.4%

本業や担当職務を重視したため 7 10.8%

大学等に在学のため 4 6.2%

合計 65 100.0%
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い理由（図表４－１４）や「キャリアコンサルタント以外でボランティア」（図表４－４）、

キャリアコンサルティングとは関係のない「非正規社員」（図表４－４）に従事しているため

と考えられた。 
図表４－１６ 休止者の活動休止の理由（年齢別） 

 

 
 休止者の性別による活動休止の理由を図表４－１７に示す。活動休止の理由に統計的な有

意な性差は認められなかったが、「自分自身の専門的スキル・知識に自信がない」については

女性の方が男性よりも比率が大きかった。 
 

図表４－１７ 活動休止の理由（性別） 

 

20代 30代 40代 50代 60代

70代

以上 合計

度数 7 40 106 112 34 3 302

％ 53.8% 48.8% 50.0% 44.8% 37.4% 20.0% 45.6%

度数 1 16 32 52 27 5 133

％ 7.7% 19.5% 15.1% 20.8% 29.7% 33.3% 20.1%

度数 0 5 24 29 3 0 61

％ 0.0% 6.1% 11.3% 11.6% 3.3% 0.0% 9.2%

度数 1 8 14 20 2 0 45

％ 7.7% 9.8% 6.6% 8.0% 2.2% 0.0% 6.8%

度数 1 3 7 15 3 0 29

％ 7.7% 3.7% 3.3% 6.0% 3.3% 0.0% 4.4%

度数 1 0 8 7 6 1 23

％ 7.7% 0.0% 3.8% 2.8% 6.6% 6.7% 3.5%

度数 0 0 3 0 2 0 5

％ 0.0% 0.0% 1.4% 0.0% 2.2% 0.0% 0.8%

度数 2 10 18 15 14 6 65

％ 15.4% 12.2% 8.5% 6.0% 15.4% 40.0% 9.8%

度数 13 82 212 250 91 15 663

％ 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

※クロス表は1%水準で統計的に有意。調整済み残差を求め、5%水準で値が大きい個所に網掛け、小さい個所に下線

を付した。

その他

合計

キャリアコンサルティングとは関係のない組織、

部署等に所属している

周囲にキャリアコンサルティングの仕事（ニーズ）

がない

所属する組織（企業等）がキャリアコンサルティ

ングに熱心ではない

他の仕事などで忙しく、自分自身に時間的余裕

がない

自分自身の専門的スキル・知識に自信がない

キャリアコンサルティングに関する仕事をしたくな

い、興味がなくなった

キャリアコンサルティングの仕事の報酬が少ない

男性 女性 合計

度数 130 172 302

％ 47.1% 44.4% 45.6%

度数 56 77 133

％ 20.3% 19.9% 20.1%

度数 25 36 61

％ 9.1% 9.3% 9.2%

度数 16 29 45

％ 5.8% 7.5% 6.8%

度数 7 22 29

％ 2.5% 5.7% 4.4%

度数 14 9 23

％ 5.1% 2.3% 3.5%

度数 3 2 5

％ 1.1% 0.5% 0.8%

度数 25 40 65

％ 9.1% 10.3% 9.8%

度数 276 387 663

％ 100.0% 100.0% 100.0%
※クロス表は統計的に有意ではなかった。

その他

合計

キャリアコンサルティングとは関係のない

組織、部署等に所属している

周囲にキャリアコンサルティングの仕事

（ニーズ）がない

所属する組織（企業等）がキャリアコンサ

ルティングに熱心ではない

他の仕事などで忙しく、自分自身に時間的

余裕がない

自分自身の専門的スキル・知識に自信がな

い

キャリアコンサルティングに関する仕事を

したくない、興味がなくなった

キャリアコンサルティングの仕事の報酬が

少ない

労働政策研究報告書No.200

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



－77－ 
 

（２）活動の満足度との関連 
 「キャリアコンサルタントとしての自分の活動の満足度合」について５段階で回答を得て

いる。休止者と活動者の活動の満足度を図表４－１８に示す。休止者は活動者と比較して「満

足していない」（60.6%）の比率が有意に大きかった。また、休止者と活動者の満足度の得点

（１～５点で高得点ほど満足度が高い）についてｔ検定で比較した結果、休止者は活動者よ

りも活動の満足度得点が有意に低かった（図表４－１９）。休止者は、活動者に比べてキャリ

アコンサルティング活動を休止していることに満足をしていないことが伺えた。 
 

図表４－１８ 休止者・活動者における活動の満足度 

 

 
図表４－１９ 休止者・活動者における活動の満足度（平均値） 

 

 
 活動休止の理由ごとの活動の満足度を図表４－２０にまとめた。最も満足度が低かった理

由は「キャリアコンサルティングの仕事の報酬が少ない」（1.22 点）であり、次いで「キャ

リアコンサルティングに関する仕事をしたくない、興味がなくなった」（1.40 点）、「周囲に

キャリアコンサルティングの仕事（ニーズ）がない」（1.51 点）であった。一方、最も役立

ち度が低かった理由は、「キャリアコンサルティングに関する仕事をしたくない、興味がなく

なった」（1.80 点）であり、次いで「キャリアコンサルティングの仕事の報酬が少ない」（2.39
点）、「自分自身の専門的スキル・知識に自信がない」（2.55 点）であった。活動休止の理由

の背景には、キャリアコンサルティングの仕事自体や報酬の少なさに対する不満、あるいは

資格の役立ち感の低さ、さらに、これらの不満や役立ち感の低さによってキャリアコンサル

ティングへの興味を失ってしまったことが考えられた。 

度数 ％ 度数 ％ 度数 ％

とても満足している 7 1.1% 277 10.6% 284 8.7%

やや満足している 17 2.6% 864 33.1% 881 26.9%

どちらとも言えない 107 16.1% 701 26.9% 808 24.7%

あまり満足していない 130 19.6% 560 21.5% 690 21.1%

満足していない 402 60.6% 208 8.0% 610 18.6%

合計 663 100.0% 2610 100.0% 3273 100.0%

※クロス表は0.1%水準で統計的に有意。調整済み残差を求め、5%水準で

値が大きい個所に網掛け、小さい個所に下線を付した。

休止者 活動者 合計

休止者 活動者

N=663 N=2610

平均値 1.64 3.17

標準偏差 0.91 1.12
***

sig.

※sig.は有意水準。***は0.1%水準

で統計的に有意。

1.64 

3.17 

1.0 2.0 3.0 4.0

休止者

活動者
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図表４－２０ 活動休止の理由と活動の満足度・資格の役立ち度 

 

 

 
 
 
３．資格取得の理由 

（１）資格取得の理由（年齢別・性別） 
 休止者はそもそも何のために資格を取得したのだろうか。そこで、休止者・活動者の資格

取得の理由（複数回答）を図表４－２１に示す。比率に注目すると、休止者は、「就職（転職）

に有利だと思ったため」（28.1%）が最も多く、次いで「社内での地位向上、昇進のため」

（27.0%）、「定年後経験を活かして社会貢献するため」（25.8%）、「職業人生の将来に備える

ため」（25.0%）、「この分野に興味があったため」（23.9%）であった。これらの比率は、活

動者と比較して有意に高かった。一方、活動者は、「より有意義なキャリアコンサルティング

を行うため」（91.2%）が最も多く、次いで「仕事上必要だったため」（90.6%）、「勤務先か

らの指示や勧めがあったため」（85.3%）、「専門能力を高めるため」（84.7%）であった。こ

れらの比率は、休止者と比較して有意に高かった。活動者がキャリアコンサルティングの遂

行のために資格取得をした傾向がある一方で、休止者は自分のキャリア形成のために資格取

得をした傾向が伺えた。 
 
 

平均
標準偏

差
平均

標準偏

差

キャリアコンサルティングとは関係のない組織、部署等に所属している 302 1.69 0.91 3.05 1.30

周囲にキャリアコンサルティングの仕事（ニーズ）がない 133 1.51 0.85 2.65 1.34

他の仕事などで忙しく、自分自身に時間的余裕がない 61 1.69 0.87 3.25 1.25

所属する組織（企業等）がキャリアコンサルティングに熱心ではない 45 1.58 0.92 3.53 1.10

自分自身の専門的スキル・知識に自信がない 29 1.52 0.99 2.55 1.18

キャリアコンサルティングの仕事の報酬が少ない 23 1.22 0.52 2.39 1.41

キャリアコンサルティングに関する仕事をしたくない、興味がなくなった 5 1.40 0.89 1.80 0.84

その他 65 1.86 1.10 3.17 1.40

合計 663 1.64 0.91 2.98 1.32

資格の役立ち度

※得点の下位３位の箇所に網掛けを付した。

度数
活動の満足度

1.69

1.51

1.69

1.58

1.52

1.22

1.40

1.86

3.05 

2.65 

3.25 

3.53 

2.55 

2.39 

1.80 

3.17 

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0

キャリアコンサルティングとは関係のない組織、部署等に所属している

周囲にキャリアコンサルティングの仕事（ニーズ）がない

他の仕事などで忙しく、自分自身に時間的余裕がない

所属する組織（企業等）がキャリアコンサルティングに熱心ではない

自分自身の専門的スキル・知識に自信がない

キャリアコンサルティングの仕事の報酬が少ない

キャリアコンサルティングに関する仕事をしたくない、興味がなくなった

その他

活動の満足度 資格の役立ち度
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図表４－２１ 休止者・活動者の資格取得の理由（複数回答） 

 

 
 休止者の年齢別の資格取得の理由を図表４－２２に示す。「60 代」、「70 代以上」は他の年

代と比較して、「この分野に興味があったため」（11.0％，1.3%）が有意に小さく、「仕事上

必要だったため」（22.7%，4.7%）と「定年後経験を活かして社会貢献するため」（31.0%，

4.8%）が有意に大きかった。「定年後経験を活かして社会貢献するため」については「50 代」

（46.9%）も同様に他の年代よりも有意に大きかった。ミドル以上の休止者はキャリアコン

サルティングへの興味よりも、仕事上の必要性や定年後の活動を見据えて資格を取得してい

たことが示された。 
図表４－２２ 休止者の資格習得の理由（年齢別） 

 

 

度数 ％ 度数 ％ 度数 ％

専門能力を高めるため 289 15.3% 1596 84.7% 1885 100.0% ***

この分野に興味があったため 399 23.9% 1269 76.1% 1668 100.0% ***

仕事上必要だったため 128 9.4% 1239 90.6% 1367 100.0% ***

職業人生の将来に備えるため 328 25.0% 982 75.0% 1310 100.0% ***

より有意義なキャリアコンサルティングを行うため 70 8.8% 729 91.2% 799 100.0% ***

定年後経験を活かして社会貢献するため 145 25.8% 418 74.2% 563 100.0% ***

就職（転職）に有利だと思ったため 155 28.1% 396 71.9% 551 100.0% ***

勤務先からの指示や勧めがあったため 61 14.7% 353 85.3% 414 100.0% **

収入を増やすため 52 24.0% 165 76.0% 217 100.0%

人脈（ネットワーク）作りのため 45 21.0% 169 79.0% 214 100.0%

起業するため 33 16.2% 171 83.8% 204 100.0%

社内での地位向上、昇進のため 44 27.0% 119 73.0% 163 100.0% *

その他 10 15.2% 56 84.8% 66 100.0%

※sig.は有意水準。クロス表は、*が5%水準、**が1%水準、***が0.1%水準で統計的に有意。調整済み残差を求め、

5%水準で値が大きい個所に網掛け、小さい個所に下線を付した。

活動者休止者 合計
sig.

20代 30代 40代 50代 60代
70代

以上
合計 sig.

度数 4 35 90 105 43 12 289

％ 1.4% 12.1% 31.1% 36.3% 14.9% 4.2% 100.0%

度数 11 57 138 144 44 5 399

％ 2.8% 14.3% 34.6% 36.1% 11.0% 1.3% 100.0%

度数 2 15 34 42 29 6 128

％ 1.6% 11.7% 26.6% 32.8% 22.7% 4.7% 100.0%

度数 8 42 109 130 36 3 328

％ 2.4% 12.8% 33.2% 39.6% 11.0% .9% 100.0%

度数 1 9 17 27 13 3 70

％ 1.4% 12.9% 24.3% 38.6% 18.6% 4.3% 100.0%

度数 0 2 23 68 45 7 145

％ 0.0% 1.4% 15.9% 46.9% 31.0% 4.8% 100.0%

度数 6 15 52 59 23 0 155

％ 3.9% 9.7% 33.5% 38.1% 14.8% 0.0% 100.0%

度数 2 9 15 23 9 3 61

％ 3.3% 14.8% 24.6% 37.7% 14.8% 4.9% 100.0%

度数 1 7 20 18 4 2 52

％ 1.9% 13.5% 38.5% 34.6% 7.7% 3.8% 100.0%

度数 1 2 15 20 6 1 45

％ 2.2% 4.4% 33.3% 44.4% 13.3% 2.2% 100.0%

度数 1 5 16 10 1 0 33

％ 3.0% 15.2% 48.5% 30.3% 3.0% 0.0% 100.0%

度数 2 8 16 16 2 0 44

％ 4.5% 18.2% 36.4% 36.4% 4.5% 0.0% 100.0%

度数 0 1 4 5 0 0 10

％ 0.0% 10.0% 40.0% 50.0% 0.0% 0.0% 100.0%
その他

より有意義なキャリアコンサルティングを行うため

就職（転職）に有利だと思ったため

社内での地位向上、昇進のため

定年後経験を活かして社会貢献するため

職業人生の将来に備えるため

収入を増やすため

この分野に興味があったため

人脈（ネットワーク）作りのため

起業するため

専門能力を高めるため

勤務先からの指示や勧めがあったため

仕事上必要だったため

※sig.は有意水準。クロス表は、**が1%水準、***が0.1%水準で統計的に有意。調整済み残差を求め、5%水準で値が大きい

個所に網掛け、小さい個所に下線を付した。

**

**

***
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 次に、休止者の性別別の資格取得の理由を図表４－２３に示す。「男性」は「女性」と比較

して、「定年後経験を活かして社会貢献するため」（68.3％）と「人脈（ネットワーク）づく

りのため」（66.7%）の比率が有意に大きかった。一方、「女性」は「男性」と比較して、「社

内での地位向上、昇進のため」（77.3%）、「就職（転職）に有利だと思ったため」（67.7%）、

「この分野に興味があったため」（61.9%）の比率が有意に大きかった。男性は、定年後の活

動や人脈作りなど、比較的長期的なキャリア形成のために資格を取得していたのに対し、女

性は資格に対する興味や、比較的短期的なキャリア形成のために資格を取得していたことが

示された。 
図表４－２３ 休止者の資格習得の理由（性別） 

 

 
（２）資格の役立ち度との関連 
 「キャリアコンサルタント」資格が日々の仕事や生活に役立っているかを５段階で回答を

得ている。休止者と活動者の資格の役立ち度を図表４－２４に示す。休止者は活動者と比較

して「どちらとも言えない」（19.5%）、「あまり役立っていない」（14.8%）、「ほとんど役立

っていない」（21.1%）の比率が有意に大きかった。また、資格の役立ち度の得点（１～５点

で高得点ほど役立ち度が高い）についてｔ検定で比較した結果、休止者は活動者よりも資格

の役立ち度得点が有意に低かった（図表４－２５）。休止者は、活動者よりも資格が日常の仕

事や生活に役立っていないことが伺えた。 
 また、資格取得理由は複数回答であり、各理由に該当するかどうかを「はい／いいえ」で

回答されている。資格取得理由の「はい」および「いいえ」に対する資格の役立ち度を図表

男性 女性 合計 sig.

度数 126 163 289

％ 43.6% 56.4% 100.0%

度数 152 247 399

％ 38.1% 61.9% 100.0%

度数 61 67 128

％ 47.7% 52.3% 100.0%

度数 128 200 328

％ 39.0% 61.0% 100.0%

度数 30 40 70

％ 42.9% 57.1% 100.0%

度数 99 46 145

％ 68.3% 31.7% 100.0%

度数 50 105 155

％ 32.3% 67.7% 100.0%

度数 27 34 61

％ 44.3% 55.7% 100.0%

度数 23 29 52

％ 44.2% 55.8% 100.0%

度数 30 15 45

％ 66.7% 33.3% 100.0%

度数 14 19 33

％ 42.4% 57.6% 100.0%

度数 10 34 44

％ 22.7% 77.3% 100.0%

度数 6 4 10

％ 60.0% 40.0% 100.0%

就職（転職）に有利だと思ったため

勤務先からの指示や勧めがあったため

収入を増やすため

人脈（ネットワーク）作りのため

専門能力を高めるため

この分野に興味があったため

仕事上必要だったため

職業人生の将来に備えるため

より有意義なキャリアコンサルティングを行うため

定年後経験を活かして社会貢献するため

*

**

※sig.は有意水準。クロス表は、*が5%水準、**が1%水準、***が0.1%水準で統計的に有意。

調整済み残差を求め、5%水準で値が大きい個所に網掛け、小さい個所に下線を付した。

***

**

***

その他

起業するため

社内での地位向上、昇進のため
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４－２６にまとめた。はい／いいえによる差をｔ検定で確認した結果、「収入を増やすため」

において有意差が認められた。収入を増やすことを期待して資格を取得した休止者は、そう

でない者よりも資格の役立ち度が低く、キャリアコンサルタント資格が収入につながる経験

が乏しいと考えられた。 
 

図表４－２４ 休止者・活動者における資格の役立ち度 

 

 
図表４－２５ 休止者・活動者における資格の役立ち度（平均値） 

 

 

図表４－２６ 資格取得の理由と資格の役立ち度（N=663） 

 

度数 ％ 度数 ％ 度数 ％

とても役立っている 69 10.4% 1165 44.6% 1234 37.7%

やや役立っている 227 34.2% 1061 40.7% 1288 39.4%

どちらとも言えない 129 19.5% 236 9.0% 365 11.2%

あまり役立っていない 98 14.8% 113 4.3% 211 6.4%

ほとんど役立っていない 140 21.1% 35 1.3% 175 5.3%

合計 663 100.0% 2610 100.0% 3273 100.0%

休止者 活動者 合計

※クロス表は0.1%水準で統計的に有意。調整済み残差を求め、5%水準で値が大

きい個所に網掛け、小さい個所に下線を付した。

休止者 活動者

N=663 N=2610

平均値 2.98 4.23

標準偏差 1.32 0.88

※sig.は有意水準。***は0.1%で統計

的に有意。

***

sig.

2.98 

4.23 

1.0 2.0 3.0 4.0 5.0

休止者

活動者

平均値 標準偏差

はい 289 3.08 1.33

いいえ 374 2.90 1.32

はい 399 3.04 1.31

いいえ 264 2.89 1.35

はい 128 3.02 1.36

いいえ 535 2.97 1.32

はい 328 2.94 1.32

いいえ 335 3.02 1.32

はい 70 3.13 1.32

いいえ 593 2.96 1.32

はい 145 2.99 1.24

いいえ 518 2.98 1.35

はい 155 2.83 1.31

いいえ 508 3.03 1.33

はい 61 3.07 1.31

いいえ 602 2.97 1.33

はい 52 2.52 1.38

いいえ 611 3.02 1.31

はい 45 3.20 1.24

いいえ 618 2.96 1.33

はい 33 2.55 1.25

いいえ 630 3.00 1.32

はい 44 3.23 1.27

いいえ 619 2.96 1.33

はい 10 3.20 1.23

いいえ 653 2.98 1.33

収入を増やすため **

その他

人脈（ネットワーク）作りのため

起業するため

社内での地位向上、昇進のため

就職（転職）に有利だと思ったため

勤務先からの指示や勧めがあったため

※sig.は有意水準。**は1%水準で統計的に有意差あり。

度数
資格の役立ち度

sig.

専門能力を高めるため

この分野に興味があったため

仕事上必要だったため

職業人生の将来に備えるため

より有意義なキャリアコンサルティングを行うため

定年後経験を活かして社会貢献するため
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４．活動開始（再開）の意向について 

（１）活動開始（再開）の意向（年齢別・性別） 
 休止者のキャリアコンサルティング活動の開始（再開）の意向について４段階で回答を得

た。その結果を図表４－２７に示す。「ぜひ開始（再開）したい」（37.1%）が最も多く、次

いで「できれば開始（再開）したい」（29.0%）、「開始（再開）したいが、当面難しい」（26.8%）、

「当面開始（再開）する気はない」（7.1%）の順であった。総じて開始（再開）をしたい意

向が伺えた。「ぜひ開始(再開)したい」と「できれば開始(再開)したい」を合わせると、66.1%
の休止者が開始(再開)を望んでいることが示された。 
 

図表４－２７ 活動開始（再開）の意向 

 

 

 次に、年齢別の開始（再開）の意向を図表４－２８に示す。開始（再開）の意向について

年齢による有意差が認められたのは、「70 代以上」の「当面開始（再開）する気はない」（10.6%）

のみで、他の年代よりも有意に多かった。「70 代以上」は今後引退する可能性があるために

このような結果になったと考えられた。 
 また、活動開始（再開）の意向の得点（１点～４点として得点が高いほど意向が強い）と

した場合の年齢変化を図表４－２９に示す。年齢が高くなるほど、開始（再開）の意向が低

下する傾向が示された。 
 さらに、活動開始（再開）の意向を性別で集計した結果を図表４－３０に示す。その結果、

性別による有意差は認められなかった。また、開始（再開）の意向の得点は、男性 2.95 点、

女性 2.97 点であった。なお、これらをｔ検定によって比較したが有意差は認められなかった。 
 

図表４－２８ 活動開始（再開）の意向（年齢別） 

 

度数 ％

ぜひ開始（再開）したい 246 37.1

できれば開始（再開）したい 192 29.0

開始（再開）したいが、当面難しい 178 26.8

当面開始（再開）する気はない 47 7.1

合計 663 100.0

37.1%

29.0%

26.8%

7.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

ぜひ開始（再開）したい

できれば開始（再開）したい

開始（再開）したいが、当面難しい

当面開始（再開）する気はない

度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％

20代 7 2.8% 4 2.1% 2 1.1% 0 0.0% 13 2.0%

30代 34 13.8% 27 14.1% 18 10.1% 3 6.4% 82 12.4%

40代 78 31.7% 54 28.1% 63 35.4% 17 36.2% 212 32.0%

50代 95 38.6% 76 39.6% 67 37.6% 12 25.5% 250 37.7%

60代 29 11.8% 26 13.5% 26 14.6% 10 21.3% 91 13.7%

70代以上 3 1.2% 5 2.6% 2 1.1% 5 10.6% 15 2.3%

合計 246 100.0% 192 100.0% 178 100.0% 47 100.0% 663 100.0%

合計

※クロス表は5%水準で統計的に有意。調整済み残差を求め、5%水準で値が大きい個所に網掛けを付した。

ぜひ開始（再開）

したい

できれば開始

（再開）したい

開始（再開）した

いが当面難しい

当面開始（再開）

する気はない
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図表４－２９ 活動開始（再開）の意向の年齢変化 

 

 
図表４－３０ 活動開始（再開）の意向（性別） 

 

 

（２）資格取得の理由との関連 
 資格取得の理由別の活動開始（再開）の意向の得点（１～４点）を図表４－３１に示す。

資格取得の理由を「収入を増やすため」、「定年後経験を活かして社会貢献するため」、「職業

人生の将来に備えるため」、「就職（転職）に有利だと思ったため」、「この分野に興味があっ

たため」とした休止者は、そうでない休止者よりも有意に開始（再開）の意向が強かった。

2.8%

13.8%

31.7%

38.6%

11.8%

1.2%

2.1%

14.1%

28.1%

39.6%

13.5%

2.6%

1.1%

10.1%

35.4%

37.6%

14.6%

1.1%

0.0%

6.4%

36.2%

25.5%

21.3%

10.6%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

20代

30代

40代

50代

60代

70代以上

ぜひ開始（再開）したい できれば開始（再開）したい

開始（再開）したいが当面難しい 当面開始（再開）する気はない

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

20代 30代 40代 50代 60代 70代

以上

男性
女性

男性 女性 合計

度数 104 142 246

％ 42.3% 57.7% 100.0%

度数 74 118 192

％ 38.5% 61.5% 100.0%

度数 77 101 178

％ 43.3% 56.7% 100.0%

度数 21 26 47

％ 44.7% 55.3% 100.0%

度数 276 387 663

％ 41.6% 58.4% 100.0%
合計

ぜひ開始（再開）したい

できれば開始（再開）したい

開始（再開）したいが、当面難しい

当面開始（再開）する気はない

42.3%

38.5%

43.3%

44.7%

57.7%

61.5%

56.7%

55.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

ぜひ開始（再開）したい

できれば開始（再開）したい

開始（再開）したいが、当面難しい

当面開始（再開）する気はない

男性 女性
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これらの理由は、休止者の主たる資格取得の理由でもあり（図表４－２１）、活動者と比較し

て自己のキャリア形成が目的となっていた。したがって、休止者は自己のキャリア形成を期

待して今後の活動の開始（再開）するものと考えられた。 
 一方、資格取得の理由が「仕事上必要だったため」とした休止者は、そうでない休止者よ

りも有意に開始（再開）の意向が弱かった。この理由は、活動者に比較的多く見られたもの

で、キャリアコンサルティングの遂行を目的とする理由であった（図表４－２１）。「仕事上

必要だったため」という理由は、資格取得の外的動機づけとなり得るが、「キャリアコンサル

ティングに関係のない組織、部署等に所属している」場合や「周囲にキャリアコンサルティ

ングの仕事（ニーズ）がない」場合にこの外的動機づけが働かなくなり、同時に今後の開始

（再開）の意向も弱まると考えられた。 
 

図表４－３１ 資格取得の理由と活動開始（再開）の意向（N=663） 

 

 
（３）活動休止の理由との関連 
 活動休止の理由ごとの開始（再開）の意向の得点について図表４－３２に示す。分散分析

の結果、「周囲にキャリアコンサルティングの仕事（ニーズ）がない」（3.33 点）は、「他の

仕事などで忙しく、自分自身に時間的余裕がない」（2.85 点）および「キャリアコンサルテ

ィングとは関係のない組織、部署等に所属している」（2.82 点）および「キャリアコンサル

ティングに関する仕事をしたくない、興味がなくなった」（2.00 点）よりも開始（再開）の

平均値 標準偏差

はい 52 3.44 0.80

いいえ 611 2.92 0.96

はい 33 3.27 0.91

いいえ 630 2.94 0.96

はい 145 3.19 0.91

いいえ 518 2.90 0.97

はい 328 3.14 0.90

いいえ 335 2.78 0.99

はい 155 3.14 0.90

いいえ 508 2.91 0.97

はい 44 3.09 0.96

いいえ 619 2.95 0.96

はい 399 3.07 0.92

いいえ 264 2.80 1.00

はい 70 3.03 0.96

いいえ 593 2.95 0.96

はい 45 3.02 1.01

いいえ 618 2.96 0.96

はい 289 2.96 0.96

いいえ 374 2.96 0.96

はい 61 2.84 1.02

いいえ 602 2.97 0.95

はい 128 2.80 0.97

いいえ 535 3.00 0.96

はい 10 3.20 0.79

いいえ 653 2.96 0.96

※sig.は有意水準。* 5%、** 1%、*** 0.1%でそれぞれ統計的な有意差あり。

その他

収入を増やすため

勤務先からの指示や勧めがあったため

仕事上必要だったため

定年後経験を活かして社会貢献するため

職業人生の将来に備えるため ***

この分野に興味があったため **

人脈（ネットワーク）作りのため

*

専門能力を高めるため

度数 sig.
開始（再開）の意向

**

***

社内での地位向上、昇進のため

より有意義なキャリアコンサルティングを行うため

就職（転職）に有利だと思ったため **

起業するため
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意向が有意に強かった。キャリアコンサルティングの仕事（ニーズ）の少なさを理由として

活動を休止した者は、仕事（ニーズ）があれば開始（再開）しようとする意欲があり、その

意欲は活動の場や時間の制約で休止した者よりも強いと考えられた。また、そもそもキャリ

アコンサルティングへの興味がなくなった休止者は開始（再開）の意欲がかなり低下してい

ると考えられた。 
図表４－３２ 活動休止の理由と活動開始（再開）の意向 

 

 

 
 
（４）会員組織の所属、情報交換・交流ネットワークとの関連 
 キャリアコンサルタント関連の会員組織の所属と開始（再開）の意向の差について図表４

－３３に示した。その結果、所属している休止者が 3.02 点で、所属していない休止者が 2.90
点であり、所属している人の方が開始（再開）の意向が有意に強いことが示された。 
 

図表４－３３ 会員組織の所属と開始（再開）の意向 

 

平均 標準偏差

周囲にキャリアコンサルティングの仕事

（ニーズ）がない
133 3.33 0.83

所属する組織（企業等）がキャリアコンサル

ティングに熱心ではない
45 3.24 0.88

キャリアコンサルティングの仕事の報酬が少

ない
23 2.96 0.93

他の仕事などで忙しく、自分自身に時間的余

裕がない
61 2.85 0.89

キャリアコンサルティングとは関係のない組

織、部署等に所属している
302 2.82 0.98

自分自身の専門的スキル・知識に自信がない
29 2.79 0.82

キャリアコンサルティングに関する仕事をし

たくない、興味がなくなった
5 2.00 0.71

その他 65 2.92 1.07

合計 663 2.96 0.96

開始（再開）の意向
度数

3.33 

3.24 

2.96 

2.85 

2.82 

2.79 

2.00 

2.92 

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5

周囲にキャリアコンサルティングの仕事（ニーズ）がない

所属する組織（企業等）がキャリアコンサルティングに熱心ではない

キャリアコンサルティングの仕事の報酬が少ない

他の仕事などで忙しく、自分自身に時間的余裕がない

キャリアコンサルティングとは関係のない組織、部署等に所属している

自分自身の専門的スキル・知識に自信がない

キャリアコンサルティングに関する仕事をしたくない、興味がなくなった

その他

*

***

*

*有意水準5%、***有意水準0.1%

度数 平均値 標準偏差 sig.

所属している 342 3.02 .933

所属していない 321 2.90 .987
†

※sig.は有意水準。†は10%水準で有意傾向あり。
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 次に、休止者と活動者の情報交換・ネットワークの状況（複数回答）を図表４－３４に示

す。休止者は、「特に情報交換や交流のネットワークはない」（31.7%）が最も多く、活動者

の比率と比較しても有意に大きかった。「共同でキャリアコンサルティングに関する活動をし

ている」（2.4%）は最も少なく、次いで「定期的に連絡を取り合っている」（13.5%）と「自

主的な勉強会などに参加している」（13.6%）と並んだ。休止者は、活動者に比べて情報交換

やネットワークを持たず、活動上孤立している傾向が示された。ただし、孤立と活動休止の

どちらが原因となったかについては、本調査では判別できなかった。 
 

図表４－３４ 休止者・活動者の情報交換・ネットワーク（複数回答） 

 

 
 

５．今後の活動について 

（１）開始（再開）にあたっての活動予定 
 休止者がキャリアコンサルティングの開始（再開）にあたってどのような活動を行うかに

ついて９つの選択肢から複数選択で回答を得た（図表４－３５）。その結果、「職業紹介、人

材派遣、再就職支援等の関連企業・機関への就職・転職」（32.9%）が最も多く、次いで「教

育機関のキャリアセンター等への就職・転職」（29.9%）、「ボランティア」（29.6%）、「現在

の業務に加えた副業」（26.2%）の順で多かった。休止者の多くが、キャリアコンサルティン

グを主たる職務とする仕事への転身を検討していることが示された。これは、図表４－１４

において、「キャリアコンサルティングに関係のない組織、部署に所属していること」（45.6%）

や「周囲にキャリアコンサルティングの仕事（ニーズ）がない」（20.1%）ことが活動休止の

主な理由であったことに対応した内容となっていた。 
 また、５番目に「キャリアコンサルティングについて改めて勉強しなおす」（25.5%）があ

り、キャリアコンサルティングを行うにあたって技能に不足を感じていることがうかがえた。

図表４－１４活動休止理由としては「自分自身の専門的スキル・知識に自信がない」はわず

か 4.4%に過ぎなかったが、実践の際にそれ相応のスキル・技能を習得する必要性を感じてい

ることが示された。 
 

 

度数 ％ 度数 ％ 度数 ％

定期的に連絡を取り合っている 189 13.5% 1216 86.5% 1405 100.0%

自主的な勉強会などに参加している 174 13.6% 1101 86.4% 1275 100.0%

特に情報交換や交流のネットワークはない 357 31.7% 768 68.3% 1125 100.0%

共同でキャリアコンサルティングに関する活動をしている 9 2.4% 364 97.6% 373 100.0%

※クロス表は0.1%水準で統計的に有意。調整済み残差を求め、5%水準で値が大きい個所に網掛け、小さ

い個所に下線を付した。

休止者 活動者 合計

N=663

20.3%

N=2610

79.7%

N=3273

100.0%
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図表４－３５ 開始（再開）にあたっての活動予定（複数回答） 

 

 

 
 
 開始（再開）の活動予定を年齢別で示す（図表４－３６）。有意差が認められた箇所に注目

すると、「60 代」の「職業紹介、人材派遣、再就職支援等の関連企業・機関への就職・転職」

（18.8%）、「40 代」の「所属する組織（企業等）内の異動希望」（47.0％）の比率が他の年

代よりも有意に大きかった。 
図表４－３６ 開始（再開）にあたっての活動予定（年齢別）（N=663） 

 

度数

N=663
％

職業紹介、人材派遣、再就職支援等の関連企業・機関への就職・転職 218 32.9

教育機関のキャリアセンター等への就職・転職 198 29.9

ボランティア 196 29.6

現在の業務に加えた副業 174 26.2

キャリアコンサルティングについて改めて勉強しなおす 169 25.5

企業等の人事・労務・キャリア形成支援等の関連への就職・転職 133 20.1

所属する組織（企業等）内の異動希望 115 17.3

民間教育訓練機関への就職・転職 109 16.4

起業・独立 89 13.4

特に何も予定していない 102 15.4

32.9%

29.9%

29.6%

26.2%

25.5%

20.1%

17.3%

16.4%

13.4%

15.4%

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0

職業紹介、人材派遣、再就職支援等の関連企業・機関への就職・転職

教育機関のキャリアセンター等への就職・転職

ボランティア

現在の業務に加えた副業

キャリアコンサルティングについて改めて勉強しなおす

企業等の人事・労務・キャリア形成支援等の関連への就職・転職

所属する組織（企業等）内の異動希望

民間教育訓練機関への就職・転職

起業・独立

特に何も予定していない

20代 30代 40代 50代 60代
70代

以上
合計 sig.

度数 6 21 57 89 41 4 218

％ 2.8% 9.6% 26.1% 40.8% 18.8% 1.8% 100.0%

度数 7 20 59 79 30 3 198

％ 3.5% 10.1% 29.8% 39.9% 15.2% 1.5% 100.0%

度数 5 20 56 76 36 3 196

％ 2.6% 10.2% 28.6% 38.8% 18.4% 1.5% 100.0%

度数 2 16 57 79 16 4 174

％ 1.1% 9.2% 32.8% 45.4% 9.2% 2.3% 100.0%

度数 2 29 53 59 20 6 169

％ 1.2% 17.2% 31.4% 34.9% 11.8% 3.6% 100.0%

度数 3 20 46 52 10 2 133

％ 2.3% 15.0% 34.6% 39.1% 7.5% 1.5% 100.0%

度数 4 12 54 44 1 0 115

％ 3.5% 10.4% 47.0% 38.3% 0.9% 0.0% 100.0%

度数 2 10 39 38 18 2 109

％ 1.8% 9.2% 35.8% 34.9% 16.5% 1.8% 100.0%

度数 1 14 35 28 11 0 89

％ 1.1% 15.7% 39.3% 31.5% 12.4% 0.0% 100.0%

度数 2 18 30 32 16 4 102

％ 2.0% 17.6% 29.4% 31.4% 15.7% 3.9% 100.0%

企業等の人事・労務・キャリア形成支援等

の関連への就職・転職

職業紹介、人材派遣、再就職支援等の関連

企業・機関への就職・転職

教育機関のキャリアセンター等への就職・

転職

ボランティア

現在の業務に加えた副業

キャリアコンサルティングについて改めて

勉強しなおす

※sig.は有意水準。クロス表は、*が5%水準、***が0.1%水準で統計的に有意。調整済み残差を求め、5%水準で値

が大きい個所に網掛け、小さい個所に下線を付した。

***

*

所属する組織（企業等）内の異動希望

民間教育訓練機関への就職・転職

起業・独立

特に何も予定していない
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 続いて、開始（再開）の活動予定を性別で示す（図表４－３７）。「男性」は、「女性」より

も「職業紹介、人材派遣、再就職支援等の関連企業・機関への就職・転職」（48.6%）、「ボラ

ンティア」（47.4%）の比率が有意に大きかった。「女性」は「特に何も予定していない」（67.6%）

が最大で、かつ、男性よりも有意に大きかった。女性は、今後も活動を休止する可能性が大

きいと考えられた。 
図表４－３７ 開始（再開）にあたっての活動予定（性別）（N=663） 

 

 
 活動予定と開始（再開）の意向との関係を図表４－３８に示す。「キャリアコンサルティン

グについて改めて勉強しなおす」以外の活動予定は、有意差が認められた。勉強ではなく、

キャリアコンサルティング活動に繋がる活動予定に「はい」と回答した休止者ほど、「いいえ」

よりも開始（再開）の意向が強かった。「特に何も予定していない」は、「いいえ」と答えた

者よりも開始（再開）の意向が有意に低かった。活動予定がない者に開始（再開）の意向が

弱いのは当然の結果であるが、本調査を通じて改めて確認することができた。 
 

図表４－３８ 活動予定と活動開始（再開）の意向（N=663） 

 

男性 女性 合計 sig.

度数 106 112 218

％ 48.6% 51.4% 100.0%

度数 87 111 198

％ 43.9% 56.1% 100.0%

度数 93 103 196

％ 47.4% 52.6% 100.0%

度数 69 105 174

％ 39.7% 60.3% 100.0%

度数 69 100 169

％ 40.8% 59.2% 100.0%

度数 63 70 133

％ 47.4% 52.6% 100.0%

度数 45 70 115

％ 39.1% 60.9% 100.0%

度数 47 62 109

％ 43.1% 56.9% 100.0%

度数 40 49 89

％ 44.9% 55.1% 100.0%

度数 33 69 102

％ 32.4% 67.6% 100.0%
特に何も予定していない

※sig.は有意水準。クロス表は*が5%水準で統計的に有意。調整済み残差を求め、

5%水準で値が大きい個所に網掛け、小さい個所に下線を付した。

企業等の人事・労務・キャリア形成支援等

の関連への就職・転職

職業紹介、人材派遣、再就職支援等の関連

企業・機関への就職・転職

教育機関のキャリアセンター等への就職・

転職

ボランティア

現在の業務に加えた副業

キャリアコンサルティングについて改めて

勉強しなおす

*

*

所属する組織（企業等）内の異動希望

民間教育訓練機関への就職・転職

起業・独立

平均値 標準偏差

はい 218 3.27 0.82

いいえ 445 2.81 0.99

はい 198 3.32 0.82

いいえ 465 2.81 0.97

はい 196 3.11 0.93

いいえ 467 2.90 0.97

はい 174 3.21 0.90

いいえ 489 2.87 0.97

はい 169 2.96 0.92

いいえ 494 2.96 0.98

はい 133 3.29 0.84

いいえ 530 2.88 0.97

はい 115 3.27 0.81

いいえ 548 2.90 0.98

はい 109 3.43 0.83

いいえ 554 2.87 0.96

はい 89 3.36 0.88

いいえ 574 2.90 0.96

はい 102 2.24 0.97

いいえ 561 3.09 0.90

※sig.は有意水準。** 1%有意水準、*** 0.1%有意水準で有意差あり。

特に何も予定していない ***

***

所属する組織（企業等）内の異動希望 ***

現在の業務に加えた副業 ***

ボランティア **

キャリアコンサルティングについて改めて勉強し

なおす

職業紹介、人材派遣、再就職支援等の関連企業・

機関への就職・転職

***

起業・独立 ***

教育機関のキャリアセンター等への就職・転職 ***

民間教育訓練機関への就職・転職

企業等の人事・労務・キャリア形成支援等の関連

への就職・転職
***

度数
開始（再開）の意向

sig.
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（２）活躍しやすい環境 
 「キャリアコンサルタントの活躍しやすい環境」についての休止者と活動者の回答を比較

した（図表４－３９）。休止者において活躍しやすい環境は「組織へのキャリアコンサルティ

ング導入に向けた啓発活動を充実すること」（43.6%）が最も多く、次いで「キャリアコンサ

ルティングの導入や実施をするための相談窓口を設置する」（17.3%）であった。活動者との

比較をすると、休止者は「キャリアコンサルティングの導入や実施をするための相談窓口を

設置する」（17.3%）の比率が有意に大きかった。活動の開始（再開）には休止者が活躍する

ための相談者が求められているといえた。一方、「関係者との交流や情報交換の機会を増やす」

（6.9%）や「スーパーバイザーからの助言・指摘を受けやすい体制を整備する」（2.6%）の

比率は、活動者と比較して有意に低かった。これらは、休止者にとって、活動後に必要なこ

とであり、まずはいかにして活動を開始（再開）できるのかについて相談に乗ってもらいた

いという要望があることが推察された。 
 休止者の「活躍しやすい環境」を年齢別で示す（図表４－４０）。「キャリアコンサルティ

ングの導入や実施をするための相談窓口を設置する」を希望する比率が「60 代」で有意に大

きいことが確認された。また、図表４－39 では休止者の比率が比較的小さかった「関係者と

の交流や情報交換の機会を増やす」の比率が「60 代」と「70 代以上」で有意に大きかった。

高齢者においてネットワークの要望が強いことが示された。 
 休止者の「活躍しやすい環境」を性別で示す（図表４－４１）。「男性」において「関係者

との交流や情報交換の機会を増やす」（65.2%）の比率が有意に多かった。前述の年齢別と合

わせると、ネットワークは男性の高齢者における要望であることが考えられた。 
 

図表４－３９ 休止者・活動者の活躍しやすい環境 

 

 
 
 

度数 ％ 度数 ％ 度数 ％

組織へのキャリアコンサルティング導入に向けた啓発活動

を充実する
289 43.6% 1137 43.6% 1426 43.6%

キャリアコンサルタント自身が能力を向上できる機会を全

国的に提供する
78 11.8% 344 13.2% 422 12.9%

キャリアコンサルティングの導入や実施をするための相談

窓口を設置する
115 17.3% 292 11.2% 407 12.4%

個人の認知度を高める活動を充実する 60 9.0% 276 10.6% 336 10.3%

関係者との交流や情報交換の機会を増やす 46 6.9% 247 9.5% 293 9.0%

キャリアコンサルタント自身がキャリアパスを考える機会

を増やす
58 8.7% 186 7.1% 244 7.5%

スーパーバイザーからの助言・指摘を受けやすい体制を整

備する
17 2.6% 128 4.9% 145 4.4%

合計 663 100.0% 2610 100.0% 3273 100.0%

休止者 活動者 合計

※クロス表は0.1%水準で統計的に有意。調整済み残差を求め、5%水準で値が大きい個所に網掛け、小さい

個所に下線を付した。
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図表４－４０ 休止者の活躍しやすい環境（年齢別） 

 

 
図表４－４１ 休止者の活躍しやすい環境（性別） 

 

 
 活躍しやすい環境については自由記述によっても回答を得た（休止者のみで 360 件）。主

な回答を４つに分類した（図表４－４２）。１つ目は「キャリアコンサルティングの認知度向

上」であり、キャリアコンサルタント自体の認知度向上だけでなく、その成果・効果の PR、

セルフ・キャリアドックの PR などが示された。２つ目は「キャリアコンサルタントの実力

向上」であり、実践経験できる場を増やすことや研修費用の低減が示された。３つ目は「キ

ャリアコンサルタントの求人枠の拡大、給与の向上」であり、キャリアコンサルタントの正

規雇用の枠が少ないこと、特に高齢者の場合が顕著であるのでその求人枠を拡大することや、

キャリアコンサルタントの給与等の待遇の向上が示された。最後は「活動範囲の拡大とその

ための補助金制度」であり、メンタルヘルス分野や教育分野などの新たな活動範囲を拡大す

20代 30代 40代 50代 60代

70代

以上 合計

度数 8 39 95 109 36 2 289

％ 2.8% 13.5% 32.9% 37.7% 12.5% 0.7% 100.0%

度数 3 5 25 35 8 2 78

％ 3.8% 6.4% 32.1% 44.9% 10.3% 2.6% 100.0%

度数 1 13 32 42 24 3 115

％ 0.9% 11.3% 27.8% 36.5% 20.9% 2.6% 100.0%

度数 0 9 18 25 7 1 60

％ 0.0% 15.0% 30.0% 41.7% 11.7% 1.7% 100.0%

度数 1 2 14 15 11 3 46

％ 2.2% 4.3% 30.4% 32.6% 23.9% 6.5% 100.0%

度数 0 11 20 20 4 3 58

％ 0.0% 19.0% 34.5% 34.5% 6.9% 5.2% 100.0%

度数 0 3 8 4 1 1 17

％ 0.0% 17.6% 47.1% 23.5% 5.9% 5.9% 100.0%

度数 13 82 212 250 91 15 663

％ 2.0% 12.4% 32.0% 37.7% 13.7% 2.3% 100.0%

※クロス表は5%以上10%未満の水準で統計的に有意傾向。調整済み残差を求め、5%水準で値が大きい個所に網

掛けを付した。

組織へのキャリアコンサルティング導入に向

けた啓発活動を充実する

キャリアコンサルタント自身が能力を向上で

きる機会を全国的に提供する

キャリアコンサルティングの導入や実施をす

るための相談窓口を設置する

個人の認知度を高める活動を充実する

関係者との交流や情報交換の機会を増やす

キャリアコンサルタント自身がキャリアパス

を考える機会を増やす

合計

スーパーバイザーからの助言・指摘を受けや

すい体制を整備する

男性 女性 合計

度数 119 170 289

％ 41.2% 58.8% 100.0%

度数 28 50 78

％ 35.9% 64.1% 100.0%

度数 42 73 115

％ 36.5% 63.5% 100.0%

度数 26 34 60

％ 43.3% 56.7% 100.0%

度数 30 16 46

％ 65.2% 34.8% 100.0%

度数 24 34 58

％ 41.4% 58.6% 100.0%

度数 7 10 17

％ 41.2% 58.8% 100.0%

度数 276 387 663

％ 41.6% 58.4% 100.0%
合計

※クロス表は5%水準で統計的に有意。調整済み残差を求め、5%水準で値が大

きい個所に網掛け、小さい個所に下線を付した。

組織へのキャリアコンサルティング導入に向

けた啓発活動を充実する

キャリアコンサルタント自身が能力を向上で

きる機会を全国的に提供する

キャリアコンサルティングの導入や実施をす

るための相談窓口を設置する

個人の認知度を高める活動を充実する

関係者との交流や情報交換の機会を増やす

キャリアコンサルタント自身がキャリアパス

を考える機会を増やす

スーパーバイザーからの助言・指摘を受けや

すい体制を整備する
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ることや、より多くの相談者がキャリアコンサルティングを受けやすくするための補助金制

度などが示された。 
図表４－４２ 活躍しやすい環境（自由記述） 

キャリアコンサルティングの認知度向上 

・キャリアコンサルタント業務や資格を多くの人に知ってもらうＰＲ活動 
・キャリアコンサルタントの認知度を高め、大企業だけでなく中小企業にもキャリアコン

サルタントの必要性を理解してもらうこと 
・キャリアコンサルティングが結果を出していること、成功例を PR すること 
・組織開発にからめたキャリアコンサルの必要性を働きかける動き 
・セルフ・キャリアドック導入について経営者に対する啓蒙活動を国主体で行う 
 
キャリアコンサルタントの実力向上 

・キャリアコンサルタントが頼られる存在となる為スキルの向上に努めること 
・経験を積む場・機会を増やす 
・ボランティア等段階的に経験を積める場の提供 
・キャリアコンサルタントとして働く場所、研鑽を続ける場所を増やすこと 
・会員維持費（研修含め）を低く抑えること 
 
キャリアコンサルタントの求人枠の拡大、給与の向上 

・収入面、労働条件等の待遇をよくすること 
・キャリアコンサルタントとして採用される正規職員の枠を増やすこと 
・正社員の登用や賃金が魅力的であること 
・高齢のキャリアコンサルタントが活躍出来る場所（採用枠）の拡大 
・組織が資格取得を奨励し、取得者の処遇を確実に実施する 

 
活動範囲の拡大とそのための補助金制度 

・精神福祉士・産業カウンセラーなみに活動範囲を広げてほしい 
・地方自治体・教育委員会との連携をはかって活動範囲を拡大すること 
・キャリアコンサルティングを受けた相談者に公的な補助金が出るなど、金銭的に受けや

すいサポート 
・企業でキャリアコンサルティングを従業員全員が定期的に実施することで、補助が出る

など行政との連携 

  
（３）活動上の課題 
 全回答者に対して「あなたがキャリアコンサルティングに関する活動を行う上で、課題で
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あると感じるのはどのようなことか」について、13 項目から複数選択で回答を得た。この点

について、休止者と活動者の回答をまとめた（図表４－４３）。休止者は、活動者と比較して

「相談・支援を行う環境（場所）が整っていない」（28.5%）、「キャリアコンサルタントとし

ての自分自身の力量が十分でない」（24.2%）、「自分が所属する組織のトップ層の理解が十分

ではない」（23.4%）の比率が有意に高かった。一方、活動者は、休止者に比べて「キャリア

コンサルタントとしての自身の処遇（就業形態、報酬等）が十分でない」、「キャリア形成支

援に対する関係者間の連携を図るのが難しい」、「支援対象者が消極的であったり、相談に来

るのをためらったりする」の比率が有意に高かった。活動者はコンサルティング実施段階の

課題が多いのに対して、休止者はキャリアコンサルティングを行う以前の準備段階の課題が

多いといえる。 
 なお、「その他」（50 名）の内訳をカテゴライズしたものを図表４－４４に示す。活動上の

課題は、「採用されない・仕事についていない」（32.0%）が最も多く、次いで「キャリアコ

ンサルティングのニーズがない」（12.0%）、「活躍の場がない、少ない」（12.0%）、「キャリ

アコンサルティングに関係のない仕事に就いている」（12.0%）、「時間的余裕がない」（12.0%）

と続いた。おおむね「活動休止の理由」と類似した回答であった。 
 

図表４－４３ 休止者・活動者における活動上の課題（複数回答） 

 

度数 ％ 度数 ％ 度数 ％

「キャリアコンサルタント」「キャリアコンサルティン

グ」というものが知られていない
310 19.1% 1315 80.9% 1625 100.0%

キャリアコンサルタントとしての自分自身の力量が十分

でない
323 24.2% 1011 75.8% 1334 100.0% ***

相談・支援を行う環境（場所）が整っていない 327 28.5% 822 71.5% 1149 100.0% ***

キャリアコンサルタントとしての自身の処遇（就業形

態、報酬等）が十分でない
158 14.8% 913 85.2% 1071 100.0% ***

キャリアコンサルタントの組織内における立場や権限、

受け持ち範囲が明確でない
145 18.7% 630 81.3% 775 100.0%

キャリア形成支援に対する関係者間の連携を図るのが難

しい
121 16.6% 610 83.4% 731 100.0% **

自身が所属する組織のトップ層の理解が十分ではない 170 23.4% 556 76.6% 726 100.0% *

支援対象者に相談・支援を受けるゆとりがない 113 18.4% 501 81.6% 614 100.0%

支援対象者が消極的であったり、相談に来るのをため

らったりする
71 12.3% 506 87.7% 577 100.0% ***

自身が所属する組織の現場管理者の理解が十分ではない 123 22.2% 432 77.8% 555 100.0%

支援対象者が所属する組織の理解が十分でない 87 17.3% 416 82.7% 503 100.0%

特に課題であると感じることはない 29 18.1% 131 81.9% 160 100.0%

その他 50 31.3% 110 68.8% 160 100.0% ***

※sig.は有意水準。クロス表は、*が5%、**が1%、***が0.1%で有意。クロス表が有意の場合、調整済み残差を求

め、5%水準で値が大きい個所に網掛け、小さい個所に下線を付した。

sig.

休止者

N=663

20.3%

活動者

N=2610

79.7%

合計
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図表４－４４ 休止者の活動上の課題「その他」の内訳 

 

 
 休止者の活動上の課題を年齢別で示す（図表４－４５）。有意差が認められた箇所に注目す

ると、「30 代」の「キャリアコンサルタントとしての自分自身の力量が十分でない」（15.2%）、

「自身が所属する組織のトップ層の理解が十分ではない」（18.2%）、「自身が所属する組織の

現場管理者の理解が十分ではない」（19.5%）の比率が他の年代よりも有意に大きかった。30
代は、今後、資格を組織内で活かそうとしている意向が伺えた。一方、「60 代」は「30 代」

で挙げられた課題に対して有意に低く、対称的であった。また、「70 代以上」は、「特に課題

であると感じることはない」（13.8%）が他の年代よりも有意に大きかった。 
 休止者の活動上の課題を性別で示す（図表４－４６）。「女性」は「男性」と比較して、「キ

ャリアコンサルタントとしての自分自身の力量が十分でない」（65.3%）が有意に大きかった。

女性の方が自分の力量に対して自信が少ないことが伺われた。 
 

図表４－４５ 休止者の活動上の課題（年齢別）（N=663） 

 

度数 ％

採用されない・仕事についてない 16 32.0%

キャリアコンサルティングのニーズがない 6 12.0%

活躍の場がない、少ない 6 12.0%

キャリアコンサルティングに関係のない仕事に就いている 6 12.0%

時間的余裕がない 6 12.0%

副業禁止の制約 3 6.0%

実力不足 2 4.0%

国・行政機関の問題 2 4.0%

意味不明 3 6.0%

合計 50 100.0%

20代 30代 40代 50代 60代

70代

以上 合計
sig.

度数 7 38 101 117 43 4 310

％ 2.3% 12.3% 32.6% 37.7% 13.9% 1.3% 100.0%

度数 8 49 114 115 34 3 323

％ 2.5% 15.2% 35.3% 35.6% 10.5% 0.9% 100.0%

度数 5 41 108 127 42 4 327

％ 1.5% 12.5% 33.0% 38.8% 12.8% 1.2% 100.0%

度数 6 18 53 61 20 0 158

％ 3.8% 11.4% 33.5% 38.6% 12.7% 0.0% 100.0%

度数 4 20 52 57 12 0 145

％ 2.8% 13.8% 35.9% 39.3% 8.3% 0.0% 100.0%

度数 0 15 42 47 15 2 121

％ 0.0% 12.4% 34.7% 38.8% 12.4% 1.7% 100.0%

度数 4 31 58 67 10 0 170

％ 2.4% 18.2% 34.1% 39.4% 5.9% 0.0% 100.0%

度数 3 18 36 44 12 0 113

％ 2.7% 15.9% 31.9% 38.9% 10.6% 0.0% 100.0%

度数 1 12 25 23 9 1 71

％ 1.4% 16.9% 35.2% 32.4% 12.7% 1.4% 100.0%

度数 3 24 41 50 5 0 123

％ 2.4% 19.5% 33.3% 40.7% 4.1% 0.0% 100.0%

度数 2 15 35 27 8 0 87

％ 2.3% 17.2% 40.2% 31.0% 9.2% 0.0% 100.0%

度数 0 3 8 10 4 4 29

％ 0.0% 10.3% 27.6% 34.5% 13.8% 13.8% 100.0%

度数 1 6 15 19 5 4 50

％ 2.0% 12.0% 30.0% 38.0% 10.0% 8.0% 100.0%

「キャリアコンサルタント」「キャリアコンサル

ティング」というものが知られていない

キャリアコンサルタントとしての自分自身の力量が

十分でない

その他

特に課題であると感じることはない

支援対象者が所属する組織の理解が十分でない

自身が所属する組織の現場管理者の理解が十分では

ない

支援対象者が消極的であったり、相談に来るのをた

めらったりする

支援対象者に相談・支援を受けるゆとりがない

自身が所属する組織のトップ層の理解が十分ではな

い

キャリア形成支援に対する関係者間の連携を図るの

が難しい

※sig.は有意水準。クロス表は、**が1%、***が0.1%で統計的に有意。クロス表が有意の場合、調整済み残差を求め、5%

水準で値が大きい個所に網掛け、小さい個所に下線を付した。

**

キャリアコンサルタントの組織内における立場や権

限、受け持ち範囲が明確でない

キャリアコンサルタントとしての自身の処遇（就業

形態、報酬等）が十分でない

相談・支援を行う環境（場所）が整っていない

**

**

***
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図表４－４６ 休止者の活動上の課題（性別）（N=663） 

 

 
 
６．休止者の実態と課題（まとめ） 

 以上の分析から、休止者の実態と課題を以下に列挙する。 
 第一に、休止者は、現在キャリアコンサルティングを主たる業務とする仕事に就いておら

ず、キャリアコンサルティングをしたくても周囲に仕事（ニーズ）がないために、やむを得

ず活動を休止している事情が明らかになった。休止者は、「就職・転職時に有利」になること

や「社内での地位向上や昇進」など自分のキャリア形成を目的としてキャリアコンサルタン

ト資格を取得していたのだが、資格取得をしてもこの目的が果たせていない状態であること

が明らかになった。その結果、能力維持・向上の学習活動を行っていない者が多く、対応可

能領域や得意分野が確立されていなかった。 
 第二に、休止者は、キャリアコンサルティング活動を休止していることについて、決して

満足をしているわけではなく、むしろ活動開始（再開）に強い意向を持っていた。開始（再

開）にあたっては、キャリアコンサルティングを主な職務とする職種への就職・転職を希望

していた。 
 第三に、休止者は、キャリアコンサルティングを開始（再開）しようにも経験不足によっ

て開始（再開）できない悪循環に陥っていることが示唆された。休止者は、開始（再開）に

あたり就職・転職を試みるが、キャリアコンサルティングの実務経験者の採用が優先される

ために経験の少ない休止者はなかなか採用されない。しかし、実務経験を積むためには企業

男性 女性 合計 sig.

度数 129 181 310

％ 41.6% 58.4% 100.0%

度数 112 211 323

％ 34.7% 65.3% 100.0%

度数 138 189 327

％ 42.2% 57.8% 100.0%

度数 75 83 158

％ 47.5% 52.5% 100.0%

度数 59 86 145

％ 40.7% 59.3% 100.0%

度数 54 67 121

％ 44.6% 55.4% 100.0%

度数 70 100 170

％ 41.2% 58.8% 100.0%

度数 41 72 113

％ 36.3% 63.7% 100.0%

度数 27 44 71

％ 38.0% 62.0% 100.0%

度数 51 72 123

％ 41.5% 58.5% 100.0%

度数 41 46 87

％ 47.1% 52.9% 100.0%

度数 17 12 29

％ 58.6% 41.4% 100.0%

度数 18 32 50

％ 36.0% 64.0% 100.0%

自身が所属する組織のトップ層の理解が十分ではな

い

支援対象者に相談・支援を受けるゆとりがない

支援対象者が消極的であったり、相談に来るのをた

めらったりする

自身が所属する組織の現場管理者の理解が十分では

ない

「キャリアコンサルタント」「キャリアコンサル

ティング」というものが知られていない

キャリアコンサルタントとしての自分自身の力量が

十分でない

相談・支援を行う環境（場所）が整っていない

キャリアコンサルタントとしての自身の処遇（就業

形態、報酬等）が十分でない

キャリアコンサルタントの組織内における立場や権

限、受け持ち範囲が明確でない

キャリア形成支援に対する関係者間の連携を図るの

が難しい

**

**

※sig.は有意水準。クロス表は、***が0.1%で統計的に有意。クロス表が有意の場合、調整済

み残差を求め、5%水準で値が大きい個所に網掛け、小さい個所に下線を付した。

***

**

その他

支援対象者が所属する組織の理解が十分でない

特に課題であると感じることはない
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に就職しなければならないという矛盾が生じている。また、既に企業に勤めている休止者の

場合は、副業禁止の制約によって会社を辞めずに実践経験を得ることができない。しかし、

思い切って辞めるにしてはキャリアコンサルタントの給与は安すぎるために転職には踏み切

れず、結局休止状態を維持してしまう。このようにして休止者から抜け出せないでいるので

ある。 
 キャリアコンサルタントの 10 万人計画を鑑みると、実務経験が乏しい有資格者は増加し

ていくことが予想される。今回の調査では約２割が休止者であったことから、10 万人達成時

には単純計算で２万人の休止者が生み出されることになる。これらの休止者に対して、いか

にして実践の場を提供していくのかが今後の大きな課題と言える。 
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第５章 キャリアコンサルタントの資格取得状況 

 

１．キャリアコンサルタントの資格取得状況および年齢・性別の特徴 

 本章では、キャリアコンサルタントの資格取得状況について検討を行う。 
 図表５－１に、本調査におけるキャリアコンサルティング関連の資格取得状況を示した。

最も多いのは「キャリアコンサルタント（経過措置で登録）」57.6%であり、以下、「産業カ

ウンセラー」37.6%、「旧制度の標準レベルのキャリア・コンサルタント資格」29.6%と続い

ていた。 
 ここで「１級キャリアコンサルティング技能士」「２級キャリアコンサルティング技能士」

は、キャリアコンサルティング技能検定（国家検定）に合格した者であり、キャリアコンサ

ルティング技能検定では実務経験年数が受検要件として設定されている。したがって、キャ

リアコンサルティング技能士は、キャリアコンサルタントの上位に位置づけられる。具体的

には、キャリアコンサルティング技能士１級は指導レベル、２級は熟練レベルとして位置づ

けられる」（厚生労働省 HP より） 
 また、「キャリアコンサルタント資格」のうち、（平成 28 年度以降の試験に合格して登録）

した者とは、国家資格となった平成 28 年度以降に登録試験機関が行うキャリアコンサルタ

ント試験を受験して合格した者である。それに対して、（経過措置で登録）した者とは、平成

28 年度以前にキャリアコンサルタント試験と同等以上のものであって厚生労働大臣が指定

する試験（従前のキャリア・コンサルタント能力評価試験）に合格した者、及びこれと同等

以上の能力を有すると認められる者を対象とした経過措置で、国家資格キャリアコンサルタ

ントを取得した者である。経過措置は平成 28 年４月から５年間の間、認められている。 
 基本的に、上述の（従前のキャリア・コンサルタント能力評価試験）に合格した者は、「旧

制度の標準レベルのキャリア・コンサルタント資格」と重複する。ただし、「産業カウンセラ

ー」は（従前のキャリア・コンサルタント能力評価試験）に合格した者であるが、「旧制度の

標準レベルのキャリア・コンサルタント資格」とは若干異なるため、別立てとなっている。 
 通常、図表５－１の「１級キャリアサルティング技能士」から「産業カウンセラー」まで

が、キャリアコンサルティングあるいはキャリアカウンセリング関連の資格と見なされてい

ることが多い。 
 資格取得状況相互の関連を検討した結果（２値データ間の相関関係を示す４分点相関係数

Φ係数を求めた）、おおむね以下の傾向を指摘できる。①「１級キャリアコンサルティング技

能士」は「２級キャリアコンサルティング技能士」と関連がある。②「２級キャリアコンサ

ルティング技能士」は「旧制度の標準レベルのキャリア・コンサルタント資格」「産業カウン

セラー」と関連がある。③「産業カウンセラー」資格取得者は、「心理相談員」「認定心理士」

「教育カウンセラー」「衛生管理者」「医師・看護師・保健師」と関連がある。 
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図表５－１ 調査回答者の資格取得状況 

 

 
 今回の調査回答者は全て国家資格キャリアコンサルタントの登録者であるため、ここで「関

連がある」とは、すなわちキャリアコンサルタントの資格と合わせて、さらに双方の資格を

重複して取得している割合が大きいことを示す。したがって、「１級キャリアコンサルティン

グ技能士」と「２級キャリアコンサルティング技能士」が相関が高いという結果は、国家資

格キャリアコンサルタントの登録者である今回の調査回答者で２級キャリアコンサルティン

グ技能士を持つ者は、同時に１級キャリアコンサルティング技能士の資格も合わせ持つこと

が多いことを示す。 
 当然ながら標準キャリコンから２級技能士、２級技能士から１級技能士といった資格取得

のステップとなっている場合に、資格を重複して取得している割合が大きい。ただし、「産業

カウンセラー」では、関連する心理学系の資格、衛生管理関係、医療関係の資格を取得して

いる者も多いことが示された。 
 その他、キャリアコンサルティング関連の資格以外の資格では、①「心理相談員」と「教

育カウンセラー」「衛生管理者」、②「教育カウンセラー」と「認定心理士」「精神保健福祉士」、

③「精神保健福祉士」と「社会福祉士」、④「衛生管理者」と「医師・看護師・保健師」、⑤

「ファイナンシャル・プランナー」と「社会保険労務士」の資格なども、国家資格キャリア

コンサルタントと合わせ持っている割合が高いと解釈される資格であった。 
 

1.4

21.0

23.1

57.6

29.6

37.6

9.7

4.4

1.0

3.2

1.3

11.1

1.4

1.7

11.8

1.4

4.4

0.9

0.1

9.6

0.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

１級キャリアコンサルティング技能士

２級キャリアコンサルティング技能士

キャリアコンサルタント資格（試験合格で登録）

キャリアコンサルタント資格（経過措置で登録）

旧制度の標準レベルのキャリア・コンサルタント資格

産業カウンセラー

心理相談員

コーチング資格

臨床心理士

認定心理士

教育カウンセラー

教育職員免許

社会福祉士（ソーシャルワーカー）

精神保健福祉士

衛生管理者

医師・看護師・保健師

社会保険労務士

中小企業診断士

税理士

ファイナンシャル・プランナー

関連資格は持っていない
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図表５－２ 取得資格間の関連 

 

 

 図表５－３には、年齢別の資格取得状況を示した。上述したとおり、「キャリアコンサルタ

ント（経過措置で登録）」「産業カウンセラー」「旧制度の標準レベルのキャリア・コンサルタ

ント資格」の資格を持つ回答者が多かったので、全般的にどの年代でもこれらの資格を持つ

者が多かった。ただし、年齢別の資格取得状況の特徴をより詳しく検討するために、χ2 検

定を行い、5%水準で統計的に有意である箇所について調整済み残差を求めて、どのセルに歪

みがあるのかを検討した 4。 
 その結果、①概して、20～40 代の年齢が若い層で、「キャリアコンサルタント資格（試験

合格で登録）」を取得している者が、他の年代に比べて相対的に多かった。一方、②概して、

60～70 代の年齢が高い層で、「旧制度の標準レベルのキャリア・コンサルタント資格」「産業

カウンセラー」「心理相談員」を取得している者が多かった。「産業カウンセラー」「心理相談

員」については 50 代でも取得している者が相対的に多かった。さらにその他の結果として、

③「２級キャリアコンサルティング技能士」を持つ者は 60 代で相対的に多く、70 代以上で

「教育カウンセラー」を持つ者が相対的に多かった。④20 代、30 代では「関連資格は持っ

ていない」との回答も相対的に多かった。 
 
 

                                                
4
 本章では、クロス表の分析にあたって、χ2検定を行って 5%水準で統計的に有意か否かの確認を行った後、有

意となった表について残差分析を行い、5%水準で統計的に有意に値が大きいセルまたは有意に値が小さいセルに

ついて解釈を行う手法を用いた。クロス表の分析の後、残差分析を行い、クロス表のどこに特徴があるのかを確

認する統計手法は一般的であるが、表頭および表側のＮの数と照らして期待される数値（期待値）からどの程度

大きいか（あるいは小さいか）という「歪み」を検討する統計手法であるため、表の見た目の％の大小関係と直

感的にずれる場合がある。この点について本報告書では、便宜上、「相対的に」「他と比較して」のように表記を

して、可能な限り表の見た目と齟齬のないように記述した。ただし、本来、当該クロス表が統計的に有意である

（≒表頭と表側に関連がみられている）のは、表中の網掛けまたは下線部分に統計的に有意な対応関係があるか

らであり、そこにこそ特徴的な結果が示されていると解釈する方が正確である。本報告書ではクロス表を解釈す

るにあたって、表面上の大小関係ではなく、むしろ統計的に有意な結果である網掛けまたは下線部分に着目する

よう留意されたい。 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

1 １級キャリアコンサルティング技能士 N=46

2 ２級キャリアコンサルティング技能士 N=686 .17

3 キャリアコンサルタント資格（試験合格で登録） N=757 -.05 -.22

4 キャリアコンサルタント資格（経過措置で登録） N=1886 .01 -.06 -.63

5 旧制度の標準レベルのキャリア・コンサルタント資格 N=968 .06 .14 -.31 -.05

6 産業カウンセラー N=1230 .08 .14 -.12 .04 .01

7 心理相談員 N=316 .06 .08 -.06 .02 .04 .35

8 コーチング資格 N=145 .00 .00 -.03 .04 .02 .02 .03

9 臨床心理士 N=34 -.01 .01 -.01 .03 -.03 .06 .03 -.01

10 認定心理士 N=104 .04 .05 -.02 .02 -.03 .15 .09 -.02 .07

11 教育カウンセラー N=41 .01 .04 -.05 .02 .04 .12 .10 .02 -.01 .11

12 教育職員免許 N=362 .00 .06 -.03 .02 .03 .04 .02 -.01 .02 .04 .08

13 社会福祉士（ソーシャルワーカー） N=45 .01 .01 .00 -.03 -.01 .03 .03 -.01 .04 .08 -.01 .01

14 精神保健福祉士 N=55 .01 .07 -.02 -.01 -.01 .08 .05 -.02 .06 .10 .01 .00 .35

15 衛生管理者 N=385 .01 .02 -.03 .05 .00 .10 .17 .01 .00 .00 .02 .02 -.01 -.01

16 医師・看護師・保健師 N=47 -.01 -.04 .02 .00 -.03 .11 .06 -.03 -.01 -.02 .01 .01 .01 .02 .12

17 社会保険労務士 N=144 -.01 -.01 .00 .02 -.03 .03 -.01 .00 -.02 -.01 -.01 .02 .00 -.02 .07 -.01

18 中小企業診断士 N=30 -.01 -.03 -.02 .02 .02 -.01 -.02 .01 -.01 .00 -.01 -.03 .02 -.01 -.02 .02 .01

19 税理士 N=3 .00 .03 .01 -.04 .03 .00 -.01 -.01 .00 -.01 .09 .02 .00 .00 -.01 .00 -.01 .00

20 ファイナンシャル・プランナー N=313 .03 .04 -.02 .01 .02 -.01 .03 .03 -.01 .04 .00 .03 .03 -.02 .05 -.03 .12 .03 .09

21 関連資格は持っていない N=18 -.01 -.04 -.04 -.09 -.05 -.06 -.02 -.02 -.01 -.01 -.01 -.03 -.01 -.01 -.03 -.01 -.02 -.01 .00 -.02

※数値は４分点相関係数（Φ係数）。絶対値.10以上に網かけを付した。
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図表５－３ 取得資格別の年齢 

 

 
 図表５－４には、性別の資格取得状況を示した。性別で取得している資格に違いが示され

ており、女性は「２級コンサルティング技能士」「産業カウンセラー」「臨床心理士」「認定心

理士」「教育職員免許」「社会福祉士（ソーシャルワーカー）」「医師・看護師・保健師」を取

得している割合が、男性に比べて統計的に有意に多かった。一方、男性は「衛生管理者」「中

小企業診断士」「ファイナンシャル・プランナー」を取得している割合が、女性に比べて統計

的に有意に多かった。 
図表５－４ 取得資格別の性別 

 

20代 30代 40代 50代 60代
70代

以上
sig.

１級キャリアコンサルティング技能士 N=46 0.0% 4.3% 28.3% 58.7% 8.7% 0.0%

２級キャリアコンサルティング技能士 N=686 0.3% 6.0% 28.9% 41.5% 20.7% 2.6% **

キャリアコンサルタント資格（試験合格で登録） N=757 3.6% 15.5% 33.3% 38.0% 9.5% 0.1% **

キャリアコンサルタント資格（経過措置で登録） N=1886 0.5% 10.7% 27.8% 39.9% 17.2% 3.8% **

旧制度の標準レベルのキャリア・コンサルタント資格 N=968 0.4% 10.1% 27.9% 38.3% 18.9% 4.3% **

産業カウンセラー N=1230 0.3% 7.4% 29.4% 41.2% 18.0% 3.7% **

心理相談員 N=316 0.0% 2.5% 27.2% 44.9% 20.3% 5.1% **

コーチング資格 N=145 0.0% 6.2% 31.7% 44.1% 15.9% 2.1%

臨床心理士 N=34 2.9% 17.6% 38.2% 35.3% 5.9% 0.0%

認定心理士 N=104 1.9% 11.5% 31.7% 40.4% 14.4% 0.0%

教育カウンセラー N=41 0.0% 2.4% 19.5% 43.9% 24.4% 9.8% *

教育職員免許 N=362 0.6% 10.2% 28.7% 44.8% 14.1% 1.7%

社会福祉士（ソーシャルワーカー） N=45 2.2% 17.8% 28.9% 40.0% 11.1% 0.0%

精神保健福祉士 N=55 0.0% 10.9% 25.5% 49.1% 14.5% 0.0%

衛生管理者 N=385 0.3% 10.9% 28.3% 41.3% 14.5% 4.7%

医師・看護師・保健師 N=47 0.0% 8.5% 31.9% 46.8% 10.6% 2.1%

社会保険労務士 N=144 0.0% 9.0% 31.3% 38.9% 17.4% 3.5%

中小企業診断士 N=30 0.0% 13.3% 23.3% 30.0% 23.3% 10.0%

税理士 N=3 0.0% 0.0% 33.3% 33.3% 33.3% 0.0%

ファイナンシャル・プランナー N=313 1.0% 12.5% 26.5% 40.9% 18.2% 1.0%

関連資格は持っていない N=18 11.1% 33.3% 33.3% 16.7% 5.6% 0.0% **

全体 1.2% 11.3% 29.7% 38.6% 16.3% 2.9%

※sig.は有意水準、** p<.01 * p<.05。統計的に有意な箇所について調整済み残差を求め、5%水準で値が大きい箇所

に網かけ、小さい箇所に下線を付した。

男性 女性 sig.

１級キャリアコンサルティング技能士 N=46 39.1% 60.9%

２級キャリアコンサルティング技能士 N=686 40.7% 59.3% **

キャリアコンサルタント資格（試験合格で登録） N=757 45.6% 54.4%

キャリアコンサルタント資格（経過措置で登録） N=1886 46.6% 53.4%

旧制度の標準レベルのキャリア・コンサルタント資格 N=968 45.7% 54.3%

産業カウンセラー N=1230 41.1% 58.9% **

心理相談員 N=316 40.2% 59.8%

コーチング資格 N=145 40.7% 59.3%

臨床心理士 N=34 20.6% 79.4% **

認定心理士 N=104 18.3% 81.7% **

教育カウンセラー N=41 39.0% 61.0%

教育職員免許 N=362 30.7% 69.3% **

社会福祉士（ソーシャルワーカー） N=45 26.7% 73.3% *

精神保健福祉士 N=55 32.7% 67.3%

衛生管理者 N=385 54.5% 45.5% **

医師・看護師・保健師 N=47 2.1% 97.9% **

社会保険労務士 N=144 49.3% 50.7%

中小企業診断士 N=30 76.7% 23.3% **

税理士 N=3 100.0% 0.0%

ファイナンシャル・プランナー N=313 53.7% 46.3% **

関連資格は持っていない N=18 38.9% 61.1%

全体 45.1% 54.9%

※sig.は有意水準。** p<.01　* p<.05。統計的に有意な箇所について調整済み残差

を求め、5%水準で値が大きい方に網かけ、小さい方に下線を付した。
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２．取得資格別の就労形態・業種 

 図表５－５には、就労形態別の資格取得状況を示した。ここでも全般的に「キャリアコン

サルタント（経過措置で登録）」「産業カウンセラー」「旧制度の標準レベルのキャリア・コン

サルタント資格」を持つ回答者が多かったが、就労形態別の特徴をみるために、χ2 検定を

行い調整済み残差を求めて、どのセルに歪みがあるのかを検討した。 
 その結果、まず、①「正規社員」では「キャリアコンサルタント資格（試験合格で登録）」

「衛生管理者」「医師・看護師・保健師」を取得している割合が、他に比べて統計的に有意に

多かった。②「非正規社員」では「２級キャリアコンサルティング技能士」「旧制度の標準レ

ベルのキャリア・コンサルタント資格」「産業カウンセラー」「認定心理士」を取得している

割合が統計的に有意に多かった。③「キャリアコンサルタントとしてフリー・自営」では「１

級キャリアコンサルティング技能士」「２級キャリアコンサルティング技能士」「キャリアコ

ンサルタント資格（経過措置で登録）」「旧制度の標準レベルのキャリア・コンサルタント資

格」「心理相談員」「コーチング資格」「ファイナンシャル・プランナー」を取得している割合

が、他に比べて統計的に有意に多かった。④「キャリアコンサルタント以外でフリー・自営」

では「コーチング資格」「社会保険労務士」「中小企業診断士」「ファイナンシャル・プランナ

ー」を取得している割合が、他に比べて統計的に有意に多かった。その他、個別の結果とし

て、⑤「キャリアコンサルタントとしてボランティア」では「心理相談員」「医師・看護師・

保健師」、「キャリアコンサルタント以外でボランティア」では「産業カウンセラー」「税理士」、

⑥現在、「無職」では「旧制度の標準レベルのキャリア・コンサルタント資格」「産業カウン

セラー」が多かった。 
図表５－５ 取得資格別の就労形態① 

 

正規

社員

非正規

社員

経営・

管理職

キャリア

コンサル

タント

として

フリー・

自営

キャリア

コンサル

タント

以外で

フリー・

自営

キャリア

コンサル

タント

として

ボラン

ティア

キャリア

コンサル

タント

以外で

ボラン

ティア

無職 sig.

１級キャリアコンサルティング技能士 N=46 32.6% 28.3% 4.3% 32.6% 2.2% 0.0% 0.0% 0.0% **

２級キャリアコンサルティング技能士 N=686 30.9% 33.5% 5.8% 18.1% 5.4% 1.9% 1.2% 3.2% **

キャリアコンサルタント資格（試験合格で登録） N=757 45.6% 27.6% 7.5% 4.5% 6.9% 2.0% 2.2% 3.7% **

キャリアコンサルタント資格（経過措置で登録） N=1886 39.0% 27.9% 7.0% 12.5% 6.3% 1.7% 1.6% 4.0% *

旧制度の標準レベルのキャリア・コンサルタント資格 N=968 30.9% 32.6% 6.4% 15.1% 5.4% 2.5% 2.0% 5.2% **

産業カウンセラー N=1230 33.8% 32.0% 6.0% 10.9% 6.9% 2.4% 2.8% 5.3% **

心理相談員 N=316 31.6% 27.8% 7.9% 14.6% 6.3% 4.1% 1.9% 5.7% **

コーチング資格 N=145 29.0% 17.2% 11.0% 24.8% 14.5% 1.4% 0.0% 2.1% **

臨床心理士 N=34 41.2% 26.5% 2.9% 8.8% 14.7% 0.0% 0.0% 5.9%

認定心理士 N=104 26.9% 46.2% 3.8% 6.7% 3.8% 2.9% 3.8% 5.8% **

教育カウンセラー N=41 22.0% 29.3% 7.3% 17.1% 12.2% 4.9% 2.4% 4.9%

教育職員免許 N=362 40.6% 29.8% 5.2% 9.4% 6.6% 2.5% 2.2% 3.6%

社会福祉士（ソーシャルワーカー） N=45 35.6% 40.0% 8.9% 6.7% 0.0% 0.0% 6.7% 2.2%

精神保健福祉士 N=55 29.1% 41.8% 7.3% 14.5% 0.0% 0.0% 3.6% 3.6%

衛生管理者 N=385 52.7% 20.5% 9.6% 5.5% 4.7% 2.1% 1.3% 3.6% **

医師・看護師・保健師 N=47 53.2% 23.4% 2.1% 0.0% 6.4% 6.4% 4.3% 4.3% *

社会保険労務士 N=144 22.9% 13.2% 9.7% 11.8% 37.5% 0.7% 2.1% 2.1% **

中小企業診断士 N=30 30.0% 6.7% 13.3% 3.3% 36.7% 6.7% 0.0% 3.3% **

税理士 N=3 33.3% 0.0% 0.0% 0.0% 33.3% 0.0% 33.3% 0.0% **

ファイナンシャル・プランナー N=313 33.2% 25.6% 7.3% 16.6% 9.9% 1.9% 1.6% 3.8% **

関連資格は持っていない N=18 50.0% 22.2% 0.0% 11.1% 0.0% 5.6% 0.0% 11.1%

全体 38.9% 28.8% 7.2% 10.9% 6.3% 2.0% 1.9% 4.0%

※sig.は有意水準。** p<.01　* p<.05。統計的に有意な箇所について調整済み残差を求め、5%水準で値が大きい箇所に網かけ、小さい箇所に下線を

付した。
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 図表５－６には、就業形態別の資格取得状況の特徴を明確に示すために、正規社員・非正

規社員・フリー自営別に「１級キャリアコンサルティング技能士」「２級キャリアコンサルテ

ィング技能士」「旧制度の標準レベルのキャリア・コンサルタント資格」の取得状況を図示し

た。図表から、「キャリアコンサルタントとしてフリー・自営」として働いている者は、旧制

度時代からキャリアコンサルティング資格を取得しており、かつ１級あるいは２級技能士の

ように一定の経験年数を要する資格を取得している割合が高いことが示される。十分な経験、

より高度な資格が、キャリアコンサルタントとしてフリー・自営で活動する上で求められる

ことを指摘できる。 
図表５－６ 取得資格別の就労形態② 

 

 
 

 図表５－７に、業種別の資格取得状況を示した。キャリアコンサルティング関連資格を中

心にみていくと、まず「１級キャリア・コンサルティング技能士」「２級キャリアコンサルテ

ィング技能士」の資格を合わせ持つ回答者は「教育、学習支援（大学等）」「公務（職業相談・

職業紹介）」で相対的に割合が多かった。また、「キャリアコンサルタント資格（試験合格で

登録）」は「製造業」で相対的に割合が多かった。さらに「旧制度の標準レベルのキャリア・

コンサルタント資格」は「公務（職業相談・職業紹介）」で相対的に割合が多かった。「産業

カウンセラー」も「公務（職業相談・職業紹介）」で相対的に割合が多かったが、「医療、福

祉」「公務（その他）」でも相対的に割合が多かった。 
 その他、「製造業」では「衛生管理者」「医師・看護師・保健師」「中小企業診断士」の資格

を合わせ持つ者が多かった。「教育、学習支援」では「教育職員免許」を持つ者が多かった。

「医療、福祉」では「心理相談員」「臨床心理士」「認定心理士」「社会福祉士（ソーシャルワ

ーカー）」「精神保健福祉士」「医師・看護師・保健師」の資格を持つ者が多かった。 
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図表５－７ 取得資格別の業種① 

 

 
 調査回答者が働く領域をより明確な形で検討するために、図表５－８には、上述の業種を

「企業」「教育」「医療、福祉」「公務」の４つの領域にまとめて結果を示した。また、図表５

－９では、図でも示した。 
 その結果、「２級キャリアコンサルティング技能士」の資格など、一定以上の実務経験年数

を要する資格を合わせ持つキャリアコンサルタント登録者は、概して「教育」「公務」の領域

に多かった。また、「キャリアコンサルタント資格（経過措置で登録）」は「教育」、「旧制度

の標準レベルのキャリアコンサルタント資格」「産業カウンセラー」は「公務」など、以前か

らあった資格を取得している回答者は「教育」や「公務」に多かった。 
 一方で、平成 28 年以降の試験合格によってキャリアコンサルタント資格を取得した「キ

ャリアコンサルタント資格（試験合格で登録）」は「企業」で多かった。これらの結果から、

キャリアコンサルタントの資格が国家資格となり新制度となった現在、「教育」や「公務」の

領域から「企業」の領域へと拡大している様子をうかがうことができる。 
 なお、その他、「企業」では「衛生管理者」、「教育」では「教育職員免許」「教育カウンセ

ラー」、「医療、福祉」では「医師・看護師・保健師」「臨床心理士」「認定心理士」「社会福祉

士（ソーシャルワーカー）」「精神保健福祉士」など、各領域別に特徴的な資格があり、キャ

リアコンサルタントは業種に応じた関連資格を取得している場合が多いことが示される。 
 
 
 
  
 

 

製造業
情報

通信業

卸売業・

小売業

教育、

学習

支援

（大学等）

教育、

学習

支援

（その他）

医療、

福祉

サービス業

（職業紹介、

派遣業）

サービス業

（その他）

公務

（職業相談・

職業紹介）

公務

（その他）
sig.

１級キャリアコンサルティング技能士 N=30 10.0% 0.0% 0.0% 30.0% 3.3% 0.0% 16.7% 3.3% 33.3% 3.3% *

２級キャリアコンサルティング技能士 N=434 6.7% 2.5% 2.3% 18.7% 6.9% 3.7% 16.4% 7.6% 27.2% 8.1% **

キャリアコンサルタント資格（試験合格で登録） N=524 13.4% 9.0% 5.2% 11.6% 5.3% 6.9% 16.4% 8.6% 15.8% 7.8% *

キャリアコンサルタント資格（経過措置で登録） N=1248 9.8% 6.6% 4.0% 16.9% 6.6% 5.0% 17.4% 9.3% 15.9% 8.7%

旧制度の標準レベルのキャリア・コンサルタント資格 N=612 7.7% 5.7% 3.8% 16.7% 6.9% 3.3% 17.6% 8.0% 21.9% 8.5% **

産業カウンセラー N=769 12.0% 8.3% 3.9% 10.7% 4.6% 6.9% 9.9% 9.6% 21.7% 12.5% **

心理相談員 N=185 11.4% 8.1% 2.2% 11.9% 4.9% 10.3% 5.9% 16.8% 18.4% 10.3% **

コーチング資格 N=71 18.3% 7.0% 1.4% 12.7% 8.5% 7.0% 19.7% 11.3% 8.5% 5.6%

臨床心理士 N=22 4.5% 0.0% 0.0% 4.5% 0.0% 36.4% 9.1% 13.6% 13.6% 18.2% **

認定心理士 N=66 4.5% 3.0% 1.5% 16.7% 7.6% 13.6% 7.6% 4.5% 27.3% 13.6% **

教育カウンセラー N=22 0.0% 0.0% 0.0% 36.4% 4.5% 4.5% 4.5% 9.1% 27.3% 13.6%

教育職員免許 N=237 4.6% 7.2% 2.5% 24.1% 9.7% 6.3% 11.4% 8.4% 16.0% 9.7% **

社会福祉士（ソーシャルワーカー） N=33 3.0% 3.0% 0.0% 6.1% 0.0% 57.6% 6.1% 3.0% 3.0% 18.2% **

精神保健福祉士 N=39 0.0% 0.0% 0.0% 10.3% 2.6% 43.6% 2.6% 10.3% 17.9% 12.8% **

衛生管理者 N=265 19.2% 9.8% 6.0% 9.4% 3.0% 4.9% 21.1% 10.6% 10.6% 5.3% **

医師・看護師・保健師 N=36 25.0% 2.8% 5.6% 13.9% 0.0% 27.8% 0.0% 5.6% 11.1% 8.3% **

社会保険労務士 N=49 10.2% 10.2% 2.0% 20.4% 2.0% 0.0% 8.2% 20.4% 14.3% 12.2% **

中小企業診断士 N=9 44.4% 11.1% 0.0% 0.0% 11.1% 0.0% 0.0% 22.2% 0.0% 11.1% *

税理士 N=1 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

ファイナンシャル・プランナー N=169 16.0% 7.1% 3.0% 12.4% 2.4% 4.1% 16.0% 8.9% 20.7% 9.5%

関連資格は持っていない N=10 20.0% 0.0% 0.0% 0.0% 10.0% 10.0% 40.0% 10.0% 0.0% 10.0%

全体 10.3% 7.1% 4.4% 15.0% 6.7% 5.5% 17.0% 8.9% 17.0% 8.2%

※sig.は有意水準。** p<.01　* p<.05。統計的に有意な箇所について調整済み残差を求め、5%水準で値が大きい箇所に網かけ、小さい箇所に下線を付した。
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図表５－８ 取得資格別の業種② 

 
 

図表５－９ 取得資格別の業種③ 

 
 
 
３．取得資格別の職種・役職 

 図表５－１０に取得資格別の職種を示した。全体的に「（主に）キャリアコンサルタントの

仕事」に従事している者が多いが、特に「２級キャリアコンサルティング技能士」「旧制度の

標準レベルのキャリア・コンサルタント資格」「認定心理士」の資格を合わせ持つ者で、その

割合が多いことが示される。 
 図表５－１１に示されるとおり、概して、資格取得前後に一定の経験年数を要する資格を

取得している者ほど、主にキャリアコンサルタントの仕事に従事している割合が高い。平成

企業 教育 医療 公務 sig.

１級キャリアコンサルティング技能士 N=30 30.0% 33.3% 0.0% 36.7%

２級キャリアコンサルティング技能士 N=434 35.5% 25.6% 3.7% 35.3% **

キャリアコンサルタント資格（試験合格に登録） N=524 52.5% 17.0% 6.9% 23.7% **

キャリアコンサルタント資格（経過措置で登録） N=1248 47.0% 23.5% 5.0% 24.5%

旧制度の標準レベルのキャリア・コンサルタント資格 N=612 42.8% 23.5% 3.3% 30.4% **

産業カウンセラー N=769 43.7% 15.2% 6.9% 34.2% **

心理相談員 N=185 44.3% 16.8% 10.3% 28.6% **

コーチング資格 N=71 57.7% 21.1% 7.0% 14.1%

臨床心理士 N=22 27.3% 4.5% 36.4% 31.8% **

認定心理士 N=66 21.2% 24.2% 13.6% 40.9% **

教育カウンセラー N=22 13.6% 40.9% 4.5% 40.9% **

教育職員免許 N=237 34.2% 33.8% 6.3% 25.7% **

社会福祉士（ソーシャルワーカー） N=33 15.2% 6.1% 57.6% 21.2% **

精神保健福祉士 N=39 12.8% 12.8% 43.6% 30.8% **

衛生管理者 N=265 66.8% 12.5% 4.9% 15.8% **

医師・看護師・保健師 N=36 38.9% 13.9% 27.8% 19.4% **

社会保険労務士 N=49 51.0% 22.4% 0.0% 26.5%

中小企業診断士 N=9 77.8% 11.1% 0.0% 11.1%

税理士 N=1 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

ファイナンシャル・プランナー N=169 50.9% 14.8% 4.1% 30.2%

関連資格は持っていない N=10 70.0% 10.0% 10.0% 10.0%

全体 47.6% 21.7% 5.5% 25.2%

※sig.は有意水準。** p<.01　* p<.05。統計的に有意な箇所について調整済み残差を求め、5%水準で値

が大きい箇所に網かけ、小さい箇所に下線を付した。
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キャリアコンサルタント資格（試験合格に登録） N=524
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28 年以降の資格試験に合格してキャリアコンサルタント資格を取得した者は、資格取得直後

の者が多く含まれるが、２級キャリアコンサルティング技能士は５年、１級キャリアコンサ

ルティング技能士は 10 年の実務経験あるいはそれに相当する学習経験を積んでいる。実務

経験・学習経験およびそれに基づく資格の階層性と、実際にキャリアコンサルタントとして

の仕事に従事している割合には、一定程度の直線的な対応関係があると指摘できる。 
 

図表５－１０ 取得資格別の職種 

 

 
図表５－１１ 主なキャリアコンサルティング関連資格別にみた 

「（主に）キャリアコンサルタントの仕事」に従事している割合 

 

 
 図表５－１２には、取得資格別の役職を示した。統計的に有意な箇所が散見されるが、取

得している資格と役職の関連について全般的な傾向を指摘することは難しい。ただし、「その

他」で「１級キャリアコンサルティング技能士」「産業カウンセラー」の資格を合わせ持つ者

が多いという結果からは、これらの回答者が、必ずしも階層型の役職を持つ働き方をしてお

らず、例えば自営やフリーのような働き方をしている者が多いことをうかがわせる。 

（主に）

キャリア

コンサル

タントの

仕事

人事

総務・

経理・

管理

営業

企画・

マーケ

ティング

サービス・

販売

技術・

研究職

クリエイ

ティブ
その他 sig.

１級キャリアコンサルティング技能士 N=30 50.0% 10.0% 6.7% 0.0% 3.3% 0.0% 6.7% 0.0% 23.3%

２級キャリアコンサルティング技能士 N=484 51.0% 10.6% 10.0% 3.3% 1.5% 0.8% 2.3% 0.2% 20.3% **

キャリアコンサルタント資格（試験合格に登録） N=611 27.8% 15.7% 15.1% 7.7% 5.9% 1.8% 2.9% 0.2% 22.9% **

キャリアコンサルタント資格（経過措置で登録） N=1394 37.3% 13.6% 12.0% 6.0% 3.8% 2.2% 3.9% 0.4% 20.8%

旧制度の標準レベルのキャリア・コンサルタント資格 N=677 43.7% 12.7% 10.9% 5.0% 3.1% 2.4% 2.7% 0.1% 19.4% **

産業カウンセラー N=833 35.1% 13.7% 14.3% 3.4% 3.1% 1.5% 5.0% 0.6% 23.4% **

心理相談員 N=213 31.0% 15.5% 16.4% 2.8% 3.8% 2.3% 5.2% 0.0% 23.0%

コーチング資格 N=83 30.1% 19.3% 18.1% 1.2% 3.6% 1.2% 0.0% 0.0% 26.5%

臨床心理士 N=24 33.3% 0.0% 0.0% 4.2% 8.3% 0.0% 25.0% 0.0% 29.2% **

認定心理士 N=80 47.5% 3.8% 5.0% 6.3% 2.5% 2.5% 10.0% 1.3% 21.3% **

教育カウンセラー N=24 37.5% 0.0% 8.3% 0.0% 0.0% 4.2% 4.2% 0.0% 45.8%

教育職員免許 N=274 37.2% 10.2% 11.3% 3.6% 4.4% 1.8% 3.3% 0.0% 28.1% *

社会福祉士（ソーシャルワーカー） N=38 26.3% 5.3% 2.6% 0.0% 0.0% 2.6% 2.6% 0.0% 60.5% **

精神保健福祉士 N=43 48.8% 0.0% 4.7% 0.0% 0.0% 0.0% 4.7% 0.0% 41.9% **

衛生管理者 N=319 21.6% 25.1% 21.0% 5.6% 3.4% 0.9% 2.5% 0.0% 19.7% **

医師・看護師・保健師 N=37 18.9% 10.8% 8.1% 0.0% 0.0% 0.0% 5.4% 0.0% 56.8% **

社会保険労務士 N=66 24.2% 25.8% 16.7% 1.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 31.8% **

中小企業診断士 N=15 0.0% 20.0% 20.0% 0.0% 6.7% 0.0% 13.3% 6.7% 33.3% **

税理士 N=1 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

ファイナンシャル・プランナー N=207 33.8% 15.0% 12.1% 8.7% 4.8% 1.4% 2.9% 0.0% 21.3%

関連資格は持っていない N=13 0.0% 15.4% 15.4% 23.1% 15.4% 15.4% 0.0% 0.0% 15.4% **

全体 35.9% 13.9% 12.9% 6.4% 4.1% 2.1% 3.3% 0.3% 21.1%

※sig.は有意水準。** p<.01　* p<.05。統計的に有意な箇所について調整済み残差を求め、5%水準で値が大きい箇所に網かけ、小さい箇所に下線を付した。
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 また、今回の調査に回答した「経営者、役員」「部長相当職」に就くキャリアコンサルタン

ト登録者は、「コーチング資格」「社会保険労務士」などの資格も合わせ持つ割合が統計的に

有意に多く、経営層・管理職層が求めるキャリアコンサルティングのスキルや知識には、部

下に対する適切なコーチおよび企業経営上の人事労務管理全般が含まれることを象徴する結

果であるとの解釈もできる。 
 

図表５－１２ 取得資格別の役職 

 

 
 
４．取得資格別の活動内容 

 図表５－１３には、取得資格別の「キャリアコンサルティングに関する活動」を示した。

図表から「１級キャリアコンサルティング技能士」「２級キャリアコンサルティング技能士」

「旧制度の標準レベルのキャリア・コンサルタント資格」を合わせ持つ者は、「ほぼ毎日活動

している」と回答した割合が多いことが示される。一方で、現在「活動していない」という

回答は「キャリアコンサルタント資格（試験合格で登録）」「産業カウンセラー」で割合が相

対的に多かった。前者は資格取得直後、後者は年齢が高い資格取得者が多く含まれており、

その結果、活動していない割合が若干高かったものと考えられる。また、「不定期に活動して

いる」者は、「衛生管理者」「医師・看護師・保健師」「社会保険労務士」の資格を合わせ持つ

者が多く、これらの資格をもとにした活動のかたわら、キャリアコンサルティング関連の活

動をしている様子がうかがえる。 

経営者、

役員

部長

相当職

課長

相当職

係長、

主任、

職長

相当職

役職は

特になし
その他 sig.

１級キャリアコンサルティング技能士 N=30 6.7% 10.0% 13.3% 13.3% 36.7% 20.0% *

２級キャリアコンサルティング技能士 N=482 9.1% 6.6% 14.9% 10.2% 52.7% 6.4% **

キャリアコンサルタント資格（試験合格に登録） N=611 5.7% 10.6% 11.3% 17.7% 49.9% 4.7% *

キャリアコンサルタント資格（経過措置で登録） N=1394 7.6% 10.0% 15.0% 13.2% 48.8% 5.4%

旧制度の標準レベルのキャリア・コンサルタント資格 N=677 7.5% 8.9% 14.6% 12.1% 51.3% 5.6%

産業カウンセラー N=883 5.1% 9.2% 13.4% 13.3% 52.5% 6.6% **

心理相談員 N=213 7.0% 13.1% 14.1% 10.8% 47.9% 7.0%

コーチング資格 N=83 14.5% 20.5% 15.7% 12.0% 32.5% 4.8% **

臨床心理士 N=24 4.2% 4.2% 0.0% 29.2% 58.3% 4.2%

認定心理士 N=80 3.8% 2.5% 2.5% 10.0% 73.8% 7.5% **

教育カウンセラー N=24 8.3% 8.3% 16.7% 4.2% 50.0% 12.5%

教育職員免許 N=274 5.5% 8.8% 14.6% 13.5% 51.5% 6.2%

社会福祉士（ソーシャルワーカー） N=38 10.5% 2.6% 5.3% 13.2% 63.2% 5.3%

精神保健福祉士 N=43 7.0% 4.7% 4.7% 9.3% 65.1% 9.3%

衛生管理者 N=319 6.6% 15.4% 19.7% 17.2% 38.6% 2.5% **

医師・看護師・保健師 N=37 2.7% 0.0% 2.7% 27.0% 59.5% 8.1% *

社会保険労務士 N=66 19.7% 18.2% 6.1% 15.2% 37.9% 3.0% **

中小企業診断士 N=15 26.7% 6.7% 20.0% 26.7% 6.7% 13.3% **

税理士 N=1 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%

ファイナンシャル・プランナー N=207 9.7% 8.2% 14.0% 13.5% 48.8% 5.8%

関連資格は持っていない N=13 0.0% 7.7% 15.4% 23.1% 53.8% 0.0%

全体 7.5% 9.8% 13.7% 14.2% 49.8% 5.1%

※sig.は有意水準、** p<.01 * p<.05。統計的に有意な箇所について調整済み残差を求め、5%水準で値が大きい箇所に網

かけ、小さい箇所に下線を付した。
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図表５－１３ 取得資格別の「キャリアコンサルティングに関する活動」 

 

 
 図表５－１４には、主なキャリアコンサルティング資格別にみた「ほぼ毎日活動している」

割合を示した。先に図表５－１０で示した結果と同様、「ほぼ毎日活動している」割合につい

ても、資格取得前後に一定の経験年数を要する専門性が高いと位置づけられている資格を合

わせ持つ者ほど、キャリアコンサルタントとして毎日活動している割合が高いことがうかが

えた。図に示したとおり、１級キャリアコンサルティング技能士＞２級キャリアコンサルテ

ィング技能士＞旧制度の標準レベルのキャリア・コンサルタント資格＞キャリアコンサルタ

ント資格（経過措置で登録）＞キャリアコンサルタント（試験合格で登録）の順に、キャリ

アコンサルタントとして毎日活動していることが明確に示されている。 
 

図表５－１４ 主なキャリアコンサルティング関連資格別にみた「ほぼ毎日活動している」割合

 

 

ほぼ毎日

活動して

いる

週2～3回

程度活動

している

週1回

程度活動

している

不定期に

活動して

いる

活動して

いない
sig.

１級キャリアコンサルティング技能士 N=46 63.0% 21.7% 4.3% 10.9% 0.0% **

２級キャリアコンサルティング技能士 N=686 46.6% 15.2% 7.1% 22.4% 8.6% **

キャリアコンサルタント資格（試験合格で登録） N=757 27.9% 10.6% 5.4% 27.2% 28.9% **

キャリアコンサルタント資格（経過措置で登録） N=1886 31.9% 14.3% 6.7% 29.5% 17.7% **

旧制度の標準レベルのキャリア・コンサルタント資格 N=968 38.4% 14.3% 6.4% 25.9% 15.0% **

産業カウンセラー N=1230 28.4% 12.4% 6.3% 29.0% 24.0% **

心理相談員 N=316 26.3% 15.2% 6.6% 32.0% 19.9%

コーチング資格 N=145 24.1% 24.8% 9.0% 31.0% 11.0% **

臨床心理士 N=34 26.5% 26.5% 11.8% 26.5% 8.8%

認定心理士 N=104 32.7% 13.5% 4.8% 26.0% 23.1%

教育カウンセラー N=41 22.0% 14.6% 14.6% 39.0% 9.8% *

教育職員免許 N=362 30.1% 17.4% 6.6% 26.0% 19.9%

社会福祉士（ソーシャルワーカー） N=45 31.1% 17.8% 4.4% 28.9% 17.8%

精神保健福祉士 N=55 43.6% 10.9% 5.5% 21.8% 18.2%

衛生管理者 N=385 20.3% 11.4% 6.5% 39.5% 22.3% **

医師・看護師・保健師 N=47 6.4% 4.3% 6.4% 44.7% 38.3% **

社会保険労務士 N=144 13.2% 12.5% 9.7% 50.0% 14.6% **

中小企業診断士 N=30 0.0% 16.7% 23.3% 36.7% 23.3% **

税理士 N=3 33.3% 33.3% 0.0% 33.3% 0.0%

ファイナンシャル・プランナー N=313 27.2% 18.8% 6.4% 30.0% 17.6% *

関連資格は持っていない N=18 5.6% 5.6% 5.6% 22.2% 61.1% **

全体 31.9% 13.3% 6.4% 28.2% 20.3%

※sig.は有意水準、** p<.01 * p<.05。統計的に有意な箇所について調整済み残差を求め、5%水準で値が大きい箇所に

網かけ、小さい箇所に下線を付した。

63.0%

46.6%

38.4%

31.9%

27.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

１級キャリアコンサルティング技能士 N=46

２級キャリアコンサルティング技能士 N=686

旧制度の標準レベルのキャリア・コンサルタント資格 N=968

キャリアコンサルタント資格（経過措置で登録） N=1886

キャリアコンサルタント資格（試験合格で登録） N=757
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 図表５－１５に、取得資格別の活動内容を示した。この項目は以下の教示文で割合を数値

で記入して回答するように求めた。「直近１年間の「キャリアコンサルティングに関連する活

動」を内容別にみた場合、それぞれの活動時間はどのくらいですか。おおよそで構いません

ので割合（％）で記入してください。全体を合計して 100%になるように、数字を割り当て

てください。」 
 表は「相談、面談、カウンセリング」の割合が大きい順に資格を並べた。最も「相談、面

談、カウンセリング」の割合が多いのは、「臨床心理士」の資格を合わせ持つ者であり、活動

内容の７割強が相談に費やされていた。以下、「認定心理士」「医師・看護師・保健師」「精神

保健福祉士」「社会福祉士」の順に続いており、相談が活動内容の６～７割を占めた。概して、

より専門的な心理学的知識を要する資格あるいは医療・福祉の領域で働くことが多い資格を

合わせ持つ者で「相談、面談、カウンセリング」の割合が多いことが示される。 
 なお、「産業カウセラー」「２級キャリアコンサルティング技能士」「心理相談員」「旧制度

の標準レベルのキャリア・コンサルタント資格」等の資格を持つ者は、相談に費やす時間が

約６割前後であったのに対して、「１級キャリアコンサルティング技能士」では４割であった。 
 図表５－１６に、主なキャリアコンサルティング関連資格別にみた活動内容を示したが、

「１級キャリアコンサルティング技能士」の資格を有する者は、「相談、面談、カウンセリン

グ」が活動内容に占める割合が低く、「セミナー、研修、授業の講師」「それ以外」の活動に

時間を費やす割合が多いことが示される。 
 

図表５－１５ 取得資格別の活動内容 

 

相談、

面談、

カウン

セリング

セミナー、

研修、

授業の

講師

それ以外

臨床心理士 N=31 73.9% 15.0% 11.1%

認定心理士 N=80 69.9% 18.9% 11.3%

医師・看護師・保健師 N=29 66.6% 12.0% 21.4%

精神保健福祉士 N=45 64.5% 16.4% 19.0%

社会福祉士（ソーシャルワーカー） N=37 63.7% 17.5% 18.8%

ファイナンシャル・プランナー N=258 61.0% 22.1% 16.8%

産業カウンセラー N=935 60.4% 20.7% 18.8%

２級キャリアコンサルティング技能士 N=627 59.9% 24.0% 16.1%

心理相談員 N=253 59.5% 22.3% 18.1%

旧制度の標準レベルのキャリア・コンサルタント資格 N=823 59.1% 22.6% 18.3%

全体 58.5% 21.8% 19.7%

キャリアコンサルタント資格（経過措置で登録） N=1553 58.2% 22.4% 19.3%

衛生管理者 N=299 58.2% 20.1% 21.7%

教育職員免許 N=290 58.0% 24.1% 17.9%

キャリアコンサルタント資格（試験合格で登録） N=538 57.8% 19.7% 22.5%

社会保険労務士 N=123 56.6% 24.2% 19.3%

教育カウンセラー N=37 48.2% 30.8% 21.0%

コーチング資格 N=129 47.8% 35.3% 16.9%

税理士 N=3 46.7% 5.0% 48.3%

１級キャリアコンサルティング技能士 N=46 43.8% 34.6% 21.6%

関連資格は持っていない N=7 35.0% 42.1% 22.9%

中小企業診断士 N=23 32.9% 21.7% 45.4%
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図表５－１６ 主なキャリアコンサルティング関連資格別にみた活動内容 

 
 
 
５．取得資格別の活動年数、専業・兼業の割合 

 図表５－１７には、取得資格別のキャリアコンサルタントとしての通算活動年数を示した。

表から、「10 年以上」が他に比べて統計的に有意に多かったのは、「１級キャリアコンサルテ

ィング技能士」「２級キャリアコンサルティング技能士」「キャリアコンサルタント資格（経

過措置で登録）」「旧制度の標準レベルのキャリア・コンサルタント資格」「産業カウンセラー」

「心理相談員」「臨床心理士」「教育カウンセラー」「教育職員免許」「衛生管理者」であった。

また、「５年以上 10 年未満」が統計的に有意に多かったのは「２級キャリアコンサルティン

グ技能士」「キャリアコンサルタント資格（経過措置で登録）」「旧制度の標準レベルのキャリ

ア・コンサルタント資格」であった。一方で、「キャリアコンサルタント資格（試験合格で登

録）」では「１年以上５年未満」「１年未満」が統計的に有意に多かった。 
 

図表５－１７ 取得資格別のキャリアコンサルタントとしての通算活動年数① 

 

43.8%

59.9%

57.8%

58.2%

59.1%

34.6%

24.0%

19.7%

22.4%

22.6%

21.6%

16.1%

22.5%

19.3%

18.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

１級キャリアコンサルティング技能士

２級キャリアコンサルティング技能士

キャリアコンサルタント資格（試験合格で登録）

キャリアコンサルタント資格（経過措置で登録）

旧制度の標準レベルのキャリア・コンサルタント資格

相談、面談、カウンセリング セミナー、研修、授業の講師 それ以外

1年未満
1年以上

5年未満

5年以上

10年未満
10年以上 sig.

１級キャリアコンサルティング技能士 N=46 0.0% 2.2% 26.1% 71.7% **

２級キャリアコンサルティング技能士 N=627 1.3% 12.9% 38.1% 47.7% **

キャリアコンサルタント資格（試験合格で登録） N=538 32.2% 40.1% 17.7% 10.0% **

キャリアコンサルタント資格（経過措置で登録） N=1553 3.7% 29.6% 33.3% 33.4% **

旧制度の標準レベルのキャリア・コンサルタント資格 N=823 2.2% 25.4% 35.0% 37.4% **

産業カウンセラー N=935 6.4% 29.6% 30.7% 33.3% **

心理相談員 N=253 3.6% 28.9% 28.9% 38.7% **

コーチング資格 N=129 7.0% 26.4% 28.7% 38.0%

臨床心理士 N=31 6.5% 19.4% 19.4% 54.8% *

認定心理士 N=80 11.3% 27.5% 32.5% 28.8%

教育カウンセラー N=37 2.7% 18.9% 16.2% 62.2% **

教育職員免許 N=290 5.2% 28.6% 26.2% 40.0% **

社会福祉士（ソーシャルワーカー） N=37 2.7% 37.8% 35.1% 24.3%

精神保健福祉士 N=45 2.2% 22.2% 33.3% 42.2%

衛生管理者 N=299 6.4% 28.8% 28.8% 36.1% *

医師・看護師・保健師 N=29 13.8% 37.9% 27.6% 20.7%

社会保険労務士 N=123 17.9% 26.0% 22.0% 34.1% **

中小企業診断士 N=23 4.3% 39.1% 39.1% 17.4%

税理士 N=3 0.0% 66.7% 0.0% 33.3%

ファイナンシャル・プランナー N=258 8.5% 34.5% 32.6% 24.4%

関連資格は持っていない N=7 14.3% 28.6% 28.6% 28.6%

全体 9.3% 30.3% 30.5% 29.8%

※sig.は有意水準、** p<.01 * p<.05。統計的に有意な箇所について調整済み残差を求め、5%水準で値が大き

い箇所に網かけ、小さい箇所に下線を付した。
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 図表５－１８には、主なキャリアコンサルティング資格別にみた通算活動年数を図示した。

１級および２級キャリアコンサルティング技能士のように資格取得にあたって一定の経験年

数を要するものがあるため、資格と通算活動年数には直線的な比例関係がみられている。当

然の結果とも解釈されるが、初歩的な導入資格としての性格をもつキャリアコンサルタント

資格とより高度な資格と位置づけられる技能士資格との間に、正確に経験年数・実績年数の

対応関係がみられていることは、キャリアコンサルタント資格の序列が現実に維持されてい

ることの証となる。素朴ではあるが重要な結果であると考えられる。 
 

図表５－１８ 取得資格別のキャリアコンサルタントとしての通算活動年数② 

 

 
 図表５－１９には、取得資格別の専業・兼業の割合を示した。この質問項目は、まず「キ

ャリアコンサルティングに関連する活動」に専任・専業で関わっているか、あるいは兼任・

兼業で関わっているかの回答を求め、さらに兼任・兼業の場合には「キャリアコンサルティ

ングに関連する活動」が全体に占める割合を％で数字で記入してもらった。 
 表に示されるとおり、「１級キャリアコンサルティング技能士」の資格を合わせ持つ者では

「専任・専業」の割合が高く、56.5%であった。また、「２級キャリアコンサルティング技能

士」の資格を持つ者も「専任・専業」の割合が比較的高く 46.9%であった。また、「75%以上」

の割合も高かった。「旧制度の標準レベルのキャリア・コンサルタント資格」を持つ者も「専

任・専業」の割合が高く、42.9%であった。一方で、「衛生管理者」「医師・看護師・保健師」

「社会保険労務士」「中小企業診断士」の資格を合わせ持つ者は、概してキャリアコンサルテ

ィングとしての活動の割合は「25%未満」の者が多く、これらの資格を必要とする仕事のか

たわらで必要に応じてキャリアコンサルティングの活動に従事していることをうかがわせる

結果であった。 
 図表５－２０には、主なキャリアコンサルティング関連資格別にみた専任・専業の割合を

示した。１級キャリアコンサルティング技能士からキャリアコンサルタント資格（試験合格）

に至るまで、上級資格ほどあるいは経験年数を要する資格ほど専任・専業の割合が高いこと

がうかがえる。 

2.2%

3.7%

32.2%

12.9%

25.4%

29.6%

40.1%

26.1%

38.1%

35.0%

33.3%

17.7%

71.7%

47.7%

37.4%

33.4%

10.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

１級キャリアコンサルティング技能士

２級キャリアコンサルティング技能士

旧制度の標準レベルのキャリア・コンサルタント資格

キャリアコンサルタント資格（経過措置で登録）

キャリアコンサルタント資格（試験合格で登録）

1年未満 1年以上5年未満 5年以上10年未満 10年以上
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図表５－１９ 取得資格別の専業・兼業の割合 

 
 

図表５－２０ 主なキャリアコンサルティング関連資格別にみた専任・専業の割合 

 
 

 

６．取得資格別の生計状況、年収 

 図表５－２１には、資格取得別の生計状況を示した。表から「１級キャリアコンサルティ

ング技能士」「２級キャリアコンサルティング技能士」「旧制度の標準レベルのキャリア・コ

ンサルタント資格」の資格を合わせ持つ者は、「キャリアコンサルティングに関連する活動だ

けで生計を立てている」割合が、他に比べて統計的に有意に多かった。また、「２級キャリア

コンサルティング技能士」「旧制度の標準レベルのキャリア・コンサルタント資格」を持つ者

では「主に生計を立てている」割合も多かった。 
 一方で、「コーチング資格」「社会福祉士（ソーシャルワーカー）」「社会保険労務士」を合

わせ持つ者では「キャリアコンサルティングに関連する活動以外で、主に生計を立てている」

25%未満 25～50% 50～75% 75%以上
専任・

専業
sig.

１級キャリアコンサルティング技能士 N=46 17.4% 4.3% 21.7% 0.0% 56.5% **

２級キャリアコンサルティング技能士 N=627 25.0% 7.3% 15.9% 4.8% 46.9% **

キャリアコンサルタント資格（試験合格で登録） N=538 35.7% 13.0% 16.0% 1.1% 34.2% **

キャリアコンサルタント資格（経過措置で登録） N=1553 33.5% 12.6% 13.1% 4.1% 36.8%

旧制度の標準レベルのキャリア・コンサルタント資格 N=823 28.6% 11.5% 12.9% 4.1% 42.9% **

産業カウンセラー N=935 35.3% 12.2% 11.1% 3.4% 38.0%

心理相談員 N=253 36.4% 9.9% 17.4% 4.7% 31.6%

コーチング資格 N=129 33.3% 17.8% 17.1% 5.4% 26.4%

臨床心理士 N=31 35.5% 12.9% 12.9% 3.2% 35.5%

認定心理士 N=80 31.3% 11.3% 8.8% 1.3% 47.5%

教育カウンセラー N=37 37.8% 13.5% 13.5% 0.0% 35.1%

教育職員免許 N=290 34.5% 9.7% 16.6% 3.1% 36.2%

社会福祉士（ソーシャルワーカー） N=37 35.1% 21.6% 13.5% 5.4% 24.3%

精神保健福祉士 N=45 17.8% 11.1% 17.8% 8.9% 44.4%

衛生管理者 N=299 50.5% 10.7% 10.0% 2.0% 26.8% **

医師・看護師・保健師 N=29 72.4% 10.3% 3.4% 0.0% 13.8% **

社会保険労務士 N=123 61.8% 11.4% 13.8% 0.8% 12.2% **

中小企業診断士 N=23 56.5% 34.8% 8.7% 0.0% 0.0% **

税理士 N=3 33.3% 33.3% 0.0% 0.0% 33.3%

ファイナンシャル・プランナー N=258 38.0% 11.2% 14.7% 5.0% 31.0%

関連資格は持っていない N=7 71.4% 14.3% 14.3% 0.0% 0.0%

全体 33.0% 12.3% 13.9% 3.4% 37.3%

※sig.は有意水準、** p<.01。統計的に有意な行について、最も大きな値に網かけ、最も小さな値に下線を付し

た。
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46.9%

42.9%

36.8%

34.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

１級キャリアコンサルティング技能士

２級キャリアコンサルティング技能士

旧制度の標準レベルのキャリア・コンサルタント資格

キャリアコンサルタント資格（経過措置で登録）
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割合が多かった。また、「衛生管理者」「医師・看護師・保健師」では「キャリアコンサルテ

ィングに関連する活動以外だけで、主に生計を立てている」割合が多かった。概して、上述

の専業・兼業の割合と対応しており、専任・専業割合が高い資格取得者で、キャリアコンサ

ルティングに関連する活動だけで生計を立てていると回答した者が多かった。 
 図表５－２２には、主なキャリアコンサルティング関連資格別に生計状況、とくに「キャ

リアコンサルティングに関連する活動だけで生計を立てている」割合を示した。１級キャリ

アコンサルティング技能士を合わせ持つ者では、約半数がキャリアコンサルティングに関連

する活動だけで生計を立てていると回答していた。 
 

図表５－２１ 資格取得別の生計状況 

 

 
図表５－２２ 主なキャリアコンサルティング関連資格別にみた 

「キャリアコンサルティングに関連する活動だけで生計を立てている」割合割合 

 

「キャリア

コンサル

ティングに

関連する

活動」だけ

で、生計を

立てている

「キャリア

コンサル

ティングに
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活動」で、

主に生計を
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「キャリア

コンサル
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で、主に

生計を

立てている

「キャリア

コンサル

ティングに

関連する

活動」以外

だけで、

生計を立て

ている

sig.

１級キャリアコンサルティング技能士 N=46 45.7% 23.9% 28.3% 2.2% **

２級キャリアコンサルティング技能士 N=627 26.5% 27.6% 35.4% 10.5% **

キャリアコンサルタント資格（試験合格で登録） N=538 19.5% 19.5% 40.3% 20.6%

キャリアコンサルタント資格（経過措置で登録） N=1553 19.5% 22.1% 41.5% 16.9%

旧制度の標準レベルのキャリア・コンサルタント資格 N=823 23.1% 24.9% 38.9% 13.1% **

産業カウンセラー N=935 19.4% 20.5% 42.6% 17.5%

心理相談員 N=253 13.8% 25.7% 43.9% 16.6%

コーチング資格 N=129 12.4% 23.3% 50.4% 14.0%

臨床心理士 N=31 12.9% 22.6% 54.8% 9.7%

認定心理士 N=80 21.3% 18.8% 42.5% 17.5%

教育カウンセラー N=37 5.4% 27.0% 40.5% 27.0%

教育職員免許 N=290 15.2% 29.0% 38.3% 17.6% **

社会福祉士（ソーシャルワーカー） N=37 2.7% 27.0% 56.8% 13.5%

精神保健福祉士 N=45 15.6% 31.1% 42.2% 11.1%

衛生管理者 N=299 9.0% 21.7% 44.8% 24.4% **

医師・看護師・保健師 N=29 10.3% 3.4% 44.8% 41.4% **

社会保険労務士 N=123 5.7% 15.4% 63.4% 15.4% **

中小企業診断士 N=23 0.0% 8.7% 60.9% 30.4% **

税理士 N=3 0.0% 0.0% 66.7% 33.3%

ファイナンシャル・プランナー N=258 15.5% 22.1% 44.6% 17.8%

関連資格は持っていない N=7 0.0% 0.0% 71.4% 28.6%

全体 20.3% 21.8% 41.0% 16.9%

※sig.は有意水準、** p<.01 * p<.05。統計的に有意な箇所について調整済み残差を求め、5%水準で値が大きい箇所に

網かけ、小さい箇所に下線を付した。
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 図表５－２３には、取得資格別の最近１年間のおおよその税込み年収を示した。表から、

全般的には「200～400 万円未満」あるいは「400～600 万円未満」の者が多く、これらで半

数強を占める。ただし、統計的に有意な箇所がいくつか見られており、若干、資格ごとに特

徴のある箇所がみられた。まず、①「１級キャリアコンサルティング技能士」「衛生管理者」

「中小企業診断士」の資格を合わせ持つ者では、「800 万円以上」の割合が他に比べて統計的

に有意に高かった。②「衛生管理者」「医師・看護師・保健師」の資格を合わせ持つ者では「600
～800 万円未満」の割合が他に比べて統計的に有意に高かった。また、「医師・看護師・保健

師」では「400～600 万円未満」の割合も他に比べて統計的に有意に高かった。一方で、③

「２級キャリアコンサルティング技能士」「旧制度の標準レベルのキャリア・コンサルタント

資格」「認定心理士」の資格を持つ者では「200～400 万円未満」の割合が統計的に有意に高

かった。④「心理相談員」「教育職員免許」の資格を持つ者では「200 万円未満」の割合が統

計的に有意に多かった。 
 以上の結果を、キャリアコンサルタント関連資格について解釈した場合、図表５－２４に

示したとおり、１級キャリアコンサルティング技能士を合わせ持つ場合、800 万円以上と比

較的高収入を得ている者が、他に比べればやや多い一方で、２級キャリアコンサルティング

技能士や旧制度の標準レベルのキャリアコンサルタント資格では 200～400 万円未満の収入

を得ている割合がやや高いことが示される。 
 

図表５－２３ 取得資格別の最近１年間のおおよその税込み年収 

 

200万円
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600～
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800万円

以上

sig.

１級キャリアコンサルティング技能士 N=46 0.0% 32.6% 26.1% 15.2% 26.1% *

２級キャリアコンサルティング技能士 N=686 13.7% 38.6% 20.7% 13.8% 13.1% **

キャリアコンサルタント資格（試験合格で登録） N=757 15.1% 31.0% 22.2% 14.8% 16.9%

キャリアコンサルタント資格（経過措置で登録） N=1886 14.5% 32.8% 21.6% 14.3% 16.8%

旧制度の標準レベルのキャリア・コンサルタント資格 N=968 17.1% 37.6% 19.2% 13.7% 12.3% **

産業カウンセラー N=1230 17.7% 33.8% 19.8% 13.9% 14.8%

心理相談員 N=316 20.3% 32.0% 16.1% 14.2% 17.4% *

コーチング資格 N=145 15.2% 24.1% 22.8% 15.9% 22.1%

臨床心理士 N=34 11.8% 29.4% 38.2% 8.8% 11.8%

認定心理士 N=104 22.1% 42.3% 19.2% 8.7% 7.7% *

教育カウンセラー N=41 19.5% 43.9% 17.1% 7.3% 12.2%

教育職員免許 N=362 20.7% 27.6% 22.7% 13.8% 15.2% *

社会福祉士（ソーシャルワーカー） N=45 20.0% 44.4% 22.2% 8.9% 4.4%

精神保健福祉士 N=55 12.7% 40.0% 32.7% 7.3% 7.3%

衛生管理者 N=385 8.1% 23.6% 23.4% 24.9% 20.0% **

医師・看護師・保健師 N=47 19.1% 14.9% 34.0% 27.7% 4.3% **

社会保険労務士 N=144 11.1% 27.8% 26.4% 18.8% 16.0%

中小企業診断士 N=30 10.0% 23.3% 23.3% 6.7% 36.7% *

税理士 N=3 0.0% 33.3% 0.0% 33.3% 33.3%

ファイナンシャル・プランナー N=313 13.1% 32.3% 24.0% 13.1% 17.6%

関連資格は持っていない N=18 16.7% 38.9% 27.8% 11.1% 5.6%

全体 15.7% 33.2% 21.5% 14.1% 15.5%

※sig.は有意水準、** p<.01 * p<.05。統計的に有意な箇所について調整済み残差を求め、5%水準で値が大きい箇

所に網かけ、小さい箇所に下線を付した。
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図表５－２４ 主なキャリアコンサルティング関連資格別にみた 

最近１年間のおおよその税込み年収 

 

 
７．取得資格別の意識 

 図表５－２５には、取得資格に対する満足感を示した。キャリアコンサルティング関連資

格を中心にみた場合、表から「１級キャリアコンサルティング技能士」「２級キャリアコンサ

ルティング技能士」「旧制度の標準レベルのキャリア・コンサルタント資格」で「とても満足

している」「やや満足している」が、他の資格に比べて統計的に有意に高いことが示される。

また、「キャリアコンサルタント資格（経過措置で登録）」も「やや満足している」が他の資

格に比べて多かった。一方、「キャリアコンサルタント資格（試験合格で登録）」「産業カウン

セラー」では「満足していない」が、他の資格に比べて統計的に有意に高いことが示された。 
 図表５－２６には、取得資格に対する有用感を示した。上の満足感とおおむね類似の結果

であり、「１級キャリアコンサルティング技能士」「２級キャリアコンサルティング技能士」

「旧制度の標準レベルのキャリア・コンサルタント資格」で「とても役立っている」が、他

の資格に比べて統計的に有意に高いことが示された。一方で、「キャリアコンサルタント資格

（試験合格で登録）」「産業カウンセラー」では「役立っていない」が、他の資格に比べて統

計的に有意に高いことが示された。 
 これら満足感・有用感の結果から、「１級キャリアコンサルティング技能士」「２級キャリ

アコンサルティング技能士」「旧制度の標準レベルのキャリア・コンサルタント資格」など、

従来からのキャリアコンサルティング関連資格の取得者は、基本的には自らの資格に満足感

および有用感を持っていることが示される。 
 なお、「キャリアコンサルタント資格（試験合格で登録）」「産業カウンセラー」で、満足感

および有用感が低かった理由として、「キャリアコンサルタント資格（試験合格で登録）」は
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１級キャリアコンサルティング技能士
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おもに年齢が若い企業内の正社員である割合が多く、別の箇所の図表でも示されるとおり、

十分にキャリアコンサルティング関連資格を活かした活動ができていないためであると考え

られる。一方、「産業カウンセラー」は古くからある伝統的な資格であるために、相対的に資

格取得者の年齢が高く、既に第一線を引き、資格を活かせる活動を行っていない場合が多い

ことによると考えられる。 
図表５－２５ 取得資格に対する満足感 

 

 
図表５－２６ 取得資格に対する有用感 

 

とても

満足して

いる

やや

満足して

いる

どちらとも

言えない

あまり

満足して

いない

満足して

いない

1級キャリアコンサルティング技能士 19.6% 45.7% 21.7% 13.0% 0.0%

2級キャリアコンサルティング技能士 11.8% 38.5% 22.2% 18.2% 9.3%

キャリアコンサルタント資格（試験合格で登録） 5.8% 20.7% 22.1% 23.0% 28.4%

キャリアコンサルタント資格（経過措置で登録） 9.3% 28.7% 25.8% 20.4% 15.8%

旧制度の標準レベルのキャリア・コンサルタント資格 10.4% 31.3% 24.3% 19.2% 14.8%

産業カウンセラー 8.0% 24.7% 24.8% 20.8% 21.6%

心理相談員 9.2% 29.4% 23.7% 19.3% 18.4%

コーチング資格 10.3% 33.8% 23.4% 20.7% 11.7%

臨床心理士 2.9% 17.6% 50.0% 23.5% 5.9%

認定心理士 2.9% 29.8% 20.2% 23.1% 24.0%

教育カウンセラー 14.6% 31.7% 29.3% 17.1% 7.3%

教育職員免許 10.5% 26.2% 25.7% 22.4% 15.2%

社会福祉士（ソーシャルワーカー） 13.3% 17.8% 24.4% 20.0% 24.4%

精神保健福祉士 10.9% 34.5% 25.5% 9.1% 20.0%

衛生管理者 6.8% 23.6% 26.0% 21.3% 22.3%

医師・看護師・保健師 6.4% 8.5% 23.4% 19.1% 42.6%

社会保険労務士 6.3% 28.5% 22.9% 24.3% 18.1%

中小企業診断士 0.0% 20.0% 26.7% 23.3% 30.0%

税理士 33.3% 33.3% 33.3% 0.0% 0.0%

ファイナンシャル・プランナー 7.3% 33.5% 24.6% 19.8% 14.7%

関連資格は持っていない 0.0% 11.1% 22.2% 22.2% 44.4%

※sig.は有意水準、** p<.01 * p<.05。統計的に有意な箇所について調整済み残差を求め、5%水準で値が大き

い箇所に網かけ、小さい箇所に下線を付した。

とても

役立って

いる

やや

役立って

いる

どちらとも

言えない

あまり

役立って

いない

ほとんど

役立って

いない

1級キャリアコンサルティング技能士 67.4% 28.3% 2.2% 2.2% 0.0%

2級キャリアコンサルティング技能士 48.7% 37.2% 7.3% 4.1% 2.8%

キャリアコンサルタント資格（試験合格で登録） 33.7% 39.0% 11.4% 7.5% 8.5%

キャリアコンサルタント資格（経過措置で登録） 38.4% 39.1% 11.9% 6.2% 4.3%

旧制度の標準レベルのキャリア・コンサルタント資格 42.7% 37.0% 9.4% 6.7% 4.2%

産業カウンセラー 33.7% 39.8% 11.4% 8.1% 6.9%

心理相談員 36.1% 38.3% 12.0% 7.6% 6.0%

コーチング資格 42.1% 37.9% 10.3% 6.9% 2.8%

臨床心理士 26.5% 23.5% 29.4% 17.6% 2.9%

認定心理士 33.7% 33.7% 11.5% 8.7% 12.5%

教育カウンセラー 34.1% 43.9% 17.1% 4.9% 0.0%

教育職員免許 36.7% 42.3% 9.7% 4.1% 7.2%

社会福祉士（ソーシャルワーカー） 33.3% 44.4% 11.1% 6.7% 4.4%

精神保健福祉士 36.4% 41.8% 14.5% 5.5% 1.8%

衛生管理者 32.7% 41.3% 12.2% 7.0% 6.8%

医師・看護師・保健師 21.3% 27.7% 21.3% 12.8% 17.0%

社会保険労務士 36.1% 41.0% 16.0% 3.5% 3.5%

中小企業診断士 23.3% 30.0% 33.3% 6.7% 6.7%

税理士 66.7% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0%

ファイナンシャル・プランナー 41.2% 40.6% 10.2% 4.8% 3.2%

関連資格は持っていない 22.2% 44.4% 16.7% 5.6% 11.1%

※sig.は有意水準、** p<.01 * p<.05。統計的に有意な箇所について調整済み残差を求め、5%水準で値が大き

い箇所に網かけ、小さい箇所に下線を付した。
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 図表５－２７には、取得資格別にみた今後に必要となるキャリアコンサルティングのあり

方を示した。キャリアコンサルティング関連資格を中心にみた場合、それぞれ資格ごとに統

計的に有意な箇所が異なっており、特徴があることが示される。まず、①「１級キャリアコ

ンサルティング技能士」は「組織開発や組織文化に取り組むキャリアコンサルタント」が必

要になると、他に比べて統計的に有意に多く回答した。これは「コーチング資格」「中小企業

診断士」も同様であった。②「キャリアコンサルタント資格（試験合格で登録）」の取得者は

「専門領域別のキャリアコンサルタント」「業種別・業界別のキャリアコンサルタント」「ハ

ラスメントの問題に専門的に関わるキャリアコンサルタント」が必要になると、他に比べて

多く回答した。③「旧制度の標準レベルのキャリア・コンサルタント資格」の取得者は「ダ

イバーシティ、多文化の問題に関わるキャリアコンサルタント」が必要になると、他に比べ

て多く回答した。④「産業カウンセラー」は「メンタルヘルスなどの問題を専門とするキャ

リアコンサルタント」「発達障害・精神障害などを専門とするキャリアコンサルタント」が必

要になると、他に比べて多く回答した。 
 以上の結果から、キャリアコンサルティング関連資格の中では最も専門性の高い１級キャ

リアコンサルティング技能士では組織全体・組織風土に関与していく活動に相対的には関心

が持たれていること、最近のキャリアコンサルタント登録者である試験合格で登録したキャ

リアコンサルタント資格取得者では専門領域別、業種別・業界別のキャリアコンサルタント、

ハラスメント等の問題に関心が持たれていること、従来からのキャリアコンサルタントであ

るベテランの資格取得者が多く含まれる旧標準キャリアコンサルタントとみられる資格取得

者ではメンタルヘルス、発達障害・精神障害、ダイバーシティなどに相対的に関心が強く持

たれていることが示される。 
 

図表５－２７ 取得資格別にみた今後のキャリアコンサルティングのあり方 
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るキャリ
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ルタント
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障害など

を専門と

するキャ

リアコン

サルタント

ハラスメ

ントの問

題に専門

的に関わ

るキャリ
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ルタント

ダイバー

シティ、多

文化の問

題に関わ

るキャリ

アコンサ

ルタント

個人の

キャリア

発達・

キャリア

構築に深

く関わる

キャリア

コンサル

タント

社会正義

を志向す

るキャリ

アコンサ

ルタント

1級キャリアコンサルティング技能士 15.2% 8.7% 4.3% 23.9% 6.5% 4.3% 13.0% 0.0% 10.9% 6.5% 6.5%

2級キャリアコンサルティング技能士 12.8% 3.9% 2.9% 11.8% 12.7% 10.9% 16.2% 1.3% 8.0% 14.6% 4.8%

キャリアコンサルタント資格（試験合格で登録） 15.7% 8.2% 2.6% 8.3% 11.5% 12.9% 11.8% 2.1% 6.3% 17.0% 3.4%

キャリアコンサルタント資格（経過措置で登録） 13.5% 5.7% 3.9% 10.2% 13.8% 11.9% 14.8% 0.8% 7.2% 14.0% 4.2%

旧制度の標準レベルのキャリア・コンサルタント資格 13.9% 3.8% 3.2% 11.4% 13.3% 11.3% 15.6% 0.7% 8.9% 14.6% 3.3%

産業カウンセラー 13.7% 5.0% 2.7% 10.4% 9.8% 14.9% 16.6% 1.8% 6.6% 14.6% 4.1%

心理相談員 14.2% 3.2% 1.9% 11.4% 8.9% 14.6% 17.7% 1.9% 6.3% 14.6% 5.4%

コーチング資格 9.0% 5.5% 6.2% 23.4% 11.0% 6.2% 10.3% 1.4% 8.3% 14.5% 4.1%

臨床心理士 5.9% 5.9% 2.9% 17.6% 8.8% 14.7% 32.4% 2.9% 5.9% 2.9% 0.0%

認定心理士 9.6% 1.0% 2.9% 10.6% 15.4% 15.4% 22.1% 1.0% 5.8% 13.5% 2.9%

教育カウンセラー 19.5% 0.0% 4.9% 4.9% 7.3% 4.9% 26.8% 2.4% 4.9% 19.5% 4.9%

教育職員免許 13.3% 6.9% 2.2% 8.8% 15.5% 11.6% 15.2% 1.1% 8.0% 11.6% 5.8%

社会福祉士（ソーシャルワーカー） 4.4% 2.2% 2.2% 15.6% 8.9% 13.3% 26.7% 0.0% 2.2% 17.8% 6.7%

精神保健福祉士 7.3% 1.8% 1.8% 9.1% 12.7% 18.2% 32.7% 0.0% 0.0% 10.9% 5.5%

衛生管理者 14.3% 4.4% 3.6% 11.4% 13.5% 10.6% 12.7% 1.6% 7.0% 17.1% 3.6%

医師・看護師・保健師 4.3% 19.1% 6.4% 8.5% 6.4% 14.9% 21.3% 0.0% 6.4% 12.8% 0.0%

社会保険労務士 16.7% 8.3% 1.4% 12.5% 16.0% 11.1% 11.1% 2.1% 4.2% 15.3% 1.4%

中小企業診断士 6.7% 10.0% 0.0% 30.0% 10.0% 13.3% 3.3% 3.3% 10.0% 13.3% 0.0%

税理士 33.3% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

ファイナンシャル・プランナー 15.7% 6.1% 2.6% 9.3% 12.8% 12.1% 13.1% 1.3% 7.7% 16.0% 3.5%

関連資格は持っていない 0.0% 11.1% 0.0% 5.6% 27.8% 22.2% 5.6% 0.0% 0.0% 22.2% 5.6%

※sig.は有意水準、** p<.01 * p<.05。統計的に有意な箇所について調整済み残差を求め、5%水準で値が大きい箇所に網かけ、小さい箇所に下線を付した。
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８．取得資格別の主な相談内容 

 図表５－２８に、取得資格別の主な相談内容を示した。表から、①「１級キャリアコンサ

ルティング技能士」「２級キャリアコンサルティング技能士」では「発達障害に関すること」

が他の資格に比べて統計的に有意に多い。②「２級キャリアコンサルティング技能士」では

「履歴書やエントリーシートの書き方・添削等」も他の資格に比べて統計的に有意に多い。

③「キャリアコンサルタント資格（試験合格で登録）」は「現在の仕事・職務の内容」「企業

内の異動希望等」「将来設計・進路選択」が他の資格に比べて統計的に有意に多い。④「キャ

リアコンサルタント資格（経過措置で登録）」は「過去の経験の棚卸し、振り返り等」「職業

適性・自己分析」「学生生活に関すること」が他の資格に比べて統計的に有意に多い。⑤「旧

制度の標準レベルのキャリア・コンサルタント資格」は「就職・転職活動の進め方」「過去の

経験の棚卸し、振り返り等」「履歴書やエントリーシートの書き方・添削等」が他の資格に比

べて統計的に有意に多い。 
 その他、概して「心理相談員」「臨床心理士」「認定心理士」等のより心理学的な資格では

「メンタルヘルスに関すること」「発達障害に関すること」「職場の人間関係」「個人的な生活

面に関すること」が他の資格に比べて統計的に有意に多い。一方で、「コーチング資格」では

「現在の仕事・職務の内容」「部下の育成・キャリア形成」、「衛生管理者」では「現在の仕事・

職務の内容」「企業内の異動希望等」「職場の人間関係」、「社会保険労務士」「中小企業診断士」

では「現在の仕事・職務の内容」等、より企業組織に関わりの深い資格では企業内の仕事や

異動希望等が他の資格に比べて統計的に有意に多かった。 
 

図表５－２８ 取得資格別の主な相談内容 

 

 
 上述の結果から、取得資格と主な相談内容には一定の傾向があることが推測されたことか

ら、図表５－２９では取得資格と主な相談内容の対応関係を検討すべく、コレスポンデンス
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１級キャリアコンサルティング技能士 N=46 31.1% 40.0% 2.2% 33.3% 15.6% 35.6% 24.4% 20.0% 37.8% 17.8% 13.3% 6.7% 4.4% 4.4% 13.3% 0.0%

２級キャリアコンサルティング技能士 N=686 28.4% 31.4% 5.9% 28.8% 10.7% 44.7% 15.2% 16.6% 41.0% 17.4% 24.1% 13.1% 2.4% 11.4% 7.8% 1.2%

キャリアコンサルタント資格（試験合格で登録） N=757 39.1% 31.7% 9.5% 29.6% 12.5% 42.8% 19.2% 13.2% 33.9% 15.1% 19.9% 13.0% 2.6% 11.7% 4.8% 1.5%

キャリアコンサルタント資格（経過措置で登録） N=1886 30.0% 35.3% 6.3% 27.0% 10.8% 42.3% 15.4% 20.4% 36.5% 18.3% 22.5% 11.3% 3.3% 12.9% 6.4% 1.2%

旧制度の標準レベルのキャリア・コンサルタント資格 N=968 27.6% 36.3% 5.6% 24.5% 11.0% 46.7% 15.6% 21.0% 41.5% 16.1% 23.9% 11.6% 2.3% 9.9% 5.3% 1.1%

産業カウンセラー N=1230 32.6% 32.9% 7.7% 33.4% 11.7% 38.7% 13.8% 16.6% 33.5% 15.7% 19.1% 13.6% 1.6% 18.9% 8.8% 1.5%

心理相談員 N=316 36.1% 31.5% 6.2% 36.9% 12.0% 34.9% 11.6% 15.4% 28.2% 14.1% 13.7% 17.0% 2.5% 25.7% 11.6% 2.5%

コーチング資格 N=145 42.9% 37.8% 10.1% 33.6% 25.2% 31.1% 18.5% 10.1% 26.1% 16.0% 18.5% 10.9% 0.8% 11.8% 6.7% 0.0%

臨床心理士 N=34 36.7% 33.3% 10.0% 43.3% 13.3% 20.0% 13.3% 3.3% 23.3% 10.0% 13.3% 10.0% 0.0% 46.7% 23.3% 0.0%

認定心理士 N=104 25.0% 23.7% 5.3% 31.6% 7.9% 39.5% 10.5% 18.4% 36.8% 10.5% 17.1% 21.1% 5.3% 28.9% 18.4% 0.0%

教育カウンセラー N=41 28.1% 25.0% 3.1% 43.8% 18.8% 28.1% 6.3% 6.3% 21.9% 18.8% 12.5% 25.0% 9.4% 25.0% 25.0% 3.1%

教育職員免許 N=362 27.4% 35.6% 8.5% 24.1% 9.3% 41.9% 17.8% 15.6% 35.2% 19.3% 24.4% 15.9% 4.8% 11.1% 7.4% 1.9%

社会福祉士（ソーシャルワーカー） N=45 29.4% 32.4% 0.0% 26.5% 8.8% 44.1% 14.7% 14.7% 17.6% 11.8% 5.9% 38.2% 0.0% 29.4% 23.5% 2.9%

精神保健福祉士 N=55 14.0% 27.9% 2.3% 30.2% 4.7% 32.6% 11.6% 4.7% 20.9% 20.9% 9.3% 32.6% 2.3% 48.8% 32.6% 4.7%

衛生管理者 N=385 44.4% 37.9% 13.4% 34.5% 15.3% 35.2% 13.4% 16.1% 24.1% 14.2% 18.0% 7.3% 2.7% 16.9% 5.4% 1.1%

医師・看護師・保健師 N=47 40.0% 36.0% 12.0% 60.0% 20.0% 8.0% 8.0% 24.0% 24.0% 0.0% 0.0% 16.0% 4.0% 32.0% 12.0% 4.0%

社会保険労務士 N=144 49.0% 43.0% 4.0% 35.0% 14.0% 30.0% 22.0% 18.0% 22.0% 14.0% 16.0% 11.0% 1.0% 15.0% 6.0% 0.0%

中小企業診断士 N=30 62.5% 56.3% 18.8% 37.5% 25.0% 25.0% 12.5% 6.3% 18.8% 0.0% 0.0% 25.0% 6.3% 0.0% 6.3% 0.0%

税理士 N=3 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 50.0% 50.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

ファイナンシャル・プランナー N=313 34.3% 40.9% 7.0% 23.0% 7.8% 45.2% 18.7% 17.0% 33.0% 17.8% 19.1% 13.5% 2.6% 14.3% 4.3% 1.3%

関連資格は持っていない N=18 33.3% 66.7% 0.0% 50.0% 33.3% 16.7% 0.0% 33.3% 16.7% 16.7% 16.7% 16.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

※sig.は有意水準、** p<.01 * p<.05。統計的に有意な箇所について調整済み残差を求め、5%水準で値が大きい箇所に網かけ、小さい箇所に下線を付した。
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分析の結果を示した。この図は、近くにあるものは類似の傾向を持つ対応関係にあり、遠く

にあるものは類似の傾向を持たないと解釈することができる。 
 図から、国家資格キャリアコンサルタントの登録者が、他に合わせ持つ資格と主な相談内

容の対応関係には、おもに３つのグループがあることが示される。 
 １つ目は、「コーチング資格」「衛生管理者」「社会保険労務士」「ファイナンシャルプラン

ナー」と「企業内の異動希望等」「部下の育成・キャリア形成」「現在の仕事・職務の内容」

「将来設計・進路選択」「今後の生活設計、能力開発計画、キャリア・プラン等」のグループ

であり、おもに企業内のキャリアコンサルティングに関する相談内容のグループである。そ

して、「キャリアコンサルタント資格（試験合格で登録）」がこのグループに入ることから、

平成 28 年度以降の試験に合格してキャリアコンサルタントとして登録した新しい層は、お

もに企業内の相談内容を取り扱うキャリアコンサルティングと関連が深いものと解釈するこ

とができる。 
 ２つ目は、「産業カウンセラー」「心理相談員」「臨床心理士・認定心理士」と「職場の人間

関係」「個人的な生活面に関すること」「メンタルヘルスに関すること」「発達障害に関するこ

と」のグループであり、おもにメンタルヘルスおよびパーソナルな問題に関する相談内容の

グループである。これらの資格を合わせ持つキャリアコンサルタントは、臨床心理士に象徴

されるより心理的な相談内容を取り扱うことが多いことが示される。 
 ３つ目は、「旧制度の標準レベルのキャリア・コンサルタント資格」「キャリアコンサルタ

ント資格（経過措置で登録）」「教育職員免許」「（１級・２級）キャリアコンサルティング技

能士」と「職業適性・自己分析」「就職・転職活動の進め方」「面接の受け方」「履歴書やエン

トリーシートの書き方」「過去の経験の棚卸し、振り返り等」のグループであり、おもに官民

の需給調整機関および学校・教育機関等で従来からキャリアコンサルタントが取り扱ってき

た相談内容のグループである。ここに位置する相談内容が、従前からのキャリアコンサルタ

ントが取り扱ってきた相談内容であり、それ故、キャリアコンサルティングが対応してきた

より本質的・中核的・中心的な相談内容であるという捉え方も可能である。 
 国家資格キャリアコンサルタントの登録者が、他に合わせ持つ資格には、すなわち、キャ

リアコンサルタントが他に関心を持っている相談内容・領域が示されていると解釈される。

その場合、キャリアコンサルタントは基本的に、①企業内の相談を取り扱うキャリアコンサ

ルティング、②メンタルヘルス・パーソナルな問題に対応するキャリアコンサルティング、

③就職・転職等を支援する従来からのキャリアコンサルティングの３つに分けられると整理

される。そして、おもに最近のキャリアコンサルタント登録者である平成 28 年以降の試験

合格による登録者が、企業内の相談を取り扱うキャリアコンサルティングに関心を持つと明

確に位置づけられる以上、従来からのキャリアコンサルティングには一定の変化がみられて

おり、より企業内の相談を取り扱うキャリアコンサルタントに問題関心が拡大していると解

釈することができよう。 
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図表５－２９ 取得資格と主な相談内容の対応関係 

 

 
 
９．キャリアコンサルタントの資格取得状況（まとめ） 

 本章の結果を、おもにキャリアコンサルティング関連資格に着目して、図表５－３０にま

とめた。この表から次の諸点を指摘しうる。 
 ①「キャリアコンサルタント資格（試験合格で登録）」のみ、他の資格を持つ者と比較して

特に異なる特徴がみられた。具体的には、年齢が相対的に若い（20～30 代が多い）ため、係

長・主任、職長相当職に就いている者が多く、キャリアコンサルタントとしての通算活動年

数が短かった（1 年未満、1 年以上 5 年未満が多い）。また、企業領域で正社員として働く者

が多く、例えば業種では製造業で働く者が多かった。さらに、対応する相談内容は、上の図

表５－２９で示したとおり、基本的に企業領域で働く若いキャリアコンサルタントであり、

そのため企業内の相談内容であることが多かった。 
 この資格を持つ者は、平成 28 年度以降の登録試験機関が行うキャリアコンサルタント試
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たがって最近のキャリアコンサルタントの特徴をよく表すものと解釈することができる。そ

うした場合、キャリアコンサルタントの登録を行った最近のキャリアコンサルタントはおも

に企業領域で働く若いキャリアコンサルタントが中心であると考えることができ、今後、こ

の層がキャリアコンサルタントとしての経験を蓄積し、キャリアコンサルタントの中心とな

ると想定される。この点を、最近のキャリアコンサルタントの資格取得状況の特徴として、

第一に指摘しうる。 
 

図表５－３０ キャリアコンサルティング関連資格間の相対的な特徴 

 

 
 ②一方、その他のキャリアコンサルティング関連資格を持つ者は、広い意味では類似した

特徴を持つ。相対的に年齢が高い者が多く、通算活動年数も高い。フリー・自営で働いてい

る者もやや多い。活動領域は学校か公務が多い。これは、以前から、旧制度の標準レベルの

キャリア・コンサルタント資格を取得した後、一定の実務経験年数を経て 1 級キャリアコン

サルティング技能士、2 級キャリアコンサルティング技能士などの上位資格の取得を目指す

ルートが一般的であったことによる。 
 その際、実際に 1 級キャリアコンサルティング技能士および 2 級キャリアコンサルティン

グ技能士までを合わせて取得している場合、どのような特徴が見られるのかは１つの検討す

1級キャリアコンサル

ティング技能士

2級キャリアコンサル

ティング技能士

キャリアコンサルタント

資格（試験合格で登

録）

キャリアコンサルタント

資格（経過措置で登

録）

旧制度の標準レベル

のキャリア・コンサルタ

ント資格

年齢 60代が多い 20～40代が多い 70代が多い 60～70代が多い

性別 女性が多い

就労形態 フリー・自営が多い フリー・自営が多い 正規社員が多い フリー・自営が多い フリー・自営が多い

勤務先の業種

教育・学習支援、公務

（職業相談・職業紹介）

が多い

教育・学習支援、公務

（職業相談・職業紹介）

が多い

製造業が多い

活動領域 教育、公務が多い 企業が多い 教育が多い 公務が多い

仕事内容
主にキャリアコンサル

タントの仕事が多い

企画・マーケティング

が多い

主にキャリアコンサル

タントの仕事が多い

役職 その他が多い
係長、主任、職長相当

職が多い

活動頻度 ほぼ毎日活動が多い ほぼ毎日活動が多い 活動していないが多い
週２～３回、不定期が

多い
ほぼ毎日活動が多い

通算活動年数 10年以上が多い
5～10年、10年以上が

多い

1年未満、1～5年が多

い

5～10年、10年以上が

多い

5～10年、10年以上が

多い

専業・兼業 専任・専業が多い
専任・専業、75%以上

が多い
専任・専業が多い

生計状況

キャリアコンサルティン

グだけで生計を立てて

いる者が多い

キャリアコンサルティン

グだけで生計を立てて

いる者が多い

キャリアコンサルティン

グだけで生計を立てて

いる者が多い

収入 800万以上が多い 200～400万円が多い 200～400万円が多い

満足感
とても満足しているも

のが多い

とても満足している者

が多い

満足していない者が多

い

やや満足している者が

多い

とても満足している者

が多い

有用感
とても役立っている者

が多い

とても役立っている者

が多い

ほとんど役立っていな

い者が多い

とても役立っている者

が多い

相談内容（他の

資格と比べた際の

相対的な特徴）

発達障害に関すること

が多い

履歴書やエントリー

シートの書き方、発達

障害に関することが多

い

現在の仕事・職務の内

容、企業内の異動希

望、将来設計に関する

ことが多い

過去の経験の棚卸し、

職業適性・自己分析、

学生生活に関すること

が多い

就職・転職活動の進め

方、過去の経験の棚

卸し、履歴書やエント

リーシートの書き方に

関することが多い

※他の資格と比べた際の相対的な特徴を表に示した。例えば、年齢はどの資格でも基本的に50代が最も多いが、他の資格と比べれば、

「キャリアコンサルタント資格（試験合格で登録）」は「20～40代」が多い。
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べき重要なテーマとなる。「1 級キャリアコンサルティング技能士」と「2 級キャリアコンサ

ルティング技能士」は、従来、標準レベルのキャリアコンサルタント資格の上位資格として、

それぞれ「指導レベル」「熟練レベル」と位置づけられると想定されてきた。したがって、上

位資格として位置づけられているキャリアコンサルティング技能士が上位資格に見合った有

意義な活動を行い得ているのかは、緩やかな階層構造をもつキャリアコンサルタント制度の

根幹を貫く１つの重要な知見となる。 
 そうした視点で結果をみた場合、1 級キャリアコンサルティング技能士は、フリー・自営

で働く割合が相対的に多く、ほぼ毎日、キャリアコンサルタントとして専任・専業で活動し

ており、収入も他のキャリアコンサルタント資格に比べれば若干高い者が多い。そのため、

キャリアコンサルタント資格に対する満足感も有用感も高い。2 級キャリアコンサルティン

グ技能士は、1 級キャリアコンサルティング技能士ほどではないが、若干なりとも似たよう

な結果を示していた。これらの知見を総合すれば、キャリアコンサルティング技能士は、や

はり従来考えられてきたように、キャリアコンサルティング関連資格の中で相対的に上位資

格としてある程度まで機能していると考えられる。 
 ③上記２点の結果は、図表５－３１のように集約することができる。この図から、平成 28
年以降の試験合格でキャリアコンサルタントの資格を取得した比較的最近のキャリアコンサ

ルタントの今後の動向に関する課題を指摘しうる。すなわち、従来、旧制度の標準レベルの

キャリアコンサルタントから、熟練レベルの 2 級キャリアコンサルティング技能士、指導レ

ベルの 1 級キャリアコンサルティング技能士へと至るキャリアコンサルティング関連資格の

階層構造があった。その中に、平成 28 年度以降の試験合格で登録した最近のキャリアコン

サルタントはいかに位置づくことになるのかが課題となる。最も穏当な見通しとしては、今

後も 1 級および 2 級キャリアコンサルティング技能士は、比較的最近のキャリアコンサルタ

ント登録者の事実上の上位資格として機能しうるとするものである。この場合、従来どおり

キャリアコンサルティング関連資格を考えていくので十分であり、特別な対応は必要となら

ない。 
 

図表５－３１ キャリアコンサルティング関連資格の今後のあり方 

 

 

企業領域を専門とする １級キャリアコンサルティング技能士
キャリアコンサルティング技能士 ２級キャリアコンサルティング技能士

キャリアコンサルタント資格
（平成28年以降の試験合格で登録）

旧制度の標準レベルの
キャリア・コンサルタント資格

≒企業領域で活動する
若いキャリアコンサルタントが多い

キャリアコンサルタント資格
（経過措置で登録）
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 しかしながら、一方で、最近のキャリアコンサルタント資格の取得者は、企業領域で活動

する年齢の若い者が相対的に多いことを重視するならば、今後、キャリアコンサルタントの

上位資格は従来のキャリアコンサルティング技能士とは異なる内容を持つ、より企業領域を

指向した別のものへと大きな変化が求められる。その場合、従来のキャリアコンサルティン

グ技能士とは別立ての階層構造、規格、制度の資格が潜在的には求められることとなる。 
 現実には、従来のキャリアコンサルティング関連資格の階層構造を維持しつつ、同時に、

企業領域で活動する最近の若い資格取得者がキャリアコンサルタントとして経験やスキルを

蓄積する中で、次第に企業領域を専門とするキャリアコンサルティング技能士として成長し

ていくことが考え得る。結果的に、キャリアコンサルティング技能士の性質や内容が緩やか

に変化していくということになろう。その意味では、いわゆるキャリアコンサルタントの国

家資格化は将来においてキャリアコンサルティング関連資格のターニングポイントの１つで

あったと振り返られることになる。今後、キャリアコンサルティング関連資格の議論を行う

にあたっては、本章で得られた知見も何らかの有益な情報をもたらすものと思われる。 
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第６章 キャリアコンサルタントとしての能力の維持・向上等について 

 

１．更新講習の受講状況について 

 本調査では、「更新講習の受講状況をお書きください」の設問で、更新講習の受講状況

についてたずねた。 

 図表６－１には更新講習の受講状況を示した。最も多いのは「まだ受講していない」

（70.1%）であるが、既に受講した中では「知識・技能講習とも受講した」（11.8％）、「知

識講習を受講した」（11.3％）であり、「技能講習を受講した」（6.8％）とあわせると、

いずれかひとつでも講習を受けた人の割合は全体の約 30％であった。本調査の実施期間

（2017 年 6 月 30 日～7 月 31 日）は、厚生労働省が更新講習実施団体を発表（平成 28

年８月 15 日）してから１年足らずの時期であることを考えると、妥当な結果と言える。 

 図表６－２には、キャリアコンサルタントとしての活動地域（勤務地）の特徴を示し

た。更新講習は大都市での開催が多いことから、地域別の受講状況にもそれが反映され

ることが予想されたが、それに関連した傾向は見いだせず、活動地域を越えて更新講習

を積極的に受講しているとも推察される。 

 図表６－３には、現在の就労状況別の分析結果を示した。受講率が最も高い（いずれ

かのひとつでも受講と回答をした人）のは、「ボランティアとして活動している」人の

40.9％で、最も低いのは「無職」の 27.5％であった（「正社員」は 27.6％でほぼ同じ割

合）。また、図表６－４の、キャリアコンサルティングに関連する活動状況別の分析結果

では、受講率が最も高いのは、「週２～３回程度活動している」の 35.9％であった。こ

れらの結果から、更新講習が開始されてからまだ間もない時期の調査ということではあ

るが、活動状況に応じ、更新に向けて積極的に受講している状況がうかがえる。 

 
図表６－１ 更新講習の受講状況 

 

 

度数 %

全体 3273 100.0

知識講習を受講した 371 11.3

技能講習を受講した 222 6.8

知識・技能講習とも受講した 386 11.8

まだ受講していない 2294 70.1

11.3%

6.8%

11.8% 70.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知識講習を受講した 技能講習を受講した

知識・技能講習とも受講した まだ受講していない
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図表６－２ 活動地域別の更新講習の受講状況率 

 

 

 

図表６－３ 就労状況別の更新講習の受講状況率 

 

 

地域 受講率 未受講率

北海道・東北 33.3% 66.7%

関東・信越 29.8% 70.2%

東海・北陸 33.0% 67.0%

近畿 32.3% 67.7%

中国・四国 28.9% 71.1%

九州・沖縄 23.6% 76.4%

国外 0.0% 100.0%

活動していない 24.9% 75.1%

33.3%

29.8%

33.0%

32.3%

28.9%

23.6%

0.0%

24.9%

66.7%

70.2%

67.0%

67.7%

71.1%

76.4%

100.0%

75.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

北海道・東北

関東・信越

東海・北陸

近畿

中国・四国

九州・沖縄

国外

活動していない

受講率

未受講率

就労状況 受講率 未受講率

正社員 27.6% 72.4%

非正規社員 29.0% 71.0%

経営・管理職 32.6% 67.4%

CCとしてフリー・自営 37.4% 62.6%

CC以外でフリー・自営 29.3% 70.7%

CCとしてボランティア 40.9% 59.1%

CC以外でボランティア 32.8% 67.2%

無職 27.5% 72.5%

※CCはキャリアコンサルタント

27.6%

29.0%

32.6%

37.4%

29.3%

40.9%

32.8%

27.5%

72.4%

71.0%

67.4%

62.6%

70.7%

59.1%

67.2%

72.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正社員

非正規社員

経営・管理職

CCとしてフリー・自営

CC以外でフリー・自営

CCとしてボランティア

CC以外でボランティア

無職

受講率

未受講率

※CCはキャリアコンサルタント
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図表６－４ 活動状況別の更新講習の受講状況率 

 

 

 

 

２．キャリアコンサルタントとしての能力の維持・向上について 

 本調査では、「キャリアコンサルタントとしての自身の能力を維持・向上させるため、

どのようなことをしていますか。」の設問で、能力の維持向上のために行っていることに

ついてたずねた。 

 図表６－５には、その回答結果について示した。能力を維持・向上させるために行っ

ていることで多かったのは「相談実務の経験を積む」と「キャリアコンサルティングに

関する研修会・勉強会等への参加または実施」で、それぞれ全回答者の約 60％近くが行

っていた。 

 

図表６－５ 能力の維持・向上について（複数回答） 

 

 

活動状況 受講率 未受講率

ほぼ毎日 29.8% 70.2%

週2～3回程度 35.9% 64.1%

週1回程度 33.5% 66.5%

不定期 31.5% 68.5%

活動していない 22.9% 77.1%

29.8%

35.9%

33.5%

31.5%

22.9%

70.2%

64.1%

66.5%

68.5%

77.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ほぼ毎日

週2～3回程度

週1回程度

不定期

活動していない

受講率

未受講率

n %

キャリアコンサルティングに関する上位資格・関連資格の取得に向けた準備 751 22.9

キャリアコンサルティングに関する研修会・勉強会等への参加または実施 1918 58.6

キャリアコンサルティングに関するスーパーバイザーによる助言・指導を受ける 450 13.7

キャリアコンサルティングに限らない各種専門家との交流 1459 44.6

相談実務の経験を積む 1970 60.2

特に何もしていない 339 10.4
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 図表６－６には、上位 2 項目の「相談実務の経験を積む」と「キャリアコンサルティ

ングに関する研修会・勉強会等への参加または実施」と答えた人の属性のクロス集計結

果を示した。２項目に共通して高いのは、「50 代」、「ほぼ毎日活動している人」であるが、

就労状況別に見ると「相談実務の経験を積む」では「非正規社員として活動している人」

が、「キャリアコンサルティングに関する研修会・勉強会等への参加または実施」では「正

社員」の割合が一番高く、就労状況によって能力維持向上の方法に違いがあることがう

かがえる。 

 

図表６－６－① 属性別 維持・向上のための上位２項目① 

 

 

 

 

 

 

22.9% 58.6% 13.7% 44.6% 60.2% 10.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

CCに関する上位資格・関連資格の取得に向けた準備

CCに関する研修会・勉強会等への参加または実施

CCに関するスーパーバイザーによる助言・指導を受ける

CCに限らない各種専門家との交流

相談実務の経験を積む

特に何もしていない

※CCはキャリアコンサルタント

年代別 20代 30代 40代 50代 60代
70代

以上

実務経験を積む 1.0% 9.7% 29.2% 39.0% 18.0% 3.0%

勉強会への参加 1.3% 9.4% 29.2% 40.6% 16.8% 2.7%

9.7%

9.4%

29.2%

29.2%

39.0%

40.6%

18.0%

16.8%

3.0%

2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実務経験を積む

勉強会への参加

20代 30代 40代 50代 60代 70代以上
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図表６－６－② 属性別 維持・向上のための上位２項目② 

 

 

 
図表６－６－③ 属性別 維持・向上のための上位２項目③ 

 

 

 

 図表６－７には、「保有資格（キャリアコンサルタント関連資格）」とのクロス集計結

果を示した。「１級技能士」「H28 年度以降合格」「旧標準レベル」は、「キャリアコンサル

ティングに関する研修会・勉強会等への参加または実施」との回答が一番高かった。一

方「２級」および「経過措置」で一番高いのは「相談実務の経験を積む」であった。２

就労状況別 正社員
非正規

社員

経営・

管理職

CCとして

ﾌﾘｰ・自営

CC以外で

ﾌﾘｰ・自営

CCとして

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

CC以外で

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ
無職

実務経験を積む 32.9% 34.8% 6.9% 13.7% 5.7% 2.3% 1.6% 2.1%

勉強会への参加 38.5% 27.9% 6.6% 13.6% 5.9% 2.6% 1.9% 3.1%

※CCはキャリアコンサルタント

32.9%
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CCとしてﾌﾘｰ・自営 CC以外でﾌﾘｰ・自営 CCとしてﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

CC以外でﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ 無職

※CCはキャリアコンサルタント

活動状況別 ほぼ毎日 週2～3回 週1回 不定期
活動して

いない

実務経験を積む 42.5% 17.2% 7.5% 26.8% 6.1%

勉強会への参加 33.4% 14.7% 7.4% 29.3% 15.2%

42.5%

33.4%

17.2%

14.7%

7.5%

7.4%

26.8%

29.3%
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実務経験を積む

勉強会への参加

ほぼ毎日 週2～3回 週1回 不定期 活動していない
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級技能士の受検資格は実務経験が必須となっているが、保有資格が能力維持向上の方法

の特色を表わす結果になっていると言える。また選択肢毎の答えた割合を所有資格別で

みると、「キャリアコンサルティングに関する研修会・勉強会等への参加または実施」と

答えた割合が一番高いのが１級で 95.7%であった。一方一番低いのは H28 年度以降の合格

で 56.8％であった。また、「キャリアコンサルティングに関する上位資格・関連資格の取

得に向けた準備」と答えた割合が一番高いのが「2 級技能士」の 35.0％で、一番低いの

は「１級」の 19.6％であった。保有資格により、上位の資格を目指すか実務経験を積む

かと言った違いがあらわれているとも見て取れる。 

 

図表６－７ 保有資格別 能力の維持・向上について 

 

 

 

上位・
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 なお、図表６－５では、何らかの活動をしていると回答した人の中では「キャリアコ

ンサルティングに関するスーパーバイザーによる助言・指導を受ける」が最も低く、

13.7％と１割強にとどまっていた。しかしながら、これを保有資格別に分析したところ、

図表６－７で示した通り、「１級キャリアコンサルティング技能士」保有者は 50.0％がス

ーパービジョンを受けているという結果であった。さらに、1 級技能士は他の資格に比べ、

「上位資格の取得にむけた準備」以外での全ての項目が高く、「特に何もしていない」と

の回答はゼロであることから、上位資格保有者ほどスーパービジョンをはじめとする自

己研鑽を積んでいることがうかがえる。 

 

 

３．キャリアコンサルタント同士の情報交換や交流のネットワークについて 

 本調査では、「キャリアコンサルタント同士で、情報交換や交流のネットワークをお持

ちですか。」の設問で、キャリアコンサルタント同士のネットワークについてたずねた。 
 図表６－８には情報交換や交流のネットワークの状況の結果を示した。「定期的に連絡

を取り合っている」、「自主的な勉強会などに参加している」の２項目がそれぞれ 40％近

くの回答で多かった。しかしながら、「特に情報交換や交流のネットワークはない」も

34.4％の回答であった。平成 18 年度および平成 22 年度の調査で同様の質問を行った際

は、「定期的に連絡を取り合っている」は平成 18 年度が 41％、平成 22 年度が 52％で、「特

に情報交換や交流のネットワークはない」は平成 18 年度が 39％、平成 22 年度が 27％で

あった。標準レベルのキャリア・コンサルタントの養成は平成 12 年頃から始まり、キャ

リアコンサルタント養成講座を受講し、資格認定試験に合格したら、その団体の会員と

して継続学習カリキュラムを受講する等して研鑽を積むという仕組みがネットワークの

形成の一つとなり、それが徐々に浸透して行ったものが、今回の調査において平成 18 年

度の水準に戻るような結果であったことは、平成 28 年４月のキャリアコンサルタントの

法制化により、養成講習団体を主体としたネットワークが希薄になったことが一因と考

えられる。今後はキャリアコンサルタント登録制度の下、新たな方法によるネットワー

ク形成の仕組み作りが期待される。 
 図表６－９には所属団体や活動地域等とのクロス集計結果を示した。上位２項目（「定

期的に連絡を取り合っている」、「自主的な勉強会などに参加している」）に特化して見る

と、共通して最も高いのは、「自分がキャリアコンサルタント養成講座・養成講習を修了

した団体」、居住地は「関東・信越」、性別は「女性」、活動状況は「ほぼ毎日活動してい

る」であったが、キャリアコンサルティングに関連する活動の通算年数では、「定期的に

連絡を取り合っている」と答えた人で一番高いのは「１年以上５年未満」であるのに対

し「自主的な勉強会などに参加している」で最も高いのは「10 年以上」であった。活動

期間が浅い期間は、養成講座の受講仲間等と幅広く連絡を取る機会が多いが、年数が経
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つとそれが減り、活動状況に応じて勉強会を実施したり、参加する機会が増えるといっ

たように、ネットワーク形成の方法や質が変化していくことが推察される。 
 

図表６－８ ネットワークについて 

 

 

 

    

 

図表６－９ 属性別 ネットワークについて 

 

 

n %

全体 3273 100.0

定期的に連絡を取り合っている 1405 42.9

自主的な勉強会などに参加している 1275 39.0

共同でキャリアコンサルティングに関する活動をしている 373 11.4

特に情報交換や交流のネットワークはない 1125 34.4

42.9%

39.0%

11.4%

34.4%
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定期的に連絡を取り合っている

自主的な勉強会などに参加している

共同でキャリアコンサルティングに関する活動をしている

特に情報交換や交流のネットワークはない

属性

養成講座・

講習

終了団体

それ以外

の団体
関連学会 技能士会 その他

定期的に連絡 86.6% 7.7% 8.5% 17.7% 5.8%

自主的な勉強会 86.4% 8.5% 8.6% 19.0% 7.2%

共同で活動 83.2% 12.4% 14.6% 25.5% 8.4%

特にﾈｯﾄﾜｰｸはない 87.4% 6.6% 4.9% 9.1% 4.3%

属性
北海道・

東北
関東・信越 東海・北陸 近畿 中国・四国 九州・沖縄 国外

活動してい

ない

定期的に連絡 43.4% 41.8% 42.5% 45.9% 48.8% 47.9% 0.0% 29.9%

自主的な勉強会 38.8% 38.1% 40.7% 41.2% 43.8% 40.8% 0.0% 28.9%

共同で活動 13.2% 10.6% 9.9% 14.4% 12.4% 14.4% 0.0% 3.5%

特にﾈｯﾄﾜｰｸはない 31.5% 35.8% 33.1% 29.9% 30.8% 28.5% 100.0% 53.2%

属性 男性 女性 ほぼ毎日
週2～3回

程度
週1回程度 不定期

活動してい

ない
1年未満

1年以上

5年未満

5年以上

10年未満
10年以上

定期的に連絡 44.5% 55.5% 38.7% 16.2% 7.2% 24.4% 13.5% 10.3% 31.1% 29.7% 28.9%

自主的な勉強会 43.5% 56.5% 35.2% 15.1% 7.8% 28.2% 13.6% 8.3% 29.7% 30.8% 31.2%

共同で活動 47.5% 52.5% 43.2% 22.5% 9.4% 22.5% 2.4% 6.3% 24.2% 29.9% 39.6%

特にﾈｯﾄﾜｰｸはない 46.0% 54.0% 24.1% 8.4% 4.7% 31.0% 31.7% 10.3% 28.5% 32.6% 28.6%

所属団体

活動地域

性別 活動日 活動期間
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４．今後、キャリアコンサルタントが活躍しやすい環境を作るために効果的な対策について 

 本調査では、「今後、キャリアコンサルタントが活躍しやすい環境を作るためには、ど

のような対策が最も効果的だと思われますか。」の設問で、キャリアコンサルタントが

活躍するための効果的な方策についてたずねた。 
 図表６－１０には最も効果的な対策として挙げられた回答を示した。「組織（企業、教

育機関等）への啓発活動を充実する」が 43.6％で最も多く、次いで「キャリアコンサル

ティングを実施する上での相談窓口を設置する」、「キャリアコンサルタント自身が能力

を向上できる機会を全国的に提供する」がそれぞれ 12％程度で、同じくらいの割合で多

かった。なお、平成 18 年度に同様の質問（質問項目は若干異なる）を行った際に最も高
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かったのが、「キャリア開発の重要性に関する組織（企業、教育機関等）への啓発活動を

充実する」（71.3%）であった。割合は減ったものの、依然として同様の項目が一番高か

ったことは、国や関係機関、キャリアコンサルタント自身が引き続き課題として受け止

め、対応していく必要があるものと言えるであろう。 
 

図表６－１０ 効果的な対策について 

 

 

 

 

 
 図表６－１１には、地域別のクロス集計結果を示した。各地域とも「組織（企業、教

育機関等）への啓発活動を充実する」が一番高い点は共通していた。２番目に高い項目

は、関東・信越と九州・沖縄地域では「キャリアコンサルティングを実施する上での相

談窓口を設置する」であるが、それ以外の地域では「キャリアコンサルタント自身が能

力を向上できる機会を全国的に提供する」であった。関東・信越と九州・沖縄地域以外

の地域では、能力向上の機会を求めている人がやや多い可能性を指摘できる。また、３

番目に多い項目を見ると、北海道・東北地域では「関係者の交流や情報交換の機会を増

やす」となっているのが特徴的である。 

 

 

n %

全体 3273 100.0

組織（企業、教育機関等）へのキャリアコンサルティング導入に向けた啓発活動を充実する 1426 43.6

個人（クライエント、支援対象者）の認知度を高める活動を充実する 336 10.3

スーパーバイザーからの助言・指摘を受けやすい体制を整備する 145 4.4

キャリアコンサルティングの導入や実施をするための相談窓口を設置する 407 12.4

キャリアコンサルタント自身が能力を向上できる機会を全国的に提供する 422 12.9

関係者（キャリアコンサルタントだけでなくその所属長や連携先など）との交流や情報交換の機会を増やす 293 9.0

キャリアコンサルタント自身がキャリアパスを考える機会を増やす 244 7.5

43.6% 10.3% 4.4% 12.4% 12.9% 9.0% 7.5%
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労働政策研究報告書No.200

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



－132－ 
 

図表６－１１ 地域別 効果的な対策について 

 

 

 

 
 図表６－１２には、保有資格別のクロス集計結果を示した。各資格とも一番多い回答

は「組織（企業、教育機関等）への啓発活動を充実する」であった。この項目を除くと、

１級技能士以外は 10%以上の回答があった 3 項目（「個人の認知度を高める活動を充実」

「相談窓口を設置」「能力を向上できる機会を全国的に提供」）が共通しているが、１級

技能士では「スーパーバイザーからの助言・指摘を受けやすい体制を整備する」が入っ

ているのが特徴的である。『２．キャリアコンサルタントとしての能力の維持・向上につ

いて』の図表６－７で、１級技能士は、50%がスーパービジョンを受けているという結

果を示したが、自身がスーパービジョンを受けた上でその重要性を認識し、機会の拡大

を望んでいることがうかがえる。 
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図表６－１２ 資格別 効果的な対策について 

 

 
 

 

５．今後、キャリアコンサルタントが活躍しやすい環境を作るための上記以外の効果的な対策に

ついて 

 本調査では、「今後、キャリアコンサルタントが活躍しやすい環境を作るために、どの

ような対策が効果的だと思いますか。」の設問で、上記４の選択肢以外の内容を自由記

述によりたずねた。 
 図表６－１３には効果的な対策として自由記述で挙げられた回答のキーワードを抽出

し、ＫＪ法を援用して、分類した結果を示した。上位カテゴリーとしては６つが抽出さ

れ、それぞれ下位カテゴリーと発言例を挙げる。 
 「普及促進」や「地位向上」、「キャリアコンサルタントへの支援」に関しては、平成

23 年度に同様の質問（自由記述回答）を行った際にも同様の内容が挙げられているが、

今回の調査結果の特徴としては、「キャリアコンサルタント自身の取り組み」、「推進のた

めの取り組み」、「調査研究」が挙げられる。平成 23 年度と比べ現在は、資格や制度の整
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備が進んでいると言えるが、それに見合うキャリアコンサルタント自身の努力や、社会

にキャリアコンサルティングを広める取り組み、さらに発展させるための調査研究の必

要性を、現場で活動するキャリアコンサルタントならではの感覚として挙げられたもの

であろう。なお、一部ではあるが回答の中には、「更新講習の情報を、１つの場所でタイ

ムリーに知れるものが欲しい」（現在、キャリアコンサルタントＷｅｂサイトで情報公開）

といったものもあった。キャリアコンサルタント自身が現状の施策や情報について収集

不足の面があることがうかがえる。 
 

図表６－１３ キャリアコンサルタントが活躍しやすい環境を作るための効果的な対策について 

 

 

６．キャリアコンサルタント関連会員組織の所属状況について 

 本調査では、「現在、あなたは、キャリアコンサルタント関連の会員組織に所属してい

ますか」の設問で、キャリアコンサルタント登録機関以外に所属している組織について

たずねた。 

上位カテゴリー 下位カテゴリー 回答例

社会における認知度の向上
まずはキャリアコンサルタントの存在、またキャリアコンサルタントができることや職務の詳細について

多くの人に認知してもらうこと

啓発活動 キャリアコンサルタントの仕事、可能性を世の中の人や、経営者に知って貰えるような啓発的活動

広報活動 広報誌や新聞、雑誌などで活用事例を紹介する

企業内キャリアコンサル

ティングの充実

企業の経営者が、「社員がキャリアについて考えること」の重要性や有用性を認識する機会を設けるこ

と、社員が相談を受けることができる機会を社内に設けること、を制度として構築することが必要。

収入・身分の安定
専門職でありながら、ほとんどの人が非正規（特にハローワーク、大学のキャリアセンターなど）。待遇

の改善が必要。

活躍の場の拡大
職業で専門的にキャリアコンサルタントをしていない人に向けて、ボランティア等段階的に経験を積める

場の提供

能力・スキルの向上
現在有資格者として活動している方々のレベルに差がありすぎるため、相談者の評価にも賛否が出ている

と感じる。最低限の知識と相談支援ができるようなコンサルタントを育てていく対策が必要だと思われる

キャリア形成

そもそもキャリアコンサルタント自身のキャリアは自身で満足いくようなものになっているのかが重要だ

と思う。自分ができていない状況に矛盾を感じる。まずはキャリアコンサルタント自身のキャリアを充実

させるセミナーや講習会などがあったら良いと思う

自助努力
コンサルタント自身がキャリアコンサルティングとその周辺知識を広げ、人格を磨き、CLおよび関係する

職場等からの信頼を深める

キャリアコンサルタント同士の情報交換がしやすい環境を整えること

WEBサイトによるキャリコンの活動情報や情報交流の場の提供など

国や自治体、経済界などからの広報や、導入事例の情報発信

異なる組織で就労しているキャリアコンサルタントの情報交換

特に地方での学習の機会を増やして欲しい

自立して稼げるキャリアコンサルタントになるための体系的なプログラム（研修など）提供

専門性向上 得意分野を整理してその分野で深く知識や技能を培っていくべきだと思う

キャリアパスの提示 資格取得後の働き方支援

行政による取り組み

現在、そして将来の社会の流れにおいての働き方に対し、法整備とともに、企業としてのあるべきモデル

ケースを国として提案。助成金への予算配分、活用について積極的に行われているが、マニュアル・パン

フレットをみると「活用する側」に対して、わかりやすさ、親しみやすさ、使いやすさの視点が大いに欠

けている

資格のさらなる整備

現在、キャリアコンサルタント資格をもっていなくてもコンサルティング業務に就くことが出来るが、組

織における有資格者の配置の規定や、有資格者によるコンサルティング業務に変えていく必要があると思

う

利用者支援
個人が、キャリアコンサルタントによる相談を受け、自らのキャリアについて考える機会を得る体験が気

軽にできるような機会を増やす

企業内キャリアコンサル

ティングの充実
人事制度に盛り込む

セルフキャリアドック セルフキャリアドック制度の義務化

企業・学校等へのＣＣ配置

の義務化
企業や学校にキャリアコンサルタントの専任者を置くことを義務付ける

キャリア教育 小さい頃から自分のキャリアは自分で考える、という意識付けも必要かと思う

研究
キャリアコンサルティングと企業の生産性への寄与に関する研究と、その公表が数多く成されること。研

究会が多く開かれると良いと思う

調査 キャリアコンサルティングの費用対効果を明確にすること

ネットワーク

情報提供

学習機会の整備

推進のための

取り組み

調査研究

周知活動

地位向上

キャリアコン

サルタント自

身の取り組み
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 図表６－１４にはキャリアコンサルタント関連の会員組織への所属の有無について示

した。「所属している」と「所属していない」の割合は 6 対４であった。 
 

図表６－１４ 会員組織の所属状況について 

 

 

 図表６－１５には「所属している」と答えた人について所属団体の種類に関する結果

を示した。「自分がキャリアコンサルタント養成講座・養成講習を修了した団体」が

86.8％で最も多く、次いで多いのは、「キャリアコンサルティング技能士会」で 15.0％
であった。 
 

図表６－１５ キャリアコンサルタント関連の会員組織に「所属している」人の 

会員組織の所属状況について（複数回答） 

 

 

 図表６－１６には、保有資格別に会員組織の所属状況を示した。「所属あり」が最も多

いのは「１級キャリアコンサルティング技能士」であり、87.0%であった。以下、「旧制

度の標準レベルのキャリア・コンサルタント資格」70.7%、「２級キャリアコンサルティ

ング技能士」69.5%と続いていた。逆に「所属あり」が最も少ないのは「キャリアコン

サルタント資格（平成 28 年度以降の試験に合格してキャリアコンサルタント登録）」で

50.7%であった。『３．キャリアコンサルタント同士の情報交換や交流のネットワークに

ついて』で前述したことと併せ、ここでも法制化以降の養成講習終了団体への帰属意識

の低下の現れが見て取れる。 
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図表６－１６ 保有資格別のキャリアコンサルタント関連会員組織の所属状況について 

 

 

 図表６－１７には「能力維持向上のために実施していること」とのクロス集計結果を

示した。「所属あり」と答えた人は「キャリアコンサルティングに関する研修会・勉強会

等への参加または実施」の割合が 68.7％で一番高いのに対し、「所属なし」と答えた人

は「相談実務の経験を積む」の割合が一番高く、55.7％であった。会員として所属する

組織が無い人は研修会等への参加が少ないことがうかがえる。 
 

図表６－１７ キャリアコンサルタント関連会員組織の所属状況別にみた 

「能力維持向上のために実施していること」（複数回答） 
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７．キャリアコンサルタントとしての能力の維持・向上等について（まとめ） 

 本章の結果は以下の３点に集約される。 
 第一に、能力の維持・向上のために行っていることで多かったのは、「相談実務の経験

を積む」と「キャリアコンサルティングに関する研修会・勉強会等への参加または実施」

であった。概して、「相談実務の経験を積む」は「非正規社員として活動している人」が、

「キャリアコンサルティングに関する研修会・勉強会等への参加または実施」は「正社

員」の割合が高く、就労状況によって能力維持向上の方法の違いがみられた。 
 第二に、キャリアコンサルタント同士の情報交換や交流のネットワークについては、

「特に情報交換や交流のネットワークはない」が約 1/3 を占めており、今後は新たな方

法によるネットワーク形成の仕組み作りが期待された。 
 第三に、今後、活躍しやすい環境をつくるために効果的な対策として、「組織（企業、

教育機関等）への啓発活動を充実する」が最も多く、以下「キャリアコンサルティング

を実施する上での相談窓口を設置する」「キャリアコンサルタント自身が能力を向上でき

る機会を全国的に提供する」と続いていた。また、自由記述結果からは「周知活動」「地

位向上」「キャリアコンサルタント自身の取り組み」「キャリアコンサルタントへの支援」

「推進のための取り組み」「調査研究」などが挙げられた。 
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第７章 キャリアコンサルタントの意識と今後の課題 

 

１．はじめに 

 この章では、現在キャリアコンサルタントとして活動している者がどのような意識を持っ

ており、今後の課題をどのように認識しているかを考察する。キャリアコンサルタントの活

動領域は、企業、学校・教育機関、需給調整機関、地域の４つに大別できる。本調査回答者

（全 3,273 名）の主な活動領域は企業（1,119 名、34%）、学校・教育機関（563 名、17%）、需

給調整機関（661 名、20%）、地域（169 名、5%）、その他（271 名、8%）、なし（490 名、15%）

である。平成 25 年度の厚生労働省職業能力開発局キャリア形成支援室調べによるキャリアコ

ンサルタント資格所有者の領域別就業状況と比べると、需給調整機関の割合が少なく企業領

域が多くなっている。本章では、キャリアコンサルタントの満足要因を考察した上で領域別

の課題を分析し、今後の課題をまとめる。 

 

２．「キャリアコンサルタント」としての⾃分の活動に対する満足度 

 「キャリアコンサルタント」としての自分の活動に対して満足しているかを「１：満足し

ていない」～「５：とても満足している」の５段階で調査したところ、「やや満足している」

（26.9%）が最も多く、次いで「どちらとも言えない」（24.7%）、「あまり満足していない」（21.1%）

と続いた。図表７－１には、回答者の性別と年齢別の満足度を示した。性別、年齢別にみて

も「とても満足している」の比率が高くないことがわかる。 

 

図表７－１ 性別・年齢と満足度の関係 
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60代 532 11.8% 32.1% 22.4% 17.9% 15.8%
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（１）「就労状況」と満足度との関連 

 次に「就労状況」によって満足度がどのように異なるかを比較検討するために、満足度の

尺度を得点化し平均を求めた。「満足していない（1 点）」（610 名、18.6％）、「あまり満足し

ていない(2 点)」（690 名、21.1%）、「どちらとも言えない（3 点）」(808 名、24.7%)、「やや満

足している（4 点）」（881 名、26.9%）、「とても満足している(5 点)」（284 名、8.7％）と配点

すると、平均は 2.86 点となった。 

 図表７－２には、「就労状況」別に満足度の平均得点を示した。男性では「キャリアコンサ

ルタントとしてボランティア」(3.43)が最も高く、次いで「非正規社員」(3.32)、「キャリア

コンサルタントとしてフリー・自営」(3.31)と続き、最も低いのは「無職」(2.10)であった。

女性では「キャリアコンサルタントとしてフリー・自営」(3.48)が最も高く、次いで「非正

規社員」(3.07)、「経営・管理職」(2.88) と続いた。最も低いのは男性同様「無職」(1.67)

であるが「正社員」であっても平均点が低い。ここからは、正社員か否かよりも、どれだけ

キャリアコンサルタントとして活動できているかによって満足度が異なることが推測される。

表内の網かけ項目は「正社員」と比較して 5%水準で有意に平均点が高くなった項目である。 

 

図表７－２ 就労状況と満足度の関係 

 

 

 
 

男性 女性

正社員　N=1274 2.73 2.55

非正規社員　N=944 3.32 3.07

経営・管理職　N=236 2.83 2.88

キャリアコンサルタントとしてフリー・自営　N=356 3.31 3.48

キャリアコンサルタント以外でフリー・自営　N=205 2.68 2.60

キャリアコンサルタントとしてボランティア　N=66 3.43 2.71

キャリアコンサルタント以外でボランティア　N=61 2.41 2.18

無職　N=131 2.10 1.67

※「正社員」との平均値の差が 5%水準で有意な箇所に網かけ。
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（２）「取得資格」と満足度との関連 

 満足度がキャリアコンサルタントの活動と深く関係していることを確認するために、取得

しているキャリアコンサルタント資格と満足度得点の関連を示す。２級技能士には５年以上

の実務経験が、1 級技能士は、２級の技能検定に合格した者でその後３年以上の実務経験を

有する者か、もしくは 10 年以上の実務経験相当が求められるため、それらの資格要件が活動

期間の目安となる。図表７－３には、「所有しているキャリアコンサルティング資格の種類」

別に満足度の平均点を示した。男女ともに「1 級キャリアコンサルタント技能士」（男性：3.50、

女性：3.86）資格を所有している群の平均得点が最も高く、次いで「2 級キャリアコンサル

タント技能士」（男性：3.25、女性：3.20）となった。「平成 28 年度以降の試験合格者」（男

性：2.60、女性：2.40）は、キャリアコンサルタント資格を取得して 1 年以内のため、「キャ

リアコンサルタント」としての⾃分の活動に対する満足度が低いと考えられる。表内の網かけ

項目は「1 級キャリアコンサルタント技能士」の平均と比較して 5%水準で有意差がある項目

である。 

 

図表７－３ 取得しているキャリアコンサルタント資格種別と満足度の関係 

 

 

 

 

（３）主な活動領域と満足度との関連 

 図表７－４には、主な活動領域別に満足度の平均点を示した。男性は「需給調整機関」（3.42）

が最も高く、次いで「学校・教育機関」（3.25）、「地域」(3.22)であった。女性は「地域」(3.34)

が最も高く、次いで「需給調整機関」(3.27)、「学校・教育機関」（3.22）となった。主な活

動領域を「なし」と回答した者の満足度が最も低く、次いで「企業」となった。表内の網か

け項目は「企業」の平均と比較して 5%水準で有意差がある項目である。「学校・教育機関」「需

給調整機関」よりも「企業」を主な活動領域とする者の満足度が低い。 
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1級キャリアコンサルティング技能士　N=46 3.50 3.86

2級キャリアコンサルティング技能士　N=686 3.25 3.20

キャリアコンサルタント資格（平成28年度以降の試験合格して登録）　N=757 2.60 2.40

キャリアコンサルタント資格（経過措置で登録）　N=1886 2.92 2.84

旧制度の標準レベルのキャリア・コンサルタント資格　N=968 2.98 2.80

※「１級キャリアコンサルティング技能士」との平均値の差が5%水準で有意な項目に網かけ。
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図表７－４ 主な活動領域と満足度の関係 

 

 

 

 

 

（４）活動頻度と満足度との関連 

 図表７－５には、「キャリアコンサルティングに関連する活動の頻度」と満足度の平均点を

示した。男女共に「ほぼ毎日活動している」（男性：3.60、女性：3.59）が最も高く、次いで

「週 2～3 回程度活動している」（男性：3.50、女性：3.23）、「週 1 回程度活動している」（男

性：3.22、女性：3.10）であった。表中の網かけ項目は「ほぼ毎日活動している」の平均と

比較して 5%水準で平均点に有意差がある項目である。「ほぼ毎日活動している」は他のほぼ

全ての項目より有意に高い結果となった。主な活動領域によらず、キャリアコンサルタント

として活動ができていることが満足度を高めている可能性がある。 

 

図表７－５ 活動の頻度と満足度の関係 

 

 

 

男性 女性

企業　N=1119 2.86 2.76

学校・教育機関（キャリア教育、キャリアセンター）N=563 3.25 3.22

需給調整機関（派遣、ハローワーク、転職・再就職支援）N=661 3.42 3.27

地域（地域若者サポートステーション、女性センター等）N=169 3.22 3.34

その他　N=271 3.09 3.02

なしN=490 1.73 1.57

※「企業」との平均値の差が5%水準で統計的に有意な項目に網かけ。
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男性 女性

ほぼ毎日活動している　N=1045 3.60 3.59

週2～3回程度活動している　N=434 3.50 3.23

週1回程度活動している　N=209 3.22 3.10

不定期に活動している　N=922 2.69 2.52

活動していない　N=663 1.73 1.57

※「ほぼ毎日活動している」者との平均値の差が 5%

水準で統計的に有意な項目に網かけ。
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３．「キャリアコンサルタント」の資格が、日々の仕事や⽣活に役⽴っているか 

 「満足度」に関する分析から、キャリアコンサルタントとしての自分の活動に対する満足

度が正社員、非正規社員といった就業状況によらず、キャリアコンサルタントとしての活動

領域や活動頻度による可能性が確認された。ここでは、資格が役立っていると認識する要因

について考察する。資格の役立ち度についての設問は「１：ほとんど役立っていない」～「５：

とても役立っている」の５段階で調査している。「やや役立っている」（39.4%）が最も多く、

次いで「とても役立っている」（37.7%）、「どちらとも言えない」（11.2%）と続いた。図表７

－６には、回答者の性別と年齢別の役立ち度を示した。 

 

図表７－６ 性別・年齢別資格役立ち度 
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（１）資格役立ち度の要因 

 満足度の調査と同様、資格の役立ちの程度を得点化し平均点を求めた。その結果、「ほとん

ど役立っていない（1 点）」（175 名、5.3%）、「あまり役立っていない(2 点)」（211 名、6.4％）、

「どちらとも言えない（3 点）」(365 名、11.2％)、「やや役立っている（4 点）」（1,288 名 39.4%）、

「とても役立っている(5 点)」（1,234 名,37.7%）となり、平均点は 3.98 点となった。図表７

－７～図表７－１０には、「就労状況」「所有しているキャリアコンサルティング資格の種類」、

「主な活動領域」、「キャリアコンサルティングに関連する活動の頻度」の平均点を示す。満

足度の調査と同様、正社員か非正規社員かによらず、キャリアコンサルタントとして活動し

ている者ほど資格が役立っていると認識しており、領域別に見るとその得点は需給調整機関

で最も高い。 

 

図表７－７ 就労状況と資格役立ち度の関係 

 

 

図表７－８ 取得しているキャリアコンサルタント資格種別と資格役立ち度の関係 

 

 
図表７－９ 活動頻度と資格役立ちの関係 

 

 

図表７－１０ 活動領域と資格役立ち度の関係 

 

 

男性 女性

正社員　N=1274 3.89 3.88

非正規社員　N=944 4.17 4.16

経営・管理職　N=236 4.01 4.14

キャリアコンサルタントとしてフリー・自営　N=356 4.25 4.44

キャリアコンサルタント以外でフリー・自営　N=205 3.57 3.79

キャリアコンサルタントとしてボランティア　N=66 4.32 4.03

キャリアコンサルタント以外でボランティア　N=61 3.82 3.36

無職　N=131 2.93 2.85

※「正社員」との平均値の差が5%水準で統計的に有意な項目に網かけ。

男性 女性

1級キャリアコンサルティング技能士　N=46 4.39 4.75

2級キャリアコンサルティング技能士　N=686 4.17 4.27

キャリアコンサルタント資格（平成28年度以降の試験合格して登録）　N=757 3.81 3.80

キャリアコンサルタント資格（経過措置で登録）　N=1886 3.91 3.97

旧制度の標準レベルのキャリア・コンサルタント資格　N=968 3.96 4.10

男性 女性

ほぼ毎日活動している　N=1045 4.42 4.52

週2～3回程度活動している　N=434 4.34 4.46

週1回程度活動している　N=209 4.19 4.22

不定期に活動している　N=922 3.89 3.84

活動していない　N=663 2.94 3.01

※「ほぼ毎日活動している」者との平均値の差が5%水準で統計的に有意な項目に網かけ。

男性 女性

企業　N=1119 3.96 3.99

学校・教育機関（キャリア教育、キャリアセンター）N=563 4.13 4.23

需給調整機関（派遣、ハローワーク、転職・再就職支援）N=661 4.27 4.40

地域（地域若者サポートステーション、女性センター等）N=169 4.27 4.39

その他　N=271 4.17 4.29

なしN=490 2.97 2.97

※「企業」との平均値の差が5%水準で統計的に有意な項目に網かけ。
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（２）活動頻度と資格役立ち度による満足度の予測 

 「満足度」と「キャリアコンサルティングに関連する活動の頻度」「資格役立ち度」の各変

数間の相関係数を算出し、さらに「性別」の影響をコントロールした偏相関係数を算出した。

満足度と資格役立ち度（r=.559、p＜.001）、満足度と活動の頻度（r =.562、p＜.001）には

有意な相関が得られた。満足度を資格役立ち度で予測したところβ=.550（p＜.001）と有意

な影響が認められた。また満足度を活動の頻度で予測したところβ=.559（p＜.001）となっ

た。以上の結果から資格が役立っていると認識し、活動頻度が高い者ほど満足度が高い傾向

が確認できた。図表７－１１には従属変数を「満足度」とし「活動頻度」と「資格役立ち度」

を説明変数とする重回帰分析の結果を示す。決定係数は R2=.42（p＜.001）であり、モデル

全体としての有意な影響が認められた。 

 

図表７－１１ 活動頻度と資格役立ちの関係 

 

 

 

（３）主な活動領域別モデルの有効性 

 ここまでの分析結果から、「キャリアコンサルタントとしての自分の活動に対する満足度」

は活動領域によって異なり、企業、学校・教育機関、需給調整機関、地域の 4 領域の中では、

企業領域を主な活動領域とする者の満足度が低いことが分かった。また満足度はどれだけキ

ャリアコンサルタントとして活動できているかにより、領域によらず「活動頻度」と「資格

役立ち度」によって示せる可能性が確認された。図表７－１２は活動領域を調整変数とした

重回帰分析の結果である。活動領域によって差があることが確認された。 

 

図表７－１２ 活動領域別のモデル適応度 

 

 

R R2 乗

調整済み

 R2 乗

.649
a .421 .420

標準化

係数 t 値

有意

確率

B
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企業 .582 .339 .337 .957

学校・教育機関 .572 .327 .325 .919

需給調整機関 .523 .273 .271 .948

地域 .529 .280 .272 .979

労働政策研究報告書No.200

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



－145－ 
 

４．「キャリアコンサルティングに関連する活動」を行う上での課題 

 キャリアコンサルティングに関連する活動を行う上での課題には 11 の選択肢を設け、適切

な選択肢がない場合は、その他を選択して自由記述で回答する。最も選択率が高かった選択

肢は「「キャリアコンサルタント」「キャリアコンサルティング」というものが知られていな

い」（49.6%）であり、次いで「キャリアコンサルタントとしての自分自身の力量が十分でな

い」（40.8%）、「相談・支援を行う環境（場所）が整っていない」（35.1%）と続いた。図表７

－１３には、男女別の選択率を示した。 

 

図表７－１３ 性別・年齢別課題 

 

 

 
 

 

 図表７－１４には、回答者の主な活動の場別に課題の選択率を示す。活動領域別に見ても

「「キャリアコンサルタント」「キャリアコンサルティング」というものが知られていない」、

「キャリアコンサルタントとしての自分自身の力量が十分でない」、「相談・支援を行う環境

（場所）が整っていない」が上位３位を占める。活動領域固有の課題を明確にするために主

な活動領域「なし」の回答率より有意に高い回答率を示す項目を網掛けした。 
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2.自身が所属する組織の現場管理者の理解が十分ではない　N=555 17.1% 16.9% 17.0%

3.キャリア形成支援に対する関係者間の連携を図るのが難しい　N=731 23.4% 21.5% 22.3%

4.相談・支援を行う環境（場所）が整っていない　N=1149 36.3% 34.1% 35.1%

5.支援対象者に相談・支援を受けるゆとりがない　N=614 18.1% 19.3% 18.8%

6.支援対象者が消極的であったり、相談に来るのをためらったりする　N=577 17.7% 17.5% 17.6%

7.支援対象者が所属する組織の理解が十分でない　N=503 16.5% 14.4% 15.4%

8.キャリアコンサルタントとしての自分自身の力量が十分でない　N=1334 37.1% 43.8% 40.8%

9.キャリアコンサルタントの組織内における立場や権限、受け持ち範囲が明確でない　N=775 23.0% 24.2% 23.7%

10.キャリアコンサルタントとしての自身の処遇（就業形態、報酬等）が十分でない　N=1071 30.9% 34.2% 32.7%

11.「キャリアコンサルタント」「キャリアコンサルティング」というものが知られていない　N=1625 50.8% 48.7% 49.6%

12.その他　N=160 4.6% 5.1% 4.9%

13.特に課題であると感じることはない　N=160 5.6% 4.3% 4.9%
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図表７－１４ 主な活動領域の別課題 

 

 

 
 

 網掛け項目は「企業」が最も多く、需給調整機関が最も少ない。「企業」を主な活動の場と

する者は、他と比べて、広範囲に亘って強い課題認識を持っていることがわかる。「企業」で
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い」、「６．支援対象者が消極的であったり、相談に来るのをためらったりする」、「７．支援

対象者が所属する組織の理解が十分でない」「９．キャリアコンサルタントの組織内における

立場や権限、受け持ち範囲が明確でない」が高い値を示した。組織内における立場や権限、

受け持ち範囲が明確でないため、関係者間の連携が図り難く、また支援対象者も忙しいため

キャリアコンサルティングを利用し難い状況が想定される。一方、他の領域と比較すると処

遇（就業形態、報酬等）を課題とする者の割合は低い。 

 「学校・教育機関」では「３．キャリア形成支援に対する関係者間の連携を図るのが難し

い」「６．支援対象者が消極的であったり、相談に来るのをためらったりする」「９．キャリ

アコンサルタントの組織内における立場や権限、受け持ち範囲が明確でない」「10．キャリア

コンサルタントとしての自身の処遇（就業形態、報酬等）が十分でない」が高い値を示した。
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8.キャリアコンサルタントとしての自分自身の力量が十分でない　N=1334 37.9% 37.1% 41.5% 46.7% 37.6% 50.1%
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他の領域と比較して関係者間の連携を課題と認識する割合が高い。 

 「需給調整機関」と「地域」領域で選択率の高い項目は共通しており、「６．支援対象者が

消極的であったり、相談に来るのをためらったりする」「10.キャリアコンサルタントとして

の自身の処遇（就業形態、報酬等）が十分でない」であった。関係者間の連携の課題はある

程度調整がついており、自身の処遇に関する課題があることが想定される。 

 活動領域別に課題選択数を集計したところ、「企業」が 1 人辺り 3.3 件、「学校・教育機関」

及び「地域」が 3.0 件、「需給調整機関」は 2.7 件であった。課題選択数からも主な活動領域

を「企業」と回答した者により広範囲に課題を認識する者が多いことがわかる。 

 

（１）従業員規模別の課題認識状況 

 「１．自身が所属する組織のトップ層の理解が十分ではない」、「３．キャリア形成支援に

対する関係者間の連携を図るのが難しい」「５．支援対象者に相談・支援を受けるゆとりがな

い」、「６．支援対象者が消極的であったり、相談に来るのをためらったりする」、「７．支援

対象者が所属する組織の理解が十分でない」「９．キャリアコンサルタントの組織内における

立場や権限、受け持ち範囲が明確でない」について従業員規模との関係を分析する。 

 図表７－１５には「従業員規模」別の課題選択率を示す。概して、30 人未満の従業員規模

では「１．自身が所属する組織のトップ層の理解が十分ではない」を課題と認識する者が少

なく「３．キャリア形成支援に対する関係者間の連携を図るのが難しい」を課題として上げ

る者が多い。100 人以上の従業員規模になると「１．自身が所属する組織のトップ層の理解

が十分ではない」と「９．キャリアコンサルタントの組織内における立場や権限、受け持ち

範囲が明確でない」を選択する者が多い。また、企業領域では企業規模によらず「５．支援

対象者に相談・支援を受けるゆとりがない」の選択率が高い。学校・教育機関、需給調整機

関、地域領域では「５．支援対象者に相談・支援を受けるゆとりがない」の選択率は低く、

「６．支援対象者が消極的であったり、相談に来るのをためらったりする」の選択率が高い。 

 

図表７－１５ 従業員規模別の課題選択率 

①活動領域を企業と回答した者の従業員規模別の課題認識状況（選択率） 
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②活動領域を学校・教育機関と回答した者の従業員規模別の課題認識状況（選択率） 

 

 

③活動領域を需給調整機関と回答した者の従業員規模別の課題認識状況（選択率） 

 

 

④活動領域を地域と回答した者の従業員規模別の課題認識状況（選択率） 

 

 
（２）活動頻度別の課題認識状況 
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機関を選択した者にも同様な傾向が見られた。主な活動の場を需給調整機関と地域とした者

は、活動頻度が高い者で「５．支援対象者に相談・支援を受けるゆとりがない」を選択する

者が多い。活動頻度が低い者では「９．キャリアコンサルタントの組織内における立場や権

限、受け持ち範囲が明確でない」を選択する者が多かった。 

 

図表７－１６ 活動頻度別の課題選択率 

①活動領域を企業と回答した者の活動頻度別の課題認識状況（選択率） 

 

 

②活動領域を学校・教育機関と回答した者の活動頻度別の課題認識状況（選択率） 

 

 

③活動領域を需給調整機関と回答した者の活動頻度別の課題認識状況（選択率） 
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④活動領域を地域と回答した者の活動頻度別の課題認識状況（選択率） 

 

 

（３） 自由記述の分析結果 

 キャリアコンサルティングに関連する活動を行う上での課題について自由記述で回答があ

ったのは 160 名である。活動領域別にみると、企業（53 名、33%）、学校・教育機関（15 名、

9%）、需給調整機関（20 名、12.5%）、地域（8 名、5%）、その他（20 名、12.5%）、なし（44

名、27.5%）である。自由記述の殆どの内容は、提示した 11 の選択肢に含まれる内容であっ

た。選択肢に含まれない項目としては、「都市部との格差」や、副業の禁止や、学ぶ場の少な

さに起因した「経験不足」があげられる。 

 

 

５．これからの社会におけるキャリアコンサルタントの新しい役割 

 これからの社会におけるキャリアコンサルタントの新しい役割は 11 の選択肢を提示し選
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などを専門とするキャリアコンサルタント」の選択率が高いことがわかる。 
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図表７－１７ これからの社会におけるキャリアコンサルタントの新しい役割に関する認識 

 

 

図表７－１８ 男女別の新しい役割に関する認識 

 

 

 

 図表７－１９には、「特に必要となるもの１つ」を主な活動の場別に示した。主な活動の場

を企業と回答した者は「４．組織開発や組織文化に取り組むキャリアコンサルタント」の割

合が最も高く、次いで「10．個人のキャリア発達に深く関わるキャリアコンサルタント」、「６．

メンタルヘルスなどの問題を専門とするキャリアコンサルタント」と続いている。学校・教

育機関、需給調整機関では「１．専門領域別のキャリアコンサルタント」が最も高く、次い

で「７．発達障害・精神障害などを専門とするキャリアコンサルタント」、「５．地域の企業

や自治体、学校等と連携して活動するキャリアコンサルタント」と続いている。地域では、

「７．発達障害・精神障害などを専門とするキャリアコンサルタント」が最も高く、次いで

「５．地域の企業や自治体、学校等と連携して活動するキャリアコンサルタント」となった。 

 

 

 

 

必要となる
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なる（1つ）

1.専門領域別のキャリアコンサルタント 41.0% 13.5%

2.業種別・業界別のキャリアコンサルタント 22.2% 6.0%

3.コーチングやリーダー養成を専門とするキャリアコンサルタント 17.4% 3.4%

4.組織開発や組織文化に取り組むキャリアコンサルタント 26.7% 9.9%

5.地域の企業や自治体、学校等と連携して活動するキャリアコンサルタント 35.3% 12.9%

6.メンタルヘルスなどの問題を専門とするキャリアコンサルタント 37.0% 12.4%

7.発達障害・精神障害などを専門とするキャリアコンサルタント 35.2% 14.4%

8.ハラスメントの問題に専門的に関わるキャリアコンサルタント 10.4% 1.3%

9.ダイバーシティ、多文化の問題に関わるキャリアコンサルタント 24.4% 7.2%

10.個人のキャリア発達に深く関わるキャリアコンサルタント 39.0% 14.9%

11.社会正義を志向するキャリアコンサルタント 11.5% 4.0%
※選択率が高いもの上位３つまでに網掛けを付した。

男性

N=1477

女性

N=1796

1.専門領域別のキャリアコンサルタント 44.8% 37.9%

2.業種別・業界別のキャリアコンサルタント 24.6% 20.2%

3.コーチングやリーダー養成を専門とするキャリアコンサルタント 19.1% 16.0%

4.組織開発や組織文化に取り組むキャリアコンサルタント 28.8% 24.9%

5.地域の企業や自治体、学校等と連携して活動するキャリアコンサルタント 37.8% 33.3%

6.メンタルヘルスなどの問題を専門とするキャリアコンサルタント 35.0% 38.7%

7.発達障害・精神障害などを専門とするキャリアコンサルタント 29.2% 40.1%

8.ハラスメントの問題に専門的に関わるキャリアコンサルタント 9.3% 11.2%

9.ダイバーシティ、多文化の問題に関わるキャリアコンサルタント 19.6% 28.4%

10.個人のキャリア発達に深く関わるキャリアコンサルタント 41.2% 37.1%

11.社会正義を志向するキャリアコンサルタント 10.6% 12.2%
※選択率が高いもの上位３つまでに網掛けを付した。

労働政策研究報告書No.200

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



－152－ 
 

図表７－１９ 活動領域別の新しい役割に関する認識 

 

 

 図表７－２０は、「特に必要となるもの１つ」を主な活動の場を企業と回答した者の従業員

規模別に示したものである。企業の規模によらず、「１．専門領域別のキャリアコンサルタン

ト」「４．組織開発や組織文化に取り組むキャリアコンサルタント」「10.個人のキャリア発達

に深く関わるキャリアコンサルタント」の選択率が高く、「６．メンタルヘルスなどの問題を

専門とするキャリアコンサルタント」は、規模別で有意な差が見られた。 

 

図表７－２０ 従業員規模別新しい役割 
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1.専門領域別のキャリアコンサルタント 34.0% 46.5% 52.2% 39.6%

2.業種別・業界別のキャリアコンサルタント 27.1% 18.7% 22.5% 11.8%

3.コーチングやリーダー養成を専門とするキャリアコンサルタント 26.2% 15.3% 10.3% 8.9%

4.組織開発や組織文化に取り組むキャリアコンサルタント 41.5% 21.0% 18.0% 13.0%

5.地域の企業や自治体、学校等と連携して活動するキャリアコンサルタント 28.7% 40.7% 36.5% 47.3%

6.メンタルヘルスなどの問題を専門とするキャリアコンサルタント 35.1% 32.5% 39.6% 35.5%

7.発達障害・精神障害などを専門とするキャリアコンサルタント 23.9% 43.0% 43.7% 53.8%

8.ハラスメントの問題に専門的に関わるキャリアコンサルタント 10.5% 9.1% 8.3% 8.3%

9.ダイバーシティ、多文化の問題に関わるキャリアコンサルタント 26.6% 28.2% 17.5% 23.7%

10.個人のキャリア発達に深く関わるキャリアコンサルタント 40.0% 34.1% 36.5% 41.4%

11.社会正義を志向するキャリアコンサルタント 6.4% 11.0% 14.8% 16.6%
※選択率が高いもの上位３つまでに網掛けを付した。
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2.業種別・業界別のキャリアコンサルタント 33.9% 41.4% 36.7% 25.2% 27.1% 21.2% 26.1%

3.コーチングやリーダー養成を専門とするキャリアコンサルタント 24.6% 20.7% 20.0% 33.0% 37.1% 17.6% 25.6%

4.組織開発や組織文化に取り組むキャリアコンサルタント 39.0% 31.0% 35.0% 43.5% 32.9% 34.1% 40.7%

5.地域の企業や自治体、学校等と連携して活動するキャリアコンサルタント 28.8% 20.7% 31.7% 26.1% 25.7% 24.7% 27.9%

6.メンタルヘルスなどの問題を専門とするキャリアコンサルタント 28.8% 41.4% 35.0% 27.0% 42.9% 50.6% 38.4%

7.発達障害・精神障害などを専門とするキャリアコンサルタント 21.2% 20.7% 23.3% 26.1% 20.0% 27.1% 21.1%

8.ハラスメントの問題に専門的に関わるキャリアコンサルタント 16.9% 10.3% 6.7% 7.8% 11.4% 17.6% 9.1%

9.ダイバーシティ、多文化の問題に関わるキャリアコンサルタント 28.0% 20.7% 31.7% 21.7% 22.9% 21.2% 30.3%

10.個人のキャリア発達に深く関わるキャリアコンサルタント 39.8% 34.5% 41.7% 46.1% 48.6% 36.5% 39.9%

11.社会正義を志向するキャリアコンサルタント 5.1% 10.3% 8.3% 6.1% 0.0% 4.7% 6.5%

※選択率が高いもの上位２つまでに網掛けを付した。
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６．キャリアコンサルタントの今後の活動 

 キャリアコンサルタントの今後の活動については「１．組織開発（人と組織に働きかける

活動）」「２．労働市場情報（求人情報等の労働市場情報の提供等）」「３．ミドルの人材育成

（意欲やモチベーションの維持等）」をどの程度重視しているかを５段階で調査している。図

表７－２１には「１．組織開発（人と組織に働きかける活動）」の重視度を示した。男女共に

「かなり重視する」という回答が最も高い。図表７－２２には「２．労働市場情報」の重視

度を示した。こちらは「やや重視する」の割合が最も高い結果となった。 

 

図表７－２１ 組織開発の重視度 

 

 

図表７－２２ 労働市場情報の重視度 

 

 

 

 図表７－２３には「ミドルの人材育成」の重視度を示した。こちらは「やや重視する」の

割合が最も高い。回答者の属性によって重視度がどのように異なるかを比較検討するために、

重視度を「ほとんど重視しない（１点）」、「あまり重視しない(２点)」、「どちらとも言えない

（３点）」、「やや重視する（４点）」、「とても重視する(５点)」と配点し、平均点を求めた。

図表７－２４には年代別に「１．組織開発（人と組織に働きかける活動）」「２．労働市場情

報（求人情報等の労働市場情報の提供等）」「３．ミドルの人材育成（意欲やモチベーション

の維持等）」の平均点を示した。年代が上がるほどミドルの人材育成を重視していることがわ

かる。 
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図表７－２３ ミドルの人材育成の重視度 

 

 
図表７－２４ 年代別ミドルの人材育成の重視度 

 

 

 図表７－２５には主な活動領域別に「１．組織開発（人と組織に働きかける活動）」「２．

労働市場情報（求人情報等の労働市場情報の提供等）」「３．ミドルの人材育成（意欲やモチ

ベーションの維持等）」の平均点を示した。企業領域では、「１．組織開発」と「２．労働市

場情報」に有意に差が見られたが、その他の領域では有意差が見られなかった。 

 図表７－２６には役職別の重視度を示した。役職別にみると、役職についている者の方が

組織開発の平均点が高いことがわかる。 

 

図表７－２５ 活動領域別の重視度 

 

かなり

重視する

やや

重視する

どちらとも

言えない

あまり

重視しない

ほとんど

重視しない

男性 N=1477 40.1% 41.6% 13.9% 3.7% 0.7%

女性 N=1796 38.1% 44.1% 14.4% 2.7% 0.7%
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70代

以上

組織開発 4.30 4.30 4.27 4.26 4.22 4.26
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N=661

地域
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図表７－２６ 企業を主な活動の場とする者の役職別重視度 

 

 
 
７．重視する活動による新しい役割の予測 

 「キャリアコンサルタントの新しい役割」の選択状況と「今後重視する活動」の相関分析

の結果、いくつかの項目に有意な相関が見られた。ここまでの分析を踏まえるとキャリアコ

ンサルタントの新しい役割は、重視している活動から予測し得る可能性がある。図表７－２

７は、キャリアコンサルタントの新しい役割として提示した 11 設問の選択の有無（0、1）を

従属変数として、「組織開発の重要度（1～5）」「労働市場情報（1～5）」「ミドルの人材育成（1

～5）」「活動への従事度（1～5）」を独立変数として判別分析を行った結果である。判別の適

応度は、固有値、正準相関係数、有意確率で判定した。 

 

図表７－２７ 新しい役割別の判別分析の結果 

 

 

 判別分析の結果はあてはまりが良く、判別結果は３パターンに分けることが出来る。パタ

ーン１は労働市場情報を重要視し、キャリアコンサルタンントとして従事する時間が長く、

組織開発の重視度が低く、ミドルの人材育成についてもさほど重視していない群である。パ

ターン２は組織開発を重視し、ミドルの人材育成についても重視しているが、労働市場情報

についてはあまり重視しておらず、キャリアコンサルタントとしての従事する時間も短い群

経営者、役員

N=91

部長相当職

N=166

課長相当職

N=191

係長、主任、

職長相当職

N=140

役職は

特になし

N=248

その他

N=24

組織開発 4.57 4.47 4.57 4.56 4.31 4.08

労働市場情報 3.64 3.60 3.68 3.64 3.67 3.92

ミドルの人材育成 4.19 4.30 4.30 4.19 4.22 4.42

固有値 正準相関
Wilks

 のλ
有意確率

専門領域別のキャリアコンサルタント（企業、学校、ハローワーク、その他の転職支援会社などの専門領域別） 0.037 .188 .965 .000

業種別・業界別のキャリアコンサルタント 0.005 .069 .995 .004

コーチングやリーダー養成を専門とするキャリアコンサルタント 0.019 .136 .982 .000

組織開発や組織文化に取り組むキャリアコンサルタント 0.128 .337 .886 .000

地域の企業や自治体、学校等と連携して活動するキャリアコンサルタント 0.005 .071 .995 .002

メンタルヘルスなどの問題を専門とするキャリアコンサルタント 0.013 .115 .987 .000

発達障害・精神障害などを専門とするキャリアコンサルタント 0.034 .180 .967 .000

ハラスメントの問題に専門的に関わるキャリアコンサルタント（セクハラやパワハラなど） 0.005 .067 .996 .005

ダイバーシティ、多文化の問題に関わるキャリアコンサルタント（ジェンダーや外国人の問題など） 0.004 .060 .996 .019

深く関わるキャリアコンサルタント 0.008 .088 .992 .000

社会正義を志向するキャリアコンサルタント（格差、不平等、貧困等の問題への取り組みなど） 0.009 .097 .991 .000

組織開発
労働市場

情報

ミドルの

人材育成
活動頻度

専門領域別のキャリアコンサルタント（企業、学校、ハローワーク、その他の転職支援会社などの専門領域別） -.590 .702 -.167 .341

業種別・業界別のキャリアコンサルタント .096 .880 .228 -.379

コーチングやリーダー養成を専門とするキャリアコンサルタント -.708 .423 -.358 .541

組織開発や組織文化に取り組むキャリアコンサルタント .843 -.411 .217 -.197

地域の企業や自治体、学校等と連携して活動するキャリアコンサルタント -.385 .719 .013 .635

メンタルヘルスなどの問題を専門とするキャリアコンサルタント .916 .015 .117 .308

発達障害・精神障害などを専門とするキャリアコンサルタント .574 -.024 .516 -.760

ハラスメントの問題に専門的に関わるキャリアコンサルタント（セクハラやパワハラなど） -.330 .346 .351 .801

ダイバーシティ、多文化の問題に関わるキャリアコンサルタント（ジェンダーや外国人の問題など） -.473 .741 .327 .317

深く関わるキャリアコンサルタント -.181 .358 -.181 .553

社会正義を志向するキャリアコンサルタント（格差、不平等、貧困等の問題への取り組みなど） .790 -.369 .244 -.514
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である。パターン３はキャリアコンサルタントとして従事する時間は長いが、ミドルの人材

育成についてはあまり重要視していない群である。 

 パターン１のタイプは、「専門領域別のキャリアコンサルタント」「業種別・業界別のキャ

リアコンサルタント」「コーチングやリーダー養成を専門とするキャリアコンサルタント」「地

域の企業や自治体、学校等と連携して活動するキャリアコンサルタント」「ダイバーシティ、

多文化の問題に関わるキャリアコンサルタント」を重視する割合が高い。パターン２のタイ

プは、「組織開発や組織文化に取り組むキャリアコンサルタント」「メンタルヘルスなどの問

題を専門とするキャリアコンサルタント」「発達障害・精神障害などを専門とするキャリアコ

ンサルタント」「社会正義を志向するキャリアコンサルタント」を選択する割合が高い。パタ

ーン３のタイプは「ハラスメントの問題に専門的に関わるキャリアコンサルタント」「個人の

キャリア発達に深く関わるキャリアコンサルタント」を選択する割合が高い。 

 図表７－２８は、主な活動領域別に「組織開発や組織文化に取り組むキャリアコンサルタ

ント」を従属変数として、「組織開発の重要度（1～5）」「労働市場情報（1～5）」「ミドルの人

材育成（1～5）」「活動への従事度（1～5）」を独立変数として判別分析を行った結果である。

判別の適応度は、固有値、正準相関係数、有意確率で判定したところ、「企業」を主な活動領

域と回答した者の当てはまりがよく、パターン２のタイプを示した。 

 

図表７－２８ 新しい役割別の判別分析の結果 

 

 
 
８．キャリアコンサルタントの意識と今後の課題（まとめ） 

 本章の結果から、以下二点を指摘することができる。 

 第一に、「キャリアコンサルタントとしての自分の活動に対する満足度」はキャリアコンサ

ルタントの活動領域によらず「キャリアコンサルティングに関連する活動を行っている頻度」

と「取得したキャリアコンサルタント資格が役立っていると認識する度合」によってある程

度説明することができた。本調査回答者の主な活動領域は、企業（1119 名、34%）、学校・教

育機関（563 名、17%）、需給調整機関（661 名、20%）、地域（169 名、5%）とばらつきがあっ

たが、各領域別に分析したところいずれも 0.1%水準で有意な結果を得ることができた。現在

キャリアコンサルタントとして活動する者が、自分の活動に対して満足できるよう、活躍で

きる機会と場を一層広げるとともに、取得したキャリアコンサルタント資格がその活動に有

固有値 正準相関
Wilks

のλ
有意確率 組織開発

労働市場

情報

ミドルの

人材育成
活動頻度

企業N=1119 .138
b .349 .879 0 企業N=1119 .858 -.390 .157 -.093

学校・教育N=563 .089
b .286 .918 0 学校・教育N=563 .865 .424 -.320 -.131

需給N=661 .098
b .298 .911 0 需給N=661 .781 -.380 -.288 .037

地域N=169 .042
b .202 .959 .143 地域N=169 .620 -.588 .191 .067

その他N=271 .096
b .297 .912 0 その他N=271 .977 .309 -.012 .008

なしN=490 .059
b .236 .944 0 なしN=490 .913 .309 -.215 .036
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用なものであることが期待される。 

 第二に、本調査においては、キャリアコンサルタントの主な活動領域（企業、学校・教育

機関、需給調整機関、地域）別に満足度に有意な差が見られた。男女別で比較したところ、

男性は「需給調整機関」が最も高く、次いで「学校・教育機関」、「地域」、「企業」であった

が、女性では「地域」が最も高く、次いで「需給調整機関」、「学校・教育機関」、「企業」の

順となった。男女共に「企業」の満足度が他の領域と比べて有意に低い。日本的雇用慣行が

崩れ行く中、組織内における立場や権利、受け持ち範囲が明確でないため関係者間の連携が

図り難く、また支援対象者も忙しいためキャリアコンサルティングを利用し難い状況が想定

される現状では、企業領域で活動するキャリアコンサルタントに向けた更なる支援が必要と

考えられる。 
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第８章 キャリアコンサルタントの自由記述 

 

１．キャリアコンサルタントの自由記述 

 今回の調査では、キャリアコンサルタント登録者の自由記述を求めた。設問は大きく２つ

あった。１つは、「問１ キャリアコンサルタント（国家資格）の登録制度について、どのよ

うにお感じになりますか。良い点や課題などがありましたら、ご自由にお書きください。」で

あり、もう１つは、「問２ 本調査を通じて気づいた点や、キャリアコンサルティングの推進

やキャリアコンサルタントの活動に対する支援策等に関し、ご意見・ご要望等を自由にお書

きください。」であった。どちらも 600 字以内とし、調査のシステム上、必ず何らかの文字

を記入しなければならないように設定された。 
 以下、本章では、キャリアコンサルタントの自由記述を「良い点」「課題」「推進支援策」

の３つの側面から整理した。キャリアコンサルタント登録者が現在、抱いている意見・感想・

アイディアが各自の視点から自由に記述されているため、その解釈には一定の注意を要する

が、それ故にこそ、むしろ現行のキャリアコンサルタント登録制度の良い点、課題、改善策

が虚心坦懐に綴られていると解される。 
 
２．キャリアコンサルタント登録制度の良い点 

（１）認知度・地位・ステイタスの向上 
 キャリアコンサルタント（国家資格）の登録制度に関する良い点について自由記述を求め

た結果を示す。 
 まず、キャリアコンサルタントの登録制度の良い点として回答が多かったのは、端的に「国

家資格になったのは良かった」というものであった。例えば、以下に示すとおり、端的に「国

家資格になったのは良かった」という回答がみられた。 

・良い点は、国家資格化されたこと。それによる評価は高い。 

・大変良い制度だと考えます。 

・国家資格化になった事は良い事だと思います。 

・登録制度になったのは良いことだと思う。 

・国家資格になったのは良かったです。 

・国家資格として認められた点は、よかった。 

・国家資格になったのはとても良いと思います 

・国家資格であることが明確にされたことがよかったと思う。 

・今後キャリアコンサルタントの道を目指す方（特にそれで生計を立てることを目的とする方）に

は、国家資格化は良い事だったと思います。 

 
 また、国家資格になって良かったこととして指摘された事項として多くみられたのは、「国
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家資格化により認知度が向上した」という点である。 

・世間に認知される可能性が広がるので良い。 

・世間が存在を認めてくれるようになった。 

・国家資格というだけで、キャリアコンサルタントを知らない人にも認知される点は良い点である。 

・国家資格となったことにより、認知度が高まったように思う。 

・国家資格になることで、キャリアコンサルタントの認知度が高くなる。 

・国家資格者と名乗れるのは、キャリアコンサルティングを世の中に広めるために良いと感じます。 

・国家資格となり、周囲の認知度が少し上がった感じがします。 

・従来の資格が国家資格として認定されたことによる認知度の向上。 

・国家資格化で認知度は向上したと思う。 

・登録制度になり、多くに人に知られることはよいと思う。 

  
 また、認知度があがることで、あわせてキャリアコンサルタントの地位やステイタスが向

上したという記述もみられた。 

・国家資格として、キャリアコンサルタントの地位がいろいろな意味で定まった。 

・国家資格化は、地位向上に役立った。 

・キャリアコンサルタントの地位向上にとっては良いことだと思います。 

・良い点は、国家資格とすることで、キャリアコンサルタントの地位向上に役立つ。 

・国家資格になったことで一般のステイタスが上がったように思う。 

・国家資格とステイタスが向上する、と思われる。 

・国家資格として保障された地位が明確になったことはいいことだと思います。 

・国家資格化されたことによって、より権威付けされた。 

・国家資格になったことで、はくがついたように思います。 

・良い点としては、国家資格化され権威がでた。 

・国家資格の登録制度によって地位がある程度認知・確立された。 

 
（２）安心感・信頼感の増加 
 そして、キャリアコンサルタントの認知度が高まり、地位やステイタスが向上することに

よって、国家資格としての信頼感・信用度が増加したといった回答もまとまった数みられた。 

・国家資格ということで信頼性が増した感じがします。 

・国家資格になったことで、資格に対する信頼性が高まった。 

・国家資格となり、信頼度が増した。 

・国家資格となり、知名度と信頼感が上がると期待できる。 

・国家資格化によって信用度が増している。 
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・国家資格として登録制になった事は、資格の信用度も上がりました。とても良いことだと思います。 

・「国家資格」と名称が明確となったことにより、社会的に信用力が増したと思います。 

・社会的な信頼度が上がるので良いと感じます。 

・信頼性が高まり、良いと思われる。 

 
 結果的に、「企業で受け入れてもらいやすい」「学生の保護者に対して安心感を与えられる」

など、クライエントおよびその周辺に対する一定の安心感を特記した回答もみられた。例え

ば「「国家資格」の表記に安心するクライアントは多い。」などの回答である。 

・国家資格の登録制度があることによって、クライエントからの信用度が高くなる。 

・「国家資格」という名称から、相談者が相談員に対して信頼をおけるので良いと思います。 

・資格としての正式な登録制度はキャリコンを受ける相手にとっても良いことだと思います 

・相談者から見ると、資格を持った人にキャリコンサルティングしてもらえる安心感を与えることがで

き良いと思う。 

・対象者はキャリアコンサルティングを受ける際、このような肩書があると安心できることだと思いま

す。 

・国家資格化されたことで、学生の保護者に対して安心感を与えられる。 

・国家資格と言うと、企業で受け入れてもらいやすい。 

・国家資格であるので、企業内でコンサルタントとして認められる。 

・国家資格があることで、企業内で専門家として動きやすく、意見も尊重してもらえるようになった。 

・国家資格となったことで、会社へキャリアカウンセリングの提案をすることがしやすくなりました。 

・良い点としては、名称の地位が確保されたため、国家資格という社会的な安心感が持たれ始めて

いると感じる。 

 
 結果的に、キャリアコンサルタントとして働きやすくなったという評価もみられた。 

・良い動きだと思います。国家資格になったことでキャリアコンサルタントが働きやすく（社会、企業

から求められる）、求人、活躍の場が増えればもっと良い。 

・"国家資格として登録できるようになり、キャリアコンサルタントの仕事やその役目について、来談

者により理解してもらい易くなったと思うし、こちらからも業務内容についてなど説明しやすくなったと

思います。" 

・国家資格になったことで、仕事がしやすくなった部分はある。 

 
 また、キャリアコンサルティング協議会が提供するキャリコンサーチに登録できるため、

そこで仕事の依頼を受けられることも良い点として挙げられた。 

・これから新たに資格を取り、キャリアコンサルタントとしての仕事に携わろうとする者にとっては、登
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録制度があること、そしてそれが広く公開（キャリコンサーチ）されることは、とても良いと感じます。 

・良い点としては、キャリアコンサルタントの資格を登録するとキャリコンサーチに登録でき、そこで

仕事の依頼を受けることが出来る点である。 

・キャリコンサーチでお仕事の依頼があること。 

・知っている人はキャリコンサーチを利用して業務を依頼したりすることが出来るようになったと思

う。 

・キャリコンサーチ情報公開はキャリアコンサルタントと事業者の双方にとって大変良いことです。多

くの方が登録されるよう願っております。 

 
 その他、情報提供等の面でのメリットを指摘した記述もみられた。 

・毎週定期的にメールマガジンを通して最新の雇用・労働情勢を把握することが出来る点も良い点

と思う。法律の改正点や制度の改正なども送られてくるので業務に活かすことが出来る。 

 
（３）キャリアコンサルタントとしての自覚や自信 
 なお、キャリアコンサルタントの国家資格化が良かった点について挙げられた別の側面と

しては、キャリアコンサルタント自身の自覚や自信、向上心が上がった、プロ意識が高まっ

た、責任感が出たなど、キャリアコンサルタント自身に対する効果を指摘した記述も多く見

られた。 

・国家資格登録によりキャリアコンサルタントとしての自覚ができた。 

・国家資格になったことで、自信が持て自身のキャリアビジョンが広がった。 

・大変良い制度であると思っております。キャリアコンサルタントが自信を持って仕事に就けると思い

ます。 

・国家資格保有でプロ意識がより高まる。 

・良い点は、国家資格になったことで誇りに思い、自分のモチベーションがあがったこと。 

・登録することで各キャリアコンサルタントがより自覚と倫理観を持って活動できることは良いと思い

ます。 

・責任感が出て良い。 

・国家資格になったことで今まで以上に責任感がましていいと思います。 

・コンサルタント側もそれなりのプライドや自分の立ち位置の明確化が生まれ、モチベーション向上

につながっていると思われる。 

・守秘義務がありキャリアコンサルタントの倫理観維持につながると思われる。 

 
（４）継続的な学習機会の確保 
 国家資格化に伴う地位やステイタスの向上、信頼感・信用度の増加、キャリアコンサルタ

ント自身の自覚や自信の高まりは、国家資格化によって明確にされた継続的な学習機会の提
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供およびその制度化によるところも大きい。自由記述では、その点に関する記述もみられた。 

・登録制、更新制は、非常に良いと思う。 

・個人的には登録制度には賛成です。先日、資格取得をしたばかりですので講習を受講していませ

んが、免許更新制度を設け、講習受講を義務づけ、常に勉強をする仕組みは必要だと考えており

ます。 

・労働市場のめまぐるしい変化に対応するため、常に新しい技術を取得更新することは重要。 

・コンサルには経験が必要なので、腕が落ちないように講習や更新制度は大切だと思う。 

 
 更新制度が良いと指摘される理由としては、継続的な学習機会が確保されることにより、

自己研鑽が必要となるためである。 

・更新講習による更なる自己研鑽が必要となる点で評価できる。 

・登録更新には自己研鑽が必要である点については良いと思う。ないと、全体的にキャリアコンサ

ルタントの質が落ち、その結果評価が下がり、キャリアコンサルタントの存在意義がなくなってしまう

と考えるからである。 

・登録制度であることは、キャリアコンサルタントの質の管理においてとても大事なことだと思いま

す。自己研鑽が前提になりますし、登録することで最新の情報も入手出来て良い点ばかりだと思い

ます。 

・登録制度があることで、自分が一定の能力を維持しなくてはいけないと意識できるところが良い。 

 
 結果的に、知識・技能の維持向上の意識が高まり、資質向上につながることが指摘されて

いる。 

・国家資格になったことにより、資格取得が推進され、知識・技能の充実と向上の意識が高まる。 

・国家資格となってから、今後ますます勉強していこうと励みになる。 

・継続的に勉強をしていける環境が整っていて良いと思う。キャリアコンサルタントの評判を落とさな

いように、量の増加で質の低下を防ぐためにも、継続して勉強していくのに、これくらいの費用が掛

かるのが良いと思う。 

・更新制度等で継続学習の必要性を常に認識できるのは良い。 

・更新講習などが義務化したことは、資質の向上や情報の更新に繋がる。 

・５年で・・・という期間が短い気もしますが、常に新しい知識を身に着けるためには更新制度も良い

のかとも思う。 

・更新講習等の充実により、自身の資質向上のための貴重な機会となりました。 

・資格を取得してから、実務についていない時期が長かったので、資格更新講座で学び直しがで

き、自分自身のキャリアも見直す機会なり、よい機会を頂いたとおもっております。 

 
 また、興味深い指摘としては、国家資格の肩書を名刺などに表記すること自体の副次的な
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効果などもある。 

・国家資格の説得力があるため、名刺に表記して交換することそれ自体が啓蒙になっている点は良

い。 

・国家資格となったことで、名刺をだすと興味をもたれることが増えた。 

・国家資格により、自身が何者であるかの説明をしやすくなった点。 

 
 特に「わかりやすい資格になったので良いと思う」「良い点は、分かりやすい名称である「キャリア

コンサルタント」と名乗れるようになったことです。」のように、国家資格となることによって分か

りやすい名称を名乗ることできた点も指摘された。 
 ここまで示したとおり、国家資格化によって様々なメリットが挙げられたが、基本的には

民間資格との対比でより重みをもって受け止められるようになったという記述に集約される

と言えよう。 

・民間資格が横行しているため国家資格化は画期的だと思う。 

・今まで、民間の資格だったので、国家資格化により専門性を求められることは良いと思った。 

・国家資格として資格の重みが増したように感じる。 

・国家資格としての登録は、その重みや誇りを感じる。 

 
 その理由として、従来、民間資格として関連団体によって様々な形で与えられていた資格

が統一され、その結果、技量や評価が整理されたことが挙げられた。 

・資格が統一化されたのは良いことだと思います。 

・これまでバラバラだったキャリアコンサルタントスキルについて統一の基準が出来たこと。 

・標準レベルで複数の資格がありバラバラだったものを、ひとまとめにして登録できるようにしたのは

良い制度だと思いました。 

・技量や評価が統一され良いと思う。 

・資格のレベルが統一され、紛らわしくなくなりとても良いと感じている。 

・今まで、民間の資格だったので、国家資格化により専門性を求められることは良いと思った。 

・基準が明確になり良いと思います。 

・民間資格から国家資格化されたことで資格の保有に説得力が増したことは良い点。 

・これまでの民間資格が国家資格化されたことは良いと思う。 
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３．キャリアコンサルタント登録制度の課題 

（１）認知度が低い 
 ただし、キャリアコンサルタントの登録制度に関する「良い点」ばかりではなく、同時に、

「課題」も多く寄せられていた。 
 まず圧倒的な量の記述が寄せられたのは、キャリアコンサルタントおよびキャリアコンサ

ルティングそのものの認知度が低いという点である。上述のとおり国家資格化によって認知

度は一定以上に高まったという認識は共通しているものの、未だ十分ではないという記述が

多く寄せられた。 

・知名度が低い。 

・社会におけるキャリアコンサルタントの認知度が低い。 

・まだ世の中の認知度が低いように思う。 

・国家資格としての認知度は低いと感じる。 

・認知度がまだまだ低いと思われます。 

・国家資格であるということについての世の中の認知がまだまだ低いと思います。 

・まだまだ世間ではキャリアコンサルタントの認知度が低いと実感しています。 

・国家資格としてはまだ知名度が低い気がする。 

・未だ認知度が低いと感じる。 

・世間一般に対する認知度がまだ低い。 

・認知度が低いと感じています。 

・認知度がまだ低い。 

・専門職なのに、世間の認知度が低い。 

・社会的認知はまだまだだと思います。 

・「キャリアコンサルタント」の資格の知名度が低い。 

 認知度の低さは、それ自体が問題であるというよりも、「国家資格キャリアコンサルタントと

言っても認知が低いので、専門資格として見なされていないとも感じます。」とあるように、結果と

して国家資格としての価値が低くめられる点が課題として指摘されていると言えよう。 
 したがって、認知度が低いために十分なメリットが感じられにくいという記述がみられる。 

・特に国家資格になっても、キャリアコンサルタント自体がまだまだ認知度が低いため、国家資格と

いうメリットがない。国家資格になっても、仕事量も少なく、給料も安い。 

・国家資格として登録するメリットが感じられない。世間の認知度も低いと感じる。 

・特にメリットが感じられておらず、組織内で自身がどのような立ち振る舞いをするかによるところが

大きい。そもそも、人事領域（イコール経営領域）に密接に関わっているはずなのに、経営領域への

認知が低い。組織風土の理解も含めたコンサルタントを育成しないと、組織には受け入れられにく

い。理解をしないまま職業柄の正義感などで動くと、組織の利益侵害になりかねない。 

労働政策研究報告書No.200

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



－165－ 
 

・私の場合、登録制度になっても特に変わったことはありませんでした。良い点は、基準がしっかり

出来たこと。悪い点は、認知度がまだまだ低いこと。 

・登録していても認知度が低い。登録者の付加価値をもっと持たせるべき。 

国家資格の知名度が低いので、以前と変化をかんじられない。 

 
 こうした認知度の低さが問題となるために、キャリアコンサルタントおよびキャリアコン

サルティングの社会的な認知度を上げる方策の必要性は多く語られていた。 

・国家資格に認定されたことは良い点ではあるが、その資格を活かしきれていない。社内での認知

度が低い。つまりは必要性、重要性が低いのが現状。社会に対して、更なる啓もう活動が必要だと

感じます。 

・まだまだ国家資格になったという認知度が低いように感じる。自分自身も国家資格になっても活か

せない状況にあるので、特に利点を感じられない。資格取得者が資格を活かせるような環境づくり

や情報提供を今以上充実させて頂きたい。 

・社会的な認知度が低いと思います。もっと認知度をあげ、積極活用するような地盤をつくる必要が

あると感じております。 

 
 また、さらに派生して、より具体的な対応策を学校、企業との関連で提起する自由記述な

どもみられた。 

・キャリアコンサルタントに対する世間の認知度が低い。認知度を高めるためには、時間を要するこ

ととは思いますが、例えば高校、大学の卒業予定者は、必ずコンサルタントとの面談を経て就職活

動に臨むなどの仕組みができると良いと思います。 

・国家資格になったが一般的な認知が低い点と企業側も有資格者への特に目立った優遇がない部

分が課題。 

・非正規雇用や、派遣会社、メンタル、発達障害、学生支援等に対してキャリアコンサルタントの使

命はより重要になってくるのは間違いないと思うが、社会的認知度が低いので、今後いかにその存

在価値を啓蒙していくか。 

 
 そして、こうした指摘は、最終的にはキャリアコンサルタントおよびキャリアコンサルテ

ィングの社会的な認知度が十分でないために、個人・企業・学校などでキャリアコンサルタ

ントおよびキャリアコンサルティングに対する十分な需要喚起に結びついていないという指

摘にも連なる。 
 
（２）仕事について 
 今回の調査でキャリアコンサルタントである回答者から課題として記述されたものとして、

キャリアコンサルタントとしての仕事が少ない、あるいは無いという指摘も多く寄せられた。 
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・登録しても仕事がない。 

・登録は良いが、そのあとの仕事の見つけ方にハードルがある。 

・資格を取っても仕事がない方が多く、生活できないのでは？ 

・キャリアコンサルタントのニーズが少ないのか登録していても仕事が少ない、あっても非正規雇用

の不安定就労なのでせっかくの資格を活かせる場が少ないと感じています。 

・キャリアコンサルタントの資格を持ちながら、活かせてない方が多いことに驚きました。せっかくの

知識を身につけてもなかなか仕事として活かしていくのは難しいのかな、と思います。 

・就職相談などの仕事であっても資格が求められることが殆どなく、必要性を感じたことがない。そ

のため資格を活かして仕事をしている感覚があまりない。 

 
 さらに、こうした指摘は「国家資格」になったが、その変化がみられないという実感を伴

って指摘がなされている。 

・国家資格になったが、キャリアコンサルタントの仕事環境に変化があったとは思えない。 

・資格を持っている人が増えて、ほんとにキャリアの仕事に就きたい人に仕事があるんだろうか…と

思う。 

・国家資格になった意義を実感できる仕事がない 

・国家資格になっても、仕事量も少なく、給料も安い。 

・資格取得は立場上明確にはなったが、仕事を見つけていく上においては現状、効果は表れていな

い。 

 
 その背景には、資格がなくても仕事ができる現状があるとの指摘もなされた。 

・登録しても、あまりメリットが感じられない。資格がなくても仕事ができる現状があり、資格の有無

の線引きが曖昧であると思う。 

・なくても仕事ができてしまうので、そこは今後資格の意義を見直したほうがいいと思う。 

・資格がなくても、キャリアコンサルタントとしての仕事に携わっている人が多くいる。 

・キャリアコンサルタント資格なしで、キャリアコンサルタントの仕事をしているひとがたくさんいるが、

カウンセリング技術が無い。資格無しの人でもそれなりの勉強をして欲しい。 

・国家資格であるのに、認知度が低く、国家資格を持たないキャリアコンサルタントが、仕事をしてい

ることに不満を感じる。 
・キャリアコンサルティング自体が、誰にでもできるような印象を与え、実際に資格がなくても、売り

込み等に長けていれば、専門家として仕事を得られているのが実態である。 

 
 キャリアコンサルタントとしての仕事に対する報酬が少なすぎるという指摘も多い。特に、

資格更新にかかる費用と釣り合った報酬が得られないという指摘がみられた。 
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・キャリアコンサルティングだけでは収入が少ない。 

・キャリアコンサルタントの活躍の場がまだ限られており、報酬の面でも不安定である。 

・登録後の仕事もあんまりありませんし、これで生計を立てるというのは極めて難しいです。 

・資格を取得するため、及び維持するためにかかる費用に対し、資格を持って仕事をすることで得ら

れる報酬が低すぎますね。 

・報酬面では時間単価にするとコンビニの深夜勤務並の仕事も多く目にする。 

・資格の有無と報酬が結びつかないのは残念に思います。 

・資格保持者の地位向上、収入への反映が必要。 

・キャリアコンサルタントの数だけ増やすだけで、収入面の支援が少なすぎる。 

・登録維持するのに費用がかかりすぎることです。実収入とのバランスが悪いと思われます。 

・資格を取得するために、そして維持していくために資金が相当かかるのに、見合った収入が得ら

れない。 

・登録費、維持費が高いわりに、求人が少なく安い賃金である。 

 
 なお、企業内で活動する際に問題となる事柄として比較的まとまった記述がみられたのは

「副業禁止」に関わるものであった。 

・副業禁止である「サラリーマン」は、なかなかコンサルティングの機会が得られません。 

・本業を持ちながら副業としても活動が出来る環境があれば、ぜひやってみたい。そういう情報提供

等があると有難い。 

・世間一般的に会社員でも副業が可能になると、いろいろな業界の専門知識を持った方々が本業

をしながら、キャリアコンサルティングができる可能性が拡がり、キャリアコンサルタントの活躍の場

が広がると思いました。 

・昨年試験を受けて資格を取得した。現在勤めている会社には、会社規則に副業規制がある。（中

略）キャリアコンサルタントという資格を柔軟に活かせる環境整備が今後益々重要になるのではな

いでしょうか。 

・自分のように会社員の場合、副業が認められないケースも多いと思う。資格を持っていても活かせ

ていない人も多いのではないか？ 

・キャリアコンサルタントの資格を取得し、登録していても、収入につながっていない方も多い事と思

います。副業が解禁になれば、Ａ社のベテラン社員（キャリアコンサルタント資格あり）が、Ｂ社の従

業員のメンターに行くような仕組みが一般化したらいいのに、と思う。 

・資格を持ち経験を生かしたいと思っても、正社員で副業を禁じられている為経験を積む機会が少

ない。 

 
 なお、キャリアコンサルタントの仕事について、資格取得の段階で実務的な講習を行う必

要性を指摘する記述もみられていた。 
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・国家資格の受験資格である養成講習を受けて試験には合格できたが、実務的なことを教わってい

ないまま資格保持者として登録される。士業などの試験では、実務講習を受けないと登録できない

制度のため、ある程度実務のイメージがつかめるが、キャリアコンサルタントの場合、まったく違う分

野から勉強して受験した場合、すぐに仕事に直結させるのが難しい。他で経験を積もうにも、資格の

有無よりも経験が優先され、なかなか職が見つかりにくい。 

 
（３）更新講習について 
 更新講習についても、まとまった記述がみられた。 
 まず多かった回答は、更新制度や講習の手続きが分かりづらいという指摘であった。 

・更新講習などの情報がわかりづらい。 

・更新制度の内容がわかりづらい。 

・更新のための講習受講方法が分かりづらく、費用負担が大きい。 

・資格更新のやり方がわかりにくい。 

・更新制度がよくわからないため、わかりやすい制度にしていただきたいです。 

・更新に必要な講習が、わかりにくい。 

・更新の制度がわかりにくいです。 

・資格取得後の登録制度や更新制度に関する仕組みが理解しにくい。 

・更新講習のことなどがまだよくわからない。 

・資格更新情報がわかりにくい。何をどのくらい勉強するのか、経験するのかなど。 

 
 更新講習の場所が、東京などの都市圏に限定されている点も課題として指摘されている。 

・更新講習が四国で行われる機会が少なく、高価 

・地方での更新講習に課題を感じる。（更新講習情報が少ない） 

・更新講習の機会が地方では少なく地域格差を感じる。 

・更新講習の不平等さを感じる（費用、開催地 等）。 

・更新講習の開催場所回数内容の地域格差が大きすぎる。 

・国家資格になり知名度が上がった。地方在住者にとっては更新のための講座受講が面倒。 

登録制度は良いが、更新講習を受けられる地域にばらつきがある。 

・更新講習の金額が高い。地方に住んでいるので、技能講習の日程をあわせることに苦労する。 

・地方在住であったり、仕事として活動していると、研修の機会を逃さないようにしているのも厳しい

ものがある。 

更新に必要な受講等参加をしたいが、遠方が多く地方の受講が少ない。 

 
 基本的に地方では更新講習の数が少なく、またあったとしても選べない場合がある。また、

定員で締め切られた場合に他に選択肢が乏しいといった場合もある。 
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・地域の講習会は人数に限りがあり、参加しにくいです。 

・地方にいるものにとっては更新が負担になってます。交通費を考えると更新講習を地元開催でと

思いがちになりますが、受けたいと思う講習があまりないということもあり、足が遠くなってしまいま

す。 

・登録後の更新講習の受講料が高い。住んでいる地域に受講したい講習が少ない。 

 
 結果的に遠方に更新講習を受けに行く必要が生じるが、その際、さらに問題として指摘さ

れたのは、費用が高いという点であった。 

・更新講習に関しては、費用が高すぎる。 

・更新に必要な講習の費用が高い。 

・更新にあまりにも費用がかかりすぎる。 

・更新時に必要な講習にかかる費用負担が大きく感じる。 

・資格更新にかかるコストが大きすぎると思っています。 

・資格更新（研修等）に費用がかかり過ぎる。 

・更新講習の費用が高くて、希望する講習を受けるのを躊躇する。 

・更新にかかる講習費用が高額過ぎる。企業に所属していても個人で負担しなければならないの

で、モチベーション維持が難しい。 

・各種講習等でスキルアップを積みたい気持ちがあるが、講座の受講費用が高額なため、収入が

多い人材しか更新できない資格となるのは問題があると感じている。 

・更新費用がかさむため、キャリアコンサルタントとして主たる収入がないと継続する気持ちが続き

にくい。 

 
 さらに、フルタイムで働いている場合など、更新講習受講のための時間がとれないという

指摘もあった。 

・更新講習の為に勉強や実習するのが大変。時間がない 

・費用面も非常に厳しいですし、技能講習を受講するための受講場所も日時設定もフルタイムで働

いている自分としては非常に厳しいものがあります。 

・資格を維持するための勉強の時間やコストなど現在の仕事をしながらでは、なかなか難しい。 

・夫婦共働きで子供が保育園なので、自分の時間が確保できず、更新できるか不安。 

・更新にかかる時間や費用がかかりすぎる。 

・登録、更新が費用と時間がかかり、負担が大きい。 

 
 これら更新講習に伴う課題は「地方」「費用」「時間」の３点に集約される。 

・更新研修にかける時間も多く、受講料も登録更新料も馬鹿になりません。さらには、地方の場合、

労働政策研究報告書No.200

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



－170－ 
 

宿泊費や交通費をかけて研修を受けに行かなければならないという現実があります。せっかく苦労

して取得した資格でも、仕事状況や住んでいる場所によっては５年以内に更新に必要な時間数が

足りず、更新できずに終わるケースが多く発生するのではないかと思います。 

・登録したものの年齢や経験により求人がほとんどなく宝の持ち腐れ状態。また、仕事がない上に

資格更新の学習にはかなりの費用が掛かるため、資格を維持するのも難しい現状。また、資格更

新のための講習も地域に偏りがあったり、定員が限られていたりで十分とは言えない。 

 
 現在、いわゆるキャリアコンサルタントの国家資格化は制度として立ち上げの段階にあり、

上記の指摘にあるとおり、あらかじめ想定し得なかった様々なケースが生じることが、今後、

想定される。容易に改善しうるものと改善しにくいものが混在するため、一朝一夕に、全国

の様々な背景を持つキャリアコンサルタント全員にとって望ましい制度が実現すると軽々に

は言えないものの、可能な限り、よりキャリアコンサルタントにとってメリットが多くなる

ような形での改善が漸次求められる。 
 特に、資格更新の仕組みが総じて厳格すぎるという意識をキャリアコンサルタントによっ

て持っており、例えば、５年毎の更新を行いうるのか不安に感じられている場合もある。 

・資格の更新が５年と決まっているため、育児、出産、介護、失業などのライフイベントがあると更新

できない可能性がある。 

・５年毎の更新が金額及び時間的に難しい。 

・５年ごとの更新のしばりは大変厳しいと思います。 

・５年更新は良いと思うが、講習を受ける際の経費が高く、将来的に維持するのは大変になりそう。 

 
 その場合、インターネットを通じた継続学習の仕組みなどを、今後はより一層拡大させる

ことなども指摘がなされている。 

・更新条件となる講習などの条件が厳しすぎる。もっと細切れで web などで受講できる形態のものを

幅広く採用するべき。 

・更新のための継続学習が高すぎる。web 通信教育等、細切れの時間を活用して学習できる体制

にしてほしい。 

・ネット対応などを検討していただけると助かります。 

 
 また、日常的にキャリアコンサルティング業務を行っている者については、更新講習の減

免措置を検討してほしいという要望も多く寄せられた（ただし、この点については、現状に

おいてもキャリアコンサルティングの実務に従事した時間については 10 時間以内に限り技

能講習を受講したものとする制度がある）。 

・日々の業務が忙しく更新講習を受ける時間をとりづらいので、現職がキャリアコンサルティング業
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務であれば免除してほしい。 

・継続的にコンサルタント業務に携わっている者に対しては資格更新の必要はないと考えます。 

・実務経験をすることによって更新の免除をして欲しい。 

・日々、業務でキャリアコンサルの仕事をしているので、資格維持・更新のための講習受講は不要と

思う。 

 
 一方で、「更新講習があるので実務だけで更新できないのは、大変良いことである。」とい

う少数意見もあり、今後の検討課題となる。 
 いずれにしても、更新講習については、講習が限定的であり、機会が不足しているという

指摘が中心となっている。現在、更新講習については、年々、拡充の方向に向かっているが、

今後もより一層の進展が求められる。 

・国家資格更新のための技能講習の種類がまだまだ限られている。 

・更新のために受講する講習の枠、回数が少ない。 

・資格更新のために必要な指定されている講習がなにか見えにくい。決められた内容だけでは選択

肢が少ない。 

・更新講習の受講機会が少ない。受講料が高い 

・更新講習の機会がたりない。 

 
 加えて、更新講習については情報が不足しているという課題も指摘されており、情報提供

の面についても何らかの対応が必要となる。 

・更新についての情報が少ない。 

・資格更新の為の講習がわかりにくいので、お知らせが欲しいです。 

・更新のための学習をどのようにすすめたらよいかわかりにくい。 

・更新講習が分かり辛い。年間予定を早めに把握したい。開催回数、定員も増やして欲しい。 

・登録更新に必要な技能講習３０時間受講のための情報や近隣地域での実施が無いのが不便。 

 
 以上、キャリアコンサルタント登録制度の課題に関する自由記述について見てきたが、基

本的には、社会的認知度が低いこと、仕事の機会が少ないこと、更新講習の負担がきついこ

となどが中心となっていたと言えよう。 
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４．キャリアコンサルタント登録制度の推進支援策① 

(1)認知度の向上 
 キャリアコンサルティングの普及推進やキャリアコンサルタントの活動に対する支援策等

については、どのような意見、要望が示されたかを見ていく。 
 まず、「キャリアコンサルタントのニーズ掘り起しが不足している」のように、本来、各方

面にニーズはあるはずであるが、その掘り起こしが不十分であるとの指摘がみられた。 
 特に、多く寄せられた指摘は、企業におけるニーズの創出である。 
 キャリアコンサルティングの普及推進および支援の方策としても、最も多く記述されたの

は、キャリアコンサルティングあるいはキャリアコンサルタントの認知度の向上に関するも

のであった。 

・キャリアコンサルタントの認知やその必要性を広く理解されるような活動をしてほしい。 

・もう少し、認知度向上を図った方が良いと感じる。 

・もっとキャリアコンサルタントの存在を世の中に認知してもらい、活用してもらえるよう、積極的な広

報活動を望みます。 

・キャリアコンサルタントの必要性の認知度向上に向けた取り組みが必要と思う。 

・キャリアコンサルティングの認知を高めるため積極的な PR を広く行ってほしい。 

・キャリアコンサルタントという資格が、税理士のような認知度、臨床心理士のような専門性の信頼

などのように、早く世の中に認められるように広報活動を進めてほしい。 

 
 キャリアコンサルティングおよびキャリアコンサルタントの認知を高めるにあたっては、

方向性が２つあり、１つには社会全体の認識・認知を高める方策が必要であるとの指摘がみ

られる。 

・キャリアコンサルタントの資格をもっと社会に周知させる。 

・今まで以上に活躍できる環境作り、社会的地位の向上が必要。 

・キャリアコンサルタントの専門職としての社会的認知度が高まるような施策に期待する。 

・社会全体におけるキャリアコンサルタントやキャリアコンサルティングに対する認知を高める必要

があると、改めて感じました。 

・キャリアコンサルティングを、もっと世の中に認知してもらうための活動を進めてほしい。 

・より国家資格として社会的に認知されるような活動をして頂きたいです。 

 
 そのための具体的な一案として、クライエント側にキャリアコンサルティングを受ける機

会を促す記述もみられた。 

・制度を増やすことにより、キャリアコンを受ける機会を増やすことが重要。 

・キャリアコンサルティングは人生を見つめ直すいい機会だと思う。もっと多くの方にキャリアコンサ
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ルティングを受けて欲しい。 

・キャリアドックなど企業に対しての助成がありますが、個人が自由にカウンセリングを受けられるよ

うに個人への助成を打ち出す施策も必要と感じています。 

・キャリアコンサルティングを受けることの重要性が一般に認識されていないと感じます。自身のキ

ャリアについて考えることは必要不可欠です。もっと多くの方がそれに気づき、キャリアプランニング

をする機会を必ず持てると、自身の仕事やプライベート、キャリアをより良いものにできると思いま

す。 

 
 キャリアコンサルティングおよびキャリアコンサルタントの認知度を高めるにあたって、

もう１つの強調点は「企業」にみられた。例えば、「企業へのキャリアコンサルティングの普及

促進を中心とした国の施策の方向性を感じ、また正しい展開だと思う。」との指摘があるとおり、

企業の認識・認知の向上については多くの指摘があった。 
 特に重要となるのは企業に対するアピールであり、企業に対して、キャリアコンサルティ

ングに対する理解を促す広報・アピールの方策を取ることを求める記述が多かった。 

・企業や社会に対するキャリアコンサティングの認知度アップ。 

・企業の認識向上のさらなる推進をお願いします。 

・企業内での立場や、社会の中での存在意義を広める活動も大切だと思った。 

・企業経営者層の「キャリア」「キャリアコンサルタント」の認知があまりにも低いので、各種経済団体

への PR 活動を展開していただきたい。 

・キャリアコンサルタントの役割などまだまだ認知度が低いと思います。企業内でのキャリアコンサ

ルタントによるサポートについて必要性を持っていただければと思います。 

・企業内のキャリアコンサルティング推進に対する認知がまだまだ遅れている。 

 基本的に企業に対するＰＲ・アピールは不足しているという認識が多く、したがって、積

極にメディア等への展開を図り、企業を対象とした啓発普及を行ってほしいという指摘が多

くみられた。 

・殆どの企業は、キャリアコンサルタントの存在を知らない。国が中心となり、PR 会社などと組み、メ

ディアにパブリシティを打ったり、キャリアコンサルタント物語などをドラマ化して、キャリアコンサルタ

ントの知名度、必要性を企業、個人に啓蒙、普及活動を積極的に行ってもらいたい。 

・また、まだまだ世の中の認知が低いので、広報活動をしていただけると助かります。（ドラマをつく

るとか…！？） 

 
 具体的に、企業に向けて何を示していくべきなかについても言及している場合もある。 

・企業にとってキャリアコンサルティングの意義やメリットを強く前面的に示していくべきと考える。 

・企業内にキャリアコンサルタントを置く必要性の啓蒙活動の支援を強化して欲しい。 
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・企業中心にキャリアコンサルタントを行っているものとしては、企業にキャリアコンサルタントの必

要性を感じさせることが、急務だと思う。 

・企業分野において、自律的なキャリア構築を推進するためには、キャリアコンサルタント活用の重

要性をより強く訴えるべきであると考えます。 

・キャリアコンサルティングに関する意味合いを理解していないと思うことが多いので、企業に向けた

情報発信があるといいなと思う。 

 
 上記のとおり、継続的に、社会全般あるいは企業に向けて、キャリアコンサルティングお

よびキャリアコンサルタントの「意義」「メリット」「効果」「必要性」「重要性」「意味合い」

を示し、社会的な認知度を挙げていくことが必要であると多くの回答者が記述している。 
 こうした認知度向上の活動を継続することによって、最終的には、「キャリアコンサルティ

ング」という概念そのものが広範に理解され、広がりを見せることが重要であると指摘がな

されている。 

・「キャリアコンサルティング」という概念自体、非常に認知度が低く、特に中小企業の従業員には殆

ど知られていないのが現状です。色々難しい面もあるのかもしれないですが、まずは大企業を中心

に「メンタルヘルス」「ハラスメント」「ダイバーシティ」等の語句と比肩するくらい、この概念への認知

度を上げていくことが必須ではないかと感じます。そのために啓発活動・広報活動等、法人向け・一

般向け共に積極的に行っていくことが必要と感じます。 

 
（２）企業等への導入の推進 
 上述の企業を対象とした啓発普及、周知広報、ＰＲ・アピール等に加えて、企業に、何ら

かのキャリアコンサルティングの設置をより一層強く求める方策についての指摘がみられた。 

・企業の取り組みが本気化するような施策が必要だと思います。 

・企業でのニーズ創出が必要。企業が実施する気になるには国からの強制力が必要。 

・国による強制力が必要。企業内で個人が頑張るだけでは限界があります。 

・企業内でもっと必要性をトップに感じてもらえるようなアプローチや制度が必要だと思います。 

 
 具体的には、何らかの形で企業内に、キャリアコンサルティング・キャリアコンサルタン

トの設置・配置を義務づけるような制度・施策・取り組みである。 

・企業に努力義務としてキャリアコンサルタントの配置を促す等の制度的施策が必要。 

・企業に義務化してほしい。企業内キャリコンのモデルや導入例、勉強。知識などがまだ広くは知ら

れていないのでその部分をカバーできるような施策が必要だと思います。 

・企業に対してキャリアコンサルタント配置の必須化を働きかけてほしい。 

・一定規模以上の企業にキャリア形成支援制度の構築を義務付ける。など、法的にキャリア形成支
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援体制の整備を強化する必要があると考える。 

・企業に対してキャリアコンサルタントの設置義務を課すなどしなくては、一割に満たない大企業以

外の企業がキャリア開発やキャリアコンサルタント利用を積極的に行うというのは現状少ないので

はないかと思います。 

 
 その際、従来からあるセルフキャリアドック制度、ジョブ・カード制度その他の具体的な

制度や施策との関連での情報発信などを指摘した記述もみられた（枠内記述は回答者の記述

の原文ママ）。 

・キャリアドック制度を省庁の枠を超えて、企業とりわけ中小企業支援の重な政策として発信する

べきだと思う。 

・５０人以上の企業にはセルフキャリアドック制度導入を義務化してほしい。 

・ｾﾙﾌｷｬﾘｱﾄﾞｯｸという助成金があるおかげで、キャリアコンサルタントが必要とされました。このよ

うに、キャリコンがある制度に必要な条件になるといったポシティブな施策があると広まると思う。

例えば、建設業の入札参加資格があるが、セルフキャリアドックの導入企業には加点されると

か。そういうのがあれば、企業は興味をもつ。 

・始まったセルフキャリアドッグ制度の周知と利用促進を希望します。くわえて、職業訓練の受講

前キャリアコンサルティングを原則義務化、有期実習型訓練のみならず、求人応募にジョブ・カー

ドを活用するなど、よりキャリアコンサルティングの機会創出を希望するものです。 

・ジョブ・カード助成金制度などのような、キャリアコンサルタントの存在が必須になるような制度を

もっと導入して戴きたい。 

 
 その際、多くの回答者が言及したのが、現行でも行われているキャリアコンサルティング

に伴う助成金・補助金のような仕組み・取り組みのより一層の拡充であった。 

・企業に対し「キャリアコンサルタント」資格保有者がいる場合には補助金を出すか、その際に利

用できる優遇制度があると企業におけるキャリアコンサルタントの認知度もあがると思います。 

・助成金等の取得にあたりキャリアコンサルタントからコンサルタントを受ける要件がもっと幅広く

採用されれば、面白いと感じております。 

・キャリアコンサルタントを社内で雇用していると、企業に助成金が支払われるなど、コンサルタン

ト自身の救済策があると良いです。 

・企業に対して、キャリアコンサルタントの啓蒙、税制優遇、助成金の充実をもっと支援して欲し

い。 

・中小企業では、キャリアコンサルティングの有用性を感じていても、資金面での負担から導入が

困難なケースが目立ちます。複数の企業でグループを作り対応出来ないか検討したいと思ってい

ますが難航しています。軌道に乗るまでの長期スパンでの助成金等があるとありがたいです。 
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 一方で、今回の調査ではキャリアコンサルタント側からの視点に基づく自由記述を求めた

ため、助成金制度等については一定の限界がある旨の記述がキャリアコンサルタントからは

なされた。特に、状況や場面によってはその効果が十分に発揮されていない場合があり、そ

の点が指摘されている。 

・キャリアコンサルティング推進のための助成金制度ですが、本当に必要な人に届いているのか気

になります。少なくとも私が訪問した企業経営者は、本質を理解していないことがほとんどです。 

・求職者等にとっても本当の意味でのキャリアコンサルティングの良さが伝わらないのではと危惧す

ることがある。 

 
 上記の自由記述は、必ずしも現行の助成金制度に関するキャリアコンサルタントの感じ方

の多数を占めるものではない点に留意すべきだが、ともすれば、キャリアコンサルティング

に関する各種の助成金等に関する施策・事業は、利用する企業・経営者その他の関係者によ

っては十分にその趣旨・目的を理解していないとキャリアコンサルタントの視点からは感じ

られる場合が稀にあることが示されている。キャリアコンサルタントとしては助成金の利

用・活用を促すことが、よりキャリアコンサルティングそのものが効果的になされることに

つながってほしいとする指摘がなされたものと解釈される。 
 
 なお、企業への導入推進の１つの方策として、キャリアコンサルティングの効果について

広く周知することも指摘された。 

・キャリアコンサルタントとして相談を受けていると、その効果は確実にあるように感じる。例えば大

学などの研究機関と連携して効果研究を実施するなどして「効果あり」と言えるとしたら、その結果

をもって社会に発信していくなどのエビデンスによる知名度の向上が必要ではないか。 

・キャリアコンサルティングの認知度と効果を広く伝わっていくことが社会的な需要を生み出すので

はないかと思いました。 

・キャリアコンサルティングの効果・必要性の広報強化。 

 
 特に、キャリアコンサルティングが、個人のみならず組織全般に対して効果があることを

情報発信し、啓発することの重要性が指摘された。 

・この資格の意義、役割、何にどのように貢献できるのか、どのような成果を個人や組織の残せる

のか、しっかりと明確にＰＲをしていく。 

・キャリアコンサルティングは働く個人にとっても、組織の生産性の向上に関してもとても効果の高い

ものだと思っている。（中略）良さをもっと周知していく動きがもっと出てくればと願っています。 

・組織全体に対する働き掛けで啓蒙し、必要に応じて個別コンサルティングという流れは絶対にあ

る。 
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・現に働いている人への支援や組織風土の改善などにも関わることをＰＲして欲しいと思いました。 

・将来に向けて発展し続ける組織における人材育成や組織開発に大きなプラス効果を及ぼしてゆく

ことになるものと考えています。その意味で個人的にもキャリアコンサルティング業務のさらなる進

化の一端を担っていく重要性を強く認識しているところです。 

 
 その他、企業領域で活動するキャリアコンサルタントからは、様々な具体策が指摘された

ので、その代表的なものを以下に示す。 

・キャリアコンサルティング制度導入にあたっての企業向け相談窓口を設置するという案は良いと思

う。 

・企業向けキャリアコンサルタンティングについては、国からキャリアコンサルタントへ企業の紹介制

度を導入してもらいたい。 

・企業や組織がキャリアコンサルティングを適切に導入しているかどうかを判定するような機関や制

度とそれを評価し、公表するような仕組み。 

・大手企業の登録キャリアコンサルタントとして、まずは予備兵のように登録させる制度を作り、本人

のモチベーションにする。そうすれば、本人は「○○会社の登録キャリアコンサルタントをしていま

す」と名乗れるので、宣伝できる。 

 
 また、中小企業向けの導入推進策の記述もみられた。 

・中小零細企業にも浸透する制度であって欲しいと思います。名称独占だけでは依頼する企業は少

ないと感じています。ブラック企業対策やブラック求人への対応なども含め、キャリコンが活躍できる

場所が欲しいと感じました。 

・大手では独自のキャリア窓口があるが、中小零細にはなく、若手において終身雇用でなくなった

今、途中途中相談できるようなシステムがあると良いと考える。 

・就職・転職活動に対する取り組みよりも、従業員の定着、キャリアパスの提示等にむけ、中小企業

事業主等への啓発を行ってほしい。 

・中小企業への導入促進。他職種（特に社労士、看護師）への資格取得推進。 

・行政主導で中小企業へ導入を推進する必要があると感じております。 

 
（３）多様な対象層への対応 
 なお、キャリアコンサルティングの導入推進は、キャリアコンサルタントにとって必ずし

も企業のみを対象に考えられているのではなく、様々な対象層への対応に必要性についての

記述も多くみられた。 

・企業以外でキャリアコンサルタントの活動が行える場を協議会にて配信、提供いただけますようお

願い申し上げます。 
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・「プロ」として必要とされるよう経済界・自治体を始め社会の認知を拡充してほしい。 

 
 なかでも、学校・教育機関への導入について記述が多くみられた。 

・経済界だけでなく教育界にも普及が必要だと思う。 

・教育現場でのキャリア教育の拡充。 

・活動としては小学校から自分の人生を考える機会を与えられるような活動の場をキャリアコンサル

タントが地域密着で行っていければよいと思う。 

・外部のキャリアコンサルタントが学校と連携してもっと教育現場とかかわる必要があると思う。 

・小学校等の幼少期からの一貫したキャリア教育を早期に実施することにより（中略）、キャリアコン

サルタントの活用を推進してほしい。 

・就職活動上、志望動機が書けない学生が多すぎる。キャリアコンサルタントの助言によって、なぜ

その会社なのかよく考える機会を持つことで、早期退職軽減にもつながると思う。 

・中高校生のためのキャリアコンサルティングを学校の中で行える機会も少しずつ出てきています。

（中略）スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーのように、学校において個々に合わせ

た支援ができるような取り組みの推進を期待しています。 

 
 具体的に、学校・教育機関へのキャリアコンサルティングの導入にあたって、専任のキャ

リアカウンセラーを設置する制度、キャリアコンサルタントを派遣する制度、卒業後の若者

を支援する仕組みなどの方策を提案する記述もみられた。 

・義務教育、高校、大学に専任キャリアカウンセラーを設ける制度を整備する。 

・学校へのコンサルタント派遣を教育委員会と連携・継続して行う支援策の全国展開は実現できな

いものでしょうか。 

・大学で就職支援に携わっている立場で見ると、就職活動を機に自分のキャリアについて相談した

経験を持つ人がこれからますます増えていくことが分かる。そのような人たちが働き始めてからも気

軽に相談できる場があるとよいと思う。（またそのような場があることを認知してもらいたいと思う。） 

 
 学校や教育機関以外にも、多様な対象層に向けた活動領域の拡大について指摘した記述も

多くみられた。 

・キャリアコンサルティングの今後の活動として、社会的弱者が社会へ参加することへの支援（啓蒙

や企業へ対応方法のアドバイスなど）が必要になりそうだと感じています。 

・本当にキャリアの相談を必要としている人は、無職者、非正規雇用者だが、そうした人にはお金が

ない。（中略）そうした人たちが安心して相談できる環境整備、来させるのではなく、かれらがいる場

所にこちらから出ていく積極的な対応が必要だと思う。 

・ニートや非正規雇用に焦点が当てられていますが、高齢化社会の中で急増する高齢者のキャリア
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形成（就労以外も含む）の相談に対応できる活動の場や体制づくりも必要ではないでしょうか。 

・日本は終身雇用が前提であるせいか、世の中的にキャリアを築くという意識がまだ薄い。ミドル世

代の再就職や、シニア雇用など企業と連携して活動できる場所はあるはず。 

・シングルマザーや家庭内ハラスメント・DV 被害の女性にもっと有意義なコンサルティングの場所を

提供して行けたら良いと思う。 

・外国人（留学生）の就業化を高めるため、企業、省庁、大学等教育機関およびキャリアコンサルタ

ントの連携が必要。 

・英語を媒体とした外国人のキャリアコンサルティングが重要となると思います。それらに従事する

機会の情報を希望します。 

 
 また、別の角度から、メンタルヘルスの問題に対する対応およびそれを要するクライエン

トに関する指摘もみられた。 

・就労支援施設に勤務し気付いた事は、キャリアを形成する前にメンタルの問題を抱えている人が

多いということ。学生にはキャリア形成を、卒業者にはメンタル相談を促すのが良いと思われます。 

・メンタルに対応できるキャリアコンサルタントの必要性を感じ、その勉強をこれからも継続したい。 

・キャリコンの範囲が広く、メンタルのカウンセリングも一緒にすることが本当に多いと感ずる。キャリ

コン相談の半分以上がメンタル不調を訴えており、産業医との相談は欠かせない状況です。 

・キャリアコンサルティングの効用としては、人の生末（いくすえ）を考える良い機会の提供になり、こ

の部分がしっかりと将来像を描けていればストレスによるメンタル不全の予防につながると考える。 

・カウンセリングはメンタルで弱った方が受けることがいいですが、キャリアコンサルティングは働く

（働きたい）方全ての方が、一度立ち止まって考える機会になり、どなたにでも必要なものです。この

キャリアコンサルティングをもっと世の中に周知していただきたいと思います。 

 
 これらメンタルヘルスに対する対応も含めて、最終的には、企業以外にも、様々な対象層

に向けて生涯にわたるキャリアコンサルティング等の支援の必要性について、幅広く啓発普

及が必要ということになる。 

・就学児から大学生、企業人、余暇人、女性、非正規、生活困窮者、発達障害、LGBT など対象に

よってではなく一人の人間、その周りの人間がどの側面を生きるかわからない時代においてしなや

かに対応できるキャリアコンサルタントであるとよいと思う。 

・アメリカのキャリアカウンセラーから、キャリアは、ゆりかごから墓場までと言われた。相談者の肩

書きや職種、性別や国籍問わず、全ての人の、人生のあらゆる発達段階やライフステージに、どこ

まで謙虚にサポートできるかが大事だと感じている。 

・キャリアコンサルティングが必要だと、企業や個人そして一般社会にもっと働きかける必要があ

る。そのために、キャリアコンサルタントの具体的な活動内容や領域を積極的に広報する必要があ
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る。 

 
 なお、こうした活動は企業を対象としたもののみならず、自治体や公的な職場であっても

同様であり、各方面で啓発普及が進むことが求められている。特に、学校や自治体、公的機

関等に対する啓発普及は、多様な対象層に対する活動領域の拡大に向けて重要であるとの指

摘がみられた。 

・市へ、キャリアコンサルタントの必要性、認識の呼びかけをしていく。（市の職員がキャリアコンサ

ルタントを知らない状況です。） 

・雇用の拡大に取り組む県、市等の行政側と直接接触をできる場が必要だと感じています。 

・高校の管理職・教員のほとんどは知らない。 

・公立的な職場であっても同様。ぜひ、認知度があがり環境整備ができるようによろしくお願いしま

す。 

 
 
５．キャリアコンサルタント登録制度の推進支援策② 

（１）活動の場の拡大 
 先述した「認知度の向上」及び「企業等への導入の推進」は、いずれもキャリアコンサル

タントの活動の場の拡大に関わる。今回、自由記述で多く指摘されたのは、企業等への導入

を含むより一般的な形で活動の場を拡大するための何らかの推進支援策を講ずることである。 

・有資格者が活躍できる場所（生計がたてられて）がもっとあれば良いと思う。 

・資格を持っていてもキャリアコンサルティングを行う機会が少ないのが最大の問題です。 

・キャリアコンサルタントの行動（活動）範囲が広がればもっと世の中が良くなるのではないかと感じ

ます。 

・資格を有意義に活用するためにも、社会に貢献するためにも、実践を積むための機会をもっと提

供していただければありがたい。" 

・キャリアコンサルタントの社会的認知度があがることを期待し、高齢化社会で生き生きとした人生

をおくりたいと希望している多くの方々のために働く場を拡大して欲しいと思います。 

・活動したくてもできない人に対して、機会がほしい。 

・実務経験を積む機会の提供をお願いしたい。 

・業界全体として、有資格者への「機会の提供」をしていく必要があると思います。 

・キャリアコンサルタントが国家資格になり、社会的にも必要とされているとはいえ、その認知度や

就業の受け皿等課題は多く、資格取得者を増やすと同時にコンサルタントの活躍できる環境を整え

る対策を希望したい。 

 
 活動の場として、ボランティアなども視野に入れた指摘もみられた。ボランティア的な活
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動であっても、キャリアコンサルティングの活動の機会を得たいという意識の現れであると

解釈される。 

・資格者の中にはボランティアベースでも社会や人に役立ちたい人も多いと思いますが、そうした人

と、困っている人や組織をつなげられるネットワークや活動をする場を整えることができればいいと

思います。 

・もっと資格の認知度が上がり、ボランディアでもよいので活躍の場が広がっていけばよいと思う。 

・ボランティアでもよいので、キャリアカウンセリングができる機会の提供をお願いしたい。 

・もっと国や行政による企業へのキャリアコンサルタント導入、浸透の促進をお願いします。 

また、ボランティア参加できる NPO などの設立促進を頂けると助かります。なかなか資格を活かす

機会が無く、残念に思ってます。 

 
 一方で、ボランティアで活動することについては批判的な記述もある。 

・もっともっと社会に役立ちたいと考えるが、現実はその経済的な課金が低く、ボランティアレベルの

資格としか周囲が認識していただけないのは大変残念です。改善につながればと願っております。 

・キャリアコンサルタントの自覚や重要性のためにも，１回あたりの相談業務や教育・指導等に付与

する報酬はもう少し上げないと，ボランティア的な活動にしかならない。 

・どうか、医者や弁護士とまでは言いません。キャリアカウンセラー、キャリアコンサルタントにも自立

して生計が営める水準の給与等雇用条件をお願い致します。キャリアカウンセラー、キャリアコンサ

ルタントの善意だけでは物理的に限界があります。 

 
 むしろ多くみられたのは、キャリアコンサルタントとしての収入に関する指摘であり、活

動の場の拡大とともに、何らかの形での報酬・収入の拡大、処遇の改善が望まれている。 

・報酬面の充実が必要。 

・有資格者への待遇改善。 

・経済的な待遇改善。 

・職業として収入を得られる場も提供してほしい。 

・キャリコン自身の収入確保策。 

・報酬のきまりがあるとよいと思います。 

・資格保有者がその技量、能力を認められ、より評価され処遇される状況の構築を望む。 

・キャリアコンサルタントとして品格を維持する為の報酬が十分でない。 

・待遇や処遇、活躍できる場所もしっかり考えていただけるとありがたい。 

・キャリアコンサルタント自身の雇用が不安定な方々も見受けられるため、地位向上、待遇改善を

希望する。 

・認知度を高め、キャリアコンサルタントの処遇改善がまず必要だと思います。 
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・報酬の低さと社会的地位の評価はほぼイコールの関係にあると思うので、業界全体で報酬のアッ

プに取り組むべき。 

 
 具体的には、キャリアコンサルタントのみが行える仕事を創出するなど、いわゆる「業務

独占」に関する指摘がみられた。例えば、「今後必要とされる分野だと思うが、報酬（収入）

は年々下がっている印象がある。業務独占分野を設けるなどして地位と報酬の向上を図って

欲しい。」のように両者を関連づけた指摘もあり、比較的まとまった記述がみられた。 

・ゆくゆくは、キャリアコンサルタントの「独占業務」が出てきてくれれば、社会的認知度も高まり、資

格取得希望者も増え、またコンサルタント自身の地位も向上すると思う。 

・キャリコンの資格の知名度をあげ、認知してもらうには、資格を取得していなければ、従事出来な

いような職務の創造や開拓が求められると思います。 

・他の士業のようにキャリアコンサルタントの独占業務が増えてくれるとよい。 

・名称独占のみでなく、登録者にしかできない仕事を作ってほしい 

・法改正も含め業務独占的な仕事を作り出し、イメージアップも同時に行わなければ未来が見えな

い。社労士は労務、人事はキャリアコンサルタントと言うイメージも必要ではないかと思う。 

・資格所有者の価値をより向上させ、就業機会と専門性を担保するために、登録者しかできない業

務を拡大してほしい。 

 
（２）情報提供 
 キャリアコンサルタントとして活動する上で必要な情報提供に関しても記述がみられた。

一部には「自分から積極的に情報を収集しなければいけないと感じているが、なかなかできずにい

ることを反省しています。振り返るといろいろな情報提供をされていたと思う」のように自らの情報

収集が不足していることを述べた記述もみられた。 
 しかし、多くは、様々な角度からの情報を求める内容の記述が多かった。 

・もっと情報が欲しい。 

・もっと支援や情報提供を充実させてほしい。 

・定期的な情報発信をお願いします。 

・年間を通して機関誌のようなものがあればいいと思います。 

・主体的な情報収集が求められるのは当然だが、紙面や書籍、会合等、IT 技術以外での支援策が

もっとあって良いのではないかと感じる。 

 
 情報提供に関する要望の中でも最も多いのは活動の機会に関する情報である。 

・活動できる機会の情報提供を増やしていただければと思います。 

・国家資格を取得したあと、実務経験が積めるような場所の情報提供があるとうれしい。 
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・気持ちがあるのに、動き先がわからない人はたくさんいると思います。さまざまな活躍の場につい

て、情報提供、及び、場の提供など、取得者を後押しする支援が必要だと思います。 

・資格を取得したものの活かせる機会がないので、希望する登録者へのキャリコン募集情報が配信

されると嬉しいです。 

 
 特に、キャリアコンサルタントの資格を活かした仕事に関する情報に対する要望が寄せら

れた。 

・仕事情報がもっと欲しいと思いました。 

・キャリアコンサルタントの就職支援、就転職情報を提供してほしい。 

・キャリアコンサルタントの求人情報を各県単位で定期的に情報公開して頂きたい。 

・地方では活動する場所（企業・学校）が無く、キャリアコンサルタントとしてのキャリアを積むことが

難しく感じています。活躍の場の細かい情報などがあると嬉しいです。 

 
 その際、単に情報提供を行うのみならず、さらに発展してキャリアコンサルタントの活動

を拡大するための何らかの仕組みが必要であるとの指摘があった。 

・仕事を斡旋する仕組みを充実してほしい。 

・キャリアコンサルタントを必要とする企業に活動できる仕組みができれば良いと考えます。 

・キャリアコンサルタントの資格を活用できる場所をもっと提供できる仕組みや情報提供をして欲し

い。 

・キャリアコンサルタントが社会で活躍できる制度、仕組みを作ってもらいたい。 

・キャリアコンサルタントの資格を生かせる求人や仕事紹介の仕組みが欲しいです。 

 
 具体的には、キャリアコンサルティングを提供するキャリアコンサルタントと潜在的にニ

ーズのあるクライエントを相互に結びつけ、マッチングする仕組み等に関する提案も比較的

多く記述された。 

・マッチング等の支援があれば嬉しいです。 

・有資格者対象の仕事紹介制度や企業や機関等様々な所からのオファーを受付け、マッチングさ

せるようなものがあればよいと思う。 

・キャリアコンサルタントが協業できる仕組みや、クライアント（個人・企業）とのマッチングサービスが

あると良いと思います。（既にある場合は申し訳ありません。） 

・有資格者、特に経験の浅い方に対して、働く先の情報を積極的に出していったり、マッチングさせ

たりしてほしい。 

・キャリアコンサルタントを必要とする側と私たちキャリアコンサルタントとの間の情報連携をうまくや

れば活躍の場が増える。 

 そして、こうした仕組みのためには、「受け入れる側企業や会社や働く側（需要サイト）の情報
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も積極的に、収集する努力が必要だと思う」という指摘もあった。 
 なお、現状においても、キャリアコンサルタントに対して活動の機会について情報提供を

行うシステムとして「キャリコンサーチ」がある。これは「国のキャリアコンサルタント名

簿に登録している「キャリアコンサルタント」と「キャリアコンサルタントを探したい企業

担当者や個人等」ご利用者とのマッチングを支援するキャリアコンサルタント検索システム」

（キャリコンサーチ・キャリアコンサルタント検索システムＨP より）であるが、このシス

テムについて一定の評価がなされている一方、キャリアコンサルタントによっては、さらに

良いシステムを求める改善点等について指摘した記述もみられた。 

・登録制度自体は国として取り組んでおり良いと思います。登録サイトも使いよいです。ただし、啓

発不足なのか、サーチサイトを見て仕事を依頼してくる企業はないです。 

・キャリコンサーチ。周知が足りない。ないも同然。国家資格を必須とする仕事の人材登録バンク的

な位置付けになって良いと思う。 

・キャリアコンサルタントを紹介してほしいとよく言われるが、キャリコンサーチは登録者が少なく結

局知人経由で探すしかないのが現状。情報開示にも限界があり、双方のニーズがうまくマッチする

ようなシステム開発が必要と思う。 

・ここで書くことではないかもしれませんが、キャリコンサーチ（キャリアコンサルタント検索システム）

がとても使いにくく困っています。 

 

 これらの記述からは、キャリコンサーチ的なマッチングのシステムには、さらに発展の余

地があることがうかがえる。具体的には、ユーザーであるキャリアコンサルタントとクライ

エントの双方の視点からより一層使いやすいシステムへと常に改善していく可能性が示唆さ

れていると言えよう。 

・キャリコンサーチというキャリアコンサルタントを企業、または個人が探す WEB が存在しているが、

ほとんど機能していない。ここもマーケットイン、いわゆるユーザー側の視点が織り込まれてなく、た

だ「WEB を作りましたのであとはご自由に探してください」というプロダクトアウトの発想が感じられる

のがとても残念である。 

私は大分県で企業のセルフ・キャリアドック制度の導入支援をしていますが、キャリアコンサルタント

を検索する際に、対応エリアで大分にチェックをつけると、全国や九州を対象にしているコンサルタ

ントがすべて出てきます。現在 200 名ほど出てきますが、その中で大分県在住の方は 10 名以下。

知りたいのは、大分を拠点にしているコンサルタントの場合がほとんどです。この使い勝手の悪さ

は、本当に国がセルフ・キャリアドック制度を推進しようとしているのか、疑問に感じてしまいます。 

 
 その他、情報提供については様々な要望が寄せられており、漸次、キャリアコンサルタン

トにとって有益な情報システム・情報支援の体制を作り上げていく必要性が示されている。

具体的には、キャリアコンサルタントが関わる可能性がある制度や組織などについての情報
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提供がある。 

・色々な制度や機関についての情報収集には苦労しており、これらの包括的な情報提供や研修、セ

ミナーなどあるとありがたいです。 

・キャリアコンサルタントが、担い携わる助成金等においても、個々人が、情報収集を行うしかすべ

がなく、その辺りの情報共有等がスムーズに行えるよう、専門情報誌等なんらかの形があると効率

良く、有資格者が知識や情報を得る事が可能となり、効率的に普及が進むのではないかと感じま

す。 

・以外に身近な所に居そうなキャリアコンサルタントを探し、情報交換や相談出来るネットワークの

構築が必要と考えます。士業や幅広い専門分野を持つ方々を含めて、地域社会でのネットワーク

構築が必要と考えます。 

 
 また、キャリアコンサルタント自身の働き方や仕事の探し方に関する情報提供についての

指摘がみられた。 

・私自身もそうですが、キャリアコンサルタントがどういった場でどのように活躍できるのかのイメー

ジがあまりにもないと思います。 

・具体的な活用事例、活躍する先輩コンサルタントの話などがどこかで閲覧できる、あるいは直接聞

けると、自分自身がどう動けばいいかのイメージが付くようになるかと思います。 

・働き場所（企業、学校、ハローワーク、人材紹介会社など）で、具体的にどういう働き方をするのか

知りたいです。 

・有資格者として、個人で活動されている方以外の方が積極的に活動できるための、キャリアコンサ

ルタントの活動ガイドラインなどを作成すると良いと思う（特に民間企業間でどのように資格を活かし

て活動できるかなど）。 

・キャリアコンサルタントとして、どういうところで働けるのかがわからない(まだ需要が少ないのか)の

で、具体的な仕事の探し方の情報が欲しい。 

 

（３）研修・スーパーバイズ・交流の機会の提供 
 キャリアコンサルティングの推進策およびキャリアコンサルタントの支援策として、研修

等の機会の提供は多く指摘された。 

・専門性を確立するための、キャリアコンサルタントに対する教育・研修の機会がもっと必要だと思

う。 

・自己研鑽が前提の国家資格ですので、教育・研修機会の提供がもっとあって欲しいです。 

・講習など技能向上に向けて、気軽に自由に受講できる環境を増やしてもらいたい。 

・最新のキャリアについて勉強したいが学ぶ機会がないので、セミナーなどの情報を提供してほし

い。 
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・継続教育の情報がほしい。 

 
 特に、資格更新のための更新講習の機会を多くしてほしいという要望がみられた。 

・更新研修の機会を広く設けていただきたいです。 

・資格更新のための講座をもっと充実させていただきたいです。 

・更新講習の機会がより多く欲しい。 

・更新講習の会場を増やしてほしい。 

・資格更新についての情報提供をもっと積極的に行っていただきたいです。 

・いろいろな情報提供、特に資格更新講習に関する情報の提供を適宜お願いします。 

 
 これは単に更新講習の機会の増加の必要性を指摘しているだけではなく、更新講習の課題

としても挙げられた地方での講習の機会の少なさを補うものとして指摘がなされている。 

・更新講習の回数、開催地などを増やして欲しい。 

・更新のための講習を東京以外も増やしてほしい 

・更新講習をもう少し地方で行って欲しい。 

・知識講習や技能講習の更新講習が主に大都市でのみ実施されているため、各都道府県ごとに参

加できる知識講習や技能講習の更新講習を増やしてほしい。 

・更新講習を受講できる場所や機会を増やして欲しい。地方ではあまり開催されておらず、申し込ん

でも応募者が多いために受講出来ないことが多い。 

・定期的な学習の場が地方でも受けれると良いと思います。学習の場は東京と大阪がメインで地方

の者は移動時間と交通費と宿泊費を考えると受けやすい環境ではありません。ｅラーニングも良い

とは思いますがやはり生の講義と参加される方々との出会いを期待してしまいます。 

 
 さらに、これも課題として指摘された更新講習の費用負担の重さに関して、更新講習の費

用の減額または無償化の必要性が指摘された。 

・更新講習に無料または低価格のものも必要。 

・更新にお金がかかりすぎるので、改善してほしい。 

・費用の面でなかなか頻繁には参加できないですが、無料か安価な講習があれば嬉しいです。 

・継続的な勉強や啓発は必要だが、資格更新に関わる費用が高額すぎる。もっと費用をかけなくて

も更新できる制度にして欲しい。 

・講習の費用が高いのもネックになっています。通信講座の拡充と自己研鑽費用の補助があると助

かります。 

・キャリアコンサルタントの質の向上のためにも無料の研修制度の充実も希望しております。 

 
 キャリアコンサルタントである自分自身に対するフィードバックを受ける機会や、いわゆ
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るスーパーバイズの仕組みについても指摘がなされた。 

・自身のキャリアコンサルティングに対するフィードバックを受ける機会をもっと持ちたい。 

・スーパーバイザーを受ける機会を増やし、将来的に必須にしてほしい。 

・廉価でスーパービジョンを受けることのできる仕組みがあるとよい。 

・面談の事例研究やスーパーバイスを受ける定期的な機会が少ないので、更新講習に加えてほし

い。 

・自己成長と課題をはっきりさせるために、スーパービジョンを受けれる仕組みづくりを、検討いただ

き、実施を願います。 

 
 同様の趣旨で、キャリアコンサルタントとしての活動を行っていて疑問に感じたことや対

応に困ったことなどを相談したり、情報共有できる仕組みや窓口などに関する指摘もみられ

た。 

・キャリアコンサルタントとしての活動のよろず相談をチャットでうけてもらえる仕組みがあるとよい。

「これこれ、こういう相談をうけた場合には、どのように対応するのがよいか」など。 

・このような場合にどう対応したらよいかなど、相談窓口や講習で解決できる仕組みがあると良いと

思います。 

・キャリアコンサルタントの資格をかろうじて取った自分に何ができるのかわからない。そういった、

現場の悩みや情報を共有できる場があるといいなと思った。 

・キャリアコンサルタントの活動に関する相談窓口、そこで整理された FAQ の情報提供等があると

助かるのではないでしょうか。 

・キャリアコンサルタントの相談窓口を県別とかに設置してほしい。 

 
 これら研修やセミナーなどの情報ともども指摘されたのが、キャリアコンサルタント間の

交流を深める場である。 

・研修会、セミナー等の開催等、交流のための場所・情報がほしい。 

・キャリアコンサルタント同士の気軽に参加できる交流の機会を増やして欲しい。" 

・キャリアコンサルタント間での情報交流の場があると良い。 

・お互いの情報交換ができる場を提供してほしい。 

・またそれぞれの活躍している事例や情報を共有する場も必要だと思う。 

・キャリアコンサルタントの情報交換、交流の場がもっとほしいと思います。 

・有資格者同士の研究の場、情報交換の場があるといい。同業者であっても協力し合ったり、ネット

ワークを広げることができ、さらに課題に取り組むことが可能となる。 

 
 具体的にどのような形でキャリアコンサルタント間の交流を深めるかについても詳細な記

述がみられた。例えば、他団体との交流、新しい人たちが参加しやすい場、上級者とのつな
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がりが持てる場、組織内キャリアコンサルトの集まり、実践経験の多いキャリアコンサルタ

ントの集まり、レベル別の集まりなどが指摘された。 

・他養成団体様のキャリアコンサルタントの方とも交流を深めたいです。 

・キャリアコンサルタント同士の情報共有の場がもっと増えてほしいと思いますし、新しい人たちが参

加しやすい雰囲気づくりも大切だと思います。 

・キャリアコンサルタント間の連携・情報交換など、上級者とのつながりをもてる場を増やし、学習し

ていける体制がほしい。 

・個別のキャリアに関しての情報や研修は多々あるが、組織内にいるキャリアコンサルタント同士の

集まり等も企画していただけると助かる。 

・実務経験を多く積んだ人間が集まる場の提供（資格を持っているだけではなく、実際に使っている

人が集まる場で、情報共有や悩み解決ができると良い）。 

・キャリアコンサルタントのレベル別に集まる場がほしいです。 

 
 さらに、こうした交流会の延長線上で、勉強会、フォーラム、シンポジウム等の開催など

も示唆された。 

・様々な活動状況や情報を共有するフォーラムやシンポジウムの開催。 

・技能試験対策以外に勉強の機会がないというキャリアコンサルタントも多いので、勉強会や情報

の共有などがもっと盛んになると良いと思う。 

・自信を付けたいので、勉強や活動している方の話を聞く機会を作りたい。 

・好事例の共有や有志の勉強会などの情報が欲しい。 

・発達障害支援における事例情報が欲しい。 

・キャリアコンサルティングの相談事例や関連情報を知りたい。 

 
 なお、今回の調査に回答したキャリアコンサルタント登録者の大多数が「社会に役立ちた

い、貢献したい」という気持ちを抱いており、その点を重く見る必要がある。 

・2 人の乳幼児をかかえて自分自身が職場復帰しようとする時、支えになるし、社会貢献をする自分

の居場所として、キャリアコンサルタントの登録制度は有難い仕組みだと感じます。 

・組織ではたらく人の真の成長のために活かされる制度であってほしいし、そこに貢献できる役割で

ありたいと思う。 

・社会に認知され、常時幅広く活動できて貢献できる場があれば良いかなと思います。 

・キャリアコンサルタントとして、社会貢献を望んでいる人に対しての活動出来る場の拡大および情

報提供の支援を望んでいます。 

 
 また、本調査のアンケートそのものに関する感想ともども、自分自身の活動について振り

返る機会が得られた旨、指摘がなされた。裏を返せば、そうした自己洞察・自己反省・振り
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返りの重要性が指摘されているものとも解釈されよう。 

・自身の活動について振り返る機会となり、自身の将来を考えるきっかけになりました。 

・キャリアコンサルタントとして、自分らしく活動していくために改めて考える機会を与えて頂き、あり

がとうございました。 

・キャリアコンサルティングの資格を取得した人が、どのような場で活躍しているのか、自分自身今

後どのような活動ができるのか考えるきっかけになりました。 

・調査アンケートを通し、自分自身の見直しが出来ました。これからも自身の向上に努めるため講座

などに積極的に参加していきたい。 

・今回の調査を実施することによって、自分自身の振り返りも同時に出来た様に思う。その点では

定期的に状況調査は必要かとも思われる。 

・せっかくある資格をもっと活用させることを自分なりに検討することを自覚しました。自覚の契機を

いただき有難いと思いました。 

 
 その結果、より一層自ら情報収集を行い、活動の場を広げていこうと考えた回答者もみら

れた。 

・キャリアコンサルタント自身が、自分の可能性を信じず、可能性を狭めている人がいるような気が

します。自分の可能性を信じずに、どうしてクライエントの可能性を信じることができるのだろうか、と

思います。つまりは、クライエントへの見立ては上手だが、自分に対する見立てが弱く、自己一致し

ていないと感じます。 

・常々思っているのですが、この資格が何に対してアピールできるのか、よくわかっていないと思っ

ていました。もう少し、自分自身で情報収集します。他者任せではなく、自分だと改めて感じました。 

 
 しかしながら、一方で、個々のキャリアコンサルタントの努力だけでは一定の限界もある。

本調査のような活動によって、キャリアコンサルタント自身の意見、考え等をとりまとめる

意義などについても指摘があり、改めて、今後ここで得た様々な指摘をもとに、より一層キ

ャリアコンサルタントの活動領域が拡大し、活動のしやすい環境整備がなされる必要がある

ことが確認される。 

・今後も定期的にアンケートの機会を増やしていただき、キャリアコンサルタントの意見、現場の意

見を組んでいただけるようにお願いいたします。 

・このように現場の意見を抽出していただく機会があるのは、とても良いことだと感じています。 

・一番難しかったケース、重視していることなどの質問を通して、改めてキャリアコンサルタント活動

の姿勢を正す機会となりました。 

・状況調査実施に止まらず、状況結果に応じた今後の対策や運営等を考慮頂ければ幸い。有意義

な時間でした。 
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６．キャリアコンサルタントの自由記述（まとめ） 

 以下に、本章でキャリアコンサルタント登録者が指摘した自由記述の内容を数点に集約し

て整理する。 
 第一に、キャリアコンサルタント登録制度の良い点として、「認知度・地位・ステイタスの

向上」「安心感・信頼感の増加」「キャリアコンサルタントとしての自覚や自信（が生じた）」

「継続的な学習機会の確保」が挙げられた。キャリアコンサルタント登録制度とはいわゆる

国家資格化であり、国家資格化することによって得られた認知度・地位・ステイタスの向上

によって、クライエントを中心とした利用者にとっては安心感・信頼感が増し、一方でキャ

リアコンサルタント自身にとっては自覚や自信が生じたことがうかがえる。さらに、キャリ

アコンサルタント登録制度は資格更新にあたっても厳格な定めを設けており、この点につい

ても一定の評価がなされていることが示された。 
 第二に、一方でキャリアコンサルタント登録制度の課題は「認知度」「仕事」「更新講習」

の３点に集約された。具体的には、国家資格化されて認知度が一定程度上がったとしても、

未だ社会全般、潜在的な利用者たる企業他の関連諸機関での認知が不十分であるという点が

指摘された。また、キャリアコンサルタントとして活動したいという希望を持っていても、

十分に活動できる機会を持てないこと、仮に活動の機会があったとしても報酬面で十分でな

いこと等が指摘された。さらに、更新講習は一方では継続的な学習機会の提供が評価されて

いたとしても、やはり時間・費用ともに一定の負担が必要となる。地方においてはより一層

負担が増すということが指摘された。 
 第三に、キャリアコンサルタント登録制度の推進支援策としては、「認知度の向上」「企業

等への導入の推進」「多様な対象層への対応」「活動の場の拡大」「情報提供」「研修・スーパ

ーバイズ・交流の機会の提供」が指摘された。上述したとおり、キャリアコンサルティング

およびキャリアコンサルタントの社会的な認知度は未だ低いというのが、今回の調査に回答

したキャリアコンサルタント登録者の一致した認識であり、この点については何らかの対応

が求められる。その上で、企業その他の各方面に対する導入の推進策が引き続き求められて

いた。さらに、企業以外にも、学校・教育機関の他、無業者層、非正規層、高齢者、ミドル、

シニア、シングルマザー、DV 被害者、外国人・留学生など、多種多様な対象層が潜在的な

利用者になりうることが指摘されており、これら多様な対象層に対する対応が求められてい

た。これらを含む全般的な活動の場の拡大が求められており、その際、ボランティアとして

働くことも想定されるが、基本的には報酬・待遇面でのより一層の改善が求められていた。

こうした活動領域の拡大にあたっては、様々な活動の機会に関する情報提供が強く求められ

ていた。従来からあるキャリアコンサルタントと活動機会を結びつける仕組みのより一層の

充実が求められる。最後に、研修・スーパーバイズ・交流の機会など、キャリアコンサルタ

ントの自己研鑽の場は多くの登録者によって強く求められており、これらの方向性での何ら

かの取り組みが期待される。 
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第９章 キャリアコンサルタントの活動状況の経年比較（前３回調査との比較） 

 
１．前３回調査との比較 

 キャリアコンサルタントの活動状況に関する大規模な調査は、これまでに３回、実施され

た。本調査では、それら過去３回の調査と質問内容および回答選択肢をあわせた設問を用意

し、キャリアコンサルタントの活動状況の経年比較が可能な調査設計を行った。最初の調査

は 11 年前の 2006 年に行われているため、これら過去３回の調査との比較を行うことによっ

て、キャリアコンサルタントの活動状況のこの約 10 年における変化を捉えることが可能と

なる。あるいは、この約 10 年で変化せず、時代に左右されない、ある程度普遍的なキャリ

アコンサルタントの活動を特定することができる。 
 以上の目的から、本章では、キャリアコンサルタントの活動状況に関する経年比較を行う

こととした。 
 以下に、過去３回の調査の概要を示す。 
 
（１）2006 年度「キャリア・コンサルティングに関する実態調査結果報告書（厚生労働省委

託）」（キャリア・コンサルティング協議会） 
・調査名 「キャリア・コンサルタントの活動状況に関する調査」 
・対象者 標準レベルのキャリア・コンサルタント 17,326 名 
・調査方法 キャリア・コンサルタント能力評価試験機関及び独立行政法人雇用・能力開発

機構及び社団法人日本経済団体連合会を通じ、各機関における資格取得者に対し E メールを

送付し、インターネット上に設置するアンケートフォームへの回答（複数資格取得者は１人

１回限り）を依頼。また、一部Ｅメールアドレスが不明である社団法人産業カウンセラー協

会及び特定非営利活動法人ＮＰＯ生涯学習の資格取得者に対しては、アンケートフォームの

ＵＲＬが記載されたハガキを送付し、調査依頼を実施。 
・調査期間 2006 年 10 月 17 日～2006 年 11 月 30 日 
・回収数 3,465 通（回収率：20.0%） 
 
（２）2010 年度「キャリア・コンサルティングに関する実態調査結果報告書（厚生労働省委

託）」（三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング社） 
・調査名「キャリア・コンサルタントの活動状況等に関する調査」 
・対象者 標準レベルのキャリア・コンサルタント（２級キャリア・コンサルティング技能

士である者を含む）延べ 28,739 名。特定非営利活動法人キャリア・コンサルティング協議

会 2010 年３月末現在調べ。但し、個人で複数の資格を取得している場合を計上した延べ数。 
・調査方法 WEB 調査。インターネット上に設置した調査画面への自記入方式。特定非営

利活動法人キャリア・コンサルティング協議会の協力を得て、キャリア・コンサルタント能
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力評価試験機関、独立行政法人雇用・能力開発機構及び社団法人日本経済団体連合会を通じ、

各機関における資格取得者に対し E メールを送付し、回答（複数資格取得者は１人１回限り）

を依頼。 
・調査期間 2010 年 10 月７日～2010 年 10 月 31 日 
・回収数 3,339 通（回収率 11.6%。ただし、上記対象者には個人で複数の資格を取得してい

る者が含まれるため数値は下限。実際には 11.6%を上回る。） 
 
（３）2013 年度「キャリア・コンサルティング研究会－キャリア・コンサルタントが有する

キャリア・コンサルティング能力の実態等に関する検討部会報告書（厚生労働省委託事業）」

（三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング社） 
・調査名「キャリア・コンサルタントに必要な能力・スキルについてのアンケート調査」 
・対象者 標準レベル以上のキャリア・コンサルタント延べ 31,173 名。但し、個人で複数

の資格を取得している場合を計上した延べ数。 
・調査方法 WEB 調査。インターネット上に設置した調査画面への自記入方式。特定非営

利法人キャリア・コンサルティング協議会および試験実施団体から調査対象となる資格取得

者（標準レベル以上のキャリア・コンサルタント）に対して、調査画面のあるリンク先 URL
を記載のある E メールを送付、回答を依頼。 
・調査期間 2013 年９月２日～2013 年９月 25 日 
・回答者数 3,865 通（回収率 12.4%。ただし、上記対象者には個人で複数の資格を取得し

ている者が含まれるため数値は下限。実際には 12.4%を上回る。） 
 
 上記、2006 年調査、2010 年調査、2013 年調査の３つの調査のうち、最初の２つ 2006 年

調査と 2010 年調査は、調査名に示されているとおり、文字どおりキャリアコンサルタント

の活動状況を調査したものである。そのため、重複する項目が多く、相互に比較対照させて

検討することが可能である。一方で、2013 年調査は、調査名にあるとおり、おもにキャリア

コンサルタントに必要な能力とスキルを明らかにする特別な目的から行われた。そのため、

前２回の調査と重複する項目が少ない。 
 そこで、今回、経年比較が可能な調査とするにあたっては、可能な限り、2006 年調査と

2010 年調査と質問項目を重ねるように設計・作成し、必要に応じて 2013 年調査を参照する

形をとった。以上のことから、以下の経年比較においても、基本的には、2006 年調査と 2010
年調査との比較を主に行うこととする。すなわち、2006 年調査との比較ではこの 11 年間に

おけるキャリアコンサルタントの活動状況の変化を、2010 年調査との比較では７年間におけ

る変化を検討する。一方で、これら３時点の比較によってもほとんど変化のみられない点に

ついては、この 10 年でほぼ変わらない普遍的な傾向であると、暫定的に考えておくことが

できる。 
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２．年齢・性別・活動地域の経年比較 

 図表９－１には、各調査におけるキャリアコンサルタントの年齢を示した。表から、2006
年と 2017 年とを比較すると「30 代」が約 10 ポイント減少し、「50 代」が約８ポイント、「60
歳以上」が約６ポイント増加していることが示される。この 11 年間で 30 代が減少し、50～
60 代が増加したという結果から、概して、キャリアコンサルタントの高年齢化が進んだ可能

性を指摘できる。 
 図表９－２には、各調査におけるキャリアコンサルタントの年齢を図示したが、2006 年調

査、2010 年調査では 40 代がピークとなっているが、2013 年調査、2017 年調査では 50 代

が最も多かった。 
 

図表９－１ 各調査におけるキャリアコンサルタントの年齢① 

 

 
図表９－２ 各調査におけるキャリアコンサルタントの年齢② 

 

 
 図表９－３には、各調査におけるキャリアコンサルタントの性別を示した。表から、2006
年から 2017 年の 11 年間で、性別の割合が逆転したことが示される。すなわち、2006 年調

査では、男性が約６割、女性が約４割であったが、それぞれ約 13 ポイントずつ減少あるい

は増加して、2017 年調査では男性が約 45%、女性が約 55%となった。 
 図表９－４には、各調査におけるキャリアコンサルタントの性別を図示した。当初、男性

が多かったが、徐々にその割合を減らし、現在、若干、女性が多くなっていることが分かる。 

2006年と

2017年の

差

30歳未満 3.3% 30歳未満 1.4% 30歳未満 1.3% 20代 1.2% -2.1

30歳代 21.6% 30歳代 17.9% 30歳代 14.5% 30代 11.3% -10.3

40歳代 31.3% 40歳代 33.0% 40歳代 32.7% 40代 29.7% -1.6

50歳代 30.2% 50歳代 27.1% 50歳代 33.8% 50代 38.6% 8.4

60歳以上 13.7% 60歳以上 20.6% 60歳以上 17.7% 60代以上 19.2% 5.5

2006年調査

N=3465

2017年

（今回調査）

N=3273

2010年調査

N=3339

2013年調査

N=3865
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図表９－３ 各調査におけるキャリアコンサルタントの性別① 

 

 
図表９－４ 各調査におけるキャリアコンサルタントの性別② 

 
 
 図表９－５には、2006 年調査および 2017 年調査におけるキャリアコンサルタントの性

別・年齢を示した。両者を単純に比較すると、この 11 年間で、男性は 60 歳以上が約 11 ポ

イント増加した。女性は 30 代が 19 ポイント減少し、50 代が 20 ポイント増加した。 
 

図表９－５ 2006 年調査および 2017 年調査におけるキャリアコンサルタントの性別・年齢① 

 

 
 図表９－６は、図表９－５を図示したものである。男性は、2006 年調査時点で 50 代が最

も多く、その傾向は 2017 年調査時点でも変わらないが、60 代が大幅に増えていることを見

て取ることができる。一方で、女性は、2006 年調査時点では 40 代が最も多く、次いで 30
代であったが、2017 年調査時点では 50 代が最も多く、次いで 40 代となっており、ピーク

の年代が 40 代から 50 代にシフトしている。 
 

2006年と

2017年の

差

男性 58.2% 男性 52.3% 男性 42.4% 男性 45.1% -13.1

女性 41.8% 女性 47.7% 女性 57.6% 女性 54.9% 13.1

2006年調査

N=3465

2017年

（今回調査）

N=3273

2010年調査

N=3339

2013年調査

N=3865

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

2006年 2010年 2013年 2017年

男性 女性

差

男性 30歳未満 2.4% 20代 0.9% -1.5

30歳代 13.3% 30代 8.3% -5.0

40歳代 25.7% 40代 21.6% -4.1

50歳代 37.8% 50代 36.6% -1.2

60歳以上 21.1% 60代以上 32.6% 11.5

女性 30歳未満 5.0% 20代 1.5% -3.5

30歳代 33.0% 30代 13.8% -19.2

40歳代 39.1% 40代 36.4% -2.7

50歳代 19.7% 50代 40.3% 20.6

60歳以上 3.2% 60代以上 8.0% 4.8

2006年調査

N=3465

2017年

（今回調査）

N=3273

労働政策研究報告書No.200

独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）



－195－ 
 

図表９－６ 2006 年調査および 2017 年調査におけるキャリアコンサルタントの性別・年齢② 

 
 
 図表９－７には、2006 年調査と 2017 年調査における活動地域を示した。表からは明確な

傾向はうかがえないが、「東京都」「神奈川県」「福岡県」などの都市圏を活動地域と回答した

者の割合がやや増えており、その点、都市圏への集中化の傾向は若干ながら指摘することが

できる。しかしながら、全般的にはこの 11 年でおおむね変化がなかったと言え、キャリア

コンサルタントは概して「東京都」「大阪府」「神奈川県」「愛知県」「福岡県」「兵庫県」など

の大都市圏でおもに活動していると言える。 
 

図表９－７ 2006 年調査と 2017 年調査における活動地域① 

 

0%
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男性

0%
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女性

2006年

調査

N=2254

2017年

（今回調査）

N=3273

差

2006年

調査

N=2254

2017年

（今回調査）

N=3273

差

北海道 4.3% 2.7% -1.6 滋賀県 0.3% 1.1% 0.8

青森県 0.8% 0.4% -0.4 京都府 1.7% 1.6% -0.1

岩手県 0.8% 0.7% -0.1 大阪府 11.1% 11.0% -0.1

宮城県 1.9% 1.9% 0.0 兵庫県 3.1% 3.7% 0.6

秋田県 0.6% 0.4% -0.2 奈良県 0.4% 0.7% 0.3

山形県 0.7% 0.5% -0.2 和歌山県 0.4% 0.6% 0.2

福島県 0.6% 0.6% 0.0 鳥取県 0.2% 0.3% 0.1

茨城県 1.8% 1.0% -0.8 島根県 0.4% 0.3% -0.1

栃木県 0.5% 0.8% 0.3 岡山県 0.7% 1.3% 0.6

群馬県 1.2% 0.7% -0.5 広島県 2.6% 1.6% -1.0

埼玉県 2.4% 2.9% 0.5 山口県 0.9% 0.5% -0.4

千葉県 4.1% 2.6% -1.5 徳島県 0.8% 0.5% -0.3

東京都 26.4% 30.3% 3.9 香川県 0.4% 0.9% 0.5

神奈川県 4.9% 6.4% 1.5 愛媛県 1.5% 0.9% -0.6

新潟県 1.6% 1.0% -0.6 高知県 0.8% 0.2% -0.6

富山県 0.4% 0.7% 0.3 福岡県 2.8% 3.8% 1.0

石川県 0.8% 1.0% 0.2 佐賀県 0.5% 0.5% 0.0

福井県 1.0% 0.3% -0.7 長崎県 0.6% 0.6% 0.0

山梨県 0.7% 0.4% -0.3 熊本県 0.9% 1.0% 0.1

長野県 1.6% 1.2% -0.4 大分県 0.8% 0.7% -0.1

岐阜県 0.8% 0.9% 0.1 宮崎県 0.8% 0.7% -0.1

静岡県 2.2% 1.8% -0.4 鹿児島県 0.2% 0.7% 0.5

愛知県 6.0% 5.3% -0.7 沖縄県 0.5% 1.4% 0.9

三重県 1.2% 1.0% -0.2 国外 0.2% 0.0% -0.2
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 図表９－８には、活動地域を地方ごとに集約して表にして示した。表から、この 11 年で

増加したのは「関東地方」「近畿地方」「九州地方」であることが示される。基本的には、関

東や近畿などの大都市圏に活動地域が集中する傾向がみられており、その他の地方を活動領

域とするキャリアコンサルタントが相対的に減少していることが示される。 
 

図表９－８ 2006 年調査と 2017 年調査における活動地域② 

 

 

 

 

３．業種および関連資格の有無の経年比較 

 図表９－９には、現在の勤務先の業種を示した。2006 年調査、2010 年調査、2017 年調査

ともに、現在の勤務先の業種の割合は「その他のサービス業」「教育、学習支援業」「公務」

「製造業」「情報通信業」であり、順番に大きな変化はみられなかった。このうち「その他の

サービス業」には「職業紹介・労働者派遣業」が含まれるが、基本的に、過去から現在に至

るまで、キャリアコンサルタントが働く業種としては「その他のサービス業（職業紹介・労

働者派遣業）」「教育、学習支援業」「公務」が上位３つを占めることが指摘できる。 
 ただし、その割合には 2006 年から 2017 年に至る 11 年間の中で若干の変化がみられてい

る。具体的には、「その他のサービス業」が約 4 ポイントの減少、「その他」の業種は約８ポ

イント減少した。それに対して「公務」は約６ポイント増加し、「医療・福祉」も２ポイント

増加した。これらの背景について各調査の比較のみからは明確な解釈が難しいが、第１章の

分析結果などからは、自治体その他の役所における就労支援、医療機関や福祉施設での職業

相談などが以前より拡大している兆候も見られている。そのため、以前は「その他のサービ

ス業」あるいは「その他」として位置づけられていた相談業務が、最近では、「公務」あるい

は「医療・福祉」として明確な位置づけが与えられるようになっている可能性も考えられる。 
 
 
 
 

2006年

調査

N=3465

2017年

調査

N=3273

差

北海道 4.3% 2.7% -1.6%

東北地方 5.4% 4.4% -1.0%

関東地方 41.3% 44.8% 3.5%

中部地方 16.3% 13.5% -2.8%

近畿地方 17.0% 18.7% 1.7%

中国地方 4.8% 4.0% -0.8%

四国地方 3.5% 2.6% -0.9%

九州地方 7.1% 9.2% 2.1%
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図表９－９ 各調査における現在の勤務先の業種 

 

 
 また、図表９－１０には、各調査における取得している関連資格を示した。各調査とも、

他に取得している関連資格におおむね変化はなく、多いものから順に「教員免許」「衛生管理

者」「心理相談員」「ファイナンシャル・プランナー」「社会保険労務士」となっていた。ただ

し、若干の増減がみられており、「教員免許」が微減し、「ファイナンシャル・プランナー」

が微増していた。ここでも、キャリアコンサルタントの活動領域が従来の需給調整機関およ

び学校から、企業領域へと大まかにシフトしている傾向を反映している可能性を若干ながら

考慮することができる。 
 

図表９－１０ 各調査における取得している関連資格 

 

 
 図表９－１１には、各調査におけるキャリアコンサルティング関連資格を取得した際の目

的を示した。基本的に「専門能力を高めるため」「この分野に興味があったため」「仕事上必

要だったため」が上位 3 位であることについては、各調査ともに共通した結果がみられた。

その割合については、2006 年から 2010 年、2010 年から 2017 年と年を追うごとに全体的な

回答率が減少しているのが特徴である。「専門能力を高めるため」「この分野に興味があった

2006年と

2017年の

差

その他のサービス業 26.8% その他のサービス業 23.1% その他のサービス業 22.9% -3.9

教育、学習支援業 22.9% 教育、学習支援業 20.1% 教育、学習支援業 19.1% 1.8

公務 16.2% 公務 23.1% 公務 22.3% 6.1

製造業 8.8% 製造業 9.6% 製造業 9.0% 0.2

情報通信業 5.0% 情報通信業 5.0% 情報通信業 6.2% 1.2

卸売・小売業 2.8% 卸売業・小売業 3.2% 卸売・小売業 3.9% 1.1

医療・福祉 2.8% 医療、福祉 2.4% 医療・福祉 4.8% 2.0

金融・保険業 2.6% 金融業・保険業 2.4% 金融・保険業 1.9% -0.7

建設業 1.0% 建設業 1.0% 建設業 1.1% 0.1

運輸業 0.6% 運輸業・郵便業 1.0% 運輸業 0.8% 0.2

電気、ガス、水道、熱供給業 0.5% 電気・ガス・熱供給・水道業 0.7% 電気、ガス、水道、熱供給業 0.5% 0.0

不動産業 0.4% 不動産業・物品賃貸業 0.6% 不動産業 0.3% -0.1

飲食店、宿泊業 0.2% 宿泊業・飲食サービス業 0.4% 飲食店、宿泊業 0.4% 0.2

その他 15.0% その他 7.4% その他 6.8% -8.2

2006年調査

N=3465

2017年（今回調査）

N=3273

2010年

2006年

N=3465

2010年

N=3339

2013年

N=3638

今回調査

2017年

N=3273

2006年と

2017年の

差

教員免許 14.8% 14.9% 17.7% 11.1% -3.7

衛生管理者 11.3% 13.3% 10.8% 11.8% 0.5

心理相談員 9.2% 7.1% 7.1% 9.7% 0.5

ファイナンシャル・プランナー 6.7% 7.5% 9.5% 9.6% 2.9

社会保険労務士 5.6% 4.3% 3.5% 4.4% -1.2

教育カウンセラー 2.7% 1.7% 1.9% 1.3% -1.4

認定心理士 1.5% 1.8% 2.4% 3.2% 1.7

中小企業診断士 1.5% 0.8% 0.8% 0.9% -0.6

医師・看護師・保健師 0.9% 0.5% 0.3% 1.4% 0.5

社会福祉士（ソーシャルワーカー） 0.6% 0.5% 0.8% 1.4% 0.8

精神保健福祉士 0.4% 0.3% 0.7% 1.7% 1.3

臨床心理士 0.3% 0.4% 0.4% 1.0% 0.7

税理士 0.2% 0.1% 0.1% 0.1% -0.1
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ため」「定年後経験を活かして社会貢献するため」などで大幅な減少がみられた。全般的な減

少傾向からは、キャリアコンサルティング関連資格の取得に対する目的意識が薄くなってい

るという解釈も成り立つかと考えられる。 
 

図表９－１１ 各調査におけるキャリアコンサルティング関連資格を取得した目的 

 

 

 

４．活動の有無、主な活動の場、専任・兼任の状況の経年比較 

 図表９－１２には、各調査における「キャリアコンサルティングに関連する活動の有無」

を示した。2006 年調査では「活動している」が約 65%、「活動していない」が約 35%であっ

たが、2017 年では「活動している」が約 80%、「活動していない」が約 20%となっていた。

概してキャリアコンサルティングに関連する活動の割合が多くなっていることが示される。 
 

図表９－１２ 各調査における「キャリアコンサルティングに関連する活動の有無」 

 

 
 図表９－１３および図表９－１４には、各調査におけるキャリアコンサルタントの主な活

動の場を示した。各調査を通じた変化は、主な活動の場ごとに一定の特徴を示した。まず「公

的就労支援機関」が主な活動の場だと回答した割合は減少した。一方で「企業内」が主な活

2006年

N=3465

MA

2010年

N=3399

MA

2017年

N=3273

MA

2006年と

2017年の

差

2010年と

2017年の

差

専門能力を高めるため 61.4% 68.3% 57.6% -3.8 -10.7

この分野に興味があったため 57.9% 60.1% 51.0% -6.9 -9.1

仕事上必要だったため 43.3% 46.8% 41.8% -1.5 -5.0

職業人生の将来に備えるため 43.9% 45.0% 40.0% -3.9 -5.0

より有意義なキャリアコンサルティングを行うため --- 31.6% 24.4% --- -7.2

定年後経験を活かして社会貢献するため 25.7% 21.3% 17.2% -8.5 -4.1

就職（転職）に有利だと思ったため 15.3% 19.3% 16.8% 1.5 -2.5

勤務先からの指示や勧めがあったため 14.5% 17.8% 12.6% -1.9 -5.2

人脈（ネットワーク）作りのため 10.6% 10.7% 6.5% -4.1 -4.2

起業するため 5.9% 6.3% 6.2% 0.3 -0.1

収入を増やすため --- 5.9 6.6% --- 0.7

社内での地位向上、昇進のため --- 5.6 5.0% --- -0.6

その他： 2.5% 3.1 2.0% -0.5 -1.1

65.1% 71.2%
84.9% 79.8%

34.9% 28.8%
15.1% 20.2%
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動の場だと回答した割合は増加した。「民間就職支援機関」「地域」は微減傾向、「大学・短大

他」「その他」は微増傾向にあった。 
 

図表９－１３ 各調査におけるキャリアコンサルタントの主な活動の場① 

 
 

図表９－１４ 各調査におけるキャリアコンサルタントの主な活動の場② 

 
 

 これらの傾向をより明確に示すために、図表９－１５には、キャリアコンサルタントの主

な活動の場の 2006 年調査から 2017 年調査にかけての増減を示した。この 11 年間で「公的

就労支援機関」を活動の場とするキャリアコンサルタントは約 15 ポイント減少し、「企業内」

を活動の場とするキャリアコンサルタントは約 13 ポイント増加した。 
 なお、「企業内」を主な活動の場とするキャリアコンサルタントの増加は、2013 年から 2017
年にかけて顕著にみられる。したがって、これを、2016 年 4 月施行の改正職業能力開発促

進法によるキャリアコンサルタントのいわゆる国家資格化および事業主によるキャリアコン

サルティング機会の確保等の規定の明記、さらには 2015 年 9 月 30 日施行の改正労働者派遣

法におけるキャリアコンサルティングの義務化等と関連づけて解釈する余地がある。企業内

でのキャリアコンサルティングに関する社会的な環境が整備されたこととの関連は深いと推

察される。 

2006年

N=2254

2010年

N=2377

2013年

N=3272

2017年

N=2610

公的就労支援機関 30.3% 25.9% 22.1% 15.5%

民間就職支援機関 17.6% 15.4% 16.4% 15.5%

企業内 24.2% 21.3% 21.6% 36.7%

大学・短大他 15.8% 17.5% 21.1% 20.4%

地域 6.8% 6.4% 7.5% 5.7%

その他 5.3% 6.4% 6.0% 8.6%
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図表９－１５ キャリアコンサルタントの主な活動の場の 

2006 年調査から 2017 年調査にかけての増減 

 

 
 図表９－１６および図表９－１７には、各調査における専任・専業および兼任・兼業の割

合を示した。図表から、概して、この 11 年間で「兼任・兼業である」割合が増加し、「専任・

専業である」割合が減少したことが示される。また、図表９－１８には、主な活動の場ごと

にみた専任・専業比率の 2010 年調査から 2017 年調査にかけての増減を示した。図から、こ

の 7 年間で、専任・専業の比率が高まったのは「公的就職支援機関」であり、それ以外は基

本的には専任・専業の比率が低くなっていることが示される。 
 

図表９－１６ 各調査における専任・専業および兼任・兼業の割合① 

 

 
図表９－１７ 各調査における専任・専業および兼任・兼業の割合② 
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図表９－１８ 主な活動の場ごとにみた専任・専業比率の 

2010 年調査から 2017 年調査にかけての増減 

 
 
 以上の結果から、この 11 年間で、兼任・兼業のキャリアコンサルタントとして働く割合

が増えているが、その増分はおおむね公的就職支援機関での専任・専業比率の増加による可

能性を指摘することができる。 
 

 

５．就労形態・就業形態、活動状況、年収の経年比較 

 図表９－１９には、各調査におけるキャリアコンサルタントの就労形態・就業状況を示し

た。表から読み取れる明確な傾向として、2006 年から 2017 年の 11 年間にかけて「自営」

の割合がわずかであるが一貫して増加している。 
 図表９－２０には、キャリアコンサルタントの就労形態・就業状況の 2006 年調査から 2017
年調査にかけての増減を示した。図に示されるとおり、「正規」「非正規」「ボランティア」で

は、その割合が減少したのに対して、「自営」のみが約７ポイント増加した。 
 また、図表９－２１からは、この「自営」のキャリアコンサルタントの増加は、おおむね

40～60 代の中高年層でみられることも指摘できる。 
 

図表９－１９ 各調査におけるキャリアコンサルタントの就労形態・就業状況 
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図表９－２０ キャリアコンサルタントの就労形態・就業状況の 

2006 年調査から 2017 年調査にかけての増減 

 

 
表９－２１ 2006 年調査および 2017 年調査における 

キャリアコンサルタントの年齢別の就労形態・就業状況 

 

 
 図表９－２２および図表９－２３には、2006 年調査および 2017 年調査におけるキャリア

コンサルタントの主な活動の場と就業形態を示した。図表から、以下の 3 点を指摘すること

ができる。第一に、「公的就労支援機関」を主な活動の場とするキャリアコンサルタントは

2006 年と 2017 年のいずれにおいても「非正規社員（専任）」の割合が多く、その割合は 2017
年により一層増加している。第二に、「企業内」を主な活動の場とするキャリアコンサルタン

トは、2006 年と 2017 年のいずれにおいても「正規社員（兼任）」の割合が多く、その割合

はこの 11 年間でほぼ変わらない。第三に、「民間就労支援機関」では、2006 年から 2017 年

かけて「正規社員（兼任）」の割合が増えており、2017 年では最も大きな割合を占めている。
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第四に、「大学等」では、2006 年から 2017 年かけて「正規社員（兼任）」「非正規社員（専

任）」の割合が増えており、2017 年では比較的、大きな割合を占めている。 
 以上の結果から、基本的に、公的就労支援機関を主な活動の場とするキャリアコンサルタ

ントはおもに専任の非正規職員として働いており、企業や民間の就労支援機関を主な活動の

場とするキャリアコンサルタントは他の業務や仕事と兼任して働いている。大学等はその中

間で、他と兼務して働く正規職員および専任の非正規職員の双方が増えていることが示され

る。概して、キャリアコンサルタントとして専任で働く非正規職員＝公的機関と、キャリア

コンサルタントは他との兼務である正規職＝企業という対比があることがうかがえる。 
 

図表９－２２ 2006 年調査および 2017 年調査における 

キャリアコンサルタントの主な活動の場と就業形態① 

 

 

図表９－２３ 2006 年調査および 2017 年調査における 

キャリアコンサルタントの主な活動の場と就業形態② 
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 図表９－２４には、各調査におけるキャリアコンサルタントの活動状況を図示した。図か

ら、「１～５日程度、不定期に活動」している割合も「ほぼ毎日活動している」割合も、おお

むね４割前後であり、全体を通じてみれば、この 11 年間で比較的変わらなかったことが示

される。 
 

図表９－２４ 各調査におけるキャリアコンサルタントの活動状況 

 

 
 ただし、図表９－２５に示したとおり、キャリアコンサルタントの主な活動の場別に活動

状況を検討した場合、2006 年から 2017 年の 11 年間にいくつかの点を指摘することができ

る。第一に、「公的就労支援機関」では「ほぼ毎日活動している」割合が高いが、その傾向は

2017 年に至ってより一層顕著になっている。第二に、「民間就労支援機関」でも「ほぼ毎日

活動している」割合が比較的高いが、その傾向は 2006 年と 2017 年でほぼ変わらない。第三

に、「企業内」では「週 1 回程度、不定期」に活動する割合が高いが、その傾向は 2006 年と

2017 年でほぼ変わらない。第四に、「大学」では「週 1 回程度、不定期」「ほぼ毎日活動し

ている」が拮抗しており、おおむね３～4 割程度であるが、2006 年から 2017 年にかけて両

者の割合は逆転し、2017 年は「ほぼ毎日活動している」割合が高い。 
 これらの結果は、上に示したキャリアコンサルタントの主な活動の場と就業形態の結果と

符合するものであり、2017 年調査では、公的就労支援機関では専任の担当者が多かったため、

ほぼ毎日活動している割合も高かったと解釈される。また、企業内では不定期で活動してい

る割合、民間就労支援機関では毎日活動している割合がそれぞれ高かったが、その割合は

2017 年には微増しており、わずかながら従来からの傾向が強まっている可能性も考えうる。 
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図表９－２５ 2006 年調査および 2017 年調査における 

キャリアコンサルタントの主な活動の場と活動状況 

 

 
 図表９－２６には、2010 年調査および 2017 年調査におけるキャリアコンサルタントの収

入を示した。ここで収入とは、キャリアコンサルティングに関連する活動以外の収入を含む

直近 1 年間の年収であり、その比較が可能であった 2010 年と 2017 年のみを対比している。

図表から明らかなとおり、この 7 年間で収入には大きな差がなかったことが示される。 
 

図表９－２６ 2010 年調査および 2017 年調査におけるキャリアコンサルタントの収入 
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６．主な相談内容および最も困難な相談内容の経年比較 

 図表９－２７は、各調査における直近１年間のキャリアコンサルティングの相談内容を

2006 年、2010 年、2017 年で比較したものである。ただし、2006 年は複数回答、2010 年と

2017 年は３つまで回答となっており、2006 年のみ若干質問方法が異なることに留意された

い。 
 まず、2006 年と 2017 年の差をみた場合、2006 年から 2017 年にかけて大きく増加したの

は、「現在の仕事・職務の内容」（+9.7）、「職場の人間関係」（+9.2）、「今後の生活設計、能力

開発計画、キャリア・プラン等」（+4.9）、「部下の育成・キャリア形成」（+4.4）などであっ

た。一方、2006 年から 2017 年にかけて大きく減少したのは「就職・転職活動の進め方」（-12.6）、
「将来設計・進路選択」（-5.3）などであった。 
 また、2010 年と 2017 年の差をみた場合、2010 年から 2017 年にかけて大きく増加したの

は、「職場の人間関係」（+11.0）、「現在の仕事・職務の内容」（+9.8）、「今後の生活設計、能

力開発計画、キャリア・プラン等」（+8.6）、「部下の育成・キャリア形成」（+5.8）などであ

った。一方、2010 年から 2017 年にかけて大きく減少したのは「履歴書やエントリーシート

の書き方・添削等」（-9.7）、「面接の受け方」（-7.0）、「職業適性・自己分析」（-6.9）などで

あった。なお、2010 年と 2017 年の差については図表９－２８にも図示した。 
 基本的に、上述した 2006 年から 2017 年の変化と 2010 年から 2017 年の変化の傾向は類

似しており、この約 10 年間で相談内容の経年変化には一貫した増加傾向もしくは減少傾向

が見られていたと言える。 
 

図表９－２７ 各調査における主な相談内容 
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図表９－２８ 主な相談内容の 2010 年調査から 2017 年調査にかけての増減 

 

 
 
 図表９－２９には、主な活動の場ごとにみた主な相談内容の 2010 年調査から 2017 年調査

にかけての増減を示した。表では 2 桁の増加がみられた箇所に網掛け、２桁の減少がみられ

た箇所に下線を付した。 
 

図表９－２９ 主な活動の場ごとにみた主な相談内容の 

2010 年調査から 2017 年調査にかけての増減 
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面接の受け方 -5.5 1.0 -16.9 -8.9

個人的な生活面に関すること（家庭生活や人間関係など） 2.6 4.7 -1.6 3.0

学生生活に関すること（授業やゼミの選択など） 0.8 -0.3 -0.8 3.1

メンタルヘルスに関すること -0.3 -0.5 1.1 2.2

発達障害に関すること 2.8 5.3 1.5 5.6

その他 -1.6 -0.2 -1.3 -0.8
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「面接の受け方」で大きく減少していた。「大学等」では「今後の生活設計、能力開発計画、

キャリア・プラン等」で大きく増加し、「職業適性・自己分析」で大きく減少していた。企業

内では大きな増減はみられなかった。 
 これらの結果から、企業以外の領域でも、履歴書やエントリーシートの書き方、自己分析、

棚卸しなどの就職や転職の支援に関わる相談内容から、仕事内容や今後の能力開発、職場の

人間関係といった職場における相談内容が増えていることがうかがえる。これらの結果の背

景について十分な考察は難しいが、概して、民間就職支援機関や大学等においても就職や転

職のみならず、その後の企業におけるキャリアや仕事の内容に踏み込んで相談に乗る傾向が

強まっている可能性を指摘できる。また、こうした結果の傾向から、相談内容が全般的に企

業寄りの内容に変化したという解釈をすることもでき、そのため、もともと企業内での相談

内容が多い「企業」では２桁に達する大きな増減はみられなかったという解釈も可能である。 
 図表９－３０には、2010 年調査および 2017 年調査における最も困難な相談内容の結果を

示した。2010 年調査・2017 年調査ともに、表中にある各相談内容について最も困難な相談

内容を１つ選択させた。その結果、2010 年調査では「メンタルヘルスに関すること」「発達

障害に関すること」「就職・転職活動の進め方」が最も困難な相談内容の上位 3 位であった。

一方、2017 年調査では「発達障害に関すること」「職場の人間関係」「メンタルヘルスに関す

ること」であった。就職・転職活動の進め方が上位 3 位から外れ、職場の人間関係が含まれ

るに至ったのが特徴となる。 
 

図表９－３０ 2010 年調査および 2017 年調査における最も困難な相談内容 

 
 
 ただし、図表９－３１に示したとおり、2010 年調査から 2017 年調査にかけての増減に着

目した場合、「発達障害に関すること」が、この７年間で激増していることが示される。一方

で、「就職・転職活動の進め方」「メンタルヘルスに関すること」はこの７年間で減少した。

図表９－３２に示したとおり、最も困難な相談内容として「発達障害に関すること」が増加

2010年

N=2377

SA

2017年

N=2301
差

メンタルヘルスに関すること 23.0% 16.1% -6.9

発達障害に関すること 15.1% 29.3% 14.2

就職・転職活動の進め方 9.2% 4.6% -4.6

個人的な生活面に関すること（家庭生活や人間関係など） 8.4% 7.9% -0.5

今後の生活設計、能力開発計画、キャリア・プラン等 8.0% 7.4% -0.6

職場の人間関係 8.0% 10.5% 2.5

将来設計・進路選択 7.9% 5.3% -2.6

職業適性・自己分析 5.8% 3.8% -2

その他 2.9% 2.7% -0.2

履歴書やエントリーシートの書き方・添削等 2.4% 1.2% -1.2

現在の仕事・職務の内容 2.0% 1.8% -0.2

企業内の異動希望等 2.0% 3.1% 1.1

過去の経験の棚卸し、振り返り等 1.9% 0.7% -1.2

部下の育成・キャリア開発 1.5% 2.9% 1.4

面接の受け方 1.4% 0.7% -0.7

学生生活に関すること（授業やゼミの選択など） 0.5% 2.0% 1.5
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した傾向は、どの活動領域においても一様にうかがえる。 
 2010 年調査時点から、「発達障害に関すること」は困難な相談内容として上位に位置して

いたが、2017 年調査時点に至って、より一層困難な相談内容として回答がなされたことが示

される。これは「就職・転職活動の進め方」「メンタルヘルスに関すること」が、2010 年調

査時点では困難な相談内容とされていたが、2017 調査時点ではその傾向がかなり減少したの

と対照的である。 
 

図表９－３１ 最も困難な相談内容の 2010 年調査から 2017 年調査にかけての増減 

 
 

図表９－３２ 主な活動の場ごとにみた最も困難な相談内容の 

2010 年調査から 2017 年調査にかけての増減 

 
 

 なお、具体的に「発達障害」がどのような形で最も困難な相談内容となるのかを他の設問

の自由記述欄から拾い上げた。その結果、例えば、以下のような記述がみられた。発達障害

14.2
2.5

1.5
1.4

1.1
-0.2
-0.2

-0.5
-0.6
-0.7

-1.2
-1.2
-2

-2.6
-4.6

-6.9

-10 -5 0 5 10 15 20

発達障害に関すること

職場の人間関係

学生生活に関すること（授業やゼミの選択など）

部下の育成・キャリア開発

企業内の異動希望等

その他

現在の仕事・職務の内容

個人的な生活面に関すること（家庭生活や人間関係など）

今後の生活設計、能力開発計画、キャリア・プラン等

面接の受け方

履歴書やエントリーシートの書き方・添削等

過去の経験の棚卸し、振り返り等

職業適性・自己分析

将来設計・進路選択

就職・転職活動の進め方

メンタルヘルスに関すること

2010年と2017年の差
企業内

N=497

大学・短

期大学・

高等専門

学校

N=363

公的就職

支援機関

N=337

民間就職

支援機関

N=313

現在の仕事・職務の内容 -2.5 0.9 0.2 1.5

今後の生活設計、能力開発計画、キャリア・プラン等 1.2 1.6 -4.5 0.5

企業内の異動希望等 -0.1 0.6 0.9 0.5

職場の人間関係 -3.6 5.4 2.4 3.3

部下の育成・キャリア形成 1.0 -0.8 1.9 2.1

就職・転職活動の進め方 -1.3 -3.7 -4.2 -9.4

将来設計・進路選択 -2.5 -3.7 -2.3 -4.6

過去の経験の棚卸し、振り返り等 -0.6 -0.7 -1.2 -2.4

履歴書やエントリーシートの書き方・添削等 -1.0 -2.8 -0.7 -0.6

職業適性・自己分析 0.0 -3.7 -3.9 -0.3

面接の受け方 -0.8 -0.2 -0.5 -2.1

個人的な生活面に関すること（家庭生活や人間関係など） 1.3 0.8 -0.6 0.1

学生生活に関すること（授業やゼミの選択など） 0.6 2.0 1.8 1.1

メンタルヘルスに関すること -5.5 -6.5 -9.3 -3.8

発達障害に関すること 14.6 12.3 18.8 15.4

その他 -1.0 -1.2 1.2 -0.8
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者と思われる人がそのことに自覚がなく、仕事が上手くいかない、就職活動が上手くいかな

いケース」「発達障害を持つ学生がなかなか面接を通過できない」「発達障害のグレーゾーン

の方に対する職業相談」「発達障害が疑われる部下の育成に関しての相談。本人に認識がなく、

職場でのトラブルの繰り返し」「家族が認めようとしない」。これらの記述から、発達障害を

もつとクライエントの就職や転職がうまくいかず、支援が難しいということもさることなが

ら、発達障害とのグレーゾーンのクライエント、本人に発達障害の可能性の自覚や認識がな

いクライエントの相談に応じざるを得ず、その点に困難を抱えていることがうかがえる。も

とより、発達障害であることが明白である場合、キャリアコンサルタントが軽々に取り扱い

うる対象層ではなく、適切な紹介・リファーの必要が生じるが、そこに至る発達障害である

か否かの境目にあるクラエイントに幅広く対応せざるを得ない現状に、深刻な困難が感じら

れていることを指摘できる。 
 
 

７．「キャリアコンサルティングに関する活動」を行う上での課題の経年比較 

 図表９－３３には、各調査における「キャリアコンサルティングに関する活動」を行う上

での課題に対する回答結果を示した。各調査ともに、回答率の高い上位３位はおおむね変わ

らず、「キャリアコンサルタントとしての自分自身の力量が十分でない」「「キャリアコンサル

タント」「キャリアコンサルティング」というものが知られていない」「相談・支援を行う環

境（場所）が整っていない」であった。 
 

図表９－３３ 各調査における「キャリアコンサルティングに関する活動」を行う上での課題 

 
 

 ただし、図表９－３４に示されるとおり、2010 年調査時点から 2017 年調査時点にかけて

の増減をみた場合、その傾向には大きな差が示された。「キャリアコンサルタントとしての自

分自身の力量が十分でない」「相談・支援を行う環境（場所）が整っていない」については、

変わらないかやや微減であったが、「「キャリアコンサルタント」「キャリアコンサルティング」

というものが知られていない」については 8 ポイントの増加がみられた。また、「キャリア

2006年

N=2254

2010年

N=2377

2017年

N=3273

2006年

との差

2010年

との差

キャリアコンサルタントとしての自分自身の力量が十分でない 41.7% 39.8% 40.8% -0.9 1.0

「キャリアコンサルタント」「キャリアコンサルティング」というものが知られていない 41.3% 41.4% 49.6% 8.3 8.2

相談・支援を行う環境（場所）が整っていない 38.4% 38.0% 35.1% -3.3 -2.9

キャリアコンサルタントの組織内における立場や権限、受け持ち範囲が明確でない 31.6% 26.6% 23.7% -7.9 -2.9

キャリア形成支援に対する関係者間の連携を図るのが難しい 30.2% 37.9% 22.3% -7.9 -15.6

自身が所属する組織のトップ層の理解が十分ではない 26.2% 22.3% 22.2% -4.0 -0.1

自身が所属する組織の現場管理者の理解が十分ではない 26.0% 18.8% 17.0% -9.0 -1.8

支援対象者が消極的であったり、相談に来るのをためらったりする 26.0% 32.6% 17.6% -8.4 -15.0

支援対象者に相談・支援を受けるゆとりがない 20.4% 24.5% 18.8% -1.6 -5.7

特に課題であると感じることはない 4.7% 3.9% 4.9% 0.2 1.0

その他： 7.4% 9.0% 4.9% -2.5 -4.1

キャリアコンサルタントとしての自身の処遇（就業形態、報酬等）が十分でない --- 41.4% 32.7 --- -8.7

支援対象者が所属する組織の理解が十分でない --- 15.2% 15.4 --- 0.2
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形成支援に対する関係者間の連携を図るのが難しい」「支援対象者が消極的であったり、相談

に来るのをためらったりるする」などが約 15 ポイント減少したことをあわせて考察すると、

この 7 年間で様々な課題がある程度、解決・解消しつつあるなか、キャリアコンサルタント・

キャリアコンサルティングの社会的な認知度が結果的に課題として残ったとも言える。 
 

図表９－３４ 「キャリアコンサルティングに関する活動」を行う上での課題の 

2010 年調査から 2017 年調査にかけての増減 

 
 

 
８．まとめと示唆 

 本章では、キャリアコンサルタントを対象として実施された過去３回の調査結果との比較

を通じて、キャリアコンサルタントの活動状況のこの約 10 年における変化を捉えることを

目的とした。 
 本章における結果は、主に以下の４点に集約することができる。 
 第一に、キャリアコンサルタントの年齢は、この約 10 年の間に 30 代の割合が減少し、50
代以上の割合が増加していた。また、男性の割合が減少し、女性の割合が増加した。さらに

関東・関西・九州地方で増加し、それ以外の地方で減少した。これらの傾向そのものはこの

10 年の変化の実態であり、直ちに課題・問題となるものではない。しかしながら一方で、現

在、キャリアコンサルタントは多様なクライエントの多様な相談に乗っているという現状が

ある。そうした多種多様なキャリアコンサルティングを行うにあたっては、やはりキャリア

コンサルタントの属性は画一的・単一的であるよりは、多様であることが求められる。キャ

リアコンサルタントの属性によっては対応することが困難なクライエントあるいは相談内容

があることも想定される上、クライエント側のニーズとしても多種多様なキャリアコンサル

タントが準備されている必要があると言えよう。多様なキャリアコンサルタントの必要性を

鑑みた場合、キャリアコンサルタントの偏在は、引き続き課題となる。 
 第二に、キャリアコンサルタントの活動領域にも変化がみられた。概して企業領域の割合

が、この 10 年で大幅に拡大し、需給調整機関領域（特に公的就労支援機関）の割合が減少

8.2

1.0

1.0

0.2

-0.1

-1.8

-2.9

-2.9

-4.1

-5.7

-8.7

-15.0

-15.6

-20.0 -15.0 -10.0 -5.0 0.0 5.0 10.0

「キャリアコンサルタント」「キャリアコンサルティング」というものが知られていない

特に課題であると感じることはない

キャリアコンサルタントとしての自分自身の力量が十分でない

支援対象者が所属する組織の理解が十分でない

自身が所属する組織のトップ層の理解が十分ではない

自身が所属する組織の現場管理者の理解が十分ではない

相談・支援を行う環境（場所）が整っていない

キャリアコンサルタントの組織内における立場や権限、受け持ち範囲が明確でない

その他

支援対象者に相談・支援を受けるゆとりがない

キャリアコンサルタントとしての自身の処遇（就業形態、報酬等）が十分でない

支援対象者が消極的であったり、相談に来るのをためらったりする

キャリア形成支援に対する関係者間の連携を図るのが難しい
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していた。公的需給調整機関を活動の場とするキャリアコンサルタントの割合の減少は、最

近の雇用情勢の改善に伴う非正規職員の縮小に起因する面も大きく、情勢の変化によっては

増加の可能性も考え得る。ただし、他章の分析結果からもうかがえるように企業領域におけ

るキャリアコンサルティングの伸長は著しい。特に、この 10 年間で、キャリアコンサルテ

ィングが「需給調整機関から企業へ」と移行した背景には、企業内キャリアコンサルティン

グを後押しする制度的な環境整備の影響が大きい。例えば、能開法の改正によるキャリアコ

ンサルタントの国家資格化、派遣法改正によるキャリアコンサルティングの義務化、セルフ

キャリアドック制度の推進等、様々な制度・施策が設けられた。キャリアコンサルティング

施策を広く普及し、実効性のある施策とするには、相応の制度的な下支えを要することが示

唆される。 
 第三に、キャリアコンサルタントの就労状況の変化からも一定の示唆が得られる。例えば、

この約 10 年で、専任・専業で働くキャリアコンサルタントの割合が減少し、兼任・兼業で

働くキャリアコンサルタントの割合が増加した。そして、専任・専業で働くキャリアコンサ

ルタントの割合の増加は、もっぱら公的就労支援機関でほぼ毎日活動する非正規の職員でみ

られた。一方、兼任・兼業で働くキャリアコンサルタントの割合は、企業領域で不定期に活

動する正社員のキャリアコンサルタントに多く、その割合はこの 10 年で微増かあるいはほ

とんど変化しなかった。また、就労状況という点では、特に 40～60 代のキャリアコンサル

タントで「自営」として活動する割合も増えていた。公的就労支援機関＝専任・専業で毎日

活動する非正規職員、企業＝兼任・兼業で不定期に活動する正規社員というキャリアコンサ

ルタントとしての働き方の大まかな違いがあり、それに加えて自営で活動するキャリアコン

サルタントということになる。この点についても、キャリアコンサルタントのより多様な活

動領域および活動状況を考えるにあたっては、一定の働き方に収斂しないことを長期的には

構想する必要がある。すなわち、公的就労支援機関においては正規で働く職員としてキャリ

アコンサルティングを行うこと、企業においてはより専任・専業のキャリアコンサルタント

として働ける環境を作ること、さらに自営のキャリアコンサルタントとして活動しやすい状

況を整備することなどが大まかな方向性として考えられるであろう。 
 第四に、キャリアコンサルタントが取り扱う相談内容についても変化がみられた。この約

10 年で大きく割合が増加した相談内容は「現在の仕事・職務の内容」「職場の人間関係」「今

後の生活設計、能力開発計画、キャリア・プラン等」「部下の育成・キャリア形成」であり、

大きく減少したのは「就職・転職活動の進め方」「将来設計・進路選択」などであった。追加

で分析すると、増加した相談内容はおもに企業領域で多い相談内容であり、減少した相談内

容はおもに需給調整機関（特に公的就労支援機関）で多い相談内容であることが示されてい

た。すなわち、この約 10 年で増加した相談内容は、企業領域におけるキャリアコンサルテ

ィングの拡大に伴うものであることが示される。大まかに、「就職や転職」の相談から「職場

における仕事内容・人間関係・能力開発」の相談へとシフトしつつあるのだと考えておくこ
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とができる。なお、キャリアコンサルティングの現場における課題として発達障害の対応の

困難が各領域で一様に指摘されていた。困難な対象層に対して具体的かつ明確な指針がなく、

適切な制度的・政策的な支援がない場合、第一線で活動するキャリアコンサルタントは著し

く問題を抱えることを示す。キャリアコンサルティングの現場で課題となっている事項につ

いては、今後も適切に方向性を示す必要性があると言えるであろう。

最後に第五として、キャリアコンサルティングの今後の課題としては、そもそも「キャリ

アコンサルタント」「キャリアコンサルティング」というものが知られていないという啓発普

及の問題が指摘された。キャリアコンサルティングに関する他の課題がおおむね 2010 年か

ら 2017 年にかけて減少したのに対して、相対的に「キャリアコンサルタント」「キャリアコ

ンサルティング」の社会的認知および周知の問題が取り残されたと言えよう。また、国家資

格化がなされ、キャリアコンサルティングにまつわる社会的な環境整備がなされればなされ

るほど、一方で、社会全般にキャリアコンサルティングの認知が拡大していかないことに対

する不満や疑問などが高まったとも解釈される。いずれにしても、2010 年から 2017 年にか

けて、ますます増加するキャリアコンサルタントおよびキャリアコンサルティングの啓発普

及・社会的認知の問題・課題はより一層重視する必要が示されていると言えよう。
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キャリアコンサルタントの活動状況に関する調査 

 
◇アンケートご協力のお願い◇ 
 この調査は、厚生労働省の研究要請を受けて、独立行政法人労働政策研究・研修機構と特定

非営利活動法人キャリア・コンサルティング協議会が実施するもので、キャリアコンサルタン

トの皆様の活動等の状況をお尋ねするものです。 
 国家資格化に伴い、キャリアコンサルタントに対する社会的な期待は大きく高まっており、

キャリアコンサルティングの一層の普及が求められています。そこで、本調査では、キャリア

コンサルタントが、今後よりいっそう確立された専門家として発展し、クライエントに利用し

てもらいやすい社会的インフラストラクチャーとなることを目指すべく、キャリアコンサルタ

ント自身の働き方や活動内容等について実態調査を行うことといたしました。 
 つきましては、ご多忙の折、誠に恐縮ではございますが、本調査の趣旨をご理解のうえ、是

非ともご協力くださいますようお願い申し上げます。 
                                  2017 年６月 
【お問い合わせ先】 
◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯アンケート調査事務局 
                 独立行政法人 労働政策研究・研修機構 

                                    E-mail：◯◯◯◯◯◯◯◯ 

                 特定非営利活動法人キャリア・コンサルティング協議会 

                                    E-mail：◯◯◯◯◯◯◯◯ 

 
◆ご回答にあたってのお願い・留意事項 
１．アンケートの回答は、キャリアコンサルティング（下記参照）を行うキャリアコンサルタ

ントご本人にお願いいたします。 
２．特に記載のない限り、2017 年６月３０日現在の状況についてお答えください。 
３．回答の締め切りは 2017 年７月１５日(土)です。ご協力よろしくお願い致します。 
４．ご回答いただいた内容は全て統計的に処理いたします。ご回答者個々人のデータが外部に

出ることは決してございません。また頂いた情報は本調査の目的以外には使用しません。 
５．本アンケート調査に関しまして、回答はお１人あたり１回限りでお願いいたします。 

 

「キャリアコンサルティング」とは 
■「キャリアコンサルティング」とは、労働者の職業の選択、職業生活設計又は職業能力の開発及び

向上に関する相談に応じ、助言及び指導を行うことをいいます（職業能力開発促進法第２条第５

項）。おおむね、「キャリア（職業人生や進路など）」に関する相談をはじめとする支援活動全般をい

います。 
■個人に対する相談だけでなく、グループワーク等のグループを活用した支援、キャリア形成に関

するガイダンス・セミナー等の講師、企業の職業能力・キャリア形成に関する制度の設計・運用や、

学校のキャリア教育プログラムの設計・運用等まで含む概念です。（ここでは自己研鑽・能力向上の

ためのセミナーや研修等への参加などは含みません） 
■本調査では、これらの活動を「キャリアコンサルティングに関連する活動」と表記し、お伺いしま

す。 
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Ⅰ．はじめに、あなたご自身についておうかがいします。 
問１ 年代（◯は１つ） 
 １ 20 代  ２ 30 代  ３ 40 代  ４ 50 代  ５ 60 代  ６ 70 代以上 
 
問２ 性別（◯は１つ） 
 １ 男性    ２ 女性 
 
問３ 現在のキャリアコンサルタントとしての主な活動地域（勤務地）はどこですか。（◯は

１つ）※複数の都道府県で活動している場合は、最も頻繁に活動している地域を１つ選択して

ください。 
 １ 北海道   ２ 青森県   ３ 岩手県   ４ 宮城県   ５ 秋田県 
 ６ 山形県   ７ 福島県   ８ 茨城県   ９ 栃木県   １０ 群馬県 
 １１ 埼玉県  １２ 千葉県  １３ 東京都  １４ 神奈川県 １５ 新潟県 
 １６ 富山県  １７ 石川県  １８ 福井県  １９ 山梨県  ２０ 長野県 
 ２１ 岐阜県  ２２ 静岡県  ２３ 愛知県  ２４ 三重県  ２５ 滋賀県 
 ２６ 京都府  ２７ 大阪府  ２８ 兵庫県  ２９ 奈良県  ３０ 和歌山県 
 ３１ 鳥取県  ３２ 島根県  ３３ 岡山県  ３４ 広島県  ３５ 山口県 
 ３６ 徳島県  ３７ 香川県  ３８ 愛媛県  ３９ 高知県  ４０ 福岡県 
 ４１ 佐賀県  ４２ 長崎県  ４３ 熊本県  ４４ 大分県  ４５ 宮崎県 
 ４６ 鹿児島県 ４７ 沖縄県  ４８ 国外   ４９ 活動していない 
 
問４ 所有されている資格について、該当するものすべてをチェックしてください。（◯はい

くつでも） 
  １ １級キャリアコンサルティング技能士 
  ２ ２級キャリアコンサルティング技能士 
  ３ キャリアコンサルタント資格（平成 28年度以降の試験合格して登録） 

  ４ キャリアコンサルタント資格（経過措置で登録） 

  ５ 旧制度の標準レベルのキャリア・コンサルタント資格 
  ６ 産業カウンセラー 
  ７ 心理相談員 
  ８ コーチング資格 
  ９ 臨床心理士 
  １０ 認定心理士 
  １１ 教育カウンセラー 
  １２ 教育職員免許 
  １３ 社会福祉士（ソーシャルワーカー） 
  １４ 精神保健福祉士 
  １５ 衛生管理者 
  １６ 医師・看護師・保健師 
  １７ 社会保険労務士 
  １８ 中小企業診断士 
  １９ 税理士 
  ２０ ファイナンシャル・プランナー 
  ２１ 関連資格は持っていない 
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問５ いちばん初めにキャリアコンサルタント関連資格（キャリアコンサルティング技能士、

キャリアコンサルタント資格）を取得したのは、もともとどのような理由からでしたか。（◯

はいくつでも） 
  １ 仕事上必要だったため 

  ２ 専門能力を高めるため 
  ３ 職業人生の将来に備えるため 

  ４ この分野に興味があったため 
  ５ 勤務先からの指示や勧めがあったため 

  ６ 就職（転職）に有利だと思ったため 
  ７ 起業するため 

  ８ 人脈（ネットワーク）作りのため 
  ９ 定年後経験を活かして社会貢献するため 

  １０ 収入を増やすため 

  １１ 社内での地位向上、昇進のため 
  １２ より有意義なキャリアコンサルティングを行うため 
  １３ その他（                ） 

 
問６ キャリアコンサルティングにおける対応可能領域をお聞かせください。 

   また、現在の主な活動の場を教えてください。 

 対応可能な 

領 域 （ ◯ は

いくつでも） 

現在の主な 

活 動 の 場

（◯は１つ） 

1) 企業   
2) 学校・教育機関（キャリア教育）   
3) 需給調整機関（派遣、ハローワーク）   
4) 地域（地域若者サポートステーション、女性センター等）   
5) その他（具体的に          ）   
6) なし   
 
問７ キャリアコンサルティングにおける得意分野（専門分野）をお聞かせください。（◯は

いくつでも） 
  １ 非正規雇用社員 

  ２ 女性 

  ３ 中高年 

  ４ 若年者 
  ５ 大学生 

  ６ 高校生・中学生 

  ７ 小学生 

  ８ 障がい者 
  ９ 生活困窮者 

  １０ 人材育成 

  １１ キャリアデザイン 

  １２ 組織開発支援 

  １３ ジョブ・カード作成支援 

  １４ その他（具体的に                ） 
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Ⅱ．あなたの就労状況や勤務先についておうかがいします。 
問１ 現在の就労状況をお聞かせください。（◯は１つ） 

  １ 勤務先あり 問２に飛びます 
     １－１ 正社員 

     １－２ 非正規社員 

     １－３ 経営・管理職 
  ２ フリー・自営 問６に飛びます 
     ２－１ キャリアコンサルタントとしてフリー・自営 
     ２－２ キャリアコンサルタント以外でフリー・自営（具体的に       ） 
  ３ ボランティア（勤務先あり、フリー・自営の方以外） 問６に飛びます 
     ３－１ キャリアコンサルタントとしてボランティア 

     ３－２ キャリアコンサルタント以外でボランティア 

  ４ 無職 
 

問２ 「勤務先あり」をチェックした方に引き続きお尋ねします。現在の職場の業種を選択し

てください。（◯は１つ） 
  １ 建設業 

  ２ 製造業 
  ３ 電気・ガス・熱供給・水道業 

  ４ 情報通信業 
  ５ 運輸業・郵便業 

  ６ 卸売業・小売業 
  ７ 金融業・保険業 

  ８ 不動産業・物品賃貸業 
  ９ 学術研究・専門技術サービス業 

  １０ 宿泊業・飲食サービス業 
  １１ 生活関連サービス業・娯楽業 

   １２ 教育、学習支援 高等教育機関（大学・短大・高専・専修学校） 
  １３ 教育、学習支援 上記以外の「教育、学習支援業」 
  １４ 医療、福祉 

  １５ 複合サービス事業（協同組合など） 

  １６ その他のサービス業  職業紹介・労働者派遣業 
  １７ その他のサービス業  上記以外の「その他のサービス業」 
  １８ 公務  職業相談・職業紹介 
  １９ 公務  上記以外の「公務」          ２０ その他 

 

問３ 「勤務先あり」をチェックした方に引き続きお尋ねします。職種を選択してください。

（◯は１つ） 
  １ （主に）キャリアコンサルタントの仕事  ２ 人事・総務・事務・管理 

  ３ 営業                  ４ 企画・マーケティング 

  ５ サービス・販売             ６ 技術・研究職 

  ７ クリエイティブ（メディア・アパレル・デザイン） 
  ８ その他（具体的に              ） 
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問４ 「勤務先あり」をチェックした方に引き続きお尋ねします。勤務先の全従業員数を選択

してください。（◯は１つ） 

  １ 29人以下   ２ 30～49人   ３ 50～99人  ４ 100～299人 

  ５ 300～499人  ６ 500～999人  ７ 1,000人以上 

 
問５ 「勤務先あり」をチェックした方に引き続きお尋ねします。現在の役職を選択してくだ

さい。（◯は１つ） 

  １ 経営者    ２ 役員            ３ 部長相当職 

  ４ 課長相当職  ５ 係長、主任、職長相当職   ６ 役職は特になし 

  ７ その他（                ） 

 

問６ 全員にお尋ねします。あなた個人の最近１年間のおおよその税込み年収をお答えくださ

い。（◯は１つ） 

  １ なし             ２ 0～200万円未満 

  ３ 200～400万円未満       ４ 400～600万円未満 

  ５ 600～800万円未満       ６ 800～1,000万円未満 

  ７ 1,000～1,200万円未満     ８ 1,200～1,400万円未満 

  ９ 1,400～1,600万円未満     10 1,600～1,800万円未満 

  11 1,800～2,000万円未満     12 2,000万円以上 

 
問７ 現在、あなたは「キャリアコンサルティングに関連する活動」をしていますか。（◯は

１つ） 

「キャリアコンサルティング」とは 
■「キャリアコンサルティング」とは、労働者の職業の選択、職業生活設計又は職業能力の開発及び

向上に関する相談に応じ、助言及び指導を行うことをいいます（職業能力開発促進法第２条第５

項）。おおむね、「キャリア（職業人生や進路など）」に関する相談をはじめとする支援活動全般をい

います。 
■個人に対する相談だけでなく、グループワーク等のグループを活用した支援、キャリア形成に関

するガイダンス・セミナー等の講師、企業の職業能力・キャリア形成に関する制度の設計・運用や、

学校のキャリア教育プログラムの設計・運用等まで含む概念です。（ここでは自己研鑽・能力向上の

ためのセミナーや研修等への参加などは含みません） 
■本調査では、これらの活動を「キャリアコンサルティングに関連する活動」と表記し、お伺いしま

す。 
 
  １ ほぼ毎日活動している      ２ 週２～３回程度活動している 
  ３ 週１回程度活動している     ４ 不定期に活動している 
  ５ 活動していない 

 

→１～４は「Ⅲ．「キャリアコンサルティングに関連する活動」の内容についてお伺いします。」

へ 

 

→５は「Ⅴ．キャリアコンサルティングに関連する活動を行っていない理由等についてお伺い

します。」へ 
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Ⅲ．「キャリアコンサルティングに関連する活動」の内容についてお伺いします。 

問１ 現在、専ら「キャリアコンサルティングに関連する活動」に携わっていますか（専任・

専業）、それともそれ以外の活動とあわせて携わっていますか（兼任・兼業）。いずれか 1つ

を選択してください。 
 なお、「２ 兼任・兼業である」場合、業務（活動）全体の中で「キャリアコンサルティン

グに関連する活動」が全体に占める割合（％）を数字で記入してください。（◯は１つ→割合

で記入） 

 

  １ 専任・専業である 
  ２ 兼任・兼業である → 全体の約     ％ 
 
 
問２ 「キャリアコンサルティングに関連する活動」の通算年数をお聞かせください。 

  １ １年未満 

  ２ １年以上５年未満 
  ３ ５年以上１０年未満 

  ４ １０年以上 
 
 
問３ 「キャリアコンサルティングに関連する活動」で生計を立てていますか。（◯は１つ） 
  １ 「キャリアコンサルティングに関連する活動」だけで、生計を立てている 
  ２ 「キャリアコンサルティングに関連する活動」で、主に生計を立てている 
  ３ 「キャリアコンサルティングに関連する活動」以外で、主に生計を立てている 
  ４ 「キャリアコンサルティングに関連する活動」以外だけで、生計を立てている 
 
 
問４ 直近１年間の「キャリアコンサルティングに関連する活動」を内容別にみた場合、それ

ぞれの活動時間はどのくらいですか。おおよそで構いませんので割合（％）で記入してくださ

い。全体を合計して１００％になるように、数字を割り当ててください。（数字を記入） 

 
相談、面談、カウンセリング    ％ 
セミナー、研修、授業の講師    ％ 
それ以外    ％ 
全体 １００％ 

 
 
問５ キャリアコンサルタント資格を活かして、他にどのような活動を行っていますか。 
 ※キャリアコンサルタント資格を活かしていると思われる活動については、どのようなこと

でも良いですので、ご自由にお書きください。（自由記述） 
＜150 文字以内＞ 
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Ⅳ．キャリアコンサルティングの相談内容についてお伺いします。 
問１ 直近１年間の「キャリアコンサルティングに関連する活動」のうち、個人に対して行っ

た相談の内容についてお伺いします。 
 【１】相談内容として多いのはどのようなものですか。（◯は上位３つ） 
 【２】対応が最も難しいと感じる相談内容はどのようなものですか。（◯は１つ） 
 多い相談 

（上位３つ） 
対応が最も難

しいと感じる

相談（１つ） 
1)現在の仕事・職務の内容   
2)今後の生活設計、能力開発計画、キャリア・プラン等   
3)企業内の異動希望等   
4)職場の人間関係   
5)部下の育成・キャリア形成   
6)就職・転職活動の進め方   
7)将来設計・進路選択   
8)過去の経験の棚卸し、振り返り等   
9)履歴書やエントリーシートの書き方・添削等   
10)職業適性・自己分析   
11)面接の受け方   
12)個人的な生活面に関すること（家庭生活や人間関係など）   
13)学生生活に関すること（授業やゼミの選択など）   
14)メンタルヘルスに関すること   
15)発達障害に関すること   
16)その他   
 
問２ 直近 1 年間の「キャリアコンサルティングに関連する活動」のうち個人に対して行った

相談で、最も難しいと感じた相談（1 回分）を思い出して、以下の問いにお答え下さい。 
 

・その相談はどのようなものでしたか。特に難しさを感じた点について簡潔にお答えください。（自

由記述） 
＜150 文字以内＞ 
 
 
 
 

・上記の相談の難しさは、何に起因すると思いますか。以下の４つの視点から１つ○をつけて

お答えください。（◯は１つ） 

 

 １ キャリアコンサルタントである自分の能力・スキルや知識・経験などの不足 

 ２ 相談者の問題解決に対する自覚・意欲や能力などの不足 

 ３ キャリアコンサルタントである自分と相談者の問題解決に向けた協働関係の不足 

 ４ 相談者を取り巻く職場、学校、家庭などの環境（風土、人間関係、制度など） 
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・その相談はあなたにとってどの程度うまく対応できたと思いますか？（◯は１つ） 

  １ 問題なく対応できた 

  ２ なんとか対応できた 

  ３ うまく対応できなかった 

  ４ ほとんど対応できなかった 

 
・その相談に対して当時はどのように対応しましたか？（自由記述） 
＜150 文字以内＞ 
 
 
 
 

問３ あなたは、キャリアコンサルティングにおける面談において、いつもどのようなことを

重視しながら実施していますか。あてはまるものに１つ○をつけてお答えください。（◯はそ

れぞれ１つ）） 
 かなり

重視し

ている 

やや重

視して

いる 

どちら

とも言

えない 

あまり

重視し

ない 

ほとん

ど重視

しない 
1)問題の原因を見定めて、それが除去されるように働

きかける 

     

2)話をよく聴いて感情表現を促し、相談者の気持ちに

寄り添う 

     

3)相談者が持つ価値観や欲求などに気づいてもらう

ように促す 

     

4)問題や状況に対する認知や意識が変容するように

働きかける 

     

5)将来像やゴールを明確にして、その達成に必要な行

動を促す 

     

6)より意味のあるキャリアのストーリーを語れるよ

うに促す 

     

7)問題解決に必要と思われる知識・情報・ハウツーを

提供する 

     

8)相談者とその周囲の関係調整や、外部リソースの活

用を図る 

     

 
 
→「Ⅵ．キャリアコンサルタントとしての能力の維持・向上等についてお伺いします。」へ 
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Ⅴ．キャリアコンサルティングに関連する活動を行っていない理由等についてお伺いします。 
 

問１ 現在、「キャリアコンサルティングに関連する活動」をしていないのは、どのような理

由からですか。（◯は１つ） 
  １ キャリアコンサルティングとは関係のない組織、部署等に所属している 
  ２ 周囲にキャリアコンサルティングの仕事（ニーズ）がない 
  ３ 所属する組織（企業等）がキャリアコンサルティングに熱心ではない 
  ４ 他の仕事などで忙しく、自分自身に時間的余裕がない 
  ５ 自分自身の専門的スキル・知識に自信がない 
  ６ キャリアコンサルティングに関する仕事をしたくない、興味がなくなった 

  ７ キャリアコンサルティングの仕事の報酬が少ない 
  ８ その他（                             ） 
 
問２ 今後、「キャリアコンサルティングに関連する活動」を開始（再開）したいと考えます

か。（◯は１つ） 
  １ ぜひ開始（再開）したい 
  ２ できれば開始（再開）したい 
  ３ 開始（再開）したいが、当面難しい 
  ４ 当面開始（再開）する気はない 
 
問３ 今後、「キャリアコンサルティングに関連する活動」を開始（再開）するために、どの

ようなことを予定していますか。（◯はいくつでも） 
  １ 職業紹介、人材派遣、再就職支援等の関連企業・機関への就職・転職 
  ２ 教育機関（大学・短大・高等専門学校等）のキャリアセンター等への就職・転職 
  ３ 民間教育訓練機関への就職・転職 
  ４ 企業等の人事・労務・キャリア形成支援等の関連部門への就職・転職 
  ５ 所属する組織（企業等）内の異動希望 
  ６ 起業・独立 
  ７ 現在の業務に加えた副業 
  ８ ボランティア 

  ９ キャリアコンサルティングについて改めて勉強しなおす 
  １０ 特に何も予定していない 
 
→「Ⅵ．キャリアコンサルタントとしての能力の維持・向上等についてお伺いします。」へ 
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Ⅵ．キャリアコンサルタントとしての能力の維持・向上等についてお伺いします。 
問１ 更新講習の受講状況をお書きください。(◯は１つ） 
 １ 知識講習を受講した 
 ２ 技能講習を受講した 
 ３ 知識・技能講習とも受講した 
 ４ まだ受講していない。 

 

問２ キャリアコンサルタントとしての自身の能力を維持・向上させるため、どのようなこと

をしていますか。（◯はいくつでも） 
 １ キャリアコンサルティングに関する上位資格・関連資格の取得に向けた準備 

 ２ キャリアコンサルティングに関する研修会・勉強会等への参加または実施 
 ３ キャリアコンサルティングに関するスーパーバイザーによる助言・指導を受ける 
 ４ 所属する組織内外の専門家との交流 

 ５ 相談実務の経験を積む 

 ６ 特に何もしていない 
 
問３ キャリアコンサルタント同士で、情報交換や交流のネットワークをお持ちですか。（◯

はいくつでも） 
 １ 定期的に連絡を取り合っている 
 ２ 自主的な勉強会などに参加している 
 ３ 共同でキャリアコンサルティングに関する活動をしている 
 ４ 特に情報交換や交流のネットワークはない 
 
問４ 今後、キャリアコンサルタントが活躍しやすい環境を作るためには、どのような対策が

最も効果的だと思われますか。（◯は１つ） 

 １ 組織（企業、教育機関等）への啓発活動を充実する 

 ２ 個人（クライエント、支援対象者）の認知度を高める活動を充実する 

 ３ スーパーバイザーから助言・指導を受けることができる体制を整備する 

 ４ キャリアコンサルティングを実施する上での相談窓口を設置する 
 ５ キャリアコンサルタント自身が能力を向上できる機会を全国的に提供する 
 ６ 関係者の交流や情報交換の機会を増やす 

 ７ キャリアコンサルタント自身がキャリアパスを考える機会を増やす 
 

問５ 今後、キャリアコンサルタントが活躍しやすい環境を作るために、上記の他にどのよう

な対策が効果的だと思いますか。ご自由にお書きください。（自由記述） 

＜150 文字以内＞ 
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問６ 現在、あなたは、キャリアコンサルタント関連の会員組織に所属していますか 
 １ 所属している 

 ２ 所属していない 
 
１で「所属している」と答えた方に伺います。所属している団体の種類を教えてください（◯

はいくつでも） 
 １ 自分がキャリアコンサルタント養成講座・養成講習を修了した団体 
 ２ １以外のキャリアコンサルタント養成団体 
 ３ キャリアコンサルティング関連の学会 
 ４ キャリアコンサルティング技能士会 
 ５ その他 （ 具体的に            ） 

 
 

Ⅶ．キャリアコンサルティングやキャリアコンサルタントに関するあなた自身のお考えについ

てお伺いします。 
問１ 「キャリアコンサルタント」としての自分の活動に満足していますか（◯は１つ） 

  １ とても満足している    ２ やや満足している 

  ３ どちらとも言えない    ４ あまり満足していない 

  ５ 満足していない 

 

問２ 「キャリアコンサルタント」の資格は、あなたの日々の仕事や生活に役立っていますか。

（◯は１つ） 
  １ とても役立っている    ２ やや役立っている 

  ３ どちらとも言えない    ４ あまり役立っていない 

  ５ ほとんど役立っていない 
 
問３ あなたが「キャリアコンサルティングに関連する活動」を行う上で、課題であると感じ

るのはどのようなことですか。（◯はいくつでも） 
 １ 自身が所属する組織のトップ層の理解が十分ではない 
 ２ 自身が所属する組織の現場管理者の理解が十分ではない 
 ３ キャリア形成支援に対する関係者間の連携を図るのが難しい 
 ４ 相談・支援を行う環境（場所）が整っていない 
 ５ 支援対象者に相談・支援を受けるゆとりがない 
 ６ 支援対象者が消極的であったり、相談に来るのをためらったりする 
 ７ 支援対象者が所属する組織の理解が十分でない 
 ８ キャリアコンサルタントとしての自分自身の力量が十分でない 
 ９ キャリアコンサルタントの組織内における立場や権限、受け持ち範囲が明確でない 
 １０ キャリアコンサルタントとしての自身の処遇（就業形態、報酬等）が十分でない 
 １１ 「キャリアコンサルタント」「キャリアコンサルティング」というものが知られてい

ない 
 １２ その他（                              ） 
 １３ 特に課題であると感じることはない 
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問４ これからの社会における新しいキャリアコンサルタントとして、以下の事柄は、今後ど

のくらい必要になると感じますか。 

 【１】必要となるのは、どれだと感じますか。（◯は上位３つ） 
 【２】なかでも特に必要となるのは、どれだと感じますか。（◯は１つ） 
 必要と

なる 
特に必要

となる 
専門領域別のキャリアコンサルタント 

（企業、学校、ハローワーク、その他の転職支援会社などの専門領域別） 
  

業種別・業界別のキャリアコンサルタント   
コーチングやリーダー養成を専門とするキャリアコンサルタント   
組織開発や組織文化に取り組むキャリアコンサルタント   
地域の企業や自治体、学校等と連携して活動するキャリアコンサルタント   
メンタルヘルスなどの問題を専門とするキャリアコンサルタント   
発達障害・精神障害などを専門とするキャリアコンサルタント   
ハラスメントの問題に専門的に関わるキャリアコンサルタント 

（セクハラやパワハラなど） 
  

ダイバーシティ、多文化の問題に関わるキャリアコンサルタント 

（ジェンダーや外国人の問題など） 
  

個人のキャリア発達・キャリア構築に深く関わるキャリアコンサルタント   
社会正義を志向するキャリアコンサルタント 

（格差、不平等、貧困等の問題への取り組みなど） 
  

 

問５ キャリアコンサルタントの今後の活動として、以下の事柄を、どの程度、重視しますか。

あてはまるものに１つ○をつけてお答えください。（◯はそれぞれ１つ）） 
 かなり

重視す

る 

やや重

視する 
どちら

とも言

えない 

あまり

重視し

ない 

ほとん

ど重視

しない 
組織開発（人と組織に働きかける活動）      
労働市場情報（求人情報等の労働市場情報の提供等）      
ミドルの人材育成（意欲やモチベーションの維持等）      
 

Ⅷ．自由記述欄 
問１ キャリアコンサルタント（国家資格）の登録制度について、どのようにお感じになりま

すか。良い点や課題などがありましたら、ご自由にお書きください。（自由記述） 
＜600 文字以内＞ 
 
 
 

問２ 本調査を通じて気づいた点や、キャリアコンサルティングの推進やキャリアコンサルタ

ントの活動に対する支援策等に関し、ご意見・ご要望等を自由にお書きください。（自由記述） 
＜600 文字以内＞ 
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